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様式２－１－１ 国立研究開発法人 年度評価 評価の概要 

 
１．評価対象に関する事項 

法人名 国立研究開発法人科学技術振興機構 

評価対象事業年

度 

年度評価 平成 27 年度（第 3期） 

中長期目標期間 平成 24～28 年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 文部科学大臣 

 法人所管部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 人材政策課 課長：塩崎正晴 

 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 企画評価課 課長：村上尚久 

 

３．評価の実施に関する事項 

 

平成２８年６月１４日 科学技術振興機構部会（以下、「JST 部会」という。）委員による東京藝術大学（センター・オブ・イノベーション）への実地調査を実施した。 

平成２８年６月２３日 JST 部会第４回を開催し、科学技術振興機構役員（理事長、理事、監事等）及び職員より、自己評価結果についてのヒアリングを実施した。 

平成２８年６月２９日 JST 部会第５回を開催し、第４回における科学技術振興機構から説明のあった自己評価結果を踏まえ、主務大臣の評価案について委員から助言を得た。 

平成２８年７月１４日 JST 部会第６回を開催し、第４回における科学技術振興機構から説明のあった自己評価結果を踏まえ、主務大臣の評価案について委員から助言を得た。 

 

 

４．その他評価に関する重要事項 

 

特記事項なし。 
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様式２－１－２ 国立研究開発法人 年度評価 総合評定 

 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，Ｄ） 
Ａ 

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 
  

― ― A A    

評定に至った理由 
平成２７年度における中長期計画の実施状況については、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出

の期待等が認められる。 

 

２．法人全体に対する評価 

○業務の実績について、研究開発成果では、次世代蓄電池実現に向けた電極材料の開発（CREST・陳明偉（東北大））や、有用化合物を合成する高性能酵素の発見（ERATO・浅野泰久（富山県立大））など、

社会的インパクトを有する多くの顕著な実績があった。また、産学連携事業では、基礎研究から実用化までの研究段階に応じた息の長い支援を担い、高性能高機能色彩材料の量産本格化、ドイツ・イ

ノベーション・アワードの受賞など、社会的インパクトのある多くの顕著な実績や国際的な評価を生んでいる。 

○また、東日本大震災からの復興に向け、ＪＳＴの強みを活かした被災地企業へのきめ細やかな支援を通じて、雇用の増加、新たな事業化案件の増加などの顕著な成果が得られている。更に日本科学未

来館では幅広い年齢層が来館する利点を最大限に活かし、研究開発プロジェクトとの連携により、研究開発段階から来館者が被験者として参加する展示活動を行うなど、社会との協働を促進する取組

を実施したことは評価できる。 

○法人運営の面では、理事長のトップマネジメントの下、改革が進展している。特に戦略プロポーザル等の作成過程において、様々なステークホルダー、とりわけ政策立案関係者を議論に巻き込むこと

などを積極的に推進していることのほか、日中両国政府のハイレベルで政策的なネットワークを構築するなどの人的ネットワークの形成とその深化による活動の円滑化が行われていること、ファンデ

ィング事業では課題選考前に受け手となる市場・企業を明らかにするための調査やデータ補完の仕組み（フィージビリティスタディ）の導入などの改善が行われ、業務の成果も新たな事業化につなが

っていることなど、研究開発成果の最大化に向けて積極的な取組が展開されている。 

 

３．項目別評価の主な課題、改善事項等 

○今後、研究開発成果の最大化に向け、ＪＳＴの業務の更なる充実強化を図っていくためには、シンクタンク機能や科学技術情報基盤を自ら有している優位性を生かしつつ、他機関（大学等）の支援で

はなく主体的な研究開発を行うことが必要である。 

○Ｃ評定となった事業については、引き続き改善に努めることが必要である。 

 

４．その他事項 

研究開発に関する審議

会の主な意見 

（研究開発に関する審議会の主な意見などについて記載） 

 

 

 

 

 

監事の主な意見 特記事項なし。 

※１ Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。  

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。  

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。  

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。  

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等を求める。 

※２ 平成 25 年度評価までは、文部科学省独立行政法人評価委員会において総合評定を付しておらず、項目別評価の大項目について段階別評定を行っていたため、この評定を過年度の評定として参考に記載することとする。  
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様式２－１－３ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定総括表 

 

中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目別調書

№ 
備考 
 

 中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目別

調書№ 
備考 

 24
年度 

25
年度 

26
年度 

27
年度 

28
年度 

    24
年度 

25
年度 

26
年度 

27
年度 

28
年度 

  

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置  Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置  
 １．科学技術イノベーション創出に

向けた研究開発戦略立案機能の強化            
１．組織の編成及び運営 A A B B    Ⅱ－1  

① 科学技術イノベーション創出に

向けた調査・分析及び研究開発戦

略の提案（うち、研究開発戦略セ

ンター事業） A A 

A A    1.①  
  

２．業務の合理化・効率化 A A B B    Ⅱ－2  

① 科学技術イノベーション創出に

向けた調査・分析及び研究開発戦

略の提案（うち、中国総合研究・

交流センター事業） 
B A    1.①  

  
３．財務内容の改善 A A B B    Ⅱ－3  

② 低炭素社会実現のための調査・分

析及び社会シナリオ・戦略の提案 A A B B    1.②  
 

Ⅲ 予算、収支計画及び資金計画 

２．科学技術イノベーションの創出          
   

A A B B    Ⅲ  

 （１）科学技術イノベーション創出

の推進           
Ⅳ 短期借入金の限度額 

①戦略的な研究開発の推進 S S A A    2.(1)①  
   

－ － － －    Ⅳ  

②産学が連携した研究開発成果の展

開 A A A A    2.(1)②   Ⅳ.2.  不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に

関する計画 
③東日本大震災からの復興・再生へ

の支援 A A S A    2.(1)③     A A B B    Ⅳ. 2  

 ④国際的な科学技術共同研究等の推

進 S S A A    2.(1)④   
Ⅴ. 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

 ⑤研究開発法人を中核としたイノベ

ーションハブの構築    B    2.(1)⑤     

－ － － －    Ⅴ   
⑥知的財産の活用支援 S A B B    2.(1)⑥   

 
⑦革新的新技術研究開発の推進  A B B    2.(1)⑦  

 
Ⅵ 剰余金の使途 

（２）科学技術イノベーション創出

のための科学技術基盤の形成             
－ A － －    Ⅵ  

①知識インフラの構築 S A B B    2.(2)①   Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 
②科学技術イノベーションを支える

人材インフラの構築        2.(2)②     A A B B    Ⅶ  
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 ａ．次世代の科学技術を担う人材の

育成 

A A 

A B       

 ｂ．科学技術イノベーションに関与

する人材の育成 B B       

 ｃ．海外との人材交流基盤の構築 A B       

ｃ．海外との人材交流基盤の構築（う

ち、外国人宿舎の運営） C C       

ｃ．海外との人材交流基盤の構築（う

ち、日本・アジア青少年サイエンス

交流事業） 
  A A      

 

ｄ.プログラム・マネージャーの育成    B    2.(2)②  
 

ｅ.公正な研究活動の推進    B    2.(2)②  
 

③コミュニケーションインフラの構

築           

 
③コミュニケーションインフラの構

築（うち、科学技術コミュニケーシ

ョンセンター） A A 
B B    2.(2)③  

 

 ③コミュニケーションインフラの構

築（うち、日本科学未来館） S A    2.(2)③   

 ３．その他行政等のために必要な業

務           

 （１）関係行政機関からの受託等に

よる事業の推進 A A B B    3.(1)   

 （２）戦略的イノベーション創造プ

ログラム（SIP）の実施   B B    3.(2)   

 
※重要度を「高」と設定している項目については各評語の横に「○」を付す。 

難易度を「高」と設定している項目については各評語に下線を引く。 
※平成２５年度評価までの評定は、「文部科学省所管独立行政法人の業務実績評価に係る基本方針」（平成１４年３月２２日文部科学省独立行政法人評価委員会）に基づく。 

また、平成２６年度以降の評定は、各府省の評価基準に基づく。詳細は下記の通り。 

平成２５年度評価までの評定 平成２６年度評価以降の評定 

Ｓ：特に優れた実績を上げている。（法人横断的基準は事前に設けず、法人の業務の特性に応じて評定を付す。） 

Ａ：中期計画通り、または中期計画を上回って履行し、中期目標に向かって順調に、または中期目標を上回るペースで実績を上げている。（当該年度に実施すべき中期計画

の達成度が１００％以上） 

Ｂ：中期計画通りに履行しているとは言えない面もあるが、工夫や努力によって、中期目標を達成し得ると判断される。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が７０％以

上１００％未満） 

Ｃ：中期計画の履行が遅れており、中期目標達成のためには業務の改善が必要である。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が７０％未満） 

Ｆ：評価委員会として業務運営の改善その他の勧告を行う必要がある。（客観的基準は事前に設けず、業務改善の勧告が必要と判断された場合に限りＦの評定を付す。） 

【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研

究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研

究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出

や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的か

つ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的か

つ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 

 

【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】 

Ｓ：法人の活動により、中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上

で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：法人の活動により、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上とする。）。 
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Ｂ：中期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大臣が業務運

営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１.① 科学技術イノベーション創出に向けた調査・分析及び研究開発戦略の提案（研究開発戦略センター業務） 
関連する政策・施策 政策目標 7 科学技術・学術政策の総合的な推進 

施策目標 7－1 科学技術関係人材の育成及び科学技術に関する 
国民意識の醸成 

施策目標 7－2 イノベーション創出に向けた産業連携の推進及 
び地域科学技術の振興 

施策目標 7－4 科学技術の国際活動の戦略的推進 
政策目標 8 基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 
施策目標 8－2 科学技術振興のための基盤の強化 

政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 
施策目標 9－1 ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推進 
及び倫理的課題等への取組 

施策目標 9－2 情報通信分野の研究開発の重点的推進 
施策目標 9－3 環境分野の研究開発の重点的推進 

当該事業実施に係る根拠（個
別法条文など） 

国立研究開発法人科学技術振興機構法第十八条 
第一号 新技術の創出に資することとなる科学技術に関する基礎研究及び基
盤的研究開発を行うこと。 

第十号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易
度 － 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度  H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

ワークショップ開
催数（回） 

－ 63 90 109 57  予算額（千円） 1,008,176 
の内数 

1,018,842 
の内数 

1,043,541 
の内数 

1,012,212 
の内数 

 

プロポーザル刊行
数（件） 

－ ９ ７ ６ ６  決算額（千円） 955,345 
の内数 

939,882 
の内数 

1,060,005 
の内数 

972,957 
の内数 

 

 経常費用（千円） 107,525,024 
の内数 

130,937,687 
の内数 

144,296,465 
の内数 

122,515,035 
の内数 

 

経常利益（千円） 762,378 
の内数 

720,154 
の内数 

640,652 
の内数 

251,935 
の内数 

 

行政サービス実施コスト
（千円） 

115,911,045 
の内数 

135,757,718 
の内数 

149,010,757 
の内数 

145,953,583
の内数 

 

 
従事人員数 37（12） 40（14） 45（16） 44（16）  

注）予算額及び決算額は、研究開発戦略センター及び中国総合研究交流センターの合計額 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による

評価 主な業務実績等 自己評価 
 ・機構の業務

全 般の効 果

的・効率的な

運営に資する

ため、国内外

の科学技術政

策及び研究開

発の動向、社

会的・経済的

ニーズ等の調

査・分析を行

い、我が国が

進めるべき研

究開発対象を

特定し、科学

技術システム

の改善に向け

た質の高い提

案を行う。得

られた成果に

ついては、我

が国の研究開

発戦略の立案

にも活用され

るよう国に提

供するととも

に、国民に向

けて積極的に

発信する。 

・機構の業務全般の効

果的・効率的な運営に

資するため、国内外の

科学技術政策及び研

究開発の動向、社会

的・経済的ニーズ等に

ついて調査・分析を行

い、重点的に推進すべ

き研究開発領域、研究

開発課題の特定、科学

技術システムの改善

等について質の高い

提案を行う。 

・機構の業務全般の効

果的・効率的な運営に

資するため、国内外の

科学技術政策及び研

究開発の動向、社会

的・経済的ニーズ等に

ついて調査・分析を行

い、重点的に推進すべ

き研究開発領域・研究

開発課題の特定、科学

技術システムの改善

等について質の高い

提案を行う。 

 

［推進方法］ 

ⅰ．科学技術イノベー

ション創出に向けた

調査・分析 

イ．国内外の科学技術

政策及び研究開発の

動向等について、俯瞰

ワークショップの開

催等により、研究者、

技術者及び政策担当

者をはじめとする広

範な関係者の参加を

得ながら、科学技術分

野の俯瞰、社会的期待

の分析、海外事務所の

活用等による海外の

情報収集及び比較等

により調査・分析を行

う。なお、科学技術分

野の俯瞰においては、

科学技術の主要分野

について、分野の全体

像、研究開発領域、各

国の戦略等を整理し、

研究開発の俯瞰報告

書を取りまとめる。 

 

 

［評価軸］ 

・戦略プロポーザル・

俯瞰報告書・各種調査

報告書等の活用に向

けた活動プロセスが

適切か 

 

 

〈評価指標〉 

・戦略プロポーザル等

の作成におけるステ

ークホルダーの参画

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈評価指標〉 

・戦略プロポーザル等の作成におけるステークホルダーの参画状況 

■社会実装・施策化に向けたステークホルダーの巻き込み強化 

・研究開発戦略センター（CRDS）からの提言の受け取り手である政策立案関係者等を含むステー

クホルダーを早期段階から議論に巻き込み、戦略プロポーザル等の着実な社会実装・施策化に

向けた取組を強化した。 

 ワークショップ等の開催によるステークホルダーの巻き込み強化 

研究開発の俯瞰報告書や戦略プロポーザルの作成過程において、平成 27 年度は計 57回の

ワークショップ等を開催した。平成 27年度にユニットを統合したことを活かし、分野融

合的な議論を促進するとともに開催の効率化を図った。各ワークショップにおいては、産

官学からの多様な外部有識者の招へいによる「場の形成」を基づく議論を行い、戦略プロ

ポーザル作成の早期段階から多くのステークホルダーを巻き込んでの検討を進めること

で、施策化や社会実装に向けて実効性の高い提案となるよう、多様な意見の取り込みを行

った。 

特に第 5期科学技術基本計画策定を見据え、CRDS で集中的に検討を行ってきた

「REALITY2.0」については、関係府省の政策立案担当者、大学・研究機関、民間企業等の

有識者約 90 名を集めた「REALITY2.0 サミット」を開催した。これにより、CRDS が提唱す

る「REALITY2.0」の実現に向けたビジョンや具体的な研究開発推進の仕組みについて多様

なステークホルダーを巻き込んだ検討結果を提言に盛り込むことができた。その結果、例

えば第 5期科学技術基本計画においては、CRDS からの多くの提案内容が反映されること

につながった。 

 戦略プロポーザル作成過程でのステークホルダーの巻き込み強化 

平成 27 年度は計 12件の戦略プロポーザル作成のためのチーム活動を実施した。その過程

で計 395 人の外部有識者に対するヒアリングを実施し、第一線の研究者・有識者の最新の

高い知見・意見を十分に取り込み、また施策化を担う政策立案担当者等との議論を反映さ

せることで質の高い提言の作成に取り組んだ。 

 

 

■科学技術イノベーション実現に向けた自然科学と人文・社会科学との連携への取組 

・現代社会における科学技術だけでは解決できない複雑に絡み合った多くの問題に対して人文・

社会科学系からの参画が期待されているが、それらの課題解決に向けて長年その実現が期待さ

れてきた自然科学と人文・社会科学の連携について、CRDS が各界を主導して具体的な取り組み

を継続・強化した。 

・具体的には、CRDS の有する人的ネットワークを最大限に駆使して、人文・社会科学系、経済学

系、自然科学系の有識者や政策立案担当者等を一堂に会したワークショップ等での議論を行い、

両者の連携に資する「場の形成」など、公的シンクタンクとしての特性を活かした CRDS なら

ではの取り組みを推進した。 

・具体的な活動内容は以下の通りである。 

 分野・領域を超えた対話の場の形成を目指した取り組みとして、全 3回から構成される若

手ワークショップ（人文・社会科学系及び自然科学系の若手研究者約 20名が継続して参

加）を開催した。将来的に具体的な連携活動の担い手となる若手研究者を中心に分野によ

・国立研究開発法
人の目的・業務、
中長期目標等に
照らし、機構の
活動による成
果、取組等につ
いて諸事情を踏
まえて総合的に
勘案した結果、
適正、効果的か
つ効率的な業務
運営の下で、第
5 期科学技術基
本計画策定への
貢 献 、
「REALITY2.0」
をはじめとする
研究開発の新た
な潮流の創造促
進、及び関係府
省等での数多く
の施策化等への
貢献など、「研究
開発成果の最大
化」に向けて顕
著な成果の創出
や将来的な成果
の創出の期待等
が認められるた
め、評定を A と
する。 

 
＜戦略プロポーザ
ル等の作成にお
けるステークホ
ルダーの参画状
況＞ 

 
【社会実装・施策
化に向けたステ
ークホルダーの
巻き込み強化】 

・戦略プロポーザ
ル作成の早期段
階から産学官の
ステークホルダ
ーを一堂に会し
たワークショッ
プ等を数多く開
催するなどして

評定 Ａ 
＜評定に至った
理由＞ 
・平成 27 年度に
おける中長期計
画の実施状況に
ついては、適正、
効果的かつ効率
的な業務運営の
下で「研究開発成
果の最大化」に向
けて、昨年同様に
顕著な成果の創
出や将来的な成
果の創出の期待
等が認められる
ため、評定を A と
する。 
 
・業務のマネジメ
ントについて、特
に戦略プロポー
ザル等の作成過
程において、様々
なステークホル
ダー、とりわけ政
策立案関係者を
議論に巻き込む
ことなどを積極
的に推進してい
ることや、自然科
学と人文・社会科
学の関係者が連
携する場の形成
など新しい取組
を各界に先駆け
て実施しており、
顕著な実績がみ
られる。 
 
・第 5 期科学技術
基本計画を策定
する際に、提案内
容が多く盛り込
まれるなど、政策
提言を広く発信
することに留ま
らず、実際の政策
に一部反映する
ことができてい



10 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈モニタリング指標〉 

・戦略プロポーザル等

の品質向上の取組状

況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る人社連携に対する考え方の相違点や連携方策について議論し、これらの結果はワークシ

ョップ報告書に取りまとめて発信を行った。 

 ワークショップでの議論や有識者へのインタビューを踏まえ、提言骨子を具体化するため

の連携方策案を検討するともに、参考になる事例調査を実施した。また、中堅・シニアも

参加してのワークショップを開催し、人社連携が求められる歴史的背景や連携方策案を実

現するにあたっての課題について議論した。 

 以上の検討を踏まえて、中間報告書「科学技術イノベーション実現に向けた自然科学と人

文・社会科学の連携」（平成 27 年 6 月発行）を取りまとめた。科学技術イノベーション

政策における人文・社会科学への期待を俯瞰した上で、政策提言の骨子となる要素として

8項目の提言骨子を導出したことや背景となる内外動向の調査結果について関係各所への

発信を行った。 

 

 

■俯瞰活動の強化 

・戦略プロポーザル作成や研究開発戦略立案検討の際の基礎となる俯瞰活動の質と発信力を向上

させた。 

 「研究開発の俯瞰報告書 研究開発の新しい動向（2016 年）」の発行 

各分野の歴史・現状・今後の方向性、主要研究開発領域、その国際比較等を取りまとめた

「研究開発の俯瞰報告書」は従来 2年に 1度の発行としているが、その間の新たに注目さ

れる研究開発のトレンドやトピックなどについて取り上げ（例：量子コンピュータ、シェ

ールガス革命等）、テーマ毎に研究開発動向等をまとめた重要な研究開発トピック等を「研

究開発の俯瞰報告書 研究開発の新しい動向（2016 年）」として初めて取りまとめた。500

名を超える第一線の研究者等の執筆協力により我が国の科学技術の英知を結集し、CRDS 独

自の視点で取りまとめた「研究開発の俯瞰報告書 2015 年」を補完し、さらに新たな重要研

究開発トピックを追加することで、各分野における研究開発の方向性や主要な研究開発領

域、国際的な我が国のポジションを明示する根拠資料（エビデンス）の整備・強化を行っ

た。 

 

 「俯瞰の俯瞰」 

「研究開発俯瞰報告書 2015 年」の各分野の俯瞰図において、重要な分野・研究開発領域

が抜け落ちていないかを確認・補完し、さらに各分野間の境界・重複領域等を共有するこ

とを目的とした検討会を開催した。CRDS の分野俯瞰に漏れが無いか等のチェックを行うこ

とで俯瞰活動の網羅性を高めるとともに、共通基盤分野や異分野融合によるイノベーショ

ン創出に向けた検討を深めた。 

 社会的期待の視点からの検討 

戦略プロポーザルのテーマ抽出にあたり、中長期的な社会的期待・課題について検討する

ワークショップを開催した。俯瞰活動等から見えてくる重要な社会的期待・課題をピック

アップすることで社会からの期待や視点を常に把握し、今後の提言のテーマ抽出等の活動

に反映させた。 

 

■戦略プロポーザル作成や俯瞰活動の品質向上に向けた取り組みと体制強化 

・共通基盤分野や融合分野に対する柔軟な対応や意思決定を迅速化するための最適な組織体制に

ついて議論を重ねた結果、ユニット統合による組織のスリム化やユニットリーダーの配置と戦

略チーム新設による体制・機能強化を実施した。 

 さらなる質の高い提言を行うため、年度途中において当初検討案の大胆な修正や作成途中

の取り止め等を実施した。また、提言作成過程での CRDS 内でのレビュー機会増やフェロー

会議等による事前議論等を追加することによって、さらなる質の向上を図った。 

 組織のスリム化や融合分野への柔軟な対応等を図るためにユニットの再編を行った。科学

技術政策とイノベーション政策を切れ目なく一体的に取り扱うためにイノベーションユニ

ットと政策ユニットを統合して科学技術イノベーション政策ユニットとし、また情報科学

技術とシステム科学がともに社会・産業及び科学技術自体の基盤的役割を強めていること

からシステム科学ユニットと情報科学技術ユニットを統合してシステム・情報科学技術ユ

ニットとした。 

施策化や社会実
装に向けて実効
性の高い提案と
なるようステー
クホルダーの巻
き込み強化を図
ることで、第 5
期科学技術基本
計画等に提言が
反映されたこと
は評価できる。 

 
【自然科学と人
文・社会科学と
の連携促進を実
現】 

・科学技術イノベ
ーション実現に
向けて長年に渡
り連携が必要と
されてきた自然
科学と人文・社
会科学との連携
に向けて CRDS
ならではの具体
的な取り組みを
継続したことは
評価できる。 

・これにより、人
文・社会科学の
知見を取り入れ
によって実現さ
れる「社会にお
ける科学技術イ
ノベーション」
の創出に関する
中間報告書を発
行し、関係各所
への成果の展開
を行いつつ、具
体的な施策化へ
向けた戦略提言
の策定活動に向
けて着実な活動
がなされている
ことは評価でき
る。 

 
 
＜戦略プロポーザ
ル等の成果物や
その他、関係府
省へ提供した知

る。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・成果の活用はか
なり顕著に進展
してきているも
のの、政策提言の
内容について、関
係府省の施策に
十分に活用され
ていない例も未
だ見うけられる。 
 
・このため、戦略
プロポーザルや
俯瞰報告書とい
った成果が、我が
国における研究
開発戦略の立案
により一層効果
的に活用される
よう、これまでの
取組を強化する
とともに、関係行
政機関との連携
について新たな
仕組みを検討す
るなどの更なる
工夫に努める必
要がある。 
 
・また、CRDS の
成果が行政側で
活用に至らない
原 因 と し て 、
CRDS の調査分
析及び提案にお
ける機動性・即応
性に課題がある。
行政ニーズをよ
り正確に把握・理
解するとともに、
世界に先駆けた
提案を行うため、
既知の事項を整
理してとりまと
めるのみならず、
JST 外の関係機
関のリソースも
活用するなどの
新たな仕組みの
構築や意識改革
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・海外動向調査の活動

状況 

 

 

 

 

 人材育成の観点等から若手職員中心に新らたに任命したユニットリーダーが活動の取りま

とめや質の向上に関する先導役を担い、新たに設置したユニットリーダーが集う毎週の戦

略チーム会議による深い議論等を通じて、意思決定の迅速化・横断的事項への柔軟な対応

が可能となった。 

 提言→施策化→事業の実施→事業の評価までの PDCA サイクルを着実にするため、戦略チー

ム会議を中心に様々な観点から各工程の問題点等について検討して対応策を講じていく検

討プロセスを確立した。 

 戦略チームにてフォローアップのあり方を再検討した結果、従前は施策化された戦略プロ

ポーザルのみがその後のフォローアップ対象だったところ、施策化に至らなかったものも

含めた過去に発行の戦略プロポーザル全件について、その後の反響、効果、展開のレビュ

ーを実施することを決定し、成功例の活動や経緯の共有・分析のみならず、過去の活動の

反省点や問題点等を洗い出しフィードバックを行うことで、今後のさらなる提言活用に向

けた仕組みを構築した。 

 

■フォローアップ活動の実施と今後の活動への反映 

・CRDS の戦略プロポーザルが基となった戦略目標に基づく CREST・さきがけの領域中間／事後評

価結果について CRDS で詳細な調査を実施した。政策意図やその背景となった提言の真意が確実

に認識され、適切な領域運営がなされるように CRDS からフォローを実施するとともにフォロー

内容を今後の提言作成活動への反映させるよう注力した。 

・具体例として、CRDS 戦略プロポーザル「知のコンピューティング～人と機械の創造的協働を実

現するための研究開発～」（平成 26年 6月発行）に基づく平成 26年度戦略目標「人間と機械の

創造的協働を実現する知的情報処理技術の開発」における CREST「人間と調和した創造的協働

を実現する知的情報処理システムの構築」の領域会議に CRDS から参画し、提言の妥当性の検証

や研究開発領域運営への反映についての改善点などを検証することで、CRDS 内にフィードバッ

クした。また、進行中の研究開発状況について調査した結果を踏まえ、ワークショップ「知の

創造とアクチュエーション」を CRDS が主催し（平成 27年 10 月）、フォローアップを元にして、

本課題に関連して将来的に取り組むべき課題やターゲットについての飛躍的な検討に発展させ

た。 

 

■CRDS アドバイザリー委員会での評価結果 

・外部有識者から構成される第 11 回 CRDS アドバイザリー委員会（平成 27 年 12 月開催）におい

ては、以下のような良好な評価を受けた。 

 「限られたリソースの中で科学技術全般を網羅的に俯瞰しており、各テーマを深掘りした

提案は高いレベルのものと評価できる。今後も我が国の研究開発のリーディングシンクタ

ンクとして科学技術政策のナビゲーターを担うことを期待する。」 

・また、同委員会からの助言に対して直ちに今後の方向性を取りまとめ（「評価と助言を受けて」

と題した文書をホームページで公開）、PDCA サイクルの機能の推進に努めた。 

・助言への対応の具体例として、同委員会からの「ユニットを横断した ICT 活用方策の一層の強

化を望む」との助言に対して、「ICT の活用は医療、エネルギー、材料科学など様々な科学技術

分野と幅広く関連しており、また、倫理的・法的・社会的課題の観点からの検討も必要とされ

る分野である。CRDS の各ユニットでも、ICT の活用方策や倫理的・法的・社会的課題について

の検討を強化することとしており、各専門分野の研究者はもとより、産業界、関係府省、人文・

社会学者など幅広いステークホルダーによる議論を積み重ねて、その結果を報告書や提言等と

してとりまとめる」という方針を定めた。 

 

 

 

■各国の科学技術政策動向調査の実施 

・主要国の科学技術政策動向について、現地調査等を通じた綿密な調査・分析に基づき 平成 27

年度は米国、 英国、ドイツ、フランス、欧州連合（EU）、中国、 韓国、インドについて各国の

調査結果を報告書として刊行した。本調査結果は、我が国の研究開発戦略等を検討する際、各

国の動向を把握するための重要な基礎資料となるものである。 

・各府省・産業界等から反響の大きかった Industrie 4.0（ドイツ）、Horizon2020（EU）につい

見・情報の活用
状況＞ 

 
【第 5 期科学技術
基本計画の策定
への貢献】 

・第 5 期科学技術
基本計画の策定
に向けて文部科
学省、総合科学
技術・イノベー
ション会議にお
ける検討に対し
て積極的な提
言・情報提供を
行った結果、「超
スマート社会」
の実現の推進、
ものづくりの競
争力向上、政策
形成への科学的
助言、科学技術
イノベーション
政策の俯瞰、フ
ァンディング改
革、統合型材料
開発システムの
推進をはじめ、
CRDSからインプ
ットした様々な
提言等が盛り込
まれるなど、日
本の科学技術イ
ノベーションの
基本政策の策定
に大いに貢献し
たことは評価で
きる。 

 
【日本発の新たな
研究開発戦略の
潮流創造を促
進】 

・CRDS の活動・提
言を契機とし
て、世界をリー
ドする日本発の
新たな研究開発
戦 略 と し て
「REALITY2.0」、
「マテリアル
ズ・インフォマ
ティクス」、「フ

が必要である。 
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［評価軸］ 

・戦略プロポーザル・

俯瞰報告書・各種調査

報告書等やその他、関

係府省へ提供した知

見・情報が政策・施策

等に活用されている

か 

 

〈評価指標〉 

・戦略プロポーザル等

の成果物やその他、関

係府省へ提供した知

見・情報の活用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て追加調査等のフォローアップを継続することで、関係府省・関係機関からのニーズに応じた

情報提供や講演等を行った。 

・各国で共通の課題とされている「研究成果の橋渡し」について、これまで各国の現状や具体的

な取り組みに関する網羅的な調査はなされていなかったところ、CRDS では各国の政府機関や各

拠点の現地調査を含めた綿密な調査を実施し、報告書として取りまとめた。具体例としてカタ

パルト・プログラム（英国）に関する調査結果については、関係府省等からの依頼を受け多く

の説明・講演を行った。 

 

■特定課題を対象とした科学技術動向の国際比較の実施 

・関係府省や関係機関からのニーズ等を踏まえ、我が国にとって重要な特定課題を取り上げて国

際比較を実施した。平成 27 年度は、各国の橋渡し研究基盤整備の支援の状況等に関する国際的

な科学技術動向に焦点を当てて各国の状況を分析・調査を実施し、以下のような報告書を発行

した。 

 主要国における橋渡し研究基盤整備の支援 

 世界の宇宙技術力比較（2015 年） 

 研究開発の俯瞰報告書（2015 年）等に基づく科学技術力の国際比較 

・本調査は、国際的な重要テーマに関する我が国のポジションを確認し、今後取るべき研究開発

戦略立案の検討に寄与するものとして、CRDS 内外における研究開発戦略立案の基礎資料とし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■第 5期科学技術基本計画の策定への貢献 

・文部科学省、総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）に対する提言や知見・情報の提供に

より、第 5期科学技術基本計画策定に対して大いに貢献し、CRDS から提案した内容が多数盛り

込まれた。 

・文部科学省や内閣府の各審議会・委員会での発表や報告書の配付・説明及び文部科学省や内閣

府・CSTI の第 5 期科学技術基本計画担当事務局からのヒアリング対応、あるいは CRDS から自

発的に数多くの提言・情報提供を実施し、基本計画の策定に貢献した。 

・具体的な情報提供・協力の活動事例は以下の通りである。 

 内閣府・CSTI「基盤技術の推進の在り方に関する検討会」に外部有識者として参加し、

「超スマート社会」に向けたビジョンやサービスプラットフォームをどのように検討す

べきかについてプレゼンを実施した。 

 内閣府・CSTI「システム基盤技術検討会」に構成員として参加し、「REALITY2.0における

システム連携」及び「超スマート社会サービスプラットフォーム構築の基盤技術俯瞰」

についてプレゼンし、システム連携のユースケース募集に対する防災減災と具体例と、

どのようなシステムでも連携できるような共通の枠組みについて提案した。なお、本検

討会の事務局に対しても事前にCRDSの「研究開発の俯瞰報告書2015年（情報科学技術分

野）」や海外動向調査結果に基づき超スマート社会に向けて必要となる研究開発等につい

て担当者への入念なインプットを行った。 

 内閣府・CSTI「ナノテクノロジー・材料共通基盤分科会」において、戦略プロポーザル

「データ科学との連携・融合による新世代物質・材料設計研究の促進（マテリアルズ・

インフォマティクス）」に基づく情報や動向分析等を提供した。 

 文部科学省 科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会 第8期ナノテクノロジー・材

料科学技術委員会において、ナノテクノロジー・材料分野におけるCRDSから様々な提案・

情報提供を行った。 

ォノンエンジニ
アリング」が創
出された。 

・CRDS の一連の取
組により、関係
府省・産業界・
アカデミアを巻
き込んで世論を
誘導し、その結
果、文部科学省
等での施策化や
第 5 期科学技術
基本計画への反
映、海外を含め
た学協会へのコ
ンセプト波及な
ど、新世代の研
究開発戦略の大
きな流れを生み
出すことができ
たことは評価で
きる。 

 
＜海外動向調査の
活動状況＞ 
主要国の科学技術
政策動向や重要な
特定課題につい
て、現地調査等を
通じた綿密な調
査・分析に基づい
て、Industrie 4.0
（ドイツ）、カタパ
ルト・プログラム
（英国）、Horizon 
2020（EU）など、
各府省・産業界等
からも注目を集め
るテーマについて
いち早く調査結果
を取りまとめ、関
係府省・関係機関
からのニーズに応
じた情報提供や講
演等の発信を行っ
たことは評価でき
る。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・国内外の科学技
術の状況及び科
学技術政策の動
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 我が国を取り巻く海外の動向について、文部科学省に対しては諸外国の科学技術動向に

関する情報提供を行い、また内閣府・CSTI「第1回基盤技術の推進の在りかたに関する検

討会」においては「重点化基盤技術」の粒度・内容に関する発表を行い、第5期科学技術

基本計画における研究開発の重点化の検討に貢献した。 

 

・CRDS からの情報提供等の結果、第 5期科学技術基本計画では以下のような内容が反映された。 

 「超スマート社会」の実現 

CRDS が提唱する世界観「REALITY2.0」に関する提案が第 5期科学技術基本計画では色濃

く反映され、本基本計画の政策の 4本柱の 1つとして「世界に先駆けた超スマート社会

の実現」を強力に推進していくとされている。 

また、戦略プロポーザル「IoT が開く超スマート社会のデザイン －REALITY2.0－」（平

成 28 年 3 月発行）等に基づく CRDS からの提案内容に関して、超スマート社会における

競争力向上に必要となる取組として IoT(Internet of Things)を有効活用した関係機関

共通のプラットフォーム（超スマート社会サービスプラットフォーム）の構築、及び必

要となる基盤技術等について記載されている。 

 

 ものづくりの競争力向上 

CRDS で「次世代ものづくり」に関して検討してきた提案内容について、内閣府や文部科

学省に様々な情報をインプットした結果、第 5期科学技術基本計画においては、我が国の

重要な産業である製造業の競争環境変化に対応するための国を挙げた取組についての指

針として記載されている。 

また、戦略プロポーザル「次世代ものづくり ～高付加価値を生む新しい製造業のプラッ

トフォーム創出に向けて」（平成 28年 1月発行）で取りまとめた内容に関して、ICT の活

用による顧客満足度の高い製品やサービスを提供できる新しいものづくり・コトづくりを

推進すること、我が国の強みである生産技術の更なる高度化や製品・サービスを融合した

商品企画、新たな設計手法や加工・組立て等の生産技術やさらにはそれらを相互に連携さ

せるプラットフォーム等の開発を推進することが盛り込まれている。 

 

 政策形成への科学的助言 

我が国における科学的助言の在り方に関して CRDS がここ数年間検討してきた内容につ

いて内閣府・CSTI に対して情報提供した結果、研究者は科学的助言の質の確保に努める

とともに、科学的知見の限界として不確実性や異なる科学的見解が有り得ることなどに

ついて、社会の多様なステークホルダーに対して明確に説明することが求められること

などが盛り込まれた。 

 

 科学技術イノベーション政策の俯瞰 

従前よりCRDSで行ってきた科学技術イノベーションに関わる主要な政策の俯瞰や科学技

術関係予算の全体動向の把握等に加えて、各分野別に科学技術イノベーション政策の俯

瞰した結果を取りまとめた調査報告書「分野別の科学技術イノベーション政策の俯瞰の

試み」(平成27年12月発行)等に基づいて、第5期科学技術基本計画では、限られた資源を

必要な分野・施策に適切に配分するため各府省を俯瞰した戦略を策定し、効果的・効率

的な研究開発を推進するために大学・研究機関・企業・関係府省等の取組を全体的に俯

瞰し、科学技術イノベーション政策の全体像を俯瞰することの重要性について記載され

た。 

 

 ファンディング改革 

我が国全体の研究開発ファンディングのあり方を検討し、研究費制度の改革に複数の改

革方策を提案した戦略プロポーザル「第 5 期科学技術基本計画期間において求められる

研究費制度改革 ～関連する方策の現状と研究力強化に向けた今後の方向性～」（平成 28

年 3 月発行）等に基づいて、第 5期科学技術基本計画では、我が国における基盤的経費

の改革として、競争的資金における研究力及び研究成果の最大化や一層効果的・効率的

な資金の活用を目指すこと、国立大学改革と研究資金改革と一体的に推進すること等が

記載された。 

向を十分に把
握・分析した上
で、科学技術イ
ノベーション推
進に必要な研究
開発課題や政策
課題を抽出す
る。提言の作成
過程においては
早期段階から国
内の産学官のス
テークホルダー
や海外の関係機
関と緊密に連
携・情報交換を
行い、十分なコ
ミュニケーショ
ンとディスカッ
ションを行うこ
とで、効果的な
研究開発戦略や
科学技術・イノ
ベーション政策
を適時・適確に
提言していく。 

・科学技術イノベ
ーション実現に
向けた自然科学
と人文・社会科
学との連携につ
いては、これま
での取り組みを
踏まえて、さら
なる連携強化に
向けた取組によ
り具体的な提言
を策定すること
で、施策化への
取り組みや社会
への発信を行っ
ていく。 

・社会が期待する
新規の課題を先
行して感知し、
科学技術による
解決に向けた研
究開発の提言を
行うことで、引
き続き研究開発
の新たな潮流を
生み出すような
活動を継続して
いく。 
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 統合型材料開発システムの推進 

データ科学を駆使した新世代の材料研究開発戦略について提案した戦略プロポーザル

「データ科学との連携・融合による新世代物質・材料設計研究の促進（マテリアルズ・

インフォマティクス）」（平成25年8月発行）等に基づいて、第5期科学技術基本計画では、

革新的な構造材料や新機能材料などの様々なコンポーネントの高度化によりシステムの

差別化につながる「素材・ナノテクノロジー」を新たな価値創出のコアとなる強みを有

する基盤技術の1つと定め、さらには計算科学・データ科学を駆使した革新的な機能性材

料、構造材料等の創製を推進することが記載された。 

 

■研究開発の新たな潮流の創造促進 

・「REALITY2.0」 

サイバーの世界と物理的世界が一体化した世界を CRDS では「REALITY2.0」と定義している。

社会構造、産業構造、生活の変化について考察した報告書「情報科学技術がもたらす社会変

革への展望 － REALITY 2.0 の世界のもたらす革新 －」を刊行し（平成 27 年 10 月発行）、

我が国が早急に取り組むべき科学技術政策的手段等について提案している。 

内閣府・CSTI における基盤技術の推進の在り方に関する検討会やシステム基盤技術検討会等

において、「REALITY2.0」の概要を説明した結果、第 5期科学技術基本計画では「超スマート

社会」として大きく取り上げられている。 

また、サイエンスアゴラ 2015 開幕セッションでの討論、産業競争力懇談会（COCN）企画小委

員会での説明・意見交換や米国科学振興協会（AAAS）2016 年次総会内で開催したワークショ

ップでも「REALITY2.0」をテーマとした議論がされるなど、CRDS 発の先導的な情報科学技術

戦略の提言が国内外に影響を与えつつある。 

 

・「マテリアルズ・インフォマティクス」 

実験科学、理論科学、計算科学に続く第 4 の科学と呼ばれるデータ科学を駆使した新世代の

材料研究開発戦略についてまとめた戦略プロポーザル「データ科学との連携・融合による新

世代物質・材料設計研究の促進（マテリアルズ・インフォマティクス）」（平成 25年 8月発行）

の提案内容について精力的な展開活動を継続した結果、特に平成 27 年度に入って顕著な成果

が見られた。具体的には、以下のような施策化・プロジェクト化・拠点設立等に活用される

など、新世代の材料研究開発戦略の大きな流れを生み出しつつある。 

 SIP「革新的構造材料」（内閣府） 

 イノベーション総合戦略 2015 策定への反映（内閣府） 

 平成 27 年度戦略目標「多様な天然炭素資源を活用する革新的触媒の創製」（文部科学省） 

 金属素材競争力プラン、超先端材料超高速開発基盤技術プロジェクト（経済産業省） 

 イノベーションハブ構築支援事業「情報統合型物質・材料イニシアティブ（MI2I）」、戦

略的創造研究推進事業 CREST、さきがけ（JST） 

 「情報統合型物質・材料研究拠点」の設立（物質・材料研究機構） 

 「機能材料コンピュテーショナルデザイン研究センター」の設立（産業技術総合研究所） 

 

・「フォノンエンジニアリング」 

  CRDS では、フォノンの理解と制御に基づくナノスケールの熱制御に関する新たな学術分野の

構築、及びデバイス革新に向けた研究開発の推進を提言している。電子物性や光学物性に比

べ遅れている「熱」の概念を、ナノサイエンスの立場に立って再構築し、熱制御・利用技術

を確立することによる材料・デバイスの革新を目指すものである。 

応用物理学会春季学術講演会では、このフォノンエンジニアリングに関する特別シンポジウ

ムが 2年連続で開催され、平成 27年度のシンポジウムでは、共催機関として日本伝熱学会、

日本熱物性学会、フラーレン・ナノチューブ・グラフェン学会、後援機関として日本表面科

学会、化学工学会、ナノ学会、日本熱電学会、日本物理学会が新たに参画するなど、CRDS が

提唱するフォノンの概念に基づく研究開発の重要性が広く認識され、学術分野や学会の枠を

超えた新たな流れを生み出しつつある。 

 

■関係府省・外部機関における施策化等への反映 
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〈モニタリング指標〉 

・JST 内外との連携状

況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・戦略プロポーザル等の成果物に基づく情報提供等を行った結果、関係府省・外部機関における

数多くの施策化・事業等に貢献した。主な成果の活用事例は以下のとおりである。 

 各分野における CRDS の戦略プロポーザル等のインプットにより、文部科学省 平成 28 年度

戦略目標・研究開発目標の検討に大きく貢献した。 

 「研究開発の俯瞰報告書 2015 年（ナノテクノロジー・材料分野）」に関連してパワー半導

体に関する情報を提供した結果、文部科学省「省エネルギー社会の実現に資する次世代半

導体研究開発（平成 28年度開始）」の検討の際に活用された。 

 「研究開発の俯瞰報告書 2015 年（ナノテクノロジー・材料分野）」の内容について情報や

動向分析等を提供し、新エネルギー・産業技術総合開発機構のナノテクノロジー分野及び

材料分野のロードマップの策定の際に活用された。 

 戦略プロポーザル「インタラクティブバイオ界面の創製 ～細胞の動態解析制御を可能にす

るバイオデバイス基盤技術～」（平成 26 年 5 月発行）の提案内容が文部科学省における研

究開発目標の検討の際に活用され、日本医療研究開発機構「革新的先端研究開発支援事業

（AMED-CREST、PRIME）」の研究開発領域「メカノバイオロジー機構の解明による革新的医

療機器及び医療技術の創出（平成 27 年度開始）」に反映された。 

 戦略プロポーザル「データ科学との連携・融合による新世代物質・材料設計研究の促進（マ

テリアルズ・インフォマティクス）」（平成 25年 8月発行）に基づく提案や動向分析等の情

報提供によって、平成 27 年度戦略目標「多様な天然炭素資源を活用する革新的触媒の創

製」、物質・材料研究機構「情報統合型物質・材料研究拠点」設立、産業技術総合研究所「機

能材料コンピュテーショナルデザイン研究センター」設立、経済産業省「金属素材競争力

強化プラン」及び「超先端材料超高速開発基盤技術プロジェクト」などの数多くの施策化

や各事業の検討の際に活用された。 

 

 

 

■関係府省・外部機関への成果の提供と連携強化 

・文部科学省の他、内閣府・CSTI、経済産業省、外務省、農林水産省等の関係府省、新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構（NEDO）や物質・材料研究機構(NIMS)等の研究開発法人、さらには

産業競争力懇談会（COCN）等の産業団体等の社会実装を担う府省との連携を強化した。 

・特に文部科学省の各担当課の政策担当者と CRDS 各ユニットとは月 1回程度の定例会議の実施の

他、ほぼ毎日のように連絡を取り合うことで日常的なコミュニケーションとディスカッション

を活発化し、双方の情報共有や連携・協力関係をより一層強化した。 

・関係府省や外部機関との主な連携事例は以下の通りである。 

 【文部科学省】 

 文部科学省 科学技術・学術審議会の各分科会、戦略的基礎研究部会、今後の国立大学法人

等施設の整備充実に関する調査研究協力者会議 専門部会、科学技術イノベーション政策の

ための科学推進委員会、文部科学省主催「先端融合領域イノベーション創出拠点形成プロ

グラムシンポジウム」、ライフサイエンス課「橋渡し研究戦略作業部会」、ライフサイエン

ス委員会 創薬研究戦略作業部会、幹細胞・再生医学戦略作業部会等において CRDS から多

くの発表を行った。 

 平成28年度戦略目標の策定等に関するワークショップ開催にあたって参加有識者候補の推

薦等の開催協力を行った。 

 文部科学省が発行する「科学技術白書」や「科学技術要覧」に対して数多くの各種情報提

供を実施し、特に「超スマート社会」に関する特集や Industrie4.0 等の海外動向に関して

多くの情報提供を行った。 

【内閣府】 

 内閣府 資源配分のあり方に関する有識者懇談会やCSTI重要課題専門調査会 環境ワーキン

ググループにて、環境・エネルギー分野の研究開発動向や俯瞰調査結果について発表した。 

 内閣府 CSTI ナノテクノロジー・材料基盤技術分科会において、「ナノテクノロジー・材料

研究開発の方向性と課題」等と題して 3回にわたって発表を行った。 

 内閣府 原子力委員会において、「主要国における公的研究開発の推進方策」について報告

を行った。 

 内閣府・CSTI システム基盤技術検討会にて Industire 4.0（ドイツ）及び中国製造 2025（中



16 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国）について調査結果を説明した。 

【経済産業省】 

 経済産業省 製造産業局 製造産業技術戦略室及び非鉄金属課、産業技術環境局 研究開発

課、産業技術総合研究所(AIST)、文部科学省 研究振興局 参事官付（ナノテクノロジー・

物質・材料担当）、物質・材料研究機構(NIMS)等とは定期意見交換会を開催しており、CRDS

からナノテクノロジー・材料分野に関する情報提供等を実施した。 

 経済産業省 製造産業局 製造産業技術戦略室及びNEDOと月1回程度で定期意見交換会を開

催しており、CRDS から情報提供等を実施した。 

 経済産業省 産業技術環境局 研究開発課との定例会にてREALITY2.0や知のコンピューティ

ングの説明や意見交換を実施した。 

 その他、経済産業省内での勉強会や各部署に対して、諸外国のイノベーション政策等に関

する海外動向調査結果に関する説明を行った。 

【関係府省】 

 外務省 科学技術外交アドバイザリー・ネットワーク日米協力スタディ・グループ会合でナ

ノテクノロジー・材料分野の研究開発動向について発表した。 

 内閣官房 健康・医療戦略室に、「主要国における橋渡し研究基盤整備の支援～米国の事例」

等について説明した。 

【研究機関・研究開発法人等】 

 日本医療研究開発機構（AMED）において CRDS 主催の説明会を開催し、ライフサイエンス・

臨床医学分野の動向及び調査報告書 「NIH を中心にみる米国のライフサイエンス・ 臨床医

学研究開発動向」を中心とした NIH に関する調査の概要について発表した。 

 政策研究大学院大学主催「客観的根拠に基づく科学技術イノベーション政策の確立に向け

た総合マネジメントシステムに関する検討会」において、CRDS が提案するファンディング

制度改革に関する議論を行った。 

 その他、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）、宇宙航空研究開発機構（JAXA）、

理化学研究所、産業技術総合研究所（AIST）、石油天然ガス・金属鉱物資源機構等の関係法

人に対して各分野の俯瞰結果や研究開発動向、海外動向調査結果等について情報提供した。 

 【その他の機関】 

 日本創成会議（第 25 回会合）において「主要国における橋渡し研究基盤整備の支援 英国

の事例 －カタパルト・プログラム－」と題して発表した。 

 アメリカ国立科学財団（NSF）の新規プログラム Smart Connected Communities のワークシ

ョップへ参加し、今後の連携について議論した。 

 CRDS フェロー会議において、科学技術・学術政策研究所（NISTEP）から「科学研究のベン

チマーキング 2015」、「科学技術指標 2015」等について NISTEP から発表を行い、双方の成

果の共有や活用に向けた議論を行った。 

 ドイツ 研究イノベーション有識者会議において「REALITY2.0」に関する発表を行った。 

 在京英国大使館 科学技術部に対し「英国カタパルト・プログラム」等に関する説明を行っ

た。 

 CRDS との間で MOU を締結している中国科学技術情報研究所（ISTIC）と合同でワークショッ

プを開催し、超サイバー社会における次世代ものづくりプラットフォーム等に関する議論

を行った。 

 

■外部機関の委員会等への参画 

・関係府省等の委員会・検討会の構成員として、各機関からの依頼に基づき CRDS フェローが参画

し、これまで蓄積してきた CRDS の持つ知見や情報提供等を行った。 

・具体的な主な事例としては、以下の通りである。 

【文部科学省】情報科学技術委員会委員、元素戦略プロジェクト・ナノテクノロジープラット

フォーム・ナノテクノロジーを活用した環境技術開発プログラムの各プログラムオフィサー

（PO）、大学発グリーンイノベーション創出事業「グリーントライポロジーネットワーク」PO、

人材育成補助事業 ナノテクキャリアアップアライアンス Nanotech CUPAL）諮問委員会委員、

科学技術・学術政策研究所 科学技術動向研究センター「科学技術専門家ネットワーク」専門

調査員、北極域研究推進プロジェクト」推進委員会委員など 

【内閣府・総合科学技術イノベーション会議】システム基盤技術検討会構成員、ナノテクノロ
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ジー・材料基盤技術分科会構成員、オリンピック・パラリンピック検討プロジェクト 7 構成

員、資源配分のあり方に関する有識者懇談会委員、「イノベーション創出基礎的研究推進事業」

評価検討会委員、「新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業」評価検討会委員など 

【外務省】科学技術外交推進委員 

【新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）】技術委員、ナノテクノロジー・材料技術分野

の技術ロードマップ 2016 の策定に関する調査「ナノテクノロジーWS」委員 

【物質・材料研究機構】情報統合型物質・材料研究拠点 データプラットフォーム委員会委員 

【宇宙航空研究開発機構（JAXA）】宇宙イノベーションハブ諮問会議技術評価員 

【特許庁】平成 27年度特許出願動向調査委員会「情報セキュリティ技術」、「ウェアラブルコン

ピュータ」オブザーバー 

【産業競争力懇談会（COCN）】2016 年度推進テーマ「IoT 時代のプライバシーとイノベーション

の両立」、「健康チェック／マイデータによる健康管理」研究会にオブザーバー参加 

【高輝度光科学研究センター】GIGNO, SOLUTUS プロジェクト研究課題審査委員 

【国際ナノテクノロジー会議】実行委員長・プログラム委員 

【半導体産業人協会】企画委員 

【化学工学会】化工誌編集委員長 

 

■機構内での連携と各事業への貢献 

・CRDS の提言内容・俯瞰活動の成果について、機構内での展開・利活用によって機構における戦

略立案検討や機構の各事業への貢献を図るとともに、CRDS での検討テーマに対する各事業から

の参画・意見の取り入れによる提言等の質の向上を図るべく、機構内の各部署との連携・協力

を推進した。 

・その結果、機構の制度設計・予算要求・ファンディング等の検討や産学連携・イノベーション

創成や社会実装に関して事業や組織を越え ALL JST としての方針作成の醸成に寄与した。また、

機構としての重要課題は経営企画部や各事業部門との緊密な連携の下で検討を行った。 

・各事業との具体的な連携・協力事例は以下の通りである。 

【戦略的創造研究推進事業】CREST・さきがけ 平成 28年度戦略目標候補の領域調査等について

戦略研究推進部に協力し、説明資料等の情報提供・有識者ヒアリング等の調整、同行調査を

行った。また、CREST・さきがけ・ACCEL で進行中の研究領域について、CRDS フェローが領域

アドバイザーや専門評価会委員として参画し、適切な助言等により研究開発を推進した。 

【産学連携事業】研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP）における「戦略テーマ重点タイ

プ」「産業ニーズ対応型」のテーマ候補や有識者候補について情報提供し、募集テーマ検討等

に活用された。また、JST フェア 2015 においてセミナーを開催し、研究開発の俯瞰報告書の

概要や海外での注目テーマについて CRDS から発表することで、産学連携事業を通じた産業界

への情報発信を行った。 

【イノベーション企画推進室】各分野の戦略プログラムパッケージ作成・進捗管理・事業間連

携に協力するなど、機構の戦略推進の両輪としてのエコシステムを形成しつつ、For JST 及

び For Japan として具体的な戦略策定の活動を実施した。具体例としては、「超スマート社会」

に関する俯瞰や適用ドメインなどについてプログラム化に向けた双方での協力を実施した。 

【社会技術開発センター事業】社会技術開発センター（RISTEX）で検討中の平成 28年度新規研

究開発領域候補について、定期的に情報交換を行い、同センターで開催された検討ワークシ

ョップでは CRDS「知のコンピューティング」チームで検討している ELSI/SSH の取り組みに

ついて情報提供した。 

 【先端的低炭素化技術開発（ALCA）】今後の公募の検討に際し、領域設定の方法等について環境

エネルギー研究開発推進部や低炭素社会戦略センターへ情報提供・意見交換を実施した。 

【戦略的国際科学技術協力推進事業等】同事業のテーマ候補や有識者候補について情報提供し

た。また e-Asia プログラムでの共同研究を推進するにあたり、情報科学技術の国内の関連研

究者や技術について情報提供を実施した。国際科学技術部や中国総合研究交流センターを中

心とした各勉強会においてASEANやインドの科学技術情勢等についてCRDSの調査結果の説明

を実施した。 

【イノベーション人材育成室】プログラムマネージャー（PM）育成・活躍推進プログラムにお

いて、CRDS フェローが講師となり、CRDS における俯瞰活動や各分野俯瞰結果等について講義

を行った。 
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・成果の発信状況 

【情報提供事業】情報企画部と協力して、政策俯瞰の一環として実施した拠点形成事業の調査

を実施した。 

 

 

・成果の発信状況 

 

■戦略プロポーザルの作成・刊行 

・平成 27 年度においては、計 12 件の戦略プロポーザル作成に向けたチーム活動を実施し、平成

27 年度内に計 6件の戦略プロポーザルを刊行・公開した。 

 

表.平成 27年度に戦略プロポーザル作成活動を行ったチームリスト 

 チーム名／タイトル 概要 

平成 26 年度からの継続チーム 

1 ・ファンディングチーム 

「第 5期科学技術基本計画期

間において求められる研究費

制度改革 ～関連する方策の

現状と研究力強化に向けた今

後の方向性～」（平成 28年 3

月発行） 

我が国の研究のアウトプットの質・量の改善、創造的な

研究者の育成、イノベーションへの貢献のため、国全体

の研究開発ファンディングのあり方を検討し、研究費制

度の改革に直接的に関わるもの、それに関連したより幅

広い観点からの取組みの双方について複数の改革方策を

提案する。それらは、すでに大学側、政府側で取組みが

進められつつあるものもあるが、その現状を押さえつつ、

今後何が求められるかのメニューを整理した。 

2 ・健康リスク制御システムチ

ーム 

「システム科学技術を用いた

予測医療による健康リスクの

低減」に関する研究開発戦略

（調査報告書として平成27年

10 月発行） 

健康・医療研究にシステム科学技術を組み込んで現代社

会の日常生活に内在する健康被害要因を明確化し、制御

の可能性を研究することによって、それらに起因する疾

患の発症予防ならびに重症化予防を目指す先端科学技術

に導かれた未来の健康医療システムを「健康リスク制御

システム」と呼び、健康・医療関連データが大量に得ら

れるようになる近未来の社会を念頭に、発症や重症化の

リスクを予測し制御するデータ融合型の新たな技術体系

の確立を示す。 

3 ・医療介護システムチーム 

「超高齢社会における医療・

介護システムの最適化 ～ビ

ッグデータ時代の医療・介護

～」（※活動継続中） 

超高齢社会となったわが国で持続可能な医療システムを

構築するには、ビッグデータ活用等による医療提供の最

適化（資源配分の適正化による地域格差の是正や、個々

の患者にとって最適な医療の提供による重症化予防・介

護予防など）が必要であるとの観点から、わが国の医療

情報の現状、関連技術・施策等に関して調査検討を行っ

た。 

4 ・次世代ものづくり横断グル

ープ 

「次世代ものづくり ～高付

加価値を生む新しい製造業の

プラットフォーム創出に向け

て」（平成 28年 1月発行 

我が国の経済面、雇用面の双方において極めて重要な産

業である製造業の競争環境が近年急速に変わりつつあ

り、その変化に対応するための国を挙げた取組について

の指針を提案する。プラットフォーム・ビジネスともの

づくり産業との統合化によって、製造業のバリューチェ

ーン構築競争を科学技術・イノベーション政策の側面か

ら支援することを目的として産学官を挙げて取り組むべ

き研究開発課題とその推進策についての提案を行う。 

5 ・グリーンバイオ横断グルー

プ 

「グリーンバイオ分野におけ

る研究開発の重要課題と統合

的推進 ～イノベーション創

出と持続可能な社会の形成へ

向けて～」（調査報告書とし

グリーンバイオ分野は、農業・食料生産関連だけでなく、

化石資源依存からの脱却や生物多様性の確保など、持続

可能な社会の確立に向けた社会ニーズに対応する必要が

ある。それらに貢献しうる研究開発領域として、（１）

食料生産と安全保障、（２）物質生産とバイオリファイ

ナリー、（３）生物多様性と環境リノベーションについ

て広く俯瞰し、重要な研究開発課題９項目を抽出すると
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て平成 28年 3月発行） ともに深掘り調査を行った。 

平成 27 年度新規チーム 

6 ・超サイバーチーム 

「IoTが開く超スマート社会

のデザイン －REALITY2.0

－」（平成 28年 3月発行） 

現在、情報科学技術の進展、利用分野拡大、社会への浸

透が急速に進んでいる。この動きが進むにつれ、サイバ

ー社会と物理社会が融合した超サイバー社会、

「REALITY2.0」が出現する。こうした社会におけるサー

ビスプラットフォームを基礎とした先進的サービス構築

に向けて必要となる技術に焦点を絞り、取組むべき研究

開発を提案する。 

7 ・拡張分離工学チーム 

「分離工学イノベーション 

～持続可能な社会を実現す

る分離の科学技術～」（平成

28 年 3 月発行） 

複数物質の混合状態にある混合物から、目的とする物質

だけを取り出す／または不要物を取り除く等の分離操作

を、従来に比して格段に低エネルギー且つ高精度におこ

なう、分離工学のイノベーションを目指す。既存の学術

体系によって構築されてきた分離プロセス・機能を、現

代の科学技術・イノベーションの観点から、そして将来

社会・産業の要請から捉え直し、分離がキーとなるよう

な社会・産業的に重要な諸課題に対し、異分野科学技術

の連携・融合から得られる知識と技術によって革新する

取り組みを提言する。 

8 ・生体上皮環境チーム 

「微生物叢（マイクロバイオ

ーム）研究の統合的推進 ～

生命、健康・医療の新展開～」

（平成 28年 3月発行） 

ヒトの上皮（口腔、消化管、皮膚、呼吸器、生殖器など）

に存在する微生物叢（細菌、真菌、ウイルスなどの集団）

に着目し、わが国が世界トップレベルの強みを有する研

究・技術群を以って、生命・疾患の理解を深化させ、新

たなコンセプトに基づく健康・医療技術を世界に先駆け

て創出するための諸方策を提言する。 

9 ・スマートロボットチーム 

「ナノ・IT・メカ統合による

ロボット基盤技術の革新 

～人に寄り添うスマートロ

ボットを目指して～」（平成

28 年 3 月発行） 

社会的に重要で将来的に大きな産業が期待される見守り

系・サービス系のロボットに注目し、人に寄り添いスマ

ートなロボットを実現するために、ナノテクノロジー・

材料技術、情報通信技術、機械技術などの融合・統合に

よる革新的な要素技術・基盤技術開発と、これらの統合

化・モジュール化を可能とする研究開発のプラットフォ

ームの構築の研究開発戦略を提言する。 

10 ・物流と人の移動チーム 

「ビジネス・ロジスティクス

の研究開発に関する調査報

告書」（調査報告書として平

成 28年 3月発行） 

経済活動を目的とした物の流れである物流に関する戦略

や計画である「ビジネス・ロジスティクス」に焦点を当

て、その国内における現状、及び科学技術の観点からの

課題を示した。さらに、それらの課題に取り組むために

解決しなければならない問題点について整理した。 

11 ・非定常環境チーム 

「非定常時を想定した 環境

科学・技術の体系化とその応

用 ～人命・健康・環境への

影響低減を目指して～ 」（※

活動継続中） 

災害時等（非定常時）には、物理的な外力による人命へ

の脅威や構造物の破壊だけでなく、中長期にわたり人

命・健康・環境に悪影響を及ぼす課題が発生するが、こ

うした課題に対応するための非定常時の環境科学・技術

に関しては体系がほとんど構築されていない。定常時の

環境に関する大きな実績を拡大・発展させ、非定常時の

環境科学・技術を体系化し応用することで、人命・健康・

環境への影響を低減することを目指す。 

12 ・バイオメカニクスチーム 

「バイオメカニクスを通じ

たヒトの機能獲得の解明」

（※活動継続中） 

超高齢化社会の到来により、高齢者等の運動機能向上・

維持に関する研究開発が注目を集めている。これらの研

究開発の基盤となる「バイオメカニクス」について、研

究開発の現状、同分野に関連が深いスポーツ医科学分野
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の進展などを踏まえ、同分野の成果を社会実装するため

に必要な要素等を検討し社会問題を解決する研究開発に

ついて検討した。 

 

■学会発表・講演等による情報発信 

・CRDS フェローの学会発表による情報発信や各関係府省・大学・学協会・民間企業等からの数多

くの講演依頼に対応した。 

 研究・イノベーション学会 第 30 回年次学術大会での発表（CRDS から 10件発表） 

 日本化学会第 181 回 R&D 懇談会定例会での講演 

 有機エレクトロニクス材料研究会第 213 回講演会での講演 

 日本電磁波応用学会 第 5回誘電率透磁率データベース WG研究会での講演 

 中国国家情報化専門家諮問委員会 中国先進製造大会 2015 での講演 

 日本生命倫理学会 第 27 回年次大会『先端生命科学の動向と研究開発の未来 -脳科学研

究倫理の再考とデュアルユース問題』でのディスカッサント 

 日本医学会総会での教育講演 

 保健医療パラダイムシフト協議会での講演 

 国際会議 UbiComp2015 内ワークショップ：Towards Wisdom Computing での講演 

 半導体理工学研究センター主催「STARC フォーラム」での講演 

 情報処理学会第 78回全国大会 企画イベント「知のコンピューティング、次の一手」の開

催 

 岩手ネットワークシステム（INS）講演会にてドイツの製造業デジタル化政策「Industrie 

4.0」について発表 

・その他、学会誌や専門誌において、CRDS フェローによる多くの寄稿・執筆を行ったほか、新聞

社・出版社などの各メディアからの取材対応を行った。具体例を上げると以下の通りである。 

 応用電子物性分科会誌：「ナノスケール熱制御によるデバイス革新の必要性」 

 応用物理：「インターネット時代の応用物理コミュニケーション」 

 羊土社「実験医学増刊号」 

 最新医学社「最新医学 5月号」 

 Medicament News 第 2225 号 

 

 

＜平成 26 年度文部科学大臣評価における今後の課題への対応状況＞ 

■指摘事項 

成果の活用は顕著に進展してきているものの、政策提言の内容について、関係府省の施策に十

分に活用されていない例もまだ見られる。このため、戦略プロポーザルや俯瞰報告書といった

成果が、我が国における研究開発戦略の立案に一層効果的に活用されるよう、関係行政機関等

との連携について、更なる工夫に努める必要がある。 

 

・対応状況 

 CRDS の提言の主な受け手である政策立案関係者等を含むステークホルダーを戦略プロポ

ーザル作成の早期段階から議論に巻き込んで政策担当者側と密なやり取りを行とともに

社会実装の際の鍵となる産業界からの意見も積極的に取り込むことで、提言の着実な施策

化・社会実装に向けた取組を強化した。 

 各分野における提言の活用状況の進捗等については各ユニットリーダーが集う戦略チー

ム会議等を通じて情報共有する仕組みを構築した。また過去の施策化が実現したケースの

経緯や活動内容を詳細に基に分析した結果を CRDS 全体で共有し、その方法論等の確立に

向けた活動を実施した。 

従前は施策化された戦略プロポーザルのみがその後のフォローアップ対象だったところ、施策化

に至らなかったものも含めた全件について、その後の反響、効果、展開のレビューを実施するこ

とを決めた。これにより、成功例の活動や経緯の共有・分析とともに反省点や問題点等を洗い出

しフィードバックを行うことで、今後のさらなる活用に向けた仕組みを構築した。 

 
４．その他参考情報 
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特になし 
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様式２－１－１ 国立研究開発法人 年度評価 評価の概要 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１.① 科学技術イノベーション創出に向けた調査・分析及び研究開発戦略の提案（中国総合研究交流センター業務） 
関連する政策・施策 政策目標 7 科学技術・学術政策の総合的な推進 

施策目標 7－1 科学技術関係人材の育成及び科学技術に関する国
民意識の醸成 

施策目標 7－2 イノベーション創出に向けた産業連携の推進 
及び地域科学技術の振興 

施策目標 7－4 科学技術の国際活動の戦略的推進 
政策目標 8 基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 
施策目標 8－2 科学技術振興のための基盤の強化 

政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 
施策目標 9－1 ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推進及
び倫理的課題等への取組 

施策目標 9－2 情報通信分野の研究開発の重点的推進 
施策目標 9－3 環境分野の研究開発の重点的推進 

当該事業実施に係る根拠（個
別法条文など） 

国立研究開発法人科学技術振興機構法第十八条 
第五号 内外の科学技術情報を収集し、整理し、保管し、提供し、及び閲覧さ
せること。 

第十号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易
度 － 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度  H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

中国文献データベ
ースサービス稼働
率（%） 

99.5 100 100 100 100  予算額（千円）※ 1,008,176 
の内数 

1,018,842 
の内数 

1,043,541 
の内数 

1,012,212 
の内数 

 

「サイエンスポー
タルチャイナ」年間
ページビュ ー数
（件） 

－ 6,074,644 10,382,639 8,876,727 13,782,090  決算額（千円）※ 955,345 
の内数 

939,882 
の内数 

1,060,005 
の内数 

972,957 
の内数 

 

「客観日本」年間ペ
ージビュー数（件） 

－ 9,856,085 14,752,777 22,570,995 30,678,352  経常費用（千円） 107,525,024 
の内数 

130,937,687 
の内数 

144,296,465 
の内数 

122,515,035 
の内数 

 

 経常利益（千円） 762,378 
の内数 

720,154 
の内数 

640,652 
の内数 

251,935 
の内数 

 

行政サービス実施
コスト（千円） 

115,911,045 
の内数 

135,757,718 
の内数 

149,010,757 
の内数 

145,953,583 
の内数 

 

 

 
従事人員数（うち
研究者数）（人） 

9（6） 10（5） 10（4） 10（3）  

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計

画 
年度計画 主な評価軸

（評価の視
点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ・機構の業務

全般の効果

的・効率的な

運営に資する

ため、国内外

の科学技術政

策及び研究開

発の動向、社

会的・経済的

ニーズ等の調

査・分析を行

い、我が国が

進めるべき研

究開発対象を

特定し、科学

技術システム

の改善に向け

た質の高い提

案を行う。得

られた成果に

ついては、我

が国の研究開

発戦略の立案

にも活用され

るよう国に提

供するととも

に、国民に向

けて積極的に

発信する。 

・機構の業務

全般の効果

的・効率的な

運営に資す

るため、国内

外の科学技

術政策及び

研究開発の

動向、社会

的・経済的ニ

ーズ等につ

いて調査・分

析を行い、重

点的に推進

すべき研究

開発領域、研

究開発課題

の特定、科学

技術システ

ムの改善等

について質

の高い提案

を行う。 

・機構の業務

全般の効果

的・効率的な

運営に資す

るため、国内

外の科学技

術政策及び

研究開発の

動向、社会

的・経済的ニ

ーズ等につ

いて調査・分

析を行い、重

点的に推進

すべき研究

開発領域・研

究開発課題

の特定、科学

技術システ

ムの改善等

について質

の高い提案

を行う。 

 

［推進方法］ 

ⅱ．中国の科

学技術政策

等の調査・分

析 

イ．飛躍的な

経済成長を

遂げ科学技

術の振興を

強力に進め

ている中国

における重

要科学技術

政策や研究

開発の動向

及び関連す

る経済・社会

状況につい

て、幅広い視

点から双方

向の発信を

重 視 し 交

流・連携を推

［評価軸］ 

・科学技術に

おける日中

相互理解を

促進するた

めの取組は

適切か 

 

〈評価指標〉 

・日中ネット

ワーク構築

への取組状

況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○平成 27年度の中国との交流実績概要 

・北京大学、精華大学等の中国主要 6大学と産学連携展開部、CRCC との三者による MOU などに

基づき、日中間における産学連携の基盤を強化してきているが、平成 27年度は従前より連携し

ている中国の「教育部」「科学技術部」「科学院」「自然科学基金委員会」に加えて、「国家発展

改革委員会」、「工業・信息化部」など、産業に近い公的組織との連携も強化を図った。 

・8月 26 日～28 日にイノベーション・ジャパン 2015 と並行して「日中大学フェア＆フォーラ

ム」を産学連携展開部と連携して実施。中国側は３１大学/機関、来日者１７８名が参加した。

国内企業等との活発な交流が図られ、科学技術分野での日中間の産学連携の新たなフレームワ

ークとして定着しつつある。また、その他３回のシンポジウム（10月、1月、2月）、１０回の

中国研究会と６回の中国研究サロンを実施し、参加者総数は 2,400 名を超えた。 

・平成 28 年（2016 年）2 月 23 日-24 日に中国にてこれまで中断していた日中科学技術政策セ

ミナーを中国科学院と JST が中心となって開催した（尖閣の影響をうけ、2011 年 11 月に帯広

畜産大学で開催した第 8回以来 5年ぶりの開催）。中国側は方新 中国人民代表大会常務委員、

前中国科学院副書記他が参加。日本側は有馬センター長、戸谷一夫文部科学審議官他が参加し、

科学技術イノベーション政策に関するホットトピックについて議論が行われた。 

・中国総合研究交流センター（CRCC）の設立、日中機械翻訳共同研究の推進、日中大学フェア

＆フォーラムやさくらサイエンスプランを創設し、中国の青少年・学生らと日本の大学、研究

機関などとの科学技術交流を推進したことを評価され、沖村上席フェローが、2015 年 10 月に

中国政府友誼（ゆうぎ）賞、2016 年 1月に中国政府国際科学技術協力賞を受賞するなど他に類

を見ない関係を構築した。 

・中国の主要な科学技術関係機関において他に類を見ない幅広かつ強力な人脈構築に大いに貢

献。具体的には、中国教育部、科学技術部、国家自然科学基金委員会、科学技術協会、科学院

といった政府の中枢機関をはじめ、清華大学、北京大学、浙江大学、中国科学技術大学、ハル

ビン工業大学、大連理工大学、西安交通大学などの主要学術機関などの機関長・役員級とのネ

ットワークを構築した。 

・今後も、平成 28年 5月の「日中大学フェア＆フォーラム in China」、8月の「日中大学フェ

ア＆フォーラム」、シンポジウム・中国研究会・中国研究サロン等の実施により中国及び国内関

係者との交流の促進、ネットワークの一層の強化を図り、日中の大学間が抱える課題や将来の

方向性についての貴重な情報を得るための基盤を強化していく。 

 

○日中大学フェア&フォーラム 参加数等 

日本開催 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 合計 

中国の参加機関数 68(予定) - 30 31 61 

出張人数 - - 112 178 290 

フォーラム参加人数 - - 212 300 512 

※平成 24年度は、開催延期のため予定していた数値。平成 25 年度は開催無し。 

中国開催 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 合計 

日本の参加機関数 38/34 42/43 35/21 - 115/98 

＜評定に至った理
由＞ 
・国立研究開発法人

の目的・業務、中
長期目標等に照
らし、機構の活動
による成果、取組
等について諸事
情を踏まえて総
合的に勘案した
結果、適正、効果
的かつ効率的な
業務運営の下で、
我が国の科学技
術政策立案支援
のための中国を
対 象 と し た 調
査・研究を着実に
行い CRCC の長年
における情報発
信活動・交流活動
等が評価され、
CRCC 沖村上席フ
ェローが、平成 27
年 10 月に中国政
府友誼（ゆうぎ）
賞、平成 28 年 1
月に中国政府国
際科学技術協力
賞を受賞するな
ど他に類を見な
い関係を構築し
たことや、日中科
学技術セミナー
の 5 年ぶりの開
催、サイエンスポ
ータルチャイナ
や CRCC 調査報告
書が 第５期科
学技術基本計画
の関係資料とし
て利用されるな
ど、国益に貢献し
ているなどの成
果や、幅広い視点
から、双方向の発
信を重視し、交

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
・平成 27 年度における中期計画の実施状
況については、日中科学技術政策セミナー
を 5 年ぶりに開催し、両国政府のハイレベ
ルで政策的なネットワークを構築するな
どの人的ネットワークの形成とその深化
による活動の円滑化により中国政府や学
術機関から極めて高い評価を受けており、
「研究開発成果の最大化」に向けて、顕著
な成果の創出や将来的な成果の創出の期
待等が認められるため、評定を A とする。 
 
・業務の実績について、中国政府や同国内
の研究機関、大学等との人的ネットワーク
の形成、日中間の産学連携の基盤構築が図
られているほか、中国の科学技術を平易に
紹介する「サイエンスポータルチャイナ」
や調査報告書が第５期科学技術基本計画
の関係資料として利用されたことなど、科
学技術における日中間のネットワークの
構築や情報発信が着実に進められている。 
 
＜今後の課題＞ 
・CRCC 沖村上席フェローが中国政府の
賞を２つ受賞したことは、これまでの情報
発信活動・交流活動が高く評価されたもの
である。これらの活動と調査研究活動を一
体的に行い、成果が我が国における研究開
発戦略の立案に資するようにするため、事
業全般について、それぞれの取組の目的や
実施内容を改めて精査し、活動全体が最適
な姿となるよう連携強化や重点化を図る
ことが必要である。 
 
・特に、調査研究活動の成果が関係府省の
施策に十分に活用されるよう、引き続き関
係行政機関との密な連携を図る必要があ
る。 
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進しデータ

の収集・整理

を行い、重点

的に調査・分

析する。 

 

ⅳ．成果の活

用 及 び 公

表・発信 

ハ．幅広い視

点 か ら 収

集・整理した

日中の科学

技術情報や

調査・分析結

果について、

報告書等に

より広く情

報提供する。

なお、日中の

交流・連携に

資するため、

ホームペー

ジを活用し

て、中国の科

学技術政策

等の情報を

日本語で発

信し、また我

が国の科学

技術政策等

の情報を中

国語で発信

する。 

ニ．機構が重

点的に推進

すべき研究

開発領域等

の企画・立案

に活用され

るよう、関連

部署に得ら

れた成果を

提供する。 

 

ⅴ．評価と評

価結果の反

映・活用 

ロ．中国総合

研究交流セ

ンターアド

バイザリー

委員会にお

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈モニタリ

ング指標〉 

・双方向情報

発信の取組

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出張人数 93/70 120/118 77/47 - 290/235 

フォーラム参加人数 90(上海) 500 370 - 960 

※平成 27年度は「中国国際教育巡回展」が平成 28年 5 月に設定されているため、開催無し。 

※注釈が無ければ、北京/上海で表している。 

 

 

 

○双方向情報発信の取組状況 

・「少子高齢化」「環境・エネルギー」「食糧問題」「防災」など、境界領域での日中共通課題の

解決に貢献するため、社会科学系の研究者との新たなネットワークを開拓し、CRCC 研究会の

講師やサイエンスポータルチャイナの執筆を通じた連携強化と新たな情報発信を強化した。 

・各機関の訪問・意見交換を通じて、日本国内で日中交流や中国に関する研究などを行う機関

の情報の収集・整理、またこれらの国内中国研究関連機関を取りまとめるデータの発信など

中国研究、国際交流を実施する者による有効活用のための基盤を強化した。 

・CRCC は、機構が実施する中国に関連した取組については、中心的なハブ機能を担うとの観点

からも、社会技術研究開発センター、国際科学技術部（日中環境ワークショップ）、産学連携

展開部（イノベーション・ジャパン、日中大学フェア&フォーラム in China、日中新技術発

表会、中日特許の DB 化）のほか、情報企画部（日中機械翻訳）などの各部署の事業推進への

貢献を通じ、積極的に連携した。 

・SPC 中国科学技術月報記事掲載数（H24 年度～H27 年度） 

中国科学技術月報では、科学技術関係機関のリーダーへのインタビュー記事をはじめ、中国

の飛躍的な発展振りを伝える現地レポート、中国科学技術最新トピックなどを掲載している 

  平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 合計 

件数 186 件 207 件 259 件 288 件 940 件 

・中国科学技術ニュース：人民網より提供される中国の科学技術に関するニュースを毎年 1200

件以上掲載。 

客観日本サイト配信記事件数 
   

＃ カテゴリ 2012 2013 2014 2015 総計 

1 留学総合情報   1,039 2,196 1,198 4,433 

2 企業情報 416 298 390 10 1,114 

3 科学技術 161 87 45 201 494 

4 社会 · 生活 168 118 105 19 410 

5 日中交流 214 89 36 29 368 

6 経済・産業 106 136 42 45 329 

7 日本の大学 25 63 211 3 302 

8 日本百科 70 11 21 7 109 

9 教育・留学 43 25 14 18 100 

10 俳句鑑賞 43 15 14 4 76 

11 日本のくるま事情 38 15 10 5 68 

12 日本の鉄道 5   2 3 10 

13 在日写真家       7 7 

  総計 1,289 1,896 3,086 1,549 7,820 

 

 

・中国の科学技術政策及び高等教育の最新情勢を多角的に調査・分析し、政策立案や戦略策定

に資するため、平成 27年度は 7件の調査を実施し、調査結果を取りまとめた。 

流・連携を推進し
つつデータの収
集・整理を行い、
重点的に調査・分
析するなど「研究
開発成果の最大
化」に向けて他に
類を見ない顕著
な成果の創出や
将来的な成果の
創出の期待が認
められ、着実な業
務運営がなされ
ているため、評定
を Aとする 

 
【日中ネットワー
ク構築への取組状
況】 
 
・中国関係部署との

ハイレベルの会
談はその後の活
動の大きな布石
となっている。ま
た、草の根のレベ
ルでの様々交流
活動は、その後
の、人的ネットワ
ークを構築・情報
収集のネットワ
ーク拡大につな
がっている点で
評価できる。 

 
・日中大学フェア&
フォーラム（東京開
催）は、日中関係の
厳しい状況の中再
開し、継続開催され
たことで大きな反
響を呼んだ。科学技
術分野での日中間
の産学連携の新た
な動向として意義
は非常に大きい。 
 
 
【日中ネットワー
ク構築状況】 
・3 月、中国教育部
留学服務中心よ
り留学服務中心
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いて、中国総

合研究交流

センターに

お け る 交

流・連携、調

査・分析及び

情報発信の

妥当性につ

いて評価を

行い、評価結

果を事業の

運営に反映

させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・調査研究取

組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 合計 

調査件数 6 件 6 件 8 件 7 件 27 件 

 

<平成 27 年度の調査一覧> 

 タイトル 概要 

1 『一帯一路』構想と交通イ

ンフラ戦略 

国際的なプロジェクトとなった「一体一路」構想に加え、 

AIIB, 第13次5ヶ年計画などの成長戦略について調査研究 

2 中国原子力研究開発の新

展開 

中国での原子力開発、とりわけ新型動力炉の開発や核変換

を含めたバックエンドについて調査 

3 中国における日本研究の

現状と課題 

中国での日本研究について、「政治」「経済」「文化・歴史」 

「科学技術」などの分野で、どのような研究が行われてい

るか調査するとともに、日中協力の可能性を探る 

4 中国科学技術概況 2016 版 中国の科学技術関連データ集。科学技術に関連する主要な

統計データを継続的に分かりやすく掲載した。 

5 中国科学技術の現状と動

向 2016 

発展著しい中国の科学技術の最新動向をレビュー 

6 中国環境産業技術の新動

向 

中国の環境技術、とりわけ、水処理および大気汚染物質除

去に関する技術レベル等について調査。 

7 日本留学経験者の影響力

と日中経済への貢献 

日本経験者の軌跡をたどるとともに、日中経済の発展にど

のように貢献したか調査 

 

 

○開催件数一覧 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 合計 

フォーラム(F&F) 1 

(中国) 

1 

(中国) 

2 

(中国・日本) 

1 

(日本) 

5 

 

シンポジウム※ 2(1) 1(1) 1(1) 2(1) 6(4) 

セミナー    1 1 

研究会 10 11 13 11 45 

サロン ― 7 4 6 17 

合計 12 19 19 20 70 

参加者数 1,710 2,420 3,082 2,710 9,922 

※()内は、研究会拡大版特別シンポジウムとして開催した件数。合計件数からは除く。 

平成 27 年は中国にて日中科学技術政策セミナーを開催。 

 

・日中科学技術協力の促進に資するべく、重要科学技術政策や研究開発動向を検討していく際

に知っておくべき情報収集の一環として、以下の表に示すタイトル、概要のシンポジウムを

2回（うち、1回は研究会拡大版として開催）、研究会を 11 回開催した。研究会に関しては、

ほとんど毎回来場するという固定聴衆層も現れてきており、最新の中国の動向を情報発信す

ることを目的とした研究会に対する関係者への認知度が向上したことによるものと思われ

る。平成 27年度の研究会のテーマは、科学技術に加え、密接に関連する政治・経済・環境・

社会など多岐に及んだ。 

・特に平成 28年 2月に開催した「現代のシルクロード構想と中国の発展戦略」では、第一線の

専門家を集め、「一帯一路」構想の狙い、実現可能性、国際秩序に与える影響、リスクなどに

ついて、分析・議論するとともに、中国の今後の発展戦略や日本のとるべき進路についてデ

ィスカッションを行った。 

シンポジウム 演題・講師 参加者数 

テーマ 

基調講演 

講演 

 

 

「現実とイメージの交錯～中国の中の日本～」 

楊棟梁 南開大学教授、村田雄二郎(東京大学教授) 

歩平(社会科学院研究員),宋志勇(南開大学教授) 

楊偉(四川外語学院教授),章政(北京大学教授) 

胡令遠(復旦大学国際問題研究院主任) 

109 

最優秀海外協力
機関賞状（感謝
状）を 2年連続で
受賞（前年度末）。 
さらに、中国総合
研究交流センタ
ー（CRCC）の設立、
日中機械翻訳共
同研究の推進、日
中大学フェア＆
フォーラムやさ
くらサイエンス
プランを創設し、
中国の青少年・学
生らと日本の大
学、研究機関など
との科学技術交
流を推進したこ
とを評価され、沖
村特別顧問が、
2015年9月に中国
政府友誼（ゆう
ぎ）賞、2016 年 1
月に中国政府国
際科学技術協力
賞受賞を受賞す
るなど他に類を
見ない関係を構
築した点は高く
評価できる。 

 
・日中大学フェア&
フ ォ ー ラ ム in 
CHINA では、日本の
機関のグローバル
化に寄与。日本から
は累計でのべ115機
関 290 人が訪中し、
連携案件が生まれ、
共催した中国教育
部留学服務中心よ
り留学服務中心最
優秀海外協力機関
賞状を2年連続で授
与された意義は非
常に大きく、また記
者懇談会で各種メ
ディアが友好的な
報道をした意義は
非常に大きい。 
 
 
【双方向情報発信
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・中国文献デ

 

モデレータ 

パネリスト 

林昶(社会科学院日本研究所編集室長) 

高橋五郎 愛知大学教授 

馬場公彦(岩波書店編集局部長),加茂具樹(慶応大学教授) 

テーマ 

基調講演 

モデレータ 

パネリスト 

「現代のシルクロード構想と中国の発展戦略」 

高原明生(東京大学教授）山本吉宣(新潟県立大学大学院教授) 

瀬口清之 キャノングローバル戦略研究所研究主幹 

周瑋生(立命館大学教授)、渡辺紫乃(上智大学准教授) 

津上俊哉(「津上工作室」代表)、李瑞雪(法政大学教授) 

243 

 

 

 

研究会 演題 講師 参加者数 

第83回 中国の環境問題ー現状と課題 染野 憲治 東京財団研究員 162 

第 84回 中国における産学連携と知的財産

上の課題 

篠部 正治 富士電機知的財産

センター長 

123 

第 85回 中国の宇宙開発動向 2016 辻野 照久 JAXA 調査国際部特

任担当役 

115 

第 86回 中国における食料安全問題と企業

の対応 

大島 一二 桃山学院大学教授 118 

第 87回 中国の原子力発電～福島第一原発

事故対応の軌跡から 

渡辺 搖 電力調査会参事 129 

第 88回 中国の海洋開発技術の動向 磯崎 芳男 JAMSTEC 海洋工学

センター長 

79 

第 89回 中国の産学官連携 近藤 正幸 横浜国立大学教授 87 

第 90回 『一帯一路』と中国の対外発展戦略 江原 規由 国際貿易投資研究

所研究主幹 

151 

第 91回 中国都市化の現状と挑戦 周 牧之 東京経済大学教授 141 

第 92回 中国研究を支える学術情報データ

ベースのあり方 

毛利 和子 早稲田大学名誉教

授ほか 

51 

第 93回 現代のシルクロード構想と中国の

発展戦略 

※研究会特別シンポジウムとし

て開催。 

243 

 

 

・これらの研究会に加え、講演者の講演と参加者と講演者との意見交換会をセットにした「中

国研究サロン」を平成 27年度は 6回開催した。 

 

 

サロン 演題 講師 参加者数 

第12回 日本ファンと抗日ドラマ 青樹 明子 ノンフィクション

作家 

108 

第 13回 『一帯一路』構想中国外交の変貌 呉 寄南 上海国際問題研究院

副主任 

130 

第 14回 中国は今、まさに知日の時代 毛 丹青 神戸国際大学教授 153 

第 15回 安倍談話と日中関係 鈴木 美勝 時事通信解説委員 180 

第 16回 習近平政治は特異なのか 加茂 具樹 慶応大学教授 128 

第 17回 全人代に見る中国政治の動向 中澤 克二 日経新聞論説委員 203 

 

 

 

 

 

・中国文献データベースについて、障害発生の削減、障害復旧時間の短縮の両面から対策を実

の取組状況】 
・双方情報発信の各
種取組は、日本国内
における中国研究
の中心的な機関と
してその発展に貢
献している点で評
価できる。 
 
【 調 査 研 究 の 取
組・活用状況】 
・毎年中国の科学技
術政策及び高等教
育の最新情勢を多
角的に調査・分析
し、政策立案に資す
るため、4年間で 27
件の調査を実施し
調査結果を取りま
とめ、サイエンスポ
ータルチャイナや
CRCC 調査報告書が 
第５期科学技術基
本計画の関係資料
として利用される
など、国益に貢献
し、基礎資料として
必要不可欠なもの
になっている点は
評価できる。 
 
・調査研究について
は、中国関係の最新
の情報が必ずしも
即時に入手できる
わけではない状況
であることから、実
態を正しく理解す
ることに大きく役
立っている 
 
 
・研究会等に、4 年
間で1万人ほどの産
官学から多岐にわ
たる参加者を集め
た点は評価できる。 
 
・平成28年2月に開
催した中国研究シ
ンポジウム「現代の
シルクロード構想
と中国の発展戦略」
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ータベース

の安定運用

状況 

 

 

 

 

 

 

 

［評価軸］ 

・科学技術に

おける日中

ネットワー

ク構築のも

と、両国の発

展に寄与す

るための情

報を提供し、

共通課題の

解決等に活

用されてい

るか 

 

〈評価指標〉 

・日中ネット

ワーク構築

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施し、サービス稼働率の向上を図った。 

 目標 H24年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

サービス稼働率（%） 99.5%以上 100 100 100 100 

※計画停止時間を除く 

 

・中国研究を行う人文･社会科学系の研究活動が、予算や研究者の減少により活動が沈滞化して

おり、日中の交流活動にも影響を与えているため、中国研究を行う学会誌のデータベース化

等による調査研究の基盤を強化した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【日中ネットワーク構築状況】 

○ハイレベルな研究者によるフォーラムを 1 回、シンポジウムを 2 回（うち、1 回は研究会拡

大版として開催）、セミナーを１回、研究会を 11 回、サロンを 6 回、合計 20 回開催し、2400

名を集め、最新の状況に関する情報共有と人的ネットワークの構築に寄与した。 

○他機関からの評価 

・中国総合研究交流センター（ＣＲＣＣ）では、日中大学フェア＆フォーラムの創設（平成 22

年）ならびに企画・運営、日中情報プラットフォーム（SPC の創設（平成 20 年）、客観日本

の創設（平成 23年））ならびに管理・運営、中国文献データベースの創設（平成 19 年）なら

びに充実化 、中国関連調査研究での知見を蓄積し、特に中国の青少年と日本の大学、研究機

関などとの交流促進の基盤を構築し、日中科学技術交流における信頼関係を深めるとともに、

重要な貢献 を果たしてきた。 

・さらに、CRCC 沖村上席フェローにおかれては、上記の活動に加えＪＳＴ理事長在任当時にお

ける北京事務所の設立（平成 14 年）、中国総合研究交流センターの創設（平成 18 年）、戦略

国際科学技術協力推進事業での中国科学技術部（MOST)との協力推進（平成 19 年）、さらには

環境保全・生物遺伝資源分野における日中共同支援事業で中国国家自然科学基金委員会

(NSFC)との協力推進（平成 16 年）等の功績が評価され、2015 年 9 月に中国政府友誼（ゆう

ぎ）賞、2016 年 1月に中国政府国際科学技術協力賞を受賞。他に類を見ない関係を構築して

いる。 

・3月 9日に開かれた中国人民政治協商会議（政協）第 12 期全国委員会第 4回会議のグループ

別討論会において、駐日中国大使の程永華氏は「沖村氏の授賞は、中日両国の実務的な協力・

交流を象徴している」と評価。発言内容は以下のとおり。 

 

「沖村氏が受賞した中国国際科学技術協力賞は、人民大会堂で授与された。今年は 7 人の

外国人が受賞し、沖村氏は唯一の日本人だった。また李克強総理が自ら授与したため、沖村

氏は非常に感激していた。駐日中国大使館も祝賀会を開いた」 

「沖村氏の努力により、両国の若者は多くの交流の機会を手にした。特に沖村氏は科学・

技術の研究を志す中国の高校生と大学生を、日本のノーベル賞受賞者との対話、日本の科学

研究機関の見学に招待した（さくらサイエンスプラン）。若者たちは多くの有益な啓発を受け

では、日中の第一線
の専門家により、習
近平政権が掲げる
「一帯一路」構想の
狙い、実現可能性、
国際秩序に与える
影響、リスク、中国
の今後の発展戦略、
日本のとるべき進
路などについて、分
析・議論。JSTのシ
ンポジウム、研究
会、サロンが中国研
究のハブとなり、中
国研究が進み、相互
理解が深化してい
る点は評価できる。 
 
【中国文献データ
ベースの整備状
況】 

・NICT と連携して機
械翻訳を開発し、
DB 作成を効率化
したことにより、
今後はさらなる
データベースの
充実が期待され
る。 

 
 
＜今後の課題＞ 
・今後も日中両国の
科学技術分野の交
流と情報発信を通
じて、より一層の相
互理解のためのプ
ラットフォームを
構築することによ
り、人と情報のネッ
トワークを作り上
げ、日中両国の共通
課題を解決するた
めに貢献する。 
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・調査研究等

成果の活用

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈モニタリ

ング指標〉 

・サイトアク

セス数 

・調査研究成

果の発信状

況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・中国文献デ

ータベース

の整備状況 

 

た。沖村氏はさらに、両国の大学間の協力を促進し、時には 50校対 50 校、さらには 100 校

対 100 校の交流会を開いた（日中フェア＆フォーラム）。この 10 数年に渡る取り組みにより、

駐日中国大使館は中国政府に沖村氏を推薦し、受賞する運びとなった。これは中日両国の実

務的な協力・交流の代表例の一つだ」と話した。 

 

 

 

【調査研究等成果の活用状況】 

○Science Portal China や CRCC 調査報告書が 第５期科学技術基本計画の関係資料として利

用されるなど、国益に貢献。 

・Science Portal China が紹介する「国家中長期科学技術発展規画綱要」、CRCC 調査報告書

「中国の科学技術の現状と動向」が紹介する「中華人民共和国国民経済と社会発展 第十二次五

ヶ年計画要綱」が第１章 基本的考え方  の関係資料として活用されるなど国益への貢献が大。

基礎資料として必要不可欠なものになっている。 

・その他、官公庁・大学等 400 機関に送付し、累計で 177 件の報告書等への引用が行われた。

文部科学省関連では、報告書、白書、大学グローバル化検討ワーキンググループ資料、中央教

育審議会資料、ウェブサイト科学技術・学術審議会資料等計 28件に利用されている。 

 

○新規報告書は 7本出版。調査報告書等の DL 数は 23 万件と利用が多大。定点調査やタイムリ

ーな調査を行う。調査報告書等の DL 数は年間 23万件となり、平成 26 年度の倍となっている。 

 

 

 

○情報発信では、サイエンスポータルチャイナのＰＶ数が大幅に増加（月間 150 万ＰＶ、従来

の約２倍）。中国向けの日本の科学技術情報発信サイト「客観日本」のＰＶ数は月間 100 万ＰＶ

と民間大手サイトの約 5倍のアクセスがある。 

 

・中国の科学技術を平易に紹介する「サイエンスポータルチャイナ」と、日本の姿を中国語で

客観的に伝える「客観日本」のコンテンツを強化し、双方共、ページビュー数を大幅に増や

した。 

ＰＶ件数 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

サイエンスポータルチャイナ 6,074,644 10,382,639 8,876,727 13,782,090 

客観日本 9,856,085 14,752,777 22,570,995 30,678,352 

 

・メールマガジンは、登録アドレスが 15,000 件（日本語）、10,000 件（中国語）に達し、情報

発信の強力なツールに成長。科学技術分野での日中間の相互理解に基づく連携強化のための

環境醸成に大きく貢献した。 

 

・9,000 誌を超える中国語文献のうち、重要な学会誌 866 誌の論文について、英文抄録を翻訳

して無料公開した（ユーザーは特許庁を含めた知財関連団体や研究者がメイン）。平成 27 年

度は約 20 万件追加し、累計で 160 万件となった。また、NICT と当データベースに適した機

械翻訳を開発した。 

・ＮＩＣＴと共同で開発した英日自動翻訳システムを中国文献データベース（ＪＳＴＣｈｉｎ

ａ）内の英語の標題、抄録がある文献記事の和訳に適用、公開した。 

近年の科学技術の発展により、科学技術に関係する文献は増大する一方であり、特に中国

などの新興国から産出する文献が増えている。そのため、英語で記載された標題と抄録につ

いて、ＮＩＣＴが開発した自動翻訳システムを活用することにより、データベース作成工程

を合理化し、従来と比べて大量の文献データの提供を目指している。翻訳件数が約１０万件

／年から、約１５万件／年（２６年度）、約２０万件／（２７年度）へ増加した。今後は、自

動翻訳システムを適用する対象誌の範囲を広げるだけでなく、増大する中国語文献にも対応

していく予定。 
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増加件数 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

書誌（タイトル）件数 204,843 218,540 182,826 198,629 

記事（抄録）件数 118,737 127,711 49,246 153,699 

年度末収録総件数 996,693 1,215,507 1,398,333 1,603,828 
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４．その他参考情報 
 
平成 27 年度に面会した要人一覧（年度前後 1～２ヶ月程度を含む） 

面会月 訪問案件、来訪案件 要人名（中国） 要人名（日本） 

平成 27 年 3 月 留学服務中心、日中Ｆ＆Ｆ 

張建生 中国科学技術協会 国際連絡部部長 

孫建明 教育部留学服務中心 主任 

郭東明 大連理工大学 学長 

寧濱 北京交通大学学長 

潘建偉 中国科学技術大学副学長 

張鳳昌 元清華大学副学長 

木寺昌人 特命全権大使 

毛利衛 日本科学未来館館長 

川口清史 前立命館大学学長 

勝悦子 明治大学副学長 

有川 節夫 九州大学前総長 

植木 俊哉 東北大学理事  

辰巳 敬 東京工業大学理事・副学長  

藤嶋 昭 東京理科大学学長 

平成 27 年 4 月 日中科学技術協力委員会 

曹健林    科学技術部副部長  

陳霖豪      科学技術部国際合作司副司長 

阮湘平      在日本中国大使館公使参事官 

陳宏生      科学技術部国際合作司アジア・アフリカ処長 

秦洪明      中国科学技術交流センター日本処長 

聶佳        外交部アジア司日本処副処長 

高潤生      教育部科学技術司副司長 

趙文智      工業情報化部国際司副司長 

呉濃娣      水利部国際合作･科学技術司処長 

陳立軍      農業部国際合作司調研員 

劉昕        国家林業局国際合作司二国間処長 

周恒        中国気象局国際司長 

鄭凱        中国地震局国際合作司二国間処主任科員 

邱華盛      中国科学院国際合作局副局長 

馮鋒        国家自然科学基金委員会国際合作局長 

桂誠 科学技術協力担当大使 

土屋定之 文部科学審議官 

笹井弘之  内閣府政策統括官（科学技術・イノベーション担当）付参事

官（国際担当） 

伊藤直人  外務省アジア大洋州局中国・モンゴル第二課首席事務官 

平成 27 年 5 月 中国科学技術協会、成都、南昌、広州、深センの大学等 

周孟林 四川科学技術厅副厅长 

吴小玲 四川科学技術厅国際合作課長 

郭学勤 江西科学技術厅党组書記 

鄢帮有 江西科学技術厅国际合作課長 

吴宜亚 江西省中国科学院庐山植物園書記 

夏奇峰 广东科学技術厅副厅长 

董茗   广东科学技術厅課長 

  

平成 27 年 8 月 東京、日中Ｆ＆Ｆ 

阮湘平 駐日本国大使館 公使参事官 

潘建偉 中国科学技術大学 副学長 

李 俊傑 大連理工大学 副学長 

曹 兆敏 上海交通大学国家科技園 董事長 

李 光明 同済大学 学長補佐、 

 科学技術研究院 副院長 

白 剛   中華人民共和国駐日本国大使館  

公使参事官 

佐々木 元 日本電気株式会社 名誉顧問 

角南 篤 政策研究大学院大学 教授 

古川 勇二 職業能力開発総合大学校学長 

鈴木 廣志 昭和電工株式会社 

事業開発センターマネージャー 

有馬 朗人 科学技術振興機構  

中国総合研究交流センター長 

平成 27 年 9 月 蘭州、西寧、張掖等の科学技術庁、中国科学院 

李文卿  甘肃省科学技术厅厅长 

郑华平 甘肃省科学技术厅副厅长 

 欧阳春光 甘肃省科学技术厅国際合作課長 

謝 铭 中国科学院蘭州分院党組書記 

  

平成 27 年 9 月 北京、中国政府中国政府友誼賞授賞式 習近平国家主席、李国強首相 ほか   

平成 28 年 1 月 北京、中国国際科学技術協力賞授賞式 習近平国家主席、李国強首相 ほか   
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平成 28 年 2 月 東京、中国大使館主催 科学技術協力賞 受賞祝賀会 程永華中華人民共和国駐日本国大使   

平成 28 年 2 月 昆明、日中政策セミナー 

方新 中国人民代表大会常務委員、前中国科学院副書記 

呉国雄 中国科学院院士 

穆栄平 中国科学院科学技術創新発展研究中心主任 

有馬 朗人 科学技術振興機構  

中国総合研究交流センター長 

戸谷一夫文部科学審議官 

角南篤政策研究大学院大学教授 

JSPS 家泰弘理事 

平成 28 年 3 月 東京、日本側主催 科学技術協力賞 受賞祝賀会 
程永華中華人民共和国駐日本国大使 

郭燕 中華人民共和国公使 

尾身孝次 ＳＴＳフォーラム理事長 

高村正彦 自民党副総裁 

冨岡勉 文部科学副大臣 

島尻安伊子 科学技術担当大臣 

下村博文 前文部科学大臣 

遠山敦子 元文部科学大臣 

有馬 朗人 科学技術振興機構  

中国総合研究交流センター長 

毛利衛 日本科学未来館館長 

土屋定之 文部科学事務次官 

板東久美子 消費者庁長官 ほか 

平成 28 年 5 月 留学服務中心、日中Ｆ＆Ｆ 

丁 仲礼    中国科学院副院長、中国科学院大学学長 

劉 丛強  国家自然科学基金委員会副主任 

呉 岳良  中国科学院大学副学長 

万 立駿  中国科学技術大学学長 

清華大学 副学長 

呉 朝暉 浙江大学学長   

西安交通大学副学長 

大連理工大学副学長  

周 玉 ハルビン工業大学学長  

寧 濱 北京交通大学学長  

段 献忠 湖南大学学長   

王 乗 蘭州大学学長   

朱 崇実 厦門大学学長   

戸谷 一夫 文部科学審議官 

伊藤 康一 在中華人民共和国日本国大使館主席公使 

野依 良治 科学技術振興機構研究開発戦略センター長 

里見 進  東北大学学長 

鵜飼 裕之 名古屋工業大学学長 

羽田 正  東京大学理事・副学長 

藤嶋 昭  東京理科大学学長 

室伏 きみ子 お茶の水女子大学学長 

久保 千春 九州大学総長 

西尾 章治郎 大阪大学総長 

橋本 周司  早稲田大学副総長 

松尾 清一  名古屋大学総長 

山極 壽一  京都大学総長 

山口 佳三  北海道大学総長 

 
※ＪＳＴは、有馬 朗人中国総合研究交流センター長、野依 良治研究開発戦略センター長、毛利衛 日本科学未来館館長 のみ記載 
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様式２－１－１ 国立研究開発法人 年度評価 評価の概要 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

1.② 低炭素社会実現のための調査・分析及び社会シナリオ・戦略の提案 
関連する政策・施策 政策目標 7 科学技術・学術政策の総合的な推進 

施策目標7－1 科学技術関係人材の育成及び科学技術に関する
国民意識の醸成 

施策目標7－2 イノベーション創出に向けた産業連携の推進及
び地域科学技術の振興 

施策目標 7－4 科学技術の国際活動の戦略的推進 
政策目標 8 基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 
施策目標 8－2 科学技術振興のための基盤の強化 

政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 
施策目標9－1 ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推進
及び倫理的課題等への取組 

施策目標 9－2 情報通信分野の研究開発の重点的推進 
施策目標 9－3 環境分野の研究開発の重点的推進 

当該事業実施に係る根拠（個
別法条文など） 

国立研究開発法人科学技術振興機構法第十八条 
第一号 新技術の創出に資することとなる科学技術に関する基礎研究及び基
盤的研究開発を行うこと。 

第十号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策
評価・行政事業レビュー 平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度  H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

提案書発刊数（件） － 0 10 15 19  予算額（千円） 270,000 270,000 263,601 256,920  

シンポジウム・ワー
クショップ等（回） 

－ 1 2 4 4  決算額（千円） 246,492 256,063 248,036 262,685  

講演（件） － 10 16 15 27  経常費用（千円） 107,525,024 
の内数 

130,937,687 
の内数 

144,296,465 
の内数 

122,515,035 
の内数 

 

 経常利益（千円） 762,378 
の内数 

720,154 
の内数 

640,652 
の内数 

251,935 
の内数 

 

行政サービス実施コスト
（千円） 

115,911,045 
の内数 

135,757,718 
の内数 

149,010,757 
の内数 

145,953,583
の内数 

 

 
従事人員数（うち研究者
数）（人） 

17（9） 17（9） 18（10） 19（11）  

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標
等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ・文部科学省が策定

する研究開発戦略に

基づき、新規有望技

術に着目し、産業構

造、社会構造、生活

様式、技術体系等の

相互連関や相乗効果

の検討等を行うこと

により、科学技術に

立脚した社会システ

ム改革や研究開発の

方向性等を提示する

ための研究を推進

し、持続的発展を伴

う低炭素社会の実現

に資する質の高い提

案を行う。得られた

成果については、機

構の業務の効果的・

効率的な運営に活用

するとともに、国及

び国民に向けて積極

的に発信する。 

・機構は、我が国

の経済・社会の持

続的発展を伴う、

科学技術を基盤と

した明るく豊かな

低炭素社会の実現

に貢献するため、

望ましい社会の姿

を描き、その実現

に至る道筋を示す

社会シナリオ研究

を推進し、低炭素

社会実現のための

社会シナリオ・戦

略の提案を行う。 
 
［推進方法］ 
・機構は、研究テ

ーマの設定、人

文・社会科学と自

然科学の研究者が

参画する実施体制

の構築、幅広い分

野の関連機関と連

携を行いつつ社会

シナリオ研究を推

進する。 
 
・機構は、産業構

造、社会構造、生

活様式、技術体系

等の相互連関や相

乗効果の視点から

基礎となる調査・

分析を行いつつ社

会シナリオ研究を

推進し、その成果

を活用して、社会

シナリオ・戦略の

提案を行う。 
 
・社会シナリオ・

戦略を、機構の業

務の効果的・効率

的な運営に活用す

るとともに、幅広

い活用を促進する

ために、国、大学、

・機構は、我が国

の経済・社会の持

続的発展を伴う、

科学技術を基盤と

した明るく豊かな

低炭素社会の実現

に貢献するため、

望ましい社会の姿

を描き、その実現

に至る道筋を示す

社会シナリオ研究

を推進し、低炭素

社会実現のための

社会シナリオ・戦

略の提案を行う。 
 
［推進方法］ 
ⅰ．社会シナリオ

研究の推進及び社

会シナリオ・戦略

の提案 
イ．人文・社会科

学と自然科学の幅

広い分野の研究

者・有識者等を任

期付きで雇用し、

社会シナリオ研究

の実施体制を構築

する。研究の推進

にあたっては、関

連機関と連携を行

いつつ進める。な

お、戦略推進委員

会から本事業の活

動や成果について

適切なアドバイス

を受け、業務運営

及び研究の方向性

に反映させる。 
ロ．定量的技術シ

ステム研究と定量

的経済・社会シス

テム研究を相互に

フィードバックを

図りながら統合的

に推進し、低炭素

社会システムの構

築を図り、社会実

［評価軸］ 

・社会シナリオ研

究の推進・推進体

制等は適切か 

 

 

〈評価指標〉 

・社会シナリオ研

究推進体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■社会シナリオ研究推進体制 

・環境経済システム、環境システム工学、エネルギー、工学、建築、材料科学、

都市工学・行政、企業戦略等の研究者・専門家 43名（常勤 9名、非常勤 34名（平

成 28年 3月時点））で社会シナリオ研究を推進した。 

・平成 27 年度は、経済モデル、資源エネルギー、モーダルシフト等の分野等を中

心に研究者、民間企業出身者、学識経験者等の専門家を新たに計 7名（非常勤）、

任期付きで雇用し、社会シナリオ研究の実施体制を拡充した。ナノテクノロジー

分野では引き続き物質・材料科学技術の基礎研究について国立研究開発法人物

質・材料研究機構（以下、NIMS）岸 輝雄 名誉顧問が LCS 上席研究員として兼務、

NIMS 調査分析室スタッフが特任研究員として参画している。 

 

■「第 2回事業評価」及び「次期 5年間事業計画案」の事業推進への反映 

・事業開始約 5 年間の社会シナリオ研究事業の評価、及び、社会に実装される社

会シナリオ・戦略を提案することを基本理念として設定した「次期 5 年間事業計

画案」の審議を目的とした第 2 回事業評価（平成 27 年度とりまとめ）では、「社

会シナリオ第 2 版」や「イノベーション政策立案提案書」等、社会シナリオ研究

の成果は質が高く、政策立案者に向けた成果発信、日本学術会議と共同で企画・

開催した国際シンポジウムでの我が国の再生可能エネルギー導入に関する課題抽

出、国や地方自治体との連携、ALCA 等機構内の連携、および、「次期 5 年間事業

計画案」の検討を行ったことが高く評価された。一方で「再生可能エネルギー導

入のために解決すべき『送電網の強化』に向けた課題の具体的な提言を期待する」

「関係省庁・各政府機関に横断的な提言をして各省庁等が協力して推進する契機

となることを期待」等、今後の取組に対する期待が示された。 

・平成 27年度からの事業推進では、第 2回事業評価及び「次期 5年間事業計画案」

を反映し、各々の取組を社会実証・社会実装につながるよう、「定量的技術システ

ム研究」と「定量的経済・社会システム研究」を相互にフィードバックを図りな

がら統合的に推進、低炭素社会システムを構築している。「低炭素社会システム・

デザイン研究」では、新しい方法論の検討・実証を行い、社会実装に向けて低炭

素社会システムを展開し、2030 年の低炭素社会へ向かう道筋・2050 年の低炭素社

会像の選択肢を提示する。 

 

■戦略推進委員会の開催 

・社会シナリオ研究の推進に当たり、副センター長の諮問機関としてエネルギー、

環境、経済、ライフスタイル等多様な分野の有識者からなる戦略推進委員会を置

き、今後の事業推進等（第 8回（H28/1/18））に意見をいただき、適宜事業運営等

に反映を図った。 

・平成 27 年度に、戦略推進委員会（第 8 回（H28/1/18））を開催。環境エネルギ

ー科学技術をめぐる最近の状況、国立研究開発法人という新しい枠組みと事業環

境、LCS の事業推進状況を踏まえた事業推進の在り方等について討議を行い、「地

球温暖化対策計画を軸に経産省・環境省が全体を牽引する中、各省庁とのリンケ

ージを考えて政策を打ち込むこと」「家庭部門での大幅な低炭素化には『新しいビ

＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目
的・業務、中長期目標等に
照らし、法人の活動による
成果、取組等について諸事
情を踏まえて総合的に勘案
した結果、環境エネルギー
科学技術の状況・国立研究
開発法人化等を踏まえた事
業推進の在り方等に関する
戦略推進委員会での討議、
「次期 5 年間事業計画案」
の反映（【社会シナリオ研究
推進体制】）、「定量的技術シ
ステム研究」と「定量的経
済・社会システム研究」を
相互にフィードバックを図
りながら統合的に推進して
低炭素社会システムの構築
を図り、社会実装に向けて
展開していること、イノベ
ーション政策立案提案書
（計 19 冊）の提案（【社会
シナリオ研究の成果】）、①
CSTI エネルギー戦略協議
会での発信、②関連分野の
委員会活動、③ALCA ボトル
ネ ッ ク 課 題 検 討 、 ④
NEDO-TSC 共催ワークショ
ップ、⑤COI-S ワークショ
ップの企画・共催等、研究
成果の機構内外での活用を
図るとともに（【社会シナリ
オ等成果の活用状況】）、シ
ンポジウム「低炭素技術実
現のための課題と展望」で
広く国民へ発信するなど、
「研究開発成果の最大化」
に向けて成果の創出や将来
的な成果の創出の期待等が
認められ、着実な業務運営
がなされているため、評定
をＢとする。 
 
【社会シナリオ研究推進体
制】 
・「次期 5 年間事業計画案」
「第 2 回事業評価」の指摘

評定 B 
＜評定に至った理由
＞ 
・平成 27 年度には、
低炭素社会の実現
のための社会シナ
リオ研究が推進さ
れるとともに社会
シナリオ・戦略の提
案が進められ、着実
に業務運営がなさ
れていると認めら
れるため、評定を B
とする。 

・具体的には、多様な
分野の研究者・学識
経験者等により社
会シナリオ研究が
推進され、定量的技
術システム研究及
び定量的経済・社会
システム研究を通
じて得られた知見
が 19 冊のイノベー
ション政策立案提
案書として公表さ
れた。特に、NEDO
技術戦略研究セン
ターや COI との共
同でのワークショ
ップの開催など関
係機関との連携に
より研究が推進さ
れた。国、地方自治
体が設置する有識
者委員会において
研究成果を提示す
る等、研究成果の発
信・普及が進められ
た。 

 
＜今後の課題＞ 
COP21 でのパリ協定
の採択等を踏まえて、
2050 年を見据えた低
炭素社会の実現に向
け、これまでの取組を
継続的に進展させる
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企業、地方自治体

等の関係機関及び

国民に向けて積極

的に発信する。 

装に向けて展開す

る。定量的技術シ

ステム研究では、

これまで検討して

きた太陽電池、蓄

電池、燃料電池、

バイオマス、風力

発電、中小水力発

電、地熱発電、二

酸 化 炭 素 貯 留

（CCS）等の低炭

素技術・構成技術

について調査・分

析を行い、低炭素

社会実現に向けて

コアとなる重要研

究課題を特定す

る。さらに、短期

的・中長期的な見

通しにより評価対

象となる低炭素技

術を拡張し、最新

の研究成果を取り

込む。個別の低炭

素技術・構成技術

の評価に加え、電

力等エネルギーシ

ステムの一環とし

て評価を行う。こ

れら低炭素技術を

社会に導入した際

の経済・環境への

効果を算定すると

ともに、低炭素社

会実現に向けた社

会実証・社会実験

を行い、社会シナ

リオの充実につな

がる定量的経済・

社会システム研究

を推進する。地域

の発展を起点とし

た仕組みづくりに

向け、地域社会に

おける経済効果の

算定・解析に着手

する。並びに、発

展途上国を含む世

界各国の省エネル

ギーを通じたエネ

ルギーコストの削

減の調査・分析、

各国における温室

 

 

 

〈モニタリング指

標〉 

・社会シナリオ研

究成果の創出状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

・JST 内外との連携

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

・社会シナリオ研

究成果発信・普及

への取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［評価軸］ 

・社会シナリオ・

戦略等が質の高い

成果であり、政策

立案等に活用され

ているか 

ジネスをどのようにつくるか』という視点が重要」等の指摘がなされた。 

 

 

 

 

■社会シナリオ研究の推進 

・LCS は、我が国の経済・社会の持続的発展を伴う、科学技術を基盤とした「明

るく豊かな低炭素社会」の実現に貢献するため、2030・2050 年の社会につながる

2020-2030 年の望ましい社会の姿を描き、その実現に至る道筋を示す社会シナリ

オ研究を推進し、社会シナリオ・戦略の提案を行っている。平成 27 年度は、平成

26 年度後半に議論した「次期 5年間事業計画案」に基づき、定量的技術システム

研究と定量的経済・社会システム研究を相互にフィードバックを図りながら統合

的に推進し、低炭素社会システムの構築を図り、社会実装に向けて展開、国、地

方自治体、大学・研究機関、企業等の協力を得て社会シナリオ研究を推進した。 

 

・ALCA、革新的エネルギー研究開発拠点形成事業（FUTURE-PV）、CRDS、RISTEX、

SATREPS、CREST-EMS、イノベーション企画推進室グリーンイノベーション分野の

活動へのインプット・戦略プログラムパッケージ参加等、機構内の連携を図った。 

・CSTI エネルギー戦略協議会、農林水産省・林野庁、電力中央研究所、NEDO、COI、

東京都と連携した。共同研究・連携自治体の環境政策活動への参画（足立区・目

黒区・つくば市等）等を通じて「ニーズを知る取組み」を継続した。 

・独 FH-IWES、FH-ISE、50Hertz 社（独 4 電力会社の 1 つ）、acatech 等と研究討

議、PJM Interconnection、PACE Now 等を訪問しての米国のアンシラリーサービ

ス調査等を行っている。 

 

・イノベーション政策立案提案書（19冊）を提案した。 

・H27 年度に、LCS シンポジウム｢低炭素社会実現のための課題と展望｣（H27/12/24）

を企画・開催した。講演「都市間連携を通じたアジア諸都市の低炭素化」（石田謙

悟氏）、「企業と環境活動」（宮内義彦氏）、パネルディスカッション「明るい低炭

素社会に向かって」にて、低炭素社会実現のための課題や今後の展望等について

議論した。最新の研究成果や自治体(足立区、荒川区、北海道下川町)、関連事業

（ALCA）・関連研究機関(国環研、電中研)との連携の取組等をポスター発表、参加

者等と意見交換した。参加者から「答えではなく、考えを聞きたかったので良か

った」「北九州市の取組は驚くほど活発で、講演での具体的な事例紹介やポテンシ

ャルが印象に残った」「縦割り行政の課題、企業の使命・立場に対する明言は大変

参考になった」「文科省系の取組が社会実装の論理的な支援となっていることが良

くわかった」等、好評を博した。（参加者：278 名） 

・NEDO-TSC 共同 WS（H28/2/4）、COI-S との WS 共催 (H27/9/16、H28/3/9)、CSTI

エネルギー戦略協議会（H28/2/16）、自由民主党資源・エネルギー戦略調査会再生

可能エネルギー普及拡大委員会（H27/4/15、H28/1/15）など政策立案者への発信

等、国内外の情報発信・意見交換を行い、機構の重点分野戦略の実効性を高めた。 

・その他、第 10回再生可能エネルギー世界展示会＆国際フォーラム（H27/7/29-31

＠東京ビッグサイト）、JST フェア 2015（H27/8/27-28＠東京ビッグサイト）、スマ

ートコミュニティ+IoT World 東北 2015（H27/11/12-13＠仙台国際センター）等に

出展するなど、広く国民および国、地方自治体等の政策立案主体や大学、企業等

の関連機関での活用に向けて、成果の発信・普及へ取組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

事項等を社会シナリオ研究
推進に反映していること、
戦略推進委員会を開催して
環境エネルギー科学技術を
めぐる最近の状況、国立研
究開発法人という新しい枠
組みと事業環境、LCS の事
業推進状況を踏まえた事業
推進の在り方等について討
議、事業推進に反映してい
ることは評価できる。 
 
【社会シナリオ研究の成
果】 
・太陽電池、蓄電池、燃料
電池、バイオマス、風力発
電、中小水力発電、地熱発
電、二酸化炭素貯留（CCS）、
水素の役割等の低炭素技
術・構成技術の定量的な評
価を行い、その結果を電力
等エネルギーシステムとし
ての評価に用いて、2030 年
のコスト構造・CO2 排出量
等を解析、開発目標と研究
課題を提示している。低炭
素技術を社会に導入した際
の経済・環境への効果を算
定、「電気代そのまま払い」
等社会実証・社会実験や九
州大学 COI「共進化社会シ
ステム創成拠点」・東京大学
COI-S と連携したワークシ
ョップの企画・開催など、
「エネルギー供給源の多様
化に対応した低炭素技術の
統合的な評価」や「低炭素
化につながる個人の消費行
動・市場の変化の検討」を
行って、「定量的技術システ
ム研究」と「定量的経済・
社会システム研究」を相互
にフィードバックを図りな
がら統合的に推進している
ことは評価できる。 
・社会シナリオ研究の成果
を「イノベーション政策立
案提案書」（計 19 冊）とし
て発行・公表等したことは
評価できる。 
 
【社会シナリオ等成果の活
用状況】 

とともに、JST 関係事
業、関係府省、地方自
治体、企業等との連携
による社会実装活動
を更に進展させる。ま
た、社会実装により抽
出された課題のフィ
ードバックにより、社
会シナリオ・戦略の深
化をより一層進める。 



35 
 

効果ガス排出削減

の施策の調査・分

析等を行い、その

結果が我が国の低

炭素社会構築に反

映できる国際戦略

の作成を継続す

る。また、社会シ

ナリオ研究の推進

にあたっては、機

構の関連する事業

とのネットワーク

を形成する。併せ

て、国、地方自治

体等の政策立案主

体との意見交換を

行うとともに、講

演会等の開催を通

じて低炭素社会実

現のための科学技

術、社会及び経済

の課題を議論す

る。 
 
ⅱ．成果の活用及

び公表・発信、普

及に向けた取組 
イ．上記の活動を

通じて得られた成

果等を機構の業務

の効果的・効率的

な運営に活用す

る。 
ロ．得られた成果

等を、ホームペー

ジ等を活用し、国、

大学、企業、地方

自治体等の関係機

関の有識者・専門

家及び広く国民に

向けて積極的に発

信、社会シナリオ

研究の成果を普及

する。将来の低炭

素社会を担う年齢

層への発信にあた

っては理解増進の

方法を活用すると

ともに、発信に際

して得られた知見

を理解増進を図る

ための発信方法に

反映する。 

 

〈評価指標〉 

・社会シナリオ研

究の成果、社会シ

ナリオ・イノベー

ション政策立案提

案書の発刊数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・社会シナリオ等

成果の活用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・低炭素社会実現のための社会シナリオ研究を推進。具体的には、「定量的技術シ

ステム研究」と「定量的経済・社会システム研究」を相互にフィードバックを図

りながら統合的に推進、低炭素社会システムを構築している。①「定量的技術シ

ステム研究」として、これまで検討してきた太陽電池、蓄電池、燃料電池、バイ

オマス、風力発電、中小水力発電、地熱発電、二酸化炭素貯留（CCS）、水素の役

割等の低炭素技術・構成技術について調査・分析を行うとともに、電力等エネル

ギーシステムの一環として評価を行い、2030 年のコスト構造・CO2 排出量等を解

析、低炭素技術の開発目標と研究課題を定量的に提示した。併せて、「既存の低炭

素技術」だけでなく「将来の新しい低炭素技術」に対してもその設計と評価を迅

速に実施することが可能となる「低炭素技術設計・評価プラットフォーム」の構

築に取組んでいる。②「定量的経済・社会システム研究」として、これら低炭素

技術を社会に導入した際の経済・環境への効果を算定するとともに、低炭素社会

実現に向けて、自治体との共同研究「家庭の電力使用量見える化」社会実験、「電

気代そのまま払いと、それを支える事業体 グリーンパワーモデレーター」等の社

会実証・社会実験を行い、社会シナリオの充実につながる定量的経済・社会シス

テム研究を推進している。さらに、地球規模で進む環境変化・国際化・人口問題

等に対応できる持続可能な共進化社会システムの創成へ向けて「新たな都市 OS

の社会実装」を目指す九州大学 COI「共進化社会システム創成拠点」と連携、東

京大学 COI-S と共催にてワークショップを企画・開催し、社会シナリオ研究の成

果を活用するとともに、LCS 研究員等が議論に参加する等、「エネルギー供給源の

多様化に対応した低炭素技術の統合的な評価」、「低炭素化につながる個人の消費

行動・市場の変化の検討」を行った。③「低炭素社会システムの構築」として、

応用一般均衡モデルにより経済の持続的発展と社会の低炭素化の両立を定量的に

算定、発展途上国を含む世界各国の省エネルギーを通じたエネルギーコストの削

減の調査・分析、各国における温室効果ガス排出削減の施策の調査・分析等を行

い、その結果が我が国の低炭素社会構築に反映できる国際戦略研究を推進した。 

 

・個別テーマについて、これまでの研究・調査から見えてきた低炭素社会構築の

ための重要事項、新たな知見を盛り込んでの改訂や新規テーマに取組み、技術開

発編（9冊）、社会システム編（4冊）等、計 19冊のイノベーション政策立案提案

書を発行・公表して、社会シナリオ・戦略の機構の業務への活用、国・大学・企

業・地方自治体等の関係機関及び国民の幅広い活用を促進した。 

 

■機構業務の効果的・効率的な運営での活用 

・先端的低炭素化技術開発（ALCA）の平成 27・28 年度募集にて、ALCA 橋本 PD か

らの要請を受け、「技術のボトルネック抽出」に LCS として参画している。社会シ

ナリオ研究の成果を活用し、ALCA 平成 27年度公募革新技術領域 4分野のうち「高

効率 2 端子型太陽電池の接合界面の解明と技術開発」「太陽電池用 Si 単結晶の薄

肉化技術」2分野を LCS から提案した。あわせて「CO2 分離・回収エネルギーの最

小化を目指した革新的 CO2 分離技術」の設定に対して知見を提供した。平成 28

年度の「ALCA-LCS が連携した事業推進」に向けて、「低炭素社会へ向けたファン

ディングの方向性」等について ALCA 橋本 PD と LCS 山田副 C長が討議・意見交換

している。 

・グリーンイノベーション分野戦略プログラムパッケージの検討において、LCS

研究員が継続的に参画、LCS の社会シナリオ研究の成果の共有を図るとともに、

データ提供、「LCS の系統電力安定性」（山田副 C長から古賀研究監、H27/4/4）、「電

源構成・LCS 試算の考え方」（松橋研究統括からグリーンチーム、H27/8/26）他に

ついてイノベーション企画推進室グリーンイノベーション分野へインプットする

等、貢献した。 

・環境エネルギー研究開発推進部再生可能エネルギー研究担当が産業技術総合研

究所内で拠点形成支援を担当する「革新的エネルギー研究開発拠点形成事業

・第 5 期科学技術基本計画
策定の検討を軸としている
科学技術・イノベーション
総合戦略 2015 に示された
課題に基づき設置されてい
る CSTI エネルギー戦略協
議会で LCS の定量的シナリ
オ研究の成果発信・討議し
た事は評価できる。 
・CSTI エネルギー戦略協議
会、エネルギー・環境イノ
ベーション戦略策定 WG、内
閣府「防災 4.0」未来構想
プロジェクト等、「地球温暖
化対策」関連分野の政策立
案に強いインパクトのある
外部委員会において、LCS
研究員が委員として貢献し
ていることは評価できる。 
・政権与党である自由民主
党資源・エネルギー戦略調
査会再生可能エネルギー普
及拡大委員会での「エネル
ギー自給国家を目指そう－
再エネは安い、省エネは儲
かる－」（小宮山 C 長、
H28/1/15）の発信が、同委
員会による提言「再生可能
エネルギーの普及拡大に向
けて（提言）～未来エネル
ギー開拓！GDP600 兆円に
貢献～」（H28/4/8）のバッ
クボーンを担ったことは評
価できる。 
・NEDO-TSC と共同で企画し
た「再生可能エネルギーの
コスト構造と低減に向けた
方策」WS での社会シナリオ
研究成果の活用・討議、さ
らに得られた知見を研究推
進に反映していることは評
価できる。 
・九州大学 COI「共進化社
会システム創成拠点」と連
携、東京大学 COI-S と共催
にてワークショップを企
画・開催、社会シナリオ研
究の成果を活用しているこ
とは評価できる。 
・「電気代そのまま払い」等
の社会実証・社会実験を通
じた自治体との連携、宮城
県への復興シナリオの提案
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（FUTURE-PV）」では、LCS は発足時から研究テーマの打合せ、FUTURE-PV 事業運営

委員会・成果報告会等への LCS メンバーの参加・情報共有等を実施している。平

成 27年度は、FUTURE-PV 拠点施設見学・打合せ（H27/6/5＠郡山）、第 7回事業運

営委員会に陪席（H27/9/4＠JST）した。 

・日本科学未来館の 5 階フロアの新しい企画、さまざまな課題を乗り越えながら

自分が選んだ理想の地球をゴールまで届ける体験を通して理想の地球を実現して

いくために必要な科学技術やライフスタイルを考える「未来逆算思考」の中で、

LCS 松橋研究統括が「エネルギー分野」の監修、および、家庭の省エネポテンシ

ャルとして「日々の暮らしが豊かになる」省エネでエネルギー需要は 1/4 になる

という解析結果と、「電気代そのまま払い」に関する研究成果を発信した。 

・CRDS 環境エネルギー戦略会議、ALCA 事業推進委員会、RISTEX が推進する気候

変動適応技術社会実装プログラム（SI-CAT）に参画、SATREPS 国内領域別評価会

（低炭素領域）、CREST-EMS 領域会議等への参加、科コミ C 主催の世界市民会議

（World Wide Views）「気候変動とエネルギー」への協力（H27/6/6）、セミナー共

催（H27/7/22、横山禎徳氏講演）を通じた科学コミュニケーション活動との連携

等を通じて、機構内各事業との連携を行った。機構の重点分野戦略の実効性を高

めた。 

 

■国、地方自治体等の政策立案主体、大学、企業等の関連機関での活用 

［CSTI エネルギー戦略協議会での情報発信］ 

・第 5 期科学技術基本計画策定の検討を軸としている科学技術イノベーション総

合戦略 2015 に示された課題に基づき設置されている内閣府 総合科学技術・イノ

ベーション会議 重要課題専門調査会 エネルギー戦略協議会事務局からの要請を

受け、第 12回同協議会(H28/2/16)において、山田副センター長が「低炭素社会実

現のための定量的なシナリオ研究」と題して、LCS の定量的シナリオ研究の概要、

低炭素技術に関する定量的技術評価の結果等について話題提供、質疑を行った。 

 

［「地球温暖化対策」「気候変動」等関連分野での外部委員会委員として貢献］ 

・LCS 研究員が「地球温暖化対策」「気候変動」等関連分野での外部委員会委員と

して貢献している。具体的には、CSTI エネルギー戦略協議会（田中主任研究員）、

同エネルギー・環境イノベーション戦略策定 WG（田中主任研究員）、内閣府「防

災 4.0」未来構想プロジェクト（高瀬特任研究員、※内閣府 「防災 4.0」未来構

想プロジェクト＝内閣府が、地球温暖化に伴う気候変動に関する科学的知見を踏

まえ、今後激甚化が予想される災害の様相を示すとともに、これから必要な「防

災のそなえ」について検討し、提言を行うプロジェクト）等、外部委員会委員と

して活動に参画している。 

 

［国・関係機関等の連携体制構築、国等の具体的な要求を知るプロセスの検討、

社会シナリオ等成果の活用状況］ 

・LCS は、低炭素技術の評価、経済・社会制度の提案や合意形成に向けて、科学

技術に立脚した中立な立場からの情報発信を行っている。具体的には「LCS 設立 1

周年シンポジウム」スピーチセッションでの登壇者の招へい、プレス発表での問

合せ対応などが例示できる。平成 27年度は、自由民主党資源・エネルギー戦略調

査会再生可能エネルギー普及拡大委員会において、LCS の社会シナリオ研究の成

果「バイオマス利用の将来と短中期の課題」（小宮山 C長、H27/4/15）を発信。さ

らに、「エネルギー自給国家を目指そう－再エネは安い、省エネは儲かる－」（小

宮山 C 長、H28/1/15）を発信し、同委員会による提言「再生可能エネルギーの普

及拡大に向けて（提言）～未来エネルギー開拓！GDP600 兆円に貢献～」（H28/4/8）

のバックボーンを担った。なお、同提言は、同委員会より安倍総理への提案が行

われている。 

・電気事業の運営に必要な電力技術研究・総合調整等を行っている電力中央研究

所との連携体制を継続。低炭素技術の電力等エネルギーシステムの一環としての

評価の一環として、「2030 年・2050 年の再生可能エネルギーの大規模導入に向け

が CIS 系薄膜太陽電池企業
の宮城県への参加・工場建
設に貢献したこと、国・自
治体・関係機関等の連携体
制構築、具体的な要求を知
るプロセスの検討を行った
こと、共同研究や連携自治
体の環境政策活動への参画
（足立区・目黒区・つくば
市等）等を通じて、LCS 社
会シナリオ研究の成果の発
信・活用を図るとともに、
自治体側の「ニーズを知る
取組み」を継続しているこ
とは評価できる。 
・ドイツ各関連機関との研
究討議・連携体制の構築、
米国関係機関での経済・社
会システムの調査研究等を
行っていることは評価でき
る。 
・先端的低炭素化技術開発
（ALCA）平成 27・28 年度募
集「技術のボトルネック抽
出」の検討に LCS 研究員等
が参画、事業推進のベース
を担ったこと、事業推進の
責任者が平成 28 年度の
ALCA-LCS 事業推進に向け
て打合せを実施しているこ
とは評価できる。 
・グリーンイノベーション
分野戦略プログラムパッケ
ージの検討において、LCS
研究員が継続的に参画、LCS
の社会シナリオ研究の成果
の共有を図るとともに、イ
ノベーション企画推進室グ
リーンイノベーション分野
の活動に社会シナリオ研究
成果のインプットを行って
いることは評価できる。 
 
＜今後の課題＞ 
①「定量的なシナリオ」の
ポイントは、対象とする低
炭素技術課題の「数の増加」
と共に、「シナリオの定量化
の精度を上げる」こと。現
在から将来の技術展望も含
めて常に最新の研究成果を
反映・新しい評価結果を出
し、それをシナリオに取り
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た系統制御技術」について同所研究者と意見交換（山田副 C 長他、H27/4/8）、社

会シナリオへの反映を行った。 

・「木質バイオマス利用・林業自立」の課題について、農林水産省・林野庁との連

携体制を構築した（山田副 C 長他、H27/7/1 打合せ＠JST 他）。引き続き社会シナ

リオ研究の推進・社会実証課題の形成等に反映を図る。 

・東京オリンピック・パラリンピック競技大会「組織委員会街づくり・持続可能

性委員会」との連携体制構築を図っている。同委員会の関連テーマ「再生可能エ

ネルギー活用」「水素等スマートエネルギー導入」「街づくり・鉄リサイクル活用」

等に LCS の社会シナリオの成果が取り入れられるようデータ提供を実施。 

・メディアでの「温室効果ガス削減の政府目標」に係る討議（小宮山 C 長、「BS

フジ・プライムニュース」H27/6/15）等、成果の発信に努めている。 

・10 年後の目指すべき社会像を見据えたビジョン主導型の研究開発プログラムで

ある COI の「共進化社会システム創成拠点」（九州大学）との連携体制を深化、東

京大学サテライトとのワークショップを企画・開催。平成 28年 4月からの家庭用

小売電気の全面自由化を控えた中、多様なエネルギー供給源に対応し、地域特性

が活かされた、安定的な需給を実現する電力・エネルギーシステムを提示する必

要が生じている。LCS は、地球規模で進む環境変化・国際化・人口問題等に対応

できる持続可能な共進化社会システムの創成へ向けて「新たな都市 OS の社会実

装」を目指す九大 COI と連携、東京大学 COI-S と共催にてワークショップを企画・

開催、再生可能エネルギーが大量に導入した場合の電力系統運用・制御、必要と

なる技術や経済的負担配分の方法、水素の製造・貯蔵・利用、燃料電池を利用し

た電力融通の可能性等について、最先端の知見を共有、講演・意見交換した。①｢再

生可能エネルギー大量導入時の電力系統のあり方と水素の役割」（H27/9/16＠学士

会館、参加者：91 名）、②「燃料電池とその利用システムに関するイノベーショ

ンの可能性」（H28/3/9＠学士会館、参加者：78 名）。LCS の社会シナリオ研究の成

果を活用するとともに、LCS 研究員等が講演、パネリストとして議論に参加して

いる。主な参加者：政府関係者、研究機関、電力・ガス会社、JST（COI・イノベ

企画室・CRDS・戦略・ALCA・RISTEX・SIP エネキャリ）等。 

・エネルギー・環境問題の解決及び産業技術力の強化に取組んでいる NEDO との連

携体制を継続。社会シナリオ研究の成果を活用し、NEDO 技術戦略研究センター

（TSC）と「再生可能エネルギーのコスト構造と低減に向けた方策」WS を共同で

企画・開催（H28/2/4、参加者:182 名）。事業や研究開発にかかわる関係者を対象

に、再生可能エネルギー普及の課題の一つであるコストに焦点をあて、NEDO は産

業技術のシナリオ、LCS は科学技術に立脚したシナリオという両者の異なる視点

から「太陽光発電及びバイオマス利用技術」を中心にそのコスト構造やコストに

影響を与える要因、重要技術開発項目等の研究成果を紹介、討議して、社会シナ

リオ研究への知見に反映している。 

 

［自治体との連携、関連部署へのニーズ聞き取り、成果の活用状況］ 

・自治体とはこれまで、「停電予防連絡ネットワーク」での連携、「家庭の電力使

用量見える化」社会実験、東京都荒川区との連携、東京都足立区との連携、静岡

県三島市での静岡ガス株式会社との共同研究、北海道下川町との連携、意見交換

等を行っている。 

・停電予防連絡ネットワークを発展、自治体との「家庭の電力使用量見える化」

社会実験へ展開。社会シナリオ研究の成果を導入するとともに、各家庭の電力消

費量をオンタイムで観察・データ収集でき、LCS と家庭相互が連携するシステム

を構築した。平成 26年度末にはデータ収集開始後 1年が経過したため、自治体の

要望に応えて 1 年間の電力計測データを整理・解析した報告書を全協力自治体お

よび希望のあった実験協力家庭に送付した。さらに実験協力家庭の低炭素行動を

促す取組を行っている。今後も協力自治体ごとの環境施策立案にも資する形で情

報発信する。 

・共同研究を通じた関連自治体・研究機関等との連携。研究員および職員が、足

立区・目黒区・つくば市をはじめとする連携自治体の環境政策活動に参画し、自

込んで「定量化の精度を向
上」する。さらに短期的・
中長期的に低炭素技術の見
通しを見直して「新しく取
りあげるべき課題」を明確
にする。 
②「社会シナリオの実現に
向けた戦略」をたてること。
特に「シナリオ実現に必要
な研究開発が着実に行われ
るための課題の明確化」と、
「実現の推進に向けた方法
論の提示・社会実証」が重
要となる。 
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治体等のニーズを知る取組みを継続している。例：足立区「地球環境フェア 2015」

（H27/5/30-31）出展。足立区環境部プロポーザル選定委員会委員（中島章光主査）、

目黒区環境審議会専門委員会への参画（中島章光主査）、茨城県つくば市の協力を

得た「3電池搭載住宅街区のエネルギー需要実績と街区の低炭素化に向けた取組」

等。 

・被災地である宮城県には、太陽電池の技術シナリオを中心とした「明るく豊か

な低炭素社会構築型の復興シナリオ」を提案、宮城県の復興計画の中で「再生可

能なエネルギーの活用」として検討することとなった。具体的には、太陽電池の

発電材料として、プラント建設費、技術発展によるコスト低減の可能性の両面か

らその優位性が高く評価される CIS 系薄膜太陽電池について、優れた技術開発

力・生産技術を有するソーラーフロンティア社の工場誘致を宮城県に提案した。

ソーラーフロンティア社に対しては、LCS で試算したコストシナリオに基づいて、

モジュール及び発電システムの優位性を説明するとともに、宮城県から工場用地

取得、環境整備などの点で優遇されるメリットがある旨を示唆した。ソーラーフ

ロンティア社は宮城県大衡村に工場を建設し、2015 年 4月に稼動を開始した。同

社からは、CIS 系薄膜太陽電池の将来性の検討、宮城県への働きかけに際して LCS

との連携や技術評価がとても有効であり、結果として工場建設に至ったとの謝意

が示された。国の支援、県の取り組みと、参画企業の東北の復興に少しでも貢献

したいという思いや新しい技術の導入によりコスト競争力のある太陽光発電パネ

ルの生産を目指したいという意欲が一体となって、工場建設が実現した事案であ

る。 

・自治体との連携で得られた知見は、自治体ごとの低炭素施策に反映するととも

に、普遍的な要素を社会シナリオ研究に反映させることで、他の自治体にて実施

可能な家庭部門全体の更なる節電行動を提示すること、社会の低炭素化に向けた

総合戦略としてまとめることが可能となる。 

 

［海外とのネットワーク形成］…各国の政策動向、科学技術の動向・企業活動等

の把握 

・Global CCS Institute(GCCSI)主催 Japan CCS フォーラム 2015（H27/6/18）参

加・意見交換、等。 

・EU PVSEC2015 への参加・意見交換等（H27/9/14-18＠ハンブルグ）…“将来の

薄膜太陽電池の経済性評価～プロセス設計を用いたタンデム型高効率化合物薄膜

太陽電池のコスト分析～”に関する発表を行うとともに有識者等との意見交換を

行った。 

・経済・社会システムの調査研究（H27/9）…松橋研究統括等が米国に、PJM 

Interconnection（＠フィラデルフィア）、PACE Now（＠NY）等を訪問し、アメリ

カにおけるアンシラリーサービス等について調査した。 

・ドイツ工学アカデミーと意見交換等（H27/9/28）…日本工学アカデミー玖野常

務理事を通じて、山田副 C 長、三森上席らがドイツ工学アカデミーGlotzbach 博

士と意見交換を実施した。Glotzbach 博士からドイツにおけるエネルギー改革の

状況や技術動向の説明、LCS からは「LCS の定量的技術シナリオ」、特に主要な低

炭素技術の動向、将来コスト等を中心に社会シナリオ研究の成果を紹介した。充

実した意見交換を行うとともに、今後の交流を確認した。 

・スタンフォード大学 エネルギー資源工学部 教授 Horne 氏（元国際地熱学会会

長）の講演会開催（H28/1/7）…各国の地熱エネルギー利用の概要・展望や、米国

における地熱利用の現状等を紹介頂き、山田副 C 長・上席研究員等が討議、社会

シナリオへの反映を図った。CRDS・イノベ企画室グリーンチーム・RISTEX・

CREST-EMS 領域の担当者等の参加も得、意見交換を実施した。 

・シンガポール通商産業省未来戦略ディビジョン Pharn 氏との意見交換

（H28/1/20）…LCS 磐田研究員を通じて要請があり Pharn 氏、Tan 博士等が来訪、

山田副 C 長・磐田研究員等と意見交換を実施した。未来創造システムチームから

小賀坂総括マネージャー・岡山主査が同席。 

・日独若手専門家交流「Junior Experts Exchange Program 2015～再生可能エネ
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〈モニタリング指

標〉 

・研究成果の発信

状況 

 

ルギー（特に発電）分野」（外務省、ベルリン日独センター）に職員が応募・採択、

ドイツ研修に参加して、同国内の関連機関（フラウンホーファー研究機構太陽エ

ネルギーシステム研究所(FH-ISE)、ドイツ連邦教育研究省(BMBF)、他）を訪問し、

情報収集を行った（中島主査、H27/6/25-7/7）。本プログラムは日独のさまざまな

研究機関のネットワーク構築および日独の研究者同士の交流促進を目指してい

る。 

・Innovation for Cool Earth Forum(ICEF) 第 2 回年次総会（H27/10/7-8）の聴

講・情報収集…田中主任研究員・宮川客員研究員が、技術革新を通して気候変動

に対処することをテーマとした ICEF の第 2回年次総会に参加、国際戦略・CCS を

中心に情報収集を行った。 

・ARPA-E イノベーションサミットに関する報告会（黒沢厚志客員研究員、門平卓

也特任研究員、H27/5/14）…米国 DOE が推進する先端技術研究プログラム(ARPA-E)

の年次会合「ARPA-E Innovation Summit」(H27/2/9-11＠ワシントン D.C.)に黒沢

研究員が参加。ARPA-E の活動を継続的に注視している門平研究員と共に、ARPA-E

の現況について報告会を開催、知見の共有を図った。CRDS 尾山フェロー、ALCA

菊池調査員と意見交換。 

・H26 年度に日本学術会議と実施した国際シンポジウム「日本における再生可能

エネルギーの利用拡大に向けて」（H27/2/12）の基調講演を通じて Shikibu Oishi

氏（ドイツ連邦共和国大使館 経済・通商政策担当上級専門官）から招聘があり、

ドイツが掲げるエネルギーシフト“Energiewende”をテーマとした国際会議

“Berlin Energy Transition Dialogue2015”に職員が出席（永井副調査役、

H27/3/25-28＠ベルリン）。その後のネットワーク構築に務めた。 

・IEA EGRD WS への参加・成果発信（H27/10/5＠内幸町）…IEA EGRD（International 

Energy Agency - Expert Group on R&D Priority Settings）が CERT（エネルギ

ー研究技術委員会）の活動の一環として行った掲記 WS「Island Energy – Status 

and Perspectives」に、主催のエネルギー総合工学研究所からの要請を受けて参

加、LCS の取り組みについて発信、討論に参加。 

・ドイツ連携と2016年3月調査研究…ドイツとは、2014年3月の調査研究（FH-ISE、

E.ON 社（ドイツ 4電力会社のひとつ）、BMUB 他）での討議、在ドイツ日本大使館・

在日ドイツ大使館の協力を得た日本学術会議と企画・開催した「再生可能エネル

ギー」国際シンポジウム（2015年 2月）、「Berlin Energy Transition Dialogue 2015」

参加や 2015 日独若手専門家交流プログラム「再生可能エネルギー分野」での意見

交換等を通じて継続的な連携を行っている。2016 年 3 月の調査研究（FH-IWES ワ

ークショップ、FH-ISE・50Hertz 社（ドイツ 4 電力会社のひとつ）・acatech（ド

イツ工学アカデミー）技術打合せ）では、テーマを「Renewable Energies and 

batteries」「decentralization system」「optimization of network and grid 

integration」に絞り込み、より詳細な技術的討議を行った。技術的討議を通じて

得られた知見は、LCS の社会シナリオ研究の推進およびイノベーション政策提案

立案書に反映していく。 

 

 

・国際論文（6 件）、国内論文（7 件）、国際学会発表（9 件）、国内学会発表（30

件）、国際講演（9 件）、国内講演（18 件）、委員会活動（47 件）他を行い、社会

シナリオ研究成果の発信に努めた。 

 

 

＜平成 26年度文部科学大臣評価における今後の課題への対応状況＞ 

■これまでの取組による成果を継続的に検証しつつ、JST 関係事業、関係府省、

自治体、産業界等との連携による社会実装活動をより一層進展させ、社会シナリ

オ・戦略の活用を促進することで、将来の低炭素社会の実現のために、質・量と

もにより大きなインパクトをもたらすことが期待される。また、社会実装により

抽出された課題のフィードバックを行い、社会シナリオ・戦略の深化を進めるこ

とが重要である。 
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・「次期 5年間事業計画案」および「第 2回事業評価」の反映を図り、さらに、環

境エネルギー科学技術の状況・国立研究開発法人化等を踏まえた事業推進の在り

方等に関する戦略推進委員会での討議を行い、「定量的技術システム研究」と「定

量的経済・社会システム研究」を相互にフィードバックを図りながら統合的に推

進して低炭素社会システムの構築を図り、社会実装に向けて展開した。 

・具体的には、これらの成果をイノベーション政策立案提案書（計 19冊）として

提案、シンポジウムなどで広く国民に向けて発信するとともに、CSTI 事務局から

要請を受けて同エネルギー戦略協議会で「LCS の定量的シナリオ研究」について

成果発信、自由民主党資源・エネルギー戦略調査会再生可能エネルギー普及拡大

委員会における情報発信等、政策立案者に向けて発信するとともに、農林水産省・

林野庁等とのネットワークを形成、関連省庁等での委員会活動、より社会とのつ

ながりに近い役割を担っている NEDO-TSC や COI プログラム、電力中央研究所との

連携等、研究成果の機構内外での活用を図っている。また、自治体との共同研究、

足立区・目黒区・つくば市をはじめとする連携自治体の環境政策活動に参画、CIS

系薄膜太陽電池企業の宮城県への参加への貢献など、自治体・産業界との連携に

努めているとともに、ALCA ボトルネック課題検討、RISTEX が推進する気候変動適

応技術社会実装プログラム（SI-CAT）への参画、SATREPS 国内領域別評価会（低

炭素領域）、CREST-EMS 領域会議等への参加等、機構内関連事業との連携を推進し

ている。 

・自治体との共同研究「家庭の電力使用量見える化」社会実験、「電気代そのまま

払いと、それを支える事業体 グリーンパワーモデレーター」等では、自治体との

連携に基づく社会実証・社会実験を行い、抽出された課題のフィードバックを行

い、社会シナリオ・戦略の深化を進めている。 

 

 

４．その他参考情報 
特になし。 
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様式２－１－１ 国立研究開発法人 年度評価 評価の概要 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

2.（1）① 戦略的な研究開発の推進 
関連する政策・施策 政策目標 7 科学技術・学術政策の総合的な推進 

施策目標 7－1 科学技術関係人材の育成及び科学技術に関す 
る国民意識の醸成 

施策目標 7－2 イノベーション創出に向けた産業連携の推進 
及び地域科学技術の振興 

施策目標 7－4 科学技術の国際活動の戦略的推進 
政策目標 8 基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 
施策目標 8－2 科学技術振興のための基盤の強化 

政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 
施策目標 9－1 ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推 
進及び倫理的課題等への取組 

施策目標 9－2 情報通信分野の研究開発の重点的推進 
施策目標 9－3 環境分野の研究開発の重点的推進 

当該事業実施に係る根拠（個
別法条文など） 

国立研究開発法人科学技術振興機構法第十八条 
第一号 新技術の創出に資することとなる科学技術に関する基礎研究及び基盤
的研究開発を行うこと。 

第三号 前二号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進するこ
と。 

第七号 前二号に掲げるもののほか、科学技術に関する研究開発の推進のため
の環境の整備に関し、必要な人的及び技術的援助を行い、並びに資材及び設
備を提供すること（大学における研究に係るものを除く。）。 

第十号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易
度 

― 関連する研究開発評価、政策
評価・行政事業レビュー 

平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度  H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

応募数（件） － 2,803 2,964 2,725 2,621  予算額（千円） 54,543,700 71,540,757 69,324,958 53,794,883  

採択数（件） － 201 238 195 230  決算額（千円） 54,162,436 72,194,441 67,574,081 52,746,178  

論文数（報） － 5,650 6,514 6,631 6,118  経常費用（千円） 107,525,024 
の内数 

130,937,687 
の内数 

150,647,780 
の内数 

122,515,035 
の内数 

 

 経常利益（千円） 762,378 
の内数 

720,154 
の内数 

968,779 
の内数 

251,935 
の内数 

 

行政サービス実施コスト
（千円） 

115,911,045 
の内数 

135,757,718 
の内数 

149,010,757 
の内数 

145,953,583
の内数 

 

 
従事人員数（うち研究者数）
（人） 

470（241） 397（160） 337（107） 214（53）  

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目

標 
中長期計

画 
年度計画 主な評価軸

（評価の視
点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ・科学技術イ

ノベーショ

ンを創出し、

実用化を目

指すために

必要な研究

課題を具体

的に解決す

るという観

点から設定

する戦略目

標等の達成

に向けて、組

織の枠を超

えて時限付

で最適な研

究開発推進

体制（バーチ

ャル・ネット

ワーク型研

究所）を構築

し、効果的・

効率的に研

究開発を推

進する。 
・ iPS 細胞

等を使った

再生医療・創

薬について、

世界に先駆

けて実用化

するため、文

部科学省が

提示する基

本方針を踏

まえ、再生医

療実現拠点

ネットワー

クを構築し、

効果的・効 
率的に研究

開発を推進

する。（本事

業は、平成

27 年 度 よ

り、国立研究

開発法人日

本医療研究

・機構は、

我が国が直

面する重要

な課題の達

成 に 向 け

て、文部科

学省が定め

た 、 社 会

的・経済的

ニーズを踏

まえた戦略

目標や文部

科学省が策

定した研究

開発戦略、

実社会の具

体的な問題

解決を目指

した目標、

といった戦

略的な目標

等の下、課

題達成型の

研究領域等

（以下「領

域 」 と い

う。）を組織

の枠を超え

て時限的に

設定し、科

学技術イノ

ベーション

につながる

創造的な新

技術の創出

のための研

究開発を推

進する。 
・機構は、

iPS 細胞等

を使った再

生医療・創

薬 に つ い

て、文部科

学省が定め

た基本方針

の 
世界に先駆

・機構は、我

が国が直面

する重要な

課題の達成

に向けて、文

部科学省が

定めた、社会

的・経済的ニ

ーズを踏ま

えた戦略目

標や文部科

学省が策定

した研究開

発戦略、実社

会の具体的

な問題解決

を目指した

目標、といっ

た戦略的な

目標等のも

と、課題達成

型の研究領

域等を組織

の枠を超え

て時限的に

設定し、科学

技術イノベ

ーションに

つながる創

造的な新技

術の創出の

ための研究

開発を推進

する。具体的

には、戦略目

標の実現に

資する創造

的な新技術

の創出に向

けた基礎研

究（以下「新

技術シーズ

創出研究」と

いう）、中長

期にわたっ

て温室効果

ガスの削減

を実践する

［評価軸］ 

・イノベーシ

ョン創出に資

する研究成果

を得るため及

びそれらの成

果の展開を促

すためのマネ

ジメントが適

切か 

・実社会の具

体的な問題解

決に資する研

究成果を得る

ため及びそれ

らの成果の展

開を促すため

のマネジメン

ト が 適 切 か

（RISTEX） 

 

〈評価指標〉 

・事業マネジ

メント最適化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅰ）課題達成型の研究開発の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■研究領域等のマネジメントの具体的事例 

（新技術シーズ創出） 

・CREST・さきがけでは研究総括（PO）を中心に、研究課題の採択時に研究計画を精査し、必要

に応じて研究費の増減、研究実施内容の見直し、修正を行った。 

・同様に採択後の研究課題も PO が中心となり、研究実施場所に訪問し研究の進捗状況を確認す

るサイトビジットや各研究課題の進捗報告を行う領域会議などを通じた研究者との綿密なコ

ミュニケーションにより、研究の進捗を把握し、研究者に対して助言・指示を行った。また、

状況に応じて研究費の機動的な見直し、配分を行った。 

・CREST・さきがけ複合領域「微小エネルギーを利用した革新的な環境発電技術の創出」におい

て、分野の特性に応じた中間評価により、それぞれの採択課題における研究を一旦終了（研究

開始 3.5 年後を目途）させ、産業界との連携につながる「出口を見据えた研究」が行われる上

で最適な「研究者群」を分野融合的に形成（加速）して、より最適化した新チームで研究を再

スタートさせる「融合・加速方式」を先行して導入した。 

・平成 27 年度に発足したさきがけの 3 領域で「連携提案」を導入し、提案する研究内容の一部

を応募者のみで取り組むことが難しい場合に、異分野の研究者同士が連携して提案することを

可能とした。 

・CREST・ERATO・さきがけ・ACCEL の研究代表者及び研究員に向けた研究倫理に係る e ラーニン

グ・プログラムの履修の義務づけ、CREST・さきがけの新規採択者向けの説明会での研究不正

や公的研究費の不正な使用に関する研究倫理講習の実施など、不合理な重複・過度の集中への

対処に加え、研究不正の防止に努めた。 

・上記に加え、平成 27 年度の公募から、応募要件に研究代表者の倫理講習の受講を必須とする

ことを加えた。 

＜評定に至った理由

＞ 

（ⅰ）課題達成型の

研究開発の推進 

評定：A 

＜評定に至った理由

＞ 

・国立研究開発法人

の目的・業務、中

長期目標等に照ら

し、法人の活動に

よる成果、取組等

について諸事業を

踏まえて総合的に

勘案した結果、適

正、効果的かつ効

率的な業務運営の

下、研究主監（PD）

会議による「ACCEL

へのフィージビリ

ティスタディの導

入」や「さきがけ

における連携提案

の導入」などの制

度改革、「第 3回国

際評価委員会の実

施」による事業評

価、「ステージゲー

ト評価による継

続・中止の判断や

実用技術化プロジ

ェクトへの再編、

メリハリのある予

算配分」を継続的

に実行、「SciFos

の CREST への拡

大」、「ERATO レク

チャーシップ制度

の実施」など成果

展開に向けての活

動を積極的に推進

するなどの事業マ

ネジメントを継続

的に実施した。ま

た、「長寿命で大容

量な次世代蓄電池

の実現に向けた電

極材料を開発」、

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
・平成 27 年度における中期計画の実施状況につ

いては、適正、効果的かつ効率的な業務運営の

下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な

成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認

められるため、評定を A とする。 
 
（ⅰ）課題達成型の研究開発の推進 
評定：A 
・研究開発成果について、次世代蓄電池実現に

向けた電極材料の開発（CREST・陳明偉（東北

大））や、有用化合物を合成する高性能酵素の発

見（ERATO・浅野泰久（富山県立大））など、

社会的インパクトを有する多くの顕著な実績が

あった。 
・業務のマネジメントについて、研究開発成果

の最大化に向けた積極的な改革改善が図られて

いる。 
＊新技術シーズ創出（CREST・さきがけ・

ERATO・ACCEL）では、研究主監会議が中心

となったマネジメントにより、ACCEL では、課

題選考前に受け手となる市場・企業を明らかに

するための調査やデータ補完の仕組み（フィー

ジビリティスタディ）を導入。 
＊ 先端的低炭素化技術開発（ALCA）では、PD・
PO の強いリーダーシップの下、実用技術化ス

テージゲート評価を実施し、技術領域に立脚し

た体制から実用技術化プロジェクト体制への再

編を行い、社会実装に向けた加速化などを実施。

また、特別重点技術領域を発足し、成果の橋渡

しまでを視野に入れて運営。 
＊社会技術研究開発（RISTEX）では、社会問

題を抽出し研究開発領域の設定に関わる「俯

瞰・戦略ユニット」が領域運営に関与する仕組

み（領域 Watcher）を構築し、PDCA サイクル

を確立。また、NPO 法人等と連携に向けた検討

を進め、社会実装に向けた活動を促進。 
 
（各論） 
（新技術シーズ創出） 
【業務運営の状況】 
・効果的な領域運営のため、課題採択前に受け

手となる市場・企業を明らかにするための調査

やデータ補完を行う「フィージビリティスタデ

ィ（ACCEL）」や異分野の研究者同士の連携を

促進する「連携提案（さきがけ）」を導入、及び、

研究成果の展開のため、研究者自らが海外機関
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開発機構に

移管） 
けて実用化

するため、

研究開発拠

点 を 構 築

し 、 効 果

的・効率的

に研究開発

を 推 進 す

る。（本事業

は、平成 27 
年度より、

国立研究開

発法人日本

医療研究開

発機構に移

管） 

ための従来

技術の延長

線上にない

新たな科学

的・技術的知

見に基づい

た革新的技

術の研究（以

下「先端的低

炭素化技術

開発」とい

う）、社会を

直接の対象

として、自然

科 学 と 人

文・社会科学

の双方の知

見を活用し

た、関与者と

の協働によ

る研究開発

（以下「社会

技術研究開

発」という）

をそれぞれ

推進する。加

えて、新技術

シーズ創出

研究の推進

にあたって

は、科学技術

イノベーシ

ョンを創出

し、実用化を

目指す観点

から、基礎研

究から研究

成果の展開

に至るまで

を切れ目な

く担うにふ

さわしい施

策へ見直し、

有望な成果

について、イ

ノベーショ

ン指向のマ

ネジメント

によって研

究を加速・深

化する。 
 
［推進方法］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成 27年度から、さきがけ専任研究者（JST 雇用）の論文投稿時に剽窃検知ソフトでのチェッ

クを義務付けた。 

・ACT-C において課題の中間評価（50 件）・事後評価（3件）を実施した。研究成果最大化のため、

評価結果を踏まえた課題の早期終了や 1年の追加支援など、柔軟なマネジメントを実施した。 

・平成 26 年度から引き続き機構が支援する研究課題の成果等の情報を網羅的に集約した機構内

のデータベース FMDB の構築に協力し、新技術シーズ創出の研究課題のデータを提供した。FMDB

に収録されたデータを活用し、研究成果の把握・説明等を行った。 

・ACCEL において、プログラムマネージャー（PM）の育成を図るなどにより、より的確に制度を

運営するため、以下の取組を実施した。 

 ワークショップ形式による PM 研修を実施し、研究成果の潜在的価値の発掘や新たな価値

創出、効果的・効率的な課題運営のため、PM のマネジメントスキル向上を図った。 

 新たな PMの発掘のため、PM の候補者を公募した。その結果、5名を候補者として選定し、

社会実装を見据えた研究開発課題を構築するための体制を整備した。 

 民間企業にて知的財産の業務を行っていた経験のある知財アドバイザーを複数の課題の

担当として横断的に配置し、特許のライセンス戦略や知的財産戦略の検討・構築と権利化

を促すための活動を行った。 

 PM、研究代表者が一同に介した一般市民を対象としたシンポジウムにおいて、PM制度、PM

人材育成等の話題でパネルディスカッションを実施し、関係者間での意識の共有を図っ

た。 

 日米 PM ワークショップに参加し、日米間の PM制度の違い、効果的なマネジメント等を議

論し、共有を図った。 

 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 

・ステージゲート評価対象課題を中心に、運営総括（PO）及び機構職員が研究開発代表者を訪問

し研究状況のヒアリング・視察と指導助言を行った。 

・発足 5年を契機に実用技術化ステージゲート評価を実施し、これまでの技術領域に立脚した体

制から、明確な開発目標を定めた実用技術化プロジェクト体制へ再編し、社会実装に向け更な

る加速を図った。 

・著しい進展が認められた場合あるいは不測の事態に際して、PO の申請に基づき、PD が適時的

な予算措置を行った。 

例：①ヒーターボイラーの他用途向け実験の追加(本来は火力発電プラント向けの研究開発

であるが、分科会委員によるサイトビジットの際の指摘を踏まえて工場向けの実験を行

ったところ、長期運転試験の知見が得られ、社会実装へのシナリオ検討が加速した)。 

②色素タンパク質複合体の分離に用いる超遠心分離機の導入(使用中のものが不調とな

ったが、型式が古いため修理不可。導入により研究の継続性を確保した) 等 

 

（社会技術研究開発（RISTEX）） 

・「俯瞰・戦略ユニット」において領域設計を行った、27 年度新規研究開発領域「安全な暮らし

をつくる新しい公／私空間の構築」を発足。公募の結果、9 件のプロジェクトを採択。領域設

計にあたっては、問題解決に向けた領域のストーリーを重視するとともに、社会問題の俯瞰・

抽出、新規研究開発領域の設定を含めた PDCA サイクルの確立のために、領域設計に携わった

フェローが「領域 Watcher」としてその後の領域運営にも関与する仕組みを構築した。また、

平成 28 年度新規領域である、情報技術がもたらすメリットを最大化/リスクを最小化し、技術

/施策に反映させるための領域「人と情報のエコシステム」の設計を行うともに、社会問題の

俯瞰調査に関しては、27年度版社会的問題の俯瞰調査を実施したほか、新たな方法論の導入に

よる萌芽的な社会的問題の俯瞰調査（社会的問題のきざし調査）を試行した。 

・運営評価委員会と研究開発領域が、領域発足後の早い段階で評価方針を共有すると共に、領域

のストーリーやマネジメント方針、直面している課題等について共有し領域レベルでの成果創

出に向けて検討や取り組みが必要な事項について共に考えることを目的とし、2 領域と意見交

換会を開催した。 

・有識者によって構成される社会技術研究開発主監会議を 3回開催し、新しい研究開発領域の設

定や領域総括の選定など、センターの運営に関わる重要事項についての審議を行った。 

・「サービス科学研究開発プログラム」について、平成 26 年度に発足させた若手研究者によるサ

「イネの遺伝子を

使ってポプラの木

質を増強」、「介護

業務における情報

活用基盤を用いた

介護の質の評価に

基づく、新しい「人

財教育・評価サー

ビス」の検討・実

用化」などの顕著

な研究成果が得ら

れている。以上の

ように、「研究開発

成果の最大化」に

向けて顕著な成果

の創出やマネジメ

ント改革等による

将来的な成果の創

出・展開の期待が

認められるため、

評定を Aとする。 

 

【事業マネジメント

最適化】 

（新技術シーズ創出

研究） 

・「ACCEL へのフィー

ジビリティスタデ

ィの導入」や「さ

きがけにおける連

携提案の導入」な

ど PD による制度

全体、PO による研

究領域等の的確な

マネジメントと不

断の改善改革を継

続して実施してい

ることは評価でき

る。 

 

（先端的低炭素化技

術開発（ALCA）） 

・温室効果ガス排出

量の大幅削減につな

がる技術開発という

明確なミッションの

もと、ステージゲー

ト評価による継続・

中止の判断や実用技

術化プロジェクトへ

の再編、メリハリの

ある予算配分などPD

及び PO の強いリー

で研究成果を講義する「レクチャーシップ

（ERATO）」や企業との共同研究や特許のライ

センス等に向けて産学連携部署との意見交換会

等を実施するなど、的確な事業・領域マネジメ

ントを行っている。 
【研究開発成果】 
・「長寿命で大容量な次世代蓄電池の実現に向け

た電極材料を開発」、「ヤスデから有用化合物を

合成する高性能な酵素を発見」など顕著な研究

成果が得られている。 
（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 
【業務運営の状況】 
・PD 及び PO の強いリーダーシップの下、ステ

ージゲート評価による研究開発の継続・中止・

研究開発の加速を狙った研究費の追加配賦、特

別重点技術領域「ホワイトバイオテクノロジー」

の発足等を行った。また、実用技術化プロジェ

クトへの再編による課題間連携を進め、社会実

装のさらなる加速を図った点は高く評価でき

る。特に、特別重点技術領域「次世代蓄電池」

において、技術研究組合リチウムイオン電池材

料評価研究センターと連絡会議を立ち上げ、成

果の橋渡しの検討を開始した点は特筆すべき成

果である。 
【研究開発成果】 
・安価で豊富な酸化チタンを用いた革新的な触

媒プロセスの構築を実験室レベルで成功させる

等、温室効果ガスの排出削減への貢献が期待で

きる成果を創出しており、高く評価できる。 
（社会技術研究開発（RISTEX）） 
【業務運営の状況】 
社会的課題の俯瞰・抽出、研究開発領域の設定

に関わった「俯瞰・戦略ユニット」のフェロー

がその後の領域運営に関与する仕組み（領域

Watcher）を構築し、PDCA サイクルを確立す

るなど、的確な事業・領域マネジメントを実施

した点は高く評価できる。また NPO 法人等と連

携に向けた検討を推進するなど、成果の社会実

装に向けた活動を促進させたことは評価でき

る。 
【研究開発成果】 
「介護業務における情報活用基盤を用いた介護

の質の評価に基づく、新しい「人財教育・評価

サービス」の検討・実用化」、「エビデンスに基

づくスクールソーシャルワーク事業モデルの社

会実装」など実社会の具体的な問題解決に貢献

したことは高く評価できる。 
 
＜今後の課題＞ 
・新技術シーズ創出（CREST・さきがけ・

ERATO・ACCEL）については、引き続き、研

究主監会議が中心となった制度改善・見直しを

進めるとともに、研究領域ごとの特性に応じた
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【新技術シ

ーズ創出研

究】 
ⅰ．研究領域

及び研究総

括の選定 
イ．文部科学

省が示す戦

略目標に基

づき、新規研

究領域及び

研究総括の

事前調査を

行う。 
ロ．新規領域

の事前調査

結果を踏ま

え、原則とし

て外部有識

者・専門家の

参画による

事前評価を

行い適切な

時期までに

研究領域を

選定及び研

究総括（プロ

グラムオフ

ィサー）を指

定する。ま

た、必要に応

じて海外の

有識者・専門

家の参画を

図る。研究総

括が自ら研

究を実施す

る場合の研

究領域と研

究総括につ

いては、概ね

年内を目処

に決定する。 
ハ．研究領域

について事

業の趣旨を

踏まえ戦略

目標に資す

る視点から

選定し、研究

総括（プログ

ラムオフィ

サー）につい

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ービス学将来検討会において次期プログラムの検討を重ね、結果を報告書として取りまとめ

た。後継プログラムのフィージビリティスタディを 28年度より開始する。 

・「コミュニティで創る新しい高齢社会のデザイン」研究開発領域において、トランスディシプ

リナリー（TD）研究推進の重要な研究の方法論であるアクションリサーチの入門書として「高

齢社会のアクションリサーチ」を出版、出版記念イベントを行った。 

・フューチャー・アース構想の推進のため、TD 研究として推進すべき研究開発の可能性調査や日

本の強みを活かした国際的優先テーマの抽出に関する調査研究を推進した。 

 

■研究領域等の国際活動の支援 

（新技術シーズ創出） 

・CREST、さきがけ、ERATO 等において、海外の研究グループとの共同研究を推進する、国際シン

ポジウムを開催するなど、国際化を進めた。 

・CREST・さきがけにおいて、外国人研究者の参画を促すため、募集要項の英語版を作成した。

また、平成 25 年度から英語による募集説明会を行っており、平成 27 年度も東京、つくば、沖

縄で実施した。さらに、研究者向けの CREST 実施マニュアル（CREST ガイド）の英語版を作成

し、CREST に参画する外国人研究者の利便性向上に努めた。 

・ERATO においては、選考パネルに外国人有識者を加え、書類選考・面接選考を実施している。 

・CREST、さきがけ、ERATO 等において、①海外の研究機関や研究者等のポテンシャルを活用して、

研究を加速・推進する、②研究成果を広く世界に発信することで、戦略目標の達成に向けた取

組状況についての国際的認知度を高め、事業の推進に有益な海外研究者の協力を得やすい環境

作りを行うため、研究費の追加支援（国際強化支援策）を講じている。支援内容は、シンポジ

ウム開催、国際共同研究等である。この取り組みを強化するため、平成 27年度に CREST・さき

がけの研究総括に対し、国際強化支援策を活用した海外との積極的な連携の検討を依頼した。 

・平成 27 年度の CREST の国際強化支援策では、2件の国際共同研究と 5件の国際的な研究集会お

よびシンポジウムを支援した。それらに加えて、研究交流にかかる旅費等を支援し国際的な研

究者のネットワーク構築に貢献した。 

・平成 27 年度のさきがけの国際強化支援策においては、2件の国際共同研究と 2件の海外におけ

る研究集会の開催を支援した。例えば、「分子技術と新機能創出」研究領域は、平成 28年 3月

にさきがけ研究者との若手研究者が一堂に会したJST-DFG若手研究者ワークショップをDFGと

共催し、双方の研究発表、ディスカッションを行った。更に、研究交流にかかる旅費等を支援

し、若手研究者の海外での研究活動や成果発信に貢献した。 

・国際強化支援策の取り組みの一環として、独 DFG が実施するエクサスケール向けソフトウェア

研究開発プロジェクト「SPPEXA」（エクサスケール向けソフトウェア開発）の公募に仏 ANR と

CREST「ポストペタスケール高性能計算に資するシステムソフトウェア技術の創出」領域、CREST

「科学的発見・社会的課題解決に向けた各分野のビッグデータ利活用推進のための次世代アプ

リケーション技術の創出・高度化」領域、CREST・さきがけ「ビッグデータ統合利活用のため

の次世代基盤技術の創出・体系化」領域から応募し、7件が採択され平成 28年 1 月より、CREST

成果の最大化に資する国際共同研究を開始した。 

・機構の国際科学技術共同研究推進事業（SICORP）にて実施しているフランス国立研究機構（ANR）

との「分子技術」に関する共同公募について、CREST「新機能創出を目指した分子技術の構築」

領域の山本 尚 研究総括（中京大学 教授）が日本側の研究主幹（PO）を、さきがけ「分子技

術と新機能創出」領域の加藤 隆史 研究総括（東京大学 教授）が副研究主幹を兼任し、SICORP、

CREST、さきがけが一体となって「分子技術」研究開発を推進している。平成 26年度、平成 27

年度に公募が実施され、合計で 8 件の共同研究課題が採択されているところ、CREST 研究代表

者が実施する研究課題が 2件、さきがけ研究者が実施する研究課題が 2件含まれている。また、

同事業のアメリカ国立科学財団（NSF）との共同公募「ビッグデータと災害」についても、CREST・

さきがけ「ビッグデータ統合利活用のための次世代基盤技術の創出・体系化」領域の喜連川 優 

研究総括（国立情報学研究所 所長／東京大学 教授）が研究主幹（PO）を兼任し、SICORP・CREST・

さきがけが国際的に連携する体制を構築し、平成 27 年度より日米共同研究を開始した。 

・ CREST「分散協調型エネルギー管理システム構築のための理論及び基盤技術の創出と融合展開」

領域で、第２回国際合同ワークショップを平成 27 年 4 月に米国バージニア州の NSF 本部にて

開催した。第 1回ワークショップの枠組みである JST、NSF、DFG に新たにノルウェー研究会議

(RCN)を加え、より拡張したワークショップとなった。 

ダーシップを発揮さ

せたことは評価でき

る。 

 

 

（社会技術研究開発

（RISTEX）） 

・「俯瞰・戦略ユニッ

ト」において、「領

域 Watcher」の仕

組みの構築や、新

たな方法論の導入

による社会問題の

俯瞰調査の試行を

行ったほか、運営

評価委員会におい

て意見交換会を新

たに開催するな

ど、社会技術研究

開発マネジメント

を効果的に推進し

たことは評価でき

る。 

 

【研究開発成果を産

業・社会実装につな

げるための展開活

動】 

（新技術シーズ創出

研究） 

・研究成果の展開の

ため、機構の産学

連携部署との意見

交換会の開催、企

業向けの成果説明

会等の実施、CREST

終了課題の追加支

援 、 SciFos の

CREST への拡大、

ERATO レクチャー

シップ制度の実施

などの取り組みを

行ったことは評価

できる。 

 

（先端的低炭素化技

術開発（ALCA）） 

・産業界への成果橋

渡しの仕組み構築

やマッチングイベ

ント開催といった

幅広い活動によ

り、研究開発成果

柔軟・機動的なマネジメント、国際連携、研究

成果展開に向けた取組を積極的に推進する必要

がある。加えて、第 5 期科学技術基本計画等の

国の政策に速やかに対応する必要がある。 
・先端的低炭素化技術開発（ALCA）については、

COP21 でのパリ協定の採択等を踏まえて、2050
年を見据えた低炭素社会の実現に向け、PD およ

び PO のマネジメントによって課題間連携をさ

らに進めるとともに、他省庁・他事業との連携

を深め、研究成果の早期創出及び成果展開を積

極的に推進することが必要である。 
・社会技術研究開発（RISTEX）については、

これまでの知見・方法論・成果等を基にしたＪ

ＳＴ内外の事業との連携を深め、研究成果の社

会実装を加速させるための先導的な役割を期待

する。 
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ては指導力、

洞察力、研究

実績等の総

合的な視点

から卓越し

た人物を選

定し、詳細な

理由を公表

する。 
 
ⅱ．研究者及

び研究課題

の選抜 
イ．研究総括

（プログラ

ムオフィサ

ー）が示す研

究領域運営

及び研究課

題の選考に

関する方針

を募集要項

において明

らかにした

上で、研究提

案の公募を

行う。研究領

域の趣旨に

合致した提

案であるか

という視点

及び独創的

で大きなイ

ンパクトが

期待できる

研究提案で

あるかとい

う視点等か

ら研究総括

（プログラ

ムオフィサ

ー）及び外部

有識者・専門

家が事前評

価を行い、研

究費の不合

理な重複や

過度の集中

を排除した

上で、採択課

題を決定す

る。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 

・海外研究機関・研究者等のポテンシャル活用による研究推進・加速、海外への研究成果発信、

若手研究者による海外研究機関等との協力関係構築に対して支援した。特に米国 DOE 

(Department of Energy)や ARPA-E (The Advanced Research Projects Agency-Energy) 関係機関

との連携に係る活動を積極的に支援した。 

・具体例として「超伝導、低温技術を利用した低炭素化社会の構築に関するワークショップ」を

3/7-9 に大阪で開催し、国内外の超伝導線材・機器研究者が一堂に会する機会を提供した（海外

から 4名の講演者）。このワークショップ開催により、平成 28年秋に金沢市で開催予定の超伝導

に関する国際会議で低炭素化技術のセッションが新設されるなど、超伝導による低炭素化技術に

おける国際的な研究ネットワークの形成につながった。 

・この他、ARPA-E の支援を受けている米国の研究機関との研究交流の企画等を支援した。 

 

（社会技術研究開発（RISTEX）） 

・環境分野の課題に対して日中が連携して将来の解決に向けた課題と強力の方向性を見いだすた

め、中国科学学院と日中環境ワークショップを開催した。ワークショップでの議論は、JST 戦略

的国際研究プログラム（SICORP）など、具体的な取り組みに繋がった。 

・人文・社会科学分野の視点から社会が望むイノベーションの在り方について議論を行う国際ワ

ークショップを、フランス社会科学高等研究院（EHESS）日仏財団とパリで開催するとともに、

EHESS と JST で協力に関する覚書を締結した。 

・「領域内プロジェクト連携及び国際展開促進イニシアティブ」を推進し、領域内連携 2 プロジ

ェクト、国際展開促進 9プロジェクトに追加的予算措置を実施した。 

 

 

■研究主監会議の活性化等による制度改善 

（新技術シーズ創出） 

・研究主監（PD）会議（月 1回程度開催）において、事業全体の方針立案・マネジメント改善・

改革を継続して行っている。また、文部科学省から提示される戦略目標のもとに適切な研究領

域・研究総括を設定すべく、機構の研究領域及び研究総括についての調査結果に基づく議論を

行うとともに、PD-PO 意見交換会を継続的に行い、事業趣旨、POの役割やマネジメント方法を

共有化している。 

・事業運営と研究成果の両面から国際的視点を踏まえた事業の総合的な評価を実施し、その結果

を事業の運営に反映させる目的で、平成 28 年 1 月 28、29 日に第 3回国際評価委員会を開催し

た。国際評価委員会は中期計画期間内の 5年に一度実施することとしている。今回の評価委員

は国内、海外の有識者 12名で構成されている。「総合的に見て、本事業は日本の科学技術イノ

ベーション創出に向けて大きく貢献をしているものと高く評価できる。今後とも、日本の科学

技術を発展させるために、継続・発展することを強く希望する。（評価 Excellent：5 段階中最

高）」との評価を得た。 

・ACCEL において、平成 27 年度よりフィージビリティスタディ（FS）を導入した。FS は研究開

発を実施する研究開発課題の候補としての検討が十分ではないものの、受け手となる市場・企

業を明らかにするため市場・特許調査や研究データの補完等を行い、本採択課題として採択の

検討に資することが適切であると判断された場合に実施する。平成 27 年度は FS 課題として 6

件を採択した。 

・九州大学の男女共同参画室と、学術研究・産学官連携本部の共催で行われた研究費獲得セミナ

ーにて機構職員が説明を行った。女性研究者の積極的な応募を促すため、応募・選考について

の説明に加え、本事業におけるライフイベント支援制度について説明を行った。 

・昨年度に引き続き CREST、さきがけの書類選考において、選考における事業趣旨のより的確な

反映、評価視点の多様性の確保、査読の負荷軽減のため、課題選考手順を見直し、一部の研究

領域において、二段階の書類選考方式にて選考を行った。 

 第一段の書類選考では、提案の要旨及び主要論文・招待講演リストを元に、主として、応

募研究領域の趣旨に合致しているか（研究領域の目的達成への貢献が見込めるか）、

CREST・さきがけの制度趣旨に合致しているか、といった観点で選考を行う。それらを満

たす提案のみ、詳細な研究構想・体制を参照した第二段の書類選考を行った。 

の産業や社会実装

への展開に向け

様々な手法を模索

し、成果の最大化

に取り組んでいる

ことは評価でき

る。 

 

（社会技術研究開発

（RISTEX）） 

・平成 28 年度からの

新規統合実装プロ

ジェクトの発足に

向け研究開発領域

内にタスクフォー

スを設置して検討

を行ったほか、ト

ランスディシプリ

ナリー研究の推進

及び成果の社会実

装の促進の観点か

ら、NPO との連携

に関する検討を推

進するなど、社会

実装への展開を促

進したことは評価

できる。 

 

 

【戦略目標等の達成

に資する研究開発

成果の創出及び成

果展開（見通しを

含む）の状況】 

（新技術シーズ創出

研究） 

・「長寿命で大容量な

次世代蓄電池の実

現に向けた電極材

料を開発」、「ヤス

デから有用化合物

を合成する高性能

な酵素を発見」な

ど顕著な研究成果

が得られているこ

とは評価できる。 

 

（先端的低炭素化技

術開発（ALCA）） 

・「大口径/高品質な 

GaN ウェハ作製技

術による白色 LED 

及びパワーデバイ
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ⅲ．研究の推

進 
イ．研究総括

（プログラ

ムオフィサ

ー）の運営方

針のもと、研

究課題の特

性や進展状

況などに応

じた効果的

な研究を推

進する。継続

76 研究領域

680課題につ

いては、年度

当初より研

究を実施し、

また新規課

題及び研究

総括が自ら

研究を実施

する新規領

域について

は年度後半

を目処に研

究を開始す

る。 
ロ．研究の推

進にあたり、

研究領域の

特色を活か

した運営形

態を構築す

るとともに、

新規課題の

採択決定後

速やかに研

究に着手で

きるよう、事

業実施説明

会等を開催

するととも

に、研究契約

の締結等に

係る業務を

迅速に行う。 
ハ．研究総括

（プログラ

ムオフィサ

ー）と研究者

との間で密

接な意思疎

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 導入の結果、事業及び研究領域の趣旨に合致しない提案を除くことで、二次査読でより細

かい提案内容の確認が可能となり、効果的・効率的に書類査読が行う事ができた。一方で、

査読期間の確保が不十分であった等の反省点があり、次年度以降に二段階での書類査読を

行う際には、改善していく。 

 

・「「競争的研究費改革に関する検討会」中間取りまとめ」（平成 27年 6月 24 日。文部科学省 競

争的研究費改革に関する検討会）及び「研究組織のマネジメントと一体となった新たな研究設

備・機器共用システムの導入について」（平成 27 年 11 月科学技術・学術審議会先端研究基盤

部会）において運用することとされている「研究組織単位の研究設備・機器の共用システム」

等の所属組織等における研究設備・機器の共用の仕組みについて、平成 28 年度以降の公募で

対応すべく、CREST・さきがけの提案書様式の改訂を検討した。具体的には、文部科学省が標

準的に定める共用システム等の利用促進の記述を記載することに加え、共有化の実効性がより

高まるよう、研究提案書において購入を計画する機器と既存設備との重複がないか、機器共用

システムの責任者による機器購入の妥当性の事前確認が完了しているかを確認する項目を追

加した（平成 28 年度募集要項に実装済）。 

・「「競争的研究費改革に関する検討会」中間取りまとめ」（平成 27年 6月 24 日。文部科学省 競

争的研究費改革に関する検討会）及び「第 5期科学技術基本計画」（平 成 28 年 1月 22 日閣議

決定）、「大学改革プラン」（平成 25 年 11 月、文部科学省）等における、クロスアポイント制

度の導入等の大学の人事・給与システム改革が実行された際に迅速に対応すべく、文部科学省

と協議を進めている。 

 

■評価の活用による研究開発の重点的・効果的な実施 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 

・平成 27 年度に実施したステージゲート評価における通過率は 80.0%（対象 30 課題中通過課題

24 課題）となった。この評価結果に基づき、重点的・効果的な研究開発の推進のための措置を

実施した。 

・既存の課題群を社会実装に向けさらに加速させるため、より明確な開発目標を設定し、実用技

術化ステージゲート評価によって、提案のあった 42 課題のうち 24 課題を 7 つの実用技術化プ

ロジェクト体制へ重点化した。 
 

 

■中期計画における達成すべき成果 

（新技術シーズ創出） 

・下表のとおり、平成 27 年度に研究成果の展開や社会還元につながる活動が行われたと認めら

れる課題は全体の 90%となり、中期計画で掲げた目標（領域終了後 1 年を目途に、制度の趣旨

を踏まえつつ研究成果の展開や社会還元につながる活動が行われたと認められる課題が7割以

上）を達成した。 

＜平成 27年度 研究成果の発展・展開に関する調査の対象＞ 

制度 プロジェクト／領域 
成果展開有 

/全課題数 

ERATO 

袖岡生細胞分子化学 1/1 

高原ソフト界面 1/1 

岡ノ谷情動情報 1/1 

平山核スピンエレクトロニクス 1/1 

下田ナノ液体プロセス 1/1 

河岡感染宿主応答ネットワーク 1/1 

CREST 

精神･神経疾患の分子病態理解に基づく診断･治療へ

向けた新技術の創出 
13/14 

次世代エレクトロニクスデバイスの創出に資する革

新材料･プロセス研究 
16/18 

ディペンダブル VLSI システムの基盤技術 11/11 

さきが 光の利用と物質材料･生命機能 34/40 

スの高性能化」や

「安価で豊富な酸

化チタンを用いた

革新的触媒の創

出」など、中長期

的な温室効果ガス

の排出削減に貢献

することが期待さ

れる研究成果が得

られたことは評価

できる。 

 

（社会技術研究開発

（RISTEX）） 

・情報活用基盤を用

いて介護業務の質

を評価する仕組み

を構築し、その評

価を基にした新し

い「人財教育・評

価サービス」を開

発し、それを実用

化した等、実社会

の具体的な問題解

決に貢献したこと

は評価できる。 

 

 

＜今後の課題＞ 

・研究成果最大化に

向けて、引き続き

研究主監会議が中

心となった制度改

善・見直し、研究

総括等による研究

領域ごとの特性に

応じた柔軟・機動

的なマネジメン

ト、国際連携、研

究成果の展開に向

けた取組を積極的

に推進する。加え

て、第 5 期科学技

術基本計画等の国

の政策に速やかに

対応する必要があ

る。 
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通を図る。 
ニ．効果的な

研究を推進

するため、研

究課題採択

時に研究計

画を精査す

る。また、研

究の進捗及

び研究費の

使用状況を

把握すると

ともに、研究

の進捗に応

じた研究計

画の機動的

な見直し、研

究費の柔軟

な配分を行

う。その際、

研究費の不

合理な重複

や過度の集

中を排除す

る。 
ホ．研究成果

の社会還元

に向け、知的

財産の形成

に努めると

ともに、機構

の技術移転

制度等を積

極的に活用

して成果の

展開を促進

する。 
へ．研究から

創出される

特に有望な

革新的な成

果について、

イノベーシ

ョン指向の

適切な課題

進行管理が

可能な体制

を編成して

研究開発を

推進し、当該

成果の展開

を加速・深化

させる。 

 

 

・研究開発成

果を産業・社

会実装につな

げるための展

開活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

け 

全体 80/89 

 

＜成果の展開が行われたと認められる課題数＞ 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 合計 

「成果の展開が行われたと

認められる」課題（A）（件） 
137 156 40 80   

それ以外の課題（件） 44 41 4 9   

合計（B）（件） 181 197 44 89   

割合（A÷B） 76% 79% 91% 90%   

 

（社会技術研究開発（RISTEX）） 

・下表のとおり、平成 27 年度に研究成果の展開や社会還元につながる活動が行われたと認めら

れる課題は全体の 100%となり、中期計画で掲げた目標（課題終了後 1年を目途に、社会におい

て研究成果を活用・実装する主体との協働や成果の活用などの社会還元につながる活動が行わ

れている課題が 7割以上）を達成した。 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 合計 

社会において研究成果を活

用・実装する主体との協働

や成果の活用などの社会還

元につながる活動（件） 

8 17 18 15   

それ以外の課題（件） 0 0 2 0   

合計（B）（件） 8 17 20 15   

割合（A÷B） 100％ 100％ 90％ 100％   

 

 

■研究開発成果の産業や社会実装への展開促進に向けた活動の実績 

（新技術シーズ創出） 

・機構の産学連携事業と協力し、CREST、さきがけ、ERATO の課題を対象とした新技術説明会を平

成 28年 2月 1日、2日に開催し、企業との共同研究や特許のライセンス等に向けた成果展開を

図った。 

・企業への研究成果の展開等を目的に機構の研究成果を展示するＪＳＴフェア 2015 に CREST、さ

きがけ、ERATO、ACT-C から 12件出展した。 

・CREST の研究成果を次のフェーズに展開するため、平成 26 年度終了予定であった 6 課題を 1

年間追加支援した。その結果、ACCEL への展開に繋がった。平成 27 年度終了課題についても 7

課題の 1年の追加支援を決定した。 

・成果の普及・展開に向けて、サイエンスアゴラ 2015 にて「激論！ 先端 ICT によるイノベーシ

ョンチャレジ」と題し、ICT 分野の研究成果の応用展開を出口に向かってどのようにチャレン

ジしていくかを議論する国際シンポジウムを行った。本事業の研究総括及び研究代表者に加

え、海外の研究者、アカデミア、企業の有識者などが講演した。 

・前年度に続き、さきがけの 2つの研究領域が合同で、研究者のコミュニケーション能力の向上、

自身の研究へのフィードバック、社会的ニーズを考えながら研究を推進する意識の醸成等を目

的とした「SciFoS（Science For Society）」を実施した。SciFoS では、研究成果の受け手とな

る期待者（企業等）へのインタビューを行うことで、自らの研究の社会的期待を整理する活動

を行った。さらに、平成 27 年度より、SciFos の取り組みを CREST に参画する若手研究者にも

拡大し、CREST「科学的発見・社会的課題解決に向けた各分野のビッグデータ利活用推進のた

めの次世代アプリケーション技術の創出・高度化」領域の研究者を対象に実施した。 

・ERATO では、職員が日常的に研究成果を把握し、成果展開に向けた支援を行っている。この取

り組みの一環として、ERATO 東山ライブホロニクスプロジェクト（名古屋大学）において開発

された技術を実用化に向けて展開させるため、大学発新産業創出プログラム(START）を紹介し

た。その結果、平成 27 年度に次フェーズの事業である START に採択され、ベンチャー企業の

設立を目指す。 

・平成 27 年度より、ERATO のプロジェクトを代表する研究成果を見出した若手研究者が、自らの
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ト．事業の推

進にあたり、

海外人材の

活用、海外機

関との協力、

研究成果の

国際発信等、

国際化への

取組を進め

る。 
 
ⅳ．評価と評

価結果の反

映・活用 
イ．9 研究領

域及び 107
課題につい

て、適切に外

部有識者・専

門家の参画

による中間

評価を実施

し、評価結果

をその後の

資金配分や

研究計画の

変更等に反

映させる。 
ロ．16 研究

領域及び177
課題につい

て、適切に外

部有識者・専

門家の参画

による事後

評価を実施

し、評価結果

を速やかに

公表する。な

お、研究領域

の事後評価

においては、

研究領域及

び研究総括

の選定が適

切であった

か等に関す

る評価を行

い、必要に応

じて今後の

研究領域選

定に反映さ

せる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究成果を海外機関で講義する「レクチャーシップ」を導入した。平成 27 年度は、金井触媒

分子生命プロジェクト（東京大学）及び染谷生体調和エレクトロニクスプロジェクト（東京大

学）の 2件についてレクチャーシップを実施、計 9カ所の研究機関において講演するとともに、

一流クラスの研究者を含む研究グループとディスカッションした。これらの取組により、海外

の研究機関での活発な議論を通じて、若手研究者による国際的なネットワークの構築及び強

化、さらには将来の国際的リーダーとして研鑽を積む機会の創出に資するとともに、研究成果

の国際的なアピール、プロジェクトのプレゼンス向上につながった。 

・ERATO では、平成 27 年度に発足した山元アトムハイブリッドプロジェクト（東京工業大学）に

おいてプロジェクトマネージャー（PM）を設置し、成果の社会実装に向けて市場調査や技術調

査等により研究者が社会ニーズを把握しながら研究を実施するための体制を構築した。 

・日本科学未来館では、研究者に対して、社会との対話を支援するため、一般来館者とのコミュ

ニケーションの場を提供する「サイエンティスト クエスト」を実施している。この取り組み

にさきがけ研究者が参加するための体制を整え、平成 27 年度は 10 名のさきがけ研究者が説明

を行った。 

・さきがけ「社会と調和した情報基盤技術の構築」領域において、さきがけ研究者の視野拡大と

研究成果の社会展開への意識強化を目的として、省庁若手幹部（課長補佐級）との意見交換会、

米国シリコンバレーのスタートアップ企業等へのサイトビジットを実施した。 

 

 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 

・研究開発成果の産業や社会への展開に向け、以下のような取組をそれぞれ行った。 

 特別重点技術領域「次世代蓄電池」において、成果の橋渡しを目的として、技術研究組合

リチウムイオン電池材料評価研究センター（LIBTEC）と合同で「LIBTEC/ALCA-SPRING 連携

会議」を立ち上げ、両者間で成果の橋渡しの検討を具体的に行った。 

 特別重点技術領域「ホワイトバイオテクノロジー」にて、NEDO と ALCA による情報共有の

場である「合同連絡会議」を新設し、研究計画や進捗などを共有し、社会実装への展開の

促進を図った(第 1回合同連絡会を平成 27 年 12 月 21 日に開催)。  

 新技術説明会（ALCA）を 2回開催し、5技術領域・13 研究開発課題の技術シーズに関する

発表を実施し、26社からの個別相談の申し出に応じた。 

 各種展示会・イベント（バイオジャパン 2015、再生可能エネルギー世界展示会、nano 

tech2016、福島復興 再生可能エネルギー産業フェア）への出展を行い、企業等の来場者

との交流を広げた。 

 

（社会技術研究開発（RISTEX）） 

・「研究開発成果実装支援プログラム」の成果統合型について、平成 27年度に終了する「コミュ

ニティで創る新しい高齢社会のデザイン」研究開発領域内に領域総括、アドバイザー、研究実

施者、RISTEX 職員で構成するタスクフォースを設置し、平成 28 年度からの新規統合実装プロ

ジェクトの発足に向け検討を行った。また、公募型については 47 件の応募の中から 4 件を採

択した。 

・トランスディシプリナリー研究の推進及び成果の社会実装の促進の観点から、NPO との連携に

関する検討を推進。具体的には、NPO 法人等の実態調査（研究開発及び研究開発助成を実施す

る団体、NPO 等を支援する NPO 等など）を踏まえ、NPO 法人等のネットワーク化に向けたワー

クショップを 3月に開催した。 

 

 

 

■戦略目標 

 

（新技術シーズ創出） 

・平成 27年度に文部科学省が提示した戦略目標は以下のとおりである。 

戦略目標名 

新たな光機能や光物性の発現・利活用による次世代フォトニクスの開拓 

微小エネルギーの高効率変換・高度利用に資する革新的なエネルギー変換機能の原理解明、
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ハ．中期計画

の目標値と

の比較検証

を行い、必要

に応じて評

価結果を事

業の運営に

反映させる。 
ニ．7 研究領

域を対象に、

科学技術的、

社会的、経済

的波及効果

等を検証す

るため、外部

有識者・専門

家による追

跡評価を実

施し、必要に

応じて事業

の運営に反

映させ、評価

結果を速や

かに公表す

る。 
ホ．基礎研究

の論文被引

用回数、国際

的な科学賞

の受賞数、招

待講演数、成

果展開した

数等の定量

的指標を活

用し、本事業

における研

究が国際的

に高い水準

にあること

を検証し、必

要に応じて

事業の運営

に反映させ

る。 
へ．科学技術

イノベーシ

ョンの創出

に資すると

期待できる

研究成果の

展開状況を

把握すべく、

研究領域終

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈モニタリン

グ指標〉 

・戦略目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・文部科学省

が策定した研

究開発戦略等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新物質・新デバイスの創製等の基盤技術の創出 

多様な天然炭素資源を活用する革新的触媒の創製 

気候変動時代の食料安定確保を実現する環境適応型植物設計システムの構築 

 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 

・ 文部科学省と経済産業省が連携し外部有識者を交えて重要研究開発領域を検討した中から抽

出された「ホワイトバイオテクノロジー」をALCA 特別重点技術領域として発足させた。 

・事業統括、運営総括、及び外部有識者・専門家から構成される先端的低炭素化技術開発事業推

進委員会における審議を経て、高い専門性と識見を有し、当該技術領域への理解、社会実装

へ向けたリーダーシップ力が期待できる土肥義治氏(（公財）高輝度光科学研究センター 理

事長)を「ホワイトバイオテクノロジー」運営総括（PO）として委嘱した。 

 

（社会技術研究開発（RISTEX）） 

・文部科学省からの「平成 27 年度戦略的創造研究推進事業（社会技術究開発）における新規研

究開発の方針」において、「安全な暮らしをつくる新しい公／私空間の構築」を目指した研究

開発を平成 27年度より新たに推進することが示された。 

 

 

（新技術シーズ創出） 

CREST 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

応募数（女性）（件） 751（33） 850（50） 788（43） 594（28） 

採択数（女性）（件） 70（2） 71（4） 65（7） 57（1） 

採択率（女性）（%） 9.3（6.0） 8.4（7.4） 8.2（16.3） 9.6（3.6） 

採択者平均年齢

（歳） 
49.6 49.2 49.3 47.8 

 

さきがけ 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

応募数（女性）（件） 1,563（166） 1,744（189） 1,569（162） 1780（162） 

採択数（女性）（件） 90（12） 123（15） 105（12） 138（15） 

採択率（女性）（%） 5.8（7.2） 7.1（7.9） 6.7（7.4） 7.8（9.3） 

採択者平均年齢

（歳） 
36.7 36.1 35.9 35.8 

 

平成 27 年度の採択数が上位の研究機関 

CREST さきがけ 

東京大学 東京大学 
大阪大学 大阪大学 
東京工業大学 京都大学 
東北大学 名古屋大学 
九州大学 北海道大学 
京都大学 東北大学 
早稲田大学 理化学研究所 
物質・材料研究機構 九州大学 
金沢大学 東京工業大学 
理化学研究所 早稲田大学 

 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

応募数（件） 208 226 178 96 

採択数（件） 15 25 8 16 
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了後 1 年を

目途に成果

の発展・展開

を目指す諸

制度での採

択、民間企業

との共同研

究の実施等

を調査し、中

期計画の目

標値との比

較検証を行

い、必要に応

じて結果を

事業の運営

に反映させ

る。 
 
ⅴ．成果の公

表・発信 
イ．研究内

容、研究成果

に係る論文

発表、口頭発

表、特許出願

の状況及び

成 果 の 社

会・経済への

波及効果等

について把

握するとと

もに、研究成

果について

報道発表、ホ

ームページ、

メールマガ

ジン等を活

用して、知的

財産等の保

護に配慮し

つつ、分かり

やすく社会

に向けて情

報発信する。 
ロ．研究者に

対する事業

実施説明会

をはじめと

する関係の

会議を通じ

て、研究者自

らも社会に

向けて研究

 

 

・応募件数／

採択件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［評価軸］ 

・イノベーシ

ョン創出に資

採択率（%） 7.2 11.1 4.5 16.7 

 

（社会技術研究開発（RISTEX）） 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

応募数（件） 281 144 190 151 

採択数（件） 26 19 17 19 

採択率（%） 9.3 13.2 8.9 12.6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■中期計画における達成すべき成果 

（新技術シーズ創出研究） 

・終了する研究領域ごとに、外部有識者からなる評価委員会を設け、研究成果及び研究領域マネ

ジメントの観点から、研究領域の厳格な事後評価を行った。その結果、評価対象である 15 研

究領域全てについて、「戦略目標の達成に資する十分な成果が得られた」と評価され、中期計

画に掲げた目標（中期目標期間中に事後評価を行う領域の 7割以上が目標の達成に資する十分

な成果が得られたとの評価結果を得る。）の達成に向けて進捗している。個々の研究成果のみ

ならず、研究総括の先見的・的確やマネジメントや、科学技術上の新たな流れを先導・形成し

たこと等が高く評価された。 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

「戦略目標の達成に資する十

分な成果が得られた」領域（A）

（件） 

11 7 10 15 

それ以外の領域（件） 0 0 0 0 

合計（B）（件） 11 7 10 15 

割合（A÷B） 100％ 100％ 100％ 100% 

 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 

・発足から 5 年が経過し、これまでの事業運営と研究成果について国際的視点を踏まえた事業の

総合的な評価を、海外を含めた有識者や専門家からなる外部評価委員会により実施した。COP21
等で世界的に地球温暖化への問題意識が再燃する中、我が国の戦略に大きく貢献しうるプログラ

ムであることが評価された。さらにステージゲート評価をはじめとした様々な先駆的運営マネジ

メント等によりユニークなプログラムとしても高い評価を受けた。８の技術領域のうち７領域に

ついて、低炭素化に向けた研究開発として「妥当」以上の評価を受けた。 
 

（社会技術研究開発（RISTEX）） 

・中期計画の目標値（中期目標期間中に事後評価を行う領域の 7割以上が目標の達成に資する十

分な成果が得られたとの評価結果を得る。）について、平成 27年度に対象となる 1領域につい

て、「目標の達成に資する十分な成果が得られた」と評価された 
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内容やその

成果につい

て情報発信

するよう促

す。 
 
【先端的低

炭素化技術

開発】 
ⅰ．技術領域

及び運営総

括の選定 
イ．文部科学

省が策定す

る研究開発

戦略のもと、

温室効果ガ

スの削減を

中長期にわ

たって継続

的かつ着実

に進めてい

くため、今後

の温室効果

ガスの排出

を大幅に削

減しうる革

新的な技術

の研究開発

を行う。 
ロ．外部有識

者・専門家の

参画による

事前評価を

経て、新規の

実用技術化

プロジェク

ト、革新的低

炭素化技術

領域及び特

別重点技術

プロジェク

ト（以下、「技

術領域」とす

る。）並びに

運営総括（プ

ログラムオ

フィサー）を

決定する。技

術領域につ

いては、中長

期にわたっ

て温室効果

する研究成果

を生み出して

いるか 

・実社会の具

体的な問題解

決に資する成

果を生み出し

ているか 

（RISTEX） 

 

〈評価指標〉 

・戦略目標等

の達成に資す

る研究開発成

果の創出及び

成果展開（見

通しを含む）

の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

「目標の達成に資する十分な

成果が得られた」領域（A）（件） 
2 1 

 

1 

それ以外の領域（件） 0 0 0 

合計（B）（件） 2 1 1 

割合（A÷B） 100％ 100％ 100％ 

 

■イノベーション創出に貢献した／することが期待される個別研究成果の状況 

（新技術シーズ創出研究） 

・機構において実施した研究課題の成果が次フェーズの研究に繋がった事例は以下のとおりであ

る。 

 NEDO 事業「平成 27 年度エネルギー・環境新技術先導プログラム」に本事業出身の研究者

が 5名採択された。 

 CREST「太陽光を利用した独創的クリーンエネルギー生成技術の創出」領域において研究

を実施していた 2 課題が、NEDO の平成 27 年度「高性能・高信頼性太陽光発電の発電コス

ト低減技術開発」に採択された。実用化に向けて、発電コストの低減に資する高性能と高

信頼性を両立した太陽電池の開発を目指す。 

 ERATO 東山ライブホロニクスプロジェクト（名古屋大学）ではプロジェクトにより開発さ

れた技術を大学発新産業創出プログラム（START）へと繋げ、ベンチャー設立に向けた事

業戦略の構築を行った。 

 CREST「ライフサイエンスの革新を目指した構造生命科学と先端的基盤技術」領域の山口 

明人氏（大阪大学産業科学研究所 特任教授）によって開発された新規化合物が大手製薬

企業とのライセンスに成功し、多剤耐性抗菌剤として企業内で開発研究が行われることと

なった。 

 CREST「元素戦略を基軸とする物質・材料の革新的機能の創出」領域の永島 英夫氏（九州

大学先導物質化学研究所 教授）研究チームによって開発された貴金属を含まない触媒が、

工業的に製造されているシリコンの化学変換に利用できる可能性があるため、Ａ－ＳＴＥ

Ｐシーズ顕在化タイプを経て、企業との本格的な実用化検討に入ることとなった。 

 本事業の成果を元にして、平成 27年度に 9件のベンチャー企業が設立された。 

 

・平成 27年度には以下のような顕著な成果が得られた。 

成果 研究者名 制度名 詳細 

長寿命で大容量な次

世代蓄電池の実現に

向けた電極材料を開

発 

陳 明偉 

（東北大学

教授） 

CREST 大容量化が可能であることから、電気自

動車の次世代バッテリーとしても期待され

ているリチウム空気電池の実用化に向け

て、画期的な電極材料「改良型ナノ多孔質

グラフェン」を開発した。本成果は、繰り

返し使用による性能低下や、充電効率が悪

い等の従来の課題を克服し、バッテリーの

大容量化、長寿命化への道筋をつけた。将

来的に、１回の充電でガソリン自動車並み

の走行が可能な電気自動車の登場等が期待

される。 

水をくんで調べれば、

生息する魚の種類や

量を判定できる技術

を開発 

近藤 倫生

（龍谷大学 

理 工 学 部 

教授） 

CREST 海や河川の水をくみ、水中の魚の糞など

に由来する微量のＤＮＡを抽出し解析する

ことで、生息する魚の種類や量を短時間・

低コストで明らかにできる技術を開発し

た。捕獲や魚群探知機等による従来の魚の

生息状況調査は多くの時間や費用を必要と

するが、本技術が実用化されれば、魚の種

類や量等の調査効率が飛躍的に向上し、大

規模開発が及ぼす生態系への影響調査の省

力化や、水産資源の管理・持続可能な利用
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ガスを大幅

に削減しう

る革新的な

技術の研究

開発である

ものとし、運

営総括（プロ

グラムオフ

ィサー）につ

いては指導

力、洞察力、

研究開発実

績等の総合

的な視点か

ら卓越した

人物を選定

する。 
 
ⅱ．研究開発

者及び研究

開発課題の

選抜 
イ．技術領域

運営及び研

究開発課題

の選考に関

する運営総

括（プログラ

ムオフィサ

ー）の方針を

募集要項に

おいて明ら

かにし、研究

開発提案の

公募を行う。

温室効果ガ

スを大幅に

削減しうる

研究開発提

案であるか

という視点

から運営総

括（プログラ

ムオフィサ

ー）及び外部

有識者・専門

家が事前評

価を行い、研

究費の不合

理な重複や

過度の集中

を排除した

上で、採択課

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

等への貢献が期待される。 

現実大気の世界最大

規模アンサンブルデ

ータ同化に成功 

三好 建正 

（理化学研

究所 計算

科学研究機

構 チーム

リーダー 

CREST 天気予報シミュレーションの高精度化を

目指し、スーパーコンピュータ「京」を使

って、現実大気で世界最大規模となる１０，

２４０個の「全球大気アンサンブルデータ

同化」に成功した。今後、数千ｋｍに及ぶ

遠方の観測データを活用した天気予報の精

度の大幅な改善が期待される。 

ヤスデから有用化合

物を合成する高性能

な酵素を発見 

浅野 泰久 

（富山県立

大学 工学

部／生物工

学研究セン

タ ー  教

授） 

ERATO 産業用酵素は微生物や一部の植物の酵素

が利用されているが、動物は酵素資源とし

てほとんど注目されていなかった。本プロ

ジェクトでは節足動物のヤスデから高性能

な酵素（ヒドロキシニトリルリアーゼ）を

発見し、産業的に利用されている植物由来

の酵素よりも高い性能を持つことを実証し

た。医農薬品などの有用化合物の原料、合

成中間体の生産へ応用が期待される。 

植物を丸ごと透明化

し、中まで観察する新

技術を開発 

東山 哲也 

（名古屋大

学 ＷＰＩ

トランスフ

ォーマティ

ブ生命分子

研究所 教

授） 

ERATO 植物の蛍光観察の妨げになるクロロフィ

ルを取り除き、植物を透明化する試薬

「ClearSee」の開発に成功した。この試薬

を用いることで、葉、根、茎、花などの器

官全体を細胞１つ１つまで観察することが

可能になった。研究用として普及している

共焦点顕微鏡で丸ごと観察できることに加

え、多くの植物にも適用できるため、植物

科学研究が加速していくと期待される。 

折り紙を応用し従来

の 100 倍の固さを持

つ折り畳み構造を開

発 

舘 知宏 

（東京大学

大学院総合

文化研究科 

助教） 

さきがけ 折り紙を応用して、シート材料を折りた

たみ、変形可能な立体構造を組み合わせる

ことで、展開時に従来の 100 倍の固さ（剛

性）をもち、端部を動かすだけで全体が展

開する折り畳み構造を開発した。この新し

い折紙構造は、さまざまな大木で応用可能

であり、変形可能な柔らかさと構造的な固

さを両立するため、ロボットのアクチュエ

ータ、航空宇宙分野の展開構造物、可動式

の屋根や折り畳める建築などへの応用が期

待される。 

 

 

■中長期的な温室効果ガスの排出削減に貢献した／することが期待される個別研究成果の状況 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 

成果 研究者名 制度名 詳細 

大 口 径 / 高 品 質 な 
GaN ウェハ作製技術

による白色 LED 及
びパワーデバイスの

高性能 化 

森 勇介（大 
阪大学  教 
授） 

ALCA ・独自の手法によって微小な“種結晶”から原

子レベルの歪がない高品質 GaN 結晶を育

成することに成功。  
・現在、実用化への指標の一つである口径 6 
インチまで実現。結晶欠陥密度は世界で最

も少ない 100 個/cm2レベルであり、着実に

高品質化と大口径化の両方を進展させてい

る。 
・更に 8 イン チの大口径化を目指すとと

もに、 現行の GaN on サファイア基板を

高品位 の GaN on GaN 基板に置き換え、
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題を決定す

る。 
 
ⅲ．研究開発

の推進 
イ．運営総括

（プログラ

ムオフィサ

ー）のもと、

中心研究者

を置き研究

開発プロジ

ェクトを組

織し、中長期

にわたって

温室効果ガ

スを大幅に

削減しうる

革新的な技

術の創出に

向けて効果

的に研究開

発を推進す

る。 
ロ．運営総括

（プログラ

ムオフィサ

ー）の運営方

針のもと、研

究開発課題

の特性や進

展状況など

に応じた効

果的な研究

開発を推進

する。今年度

から体制を

見直し、実用

技術化プロ

ジェクト、革

新的低炭素

化 
技術領域及

び特別重点

技術プロジ

ェクトに再

編する。な

お、新規課題

については

年度後半を

目処に研究

開発を開始

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デバイスの 高性能化を目指す。 LED とパ

ワーデバイス､両方の応用を目指して開発。 
安価で豊富な酸化チ

タンを用いた革新的

触媒の創出 
 

原 亨和 

（東京工業 

大学 教

授） 

ALCA ・水中で機能するルイス酸を有し、分子間

反応による副生成物の抑制機能を有する固

体触媒を開発。 
・200 円/kg 未満の実用的コストでグルコー

スから HMF(プラスチックの代替材料)を生

産できる触媒プロセスの構築を実験室レベ

ルで成功させ、実用化への見通しを高めた。 
・バイオマスからプラスチックへ転換する

触媒として期待される。 
800℃級発電プラン

ト用超耐熱鋼の特性

改良 

竹山 雅夫

（東京工業

大学 教授） 

ALCA ・Fe 基合金への金属間化合物及び微量の元

素添加により、Ni 基合金に匹敵する高温ク

リープ特性、耐水蒸気酸化特性を実現。 
・熱間押出により開発鋼のチューブを試作。 
・低コストな 800℃級火力発電プラント用

超耐熱鋼の実用化に近づいた。 
 

■実社会の具体的な問題解決に貢献した／することが期待される個別成果の状況 

（社会技術研究開発（RISTEX）） 

成果 研究者名 制度名 詳細 

介護業務における情

報活用基盤を用いた

介護の質の評価に基

づく、新しい「人材教

育・評価サービス」の

検討・実用化 

村井 純

（慶応義塾

大学 教

授） 

RISTEX 介護業務においては、サービスの質を評価

する方法が確立されていないため、介護熟

練者が持つ優れた技術を評価したり、抽出 

したりするための客観的な方法がなかっ

た。本プロジェクトでは、情報活用基盤を

用いて介護業務の質を評価する仕組みを構

築、その評価を基にした新しい「人財教育・

評価サービス」を開発し、それを実用化で

きるようにした。この成果は地方創生事業

として複数の自治体の介護事業者に導入さ

れるとともに、首相官邸会議（「第 1回サー

ビス業の生産性向上協議会」）において紹介

された。 

エビデンスに基づく

スクールソーシャル

ワーク事業モデルの

社会実装 

 

 

山野 則子 

大阪府立大

学 教授 

RISTEX いじめや貧困など子どもの問題が深刻化し

続けるなか、文部科学省のスクールソーシ

ャルワーカー（SSWer）活用事業がスタート

したが、SSWer の資格や業務内容、評価基準

などは、未だに確立していない。本プロジ

ェクトでは、SSWer 事業の効果的なモデルと

切れ目のない支援システムの構築を軸に、

全国 6 地域のでの活動をもとにエビデンス

に基づくSSWer事業実施マニュアルを作成。

その情報を WEB や書籍で公開し、拠点地域

での実装を定着させるべくワークショップ

等を開催。さらに内閣府や省庁のレクチャ

ー等で精力的な働きかけを行った。 

 

 

 

 

（新技術シーズ創出） 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
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ハ．研究開発

の推進にあ

たり、技術領

域の特色を

活かした領

域運営形態

を構築する

とともに、新

規課題の採

択決定後速

やかに研究

開発に着手

できるよう、

ステージゲ

ート評価の

時期や目標

を含めた研

究計画の策

定や研究契

約の締結等

に係る業務

を迅速に行

う。 
ニ．運営総括

（プログラ

ムオフィサ

ー）と研究者

との間で密

接な意思疎

通を図る。 
ホ．研究開発

成果に基づ

く知的財産

の形成に努

める。 
へ．効果的な

研究開発を

推進するた

め、研究開発

課題採択時

に研究計画

を精査する

とともに研

究開発の進

捗及び研究

開発費の使

用状況を把

握し、研究開

発の進捗に

応じた研究

計画の機動

的な見直し、

研究開発費

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プレス発表数（件） 104 133 122 156 

新聞掲載数（件） 

（掲載数/プレス数） 
4.0 3.5 2.8 2.7 

・下記の通り公開シンポジウムを開催し、研究成果を発信した。 

・ACCEL において平成 27年 9月 12 日にシンポジウムを行い、237 名の参加があった。ACCEL の特

徴である、PMと研究代表者の協働によってトップサイエンスをトップイノベーションへつなげ

るためのビジョンについて紹介するとともに、研究開発のあり方などについて議論した。 

・国際システムバイオロジー会議(ICSB2015) CREST「生命動態」数理道場、11 月 24 日、

Biopolis,Singapore 

・元素戦略／希少金属代替材料開発＜第 10 回合同シンポジウム＞、2 月 23 日開催、東京国際フ

ォーラム ホールＢ５ 

・CREST「ビッグデータ応用」国際シンポジウム、3月 4日開催、JST 東京本部地下 1階ホール 

・ERATO 東山ライブホロニクスプロジェクトの主催で国際シンポジウム「International ERATO 

Higashiyama Live-Holonics Symposium & Technical Workshop 2015 ～ Organogenesis from 

eggs to mature plants ～」（8月 27 日～28日）を開催、100 名以上の研究者（20名程度の外

国人研究者含む）が参加した（口頭発表 14 件、ポスター発表 43 件）。植物の成長、植物の固

有形状形成とその制御、成長停止の仕組み、新規研究器具、接ぎ木技術の進展等、多方面にわ

たる発表・情報交換が行われた。 

 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

プレス発表数（件） 10 5 6 2 

・「塗って作れる太陽電池の実用化に大きく前進」や「イネの遺伝子を使ってポプラの木質を増

強」など将来、低炭素社会形成に貢献し得る研究開発成果について、2件のプレス発表を行っ

た。 

・特別重点技術領域「次世代蓄電池」にて、初めての公開成果報告会を開催。大学や産業界など

から多数の参加者を得て、活発な意見交換がなされるなど産学両者から高い注目や期待がある

ことが示された。 

 

 

（社会技術研究開発（RISTEX）） 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

プレス発表数（件） 2 2 4 4 

・下記のようなフォーラムやシンポジウムを開催し、成果の発信や広報・公聴等を図った。 

 第 12 回社会技術フォーラム「公/私の空間・関係性の変容に応える安全な暮らしの創生」

（5月 16日） 

 「コミュニティがつなぐ安全･安心な都市・地域の創造」研究開発領域 第 3 回公開シン

ポジウム「地域密着型コミュニティに未来は託せるか～来たるべき大規模災害に備えて

～ 」（10月 26 日） 

 「問題解決型サービス科学研究開発プログラム」第６回フォーラム 「サービスイノベー

ションをどうデザインするか？」（12 月 7 日） 

 第 13 回社会技術フォーラム～新領域に関する社会との対話～「人と情報のエコシステム 

情報技術が浸透する超スマート社会の倫理や制度を考える」（2月 17日） 

 「安全な暮らしをつくる新しい公／私空間の構築」研究開発領域 公開フォーラム「変容

する社会と 「私」 の安全 －「公」との新しい“間”を考えよう－」（2月 21 日） 

 「持続可能な多世代共創社会のデザイン」研究開発領域 公開シンポジウム「多世代共創

による持続可能な地域社会の実現に向けて」（3月 1日） 

 「コミュニティで創る新しい高齢社会のデザイン」研究開発領域 平成 27 年度領域シン

ポジウム「コミュニティで創る新しい高齢社会のデザイン－6 年間に及ぶ研究開発の成果

と今後の展望」（3月 4日） 

・取材対応等を積極的に行い、成果の発信に努めた。「エビデンスに基づくスクールソーシャル

ワーク事業モデルの社会実装」プロジェクトは、新聞に 11 回掲載されるとともに、研究代表

者自身も TV 出演してスクールソーシャルワーカーの課題について説明するなど、プロジェク
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の柔軟な配

分を行う。 
 
ⅳ．評価と評

価結果の反

映・活用 
イ．今年度は

事後評価及

び中間評価

を実施しな

いが、研究開

発の進捗状

況を把握し

て、中期計画

の目標との

比較検証を

行い、必要に

応じて事業

の運営に反

映させる。 
ロ． 研究開

発開始から

10 年程度経

過時点での

実用化の見

通しが得ら

れるように

するため、研

究開発の進

捗に応じて、

研究開発の

継続・拡充・

中止などの

ステージゲ

ート評価を

実施する。 
 
ⅴ．成果の公

表・発信 
イ．研究内

容、研究成果

に係る論文

発表、口頭発

表、特許出願

の状況及び

成 果 の 社

会・経済への

波及効果等

について把

握するとと

もに、研究成

果について

報道発表、ホ

 

〈モニタリン

グ指標〉 

・成果の発信

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ト成果の発信を進めた。 

 

（新技術シーズ創出） 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

論文数（報） 5,152 5,467 5,685 5,339 

 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

論文数（報） 498 653 614 779 

 

（新技術シーズ創出研究） 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

被引用数が上位 1%以内の

論文数 

（新技術シーズ／日本）

（報） 

58／515 50／596 75／673 45/639 

トップ 1%論文の割合（%） 

（過去 11年間） 
2.51% 2.41% 2.28% 2.37% 

全分野における論文あた

りの 

平均被引用数（5 年平均）

（回） 

9.92 

（日本平均 

5.08） 

[H20-H24］ 

9.79 

（日本平均 

5.12） 

[H21-H25］ 

10.35 

（日本平均 

5.47） 

[H22-H26］ 

10.76 

（日本平均 

5.65） 

[H23-H27］ 

※トムソン・ロイター社「Essential Science Indicators（has been updated as of March 17, 

2016 to cover a 10-year plus 12-month period, January 1, 2005-December 31, 2015 (sixth 

bimonthly period of 2016).）」を元に集計。 

 

（新技術シーズ創出研究） 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

特許出願数（件） 444 531 534 584 

 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

特許出願数（件） 83 126 112 125 

 

 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

プレス発表等をきっかけに企業より

コンタクトがあった数（件） 
― ― 4 3 

展示会等出展により企業-研究開発

代表者との面談が実施された数

（件） 

― ― 76 42 

PO 等の助言により、新たに企業との

コンタクトが生じた数（件） 
― ― 3 2 

 

 

（新技術シーズ創出研究） 

・平成 27年度に研究終了したさきがけ研究者（途中終了、延長した課題含む）126 名のうち、44

名が昇進した。 

 人数 

昇進した人数 44 名（126 名中） 

35 歳以下で准教授に昇進 3 名 
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ームページ、

メールマガ

ジン等を活

用して、知的

財産などの

保護に配慮

しつつ、分か

りやすく社

会に向けて

情報発信す

る。 
ロ．研究者に

対する事業

説明をはじ

めとする関

係の会議を

通じて、研究

者自らも社

会に向けて

研究内容や

その成果に

ついて情報

発信するよ

う促す。 
 
【社会技術

研究開発】 
ⅰ．研究開発

領域の設定

及び領域総

括の選定 
イ．社会技術

研究開発に

係る動向調

査及び新規

研究開発領

域の事前調

査等を行う

とともに、社

会における

関与者ネッ

トワークを

構築し、次年

度以降の新

規研究開発

領域の設定

に向けて、社

会が抱える

具体的な問

題に関する

調査・分析を

行う。 
ロ．文部科学

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・論文数 

 

 

 

 

 

 

 

・論文の被引

用数の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特許出願件

数 

 

 

 

 

 

 

 

 

・実用化の担

い手となりう

る企業等から

45 歳以下で教授に昇進 6 名 

 

 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 

 バイオテクノロジー領域 研究代表者 野村暢彦氏（筑波大学 教授、平成 22 年度採択）

が総括実施型研究（ＥＲＡＴＯ）の研究総括として採択された。 

 

（新技術シーズ創出研究） 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

国際的な科学賞の受賞数

（件） 
52 56 80 81 

・細野 秀雄氏（東京工業大学 教授、ERATO(H11-H16）、SORST(H16-H21)、ACCEL(H25-H29 が 2016

年（第 32回）日本国際賞を受賞した。 

・坂口 志文 氏（大阪大学 教授、さきがけ（H3-H6）、CREST（H15-H20）、CREST（H24-H26））

がノーベル賞クラスと目される研究者が選出されるトムソン・ロイター引用栄誉賞を受賞した。 

 

 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 

 第 14 回 GSC 賞・文部科学大臣賞「固体触媒によるセルロース系バイオマス分解の先導的研

究」（研究開発代表者：H25 採択 北海道大学 福岡 淳） 

 平成 27 年度科学技術分野の文部科学大臣表彰 若手科学者賞 「温度応答性ナノゲル粒子の

機能性材料への応用に関する研究」 （研究開発代表者：H26 採択 九州大学 星野 友） 

 炭素材料学会論文賞(2015 年度)「固体高分子形燃料電池カソード用カーボンアロイ触媒の酸

素還元反応活性に及ぼす酸化黒鉛の添加効果」 (研究開発代表者：H22 採択 群馬大学 尾崎

純一) 

 

 

 

＜平成 26年度文部科学大臣評価における今後の課題への対応状況＞ 

■指摘事項 

（新技術シーズ創出研究） 

新技術シーズ創出（CREST・さきがけ・ERATO・ACCEL）については、引き続き、研究主監会議が

中心となった制度改善・見直しを進めるとともに、研究領域ごとの特性に応じた柔軟・機動的な

マネジメント、国際連携、研究成果展開に向けた取組を積極的に推進する必要がある。 

 

・対応状況 

前述の通り、「国際評価委員会の実施」「ACCEL の FS 導入」などの制度改善に向けた取り組み、「連

携提案の導入」「融合・加速方式の先行導入」などの柔軟な研究領域マネジメントの実施、「SPPEXA

への採択」「ERATO レクチャーシップの実施」などの国際連携強化・成果展開に向けた取組を積極

的に継続して行っている。 

 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 

先端的低炭素化技術開発（ALCA）については、PD・PO のマネジメントによって課題間連携をさ

らに進め、シナジー効果による研究開発成果の早期創出を積極的に推進することが必要である。 

・対応状況 

ステージゲートを経て精選された課題群のさらなる加速を図るため、実用技術化プロジェクト

を立ち上げた。POのマネジメントにより課題を統合し、前半 5年間の成果の相互補完を行った。 

さらに PO 同士の連携や PD のトップダウンマネジメントにより、領域を超えた課題の移動(化

学プロセス領域の課題を次世代蓄電池領域に移動する等)、さらにプロジェクト間の連携(ホワイ

トバイオ、化成品、バイオマス増産の３プロジェクト)を推進した。 

 

（社会技術研究開発（RISTEX）） 

社会技術研究開発（RISTEX）については、我が国社会が抱える政策課題等の解決に向け、関係府
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省が示す方

針並びに関

与者を交え

たワークシ

ョップ等で

の検討結果

を踏まえ、新

規研究開発

領域案及び

領域総括候

補の事前評

価を行う。ま

た、事前評価

の結果を踏

まえ、新規研

究開発領域

の設定及び

領域総括の

選定を行う

とともに公

表する。 
 
ⅱ．研究者及

び研究開発

課題の選抜 
イ．研究開発

領域の運営

及び研究開

発課題の選

考にあたっ

ての方針を

募集要項で

明らかにし、

研究開発提

案の公募を

行う。研究開

発領域の趣

旨に合致し

た提案であ

るかという

視点から領

域総括及び

外 部 有 識

者・専門家が

事前評価を

行い、研究開

発費の不合

理な重複や

過度の集中

を排除した

上で、採択課

題を決定す

る。 

のコンタクト

数 

 

 

 

 

 

 

 

・人材輩出へ

の貢献 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・受賞等 

 

 

 

省等と連携した領域設定等により事業効果を高めていく必要がある。 

・対応状況： 

 「サービス科学研究開発プログラム」の次期プログラム検討に当たって、内閣官房情報通

信技術（IT）総合戦略室担当者と意見交換を行った。 

 平成 28 年度の新規研究開発領域である、情報技術がもたらすメリットを最大化/リスクを

最小化し、技術/施策に反映させるための領域「人と情報のエコシステム」の推進に当た

っては、理研 AIP プロジェクトにおける CREST・さきがけ領域との連携を図り、共同イベ

ントの開催や技術開発側への人・社会からのフィードバック、すなわちエコシステムの確

立に向けた機能（プラットフォーム）を確立する。 

 「安全な暮らしをつくる新しい公／私空間の構築」研究開発領域における、多専門連携に

よる司法面接の実施を促進する研修プログラムの開発と実装に関するプロジェクト推進

に当たって、厚生労働省等と情報共有を行った。 
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ⅲ．研究開発

の推進 
イ．継続 3 研

究 開 発 領

域・2 プログ

ラム及び 47
課題につい

ては年度当

初より研究

開発を実施

し、新規課題

については

年度後半よ

り研究開発

を実施する。

その際、領域

総括・プログ

ラム総括と

研究開発実

施者との間

で密接な意

思疎通を図

り、領域総

括・プログラ

ム総括のマ

ネジメント

のもと、研究

開発領域・プ

ログラムの

目標や研究

開発課題の

目標の達成

に向けて、効

果的に研究

開発を推進

する。 
ロ．研究開発

費が有効に

使用される

よう、研究開

発の進捗及

び研究開発

費の使用状

況を把握し、

柔軟かつ弾

力的な研究

開発費配分

を行う。 
ハ．国（公的

研究開発資

金）等によ

る、現実の社
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会問題を解

決するため

の研究開発

により創出

された成果

を活用・展開

して、社会に

おける具体

的な問題を

解決する取

組として支

援する対象

を公募し、現

実の社会問

題の解決に

資するかと

いう視点か

ら、外部有識

者・専門家の

参画により

透明性と公

平性を確保

した上で、支

援する取組

の事前評価

を行う。各取

組において

設定した社

会問題の解

決が図れる

よう、効果的

に支援を行

う。 
ニ．機構にお

ける複数の

研究開発成

果 等 を 集

約・統合し、

社会におけ

る具体的な

問題の解決

に向けて効

果的に社会

に実装する

取組の支援

を行う。 
 
ⅳ．評価と評

価結果の反

映・活用 
イ．1 プログ

ラムについ

て、外部有識
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者・専門家の

参画による

中間評価を

実施し、評価

結果をその

後のプログ

ラム運営に

反映させる。 
ロ．1 研究開

発領域及び

20 課題につ

いて、十分な

成果が得ら

れたかとの

視点から外

部有識者・専

門家の参画

による事後

評価を実施

し、中期計画

の目標値と

の比較検証

を行い、必要

に応じて評

価結果を事

業の運営に

反映させる。 
ハ．課題終了

後 1 年を目

途に、社会に

おいて研究

成 果 を 活

用・実装する

主体との協

働や成果の

活用などの

社会還元に

つながる活

動の状況を

調査し、中期

計画の目標

値との比較

検証を行い、

必要に応じ

て結果を事

業の運営に

反映させる。 
ニ．研究開発

課題の追跡

調査を実施

する。 
 
ⅴ．成果の公
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表・発信・活

用 
イ．研究開発

の内容、研究

開発の成果、

その成果の

活用状況及

び社会・経済

への波及効

果について

把握し、知的

財産などの

保護に配慮

しつつ、主催

する研究開

発領域・プロ

グラムのシ

ンポジウム

やホームペ

ージ等を通

じて、分かり

やすく社会

に向けて情

報発信する。 
ロ．関与者ネ

ットワーク

の活用など

を通して、研

究開発成果

の社会への

活用及び展

開を図る。 
ハ．課題実施

者自らも、社

会に向けて

研究内容や

その成果に

ついて情報

発信するよ

う促す。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

2.(1) ② 産学が連携した研究開発成果の展開 

関連する政策・施策 政策目標 7 科学技術・学術政策の総合的な推進 
 施策目標 7－1 科学技術関係人材の育成及び科学技術に関する

国民意識の醸成 
 施策目標 7－2 イノベーション創出に向けた産学連携の推進及

び地域科学技術の振興 
 施策目標 7－4 科学技術の国際活動の戦略的推進 
政策目標 8 基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 
 施策目標 8－2 科学技術振興のための基盤の強化 
政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 
 施策目標 9－1 ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推進

及び倫理的課題等への取組 
 施策目標 9－2 情報通信分野の研究開発の重点的推進 
 施策目標 9－3 環境分野の研究開発の重点的推進 

当該事業実施に係る根拠（個
別法条文など） 

国立研究開発法人科学技術振興機構法第１８条 
第一号 新技術の創出に資することとなる科学技術に関する基礎研究及び基
盤的研究開発を行うこと。 

第二号 企業化が著しく困難な新技術について企業等に委託して企業化開発
を行うこと。 

第三号 前 2 号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進する
こと。 

第七号 前 2 号に掲げるもののほか、科学技術に関する研究開発の推進のた
めの環境の整備に関し、必要な人的及び技術的援助を行い、並びに資材及び
設備を提供すること(大学における研究に係るものを除く。)。 

第九号 研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研
究開発等の効率的推進等に関する法律(平成 20 年法律第 63 号)第 43 条の 2
の規定による出資並びに人的及び技術的援助を行うこと。 

第十号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 
当該項目の重要度、難易
度 

― 関連する研究開発評価、政策
評価・行政事業レビュー 

平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
2．主要な経年データ 
 ①主要な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度  H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

応募数（件） － 4,890 4,788 4,259 2,002  予算額（千円） 81,689,666
※ 

27,471,548 25,960,812 22,941,599  

採択数（件） － 1,348 1,019 561 458  決算額（千円） 19,975,644 26,359,326 29,569,628 26,331,538  

特許出願数（件） － 273 674 709 111  経常費用（千円） 107,525,024 
の内数 

130,937,687 
の内数 

144,296,465 
の内数 

122,515,035 
の内数 

 

 経常利益（千円） 762,378 
の内数 

720,154 
の内数 

640,652 
の内数 

251,935 
の内数 

 

行政サービス実施コスト
（千円） 

115,911,045 
の内数 

135,757,718 
の内数 

149,010,757 
の内数 

145,953,583 
の内数 

 

 
従事人員数（うち研究者数）
（人） 

140（0） 133（0） 138（0） 137（0）  

※H24 年度補正予算（政府出資金 50,000 百万円（内 22,000 百万円は H25 年度に国庫納付）、運営費交付金 10,000 百万円）を含む。 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計

画 
年度計画 主な評価軸

（評価の視
点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ・機構及び大

学等におけ

る基礎研究

等により生

み出された

新技術を産

業界へ橋渡

しすること

により、研究

開発成果の

実用化を促

進し、科学技

術イノベー

ションの創

出に貢献す

る。 

・機構は、

大学等にお

ける基礎研

究により生

み出された

新技術を基

に、柔軟な

運営により

企業が単独

では実施し

づらい基盤

的かつ挑戦

的な研究開

発を推進す

ることで、

科学技術イ

ノベーショ

ン創出に貢

献する。 

・機構は、基

礎研究によ

り生み出さ

れた新技術

を基に、企業

が単独では

実施しづら

い研究開発

を推進する

ことで、科学

技術イノベ

ーション創

出に貢献す

る。 

［推進方法］ 

【最適な支

援タイプの

組み合わせ

による中長

期的な研究

開発】 

ⅰ．運営方針 

ⅱ．民間資源

の活用 

イ．民間企業

負担を促進

する。 

ロ．成果の普

及及び活用

の促進を行

う。 

ⅲ．研究開発

課題の選抜 

イ．企業等を

活用した研

究開発等に

必要な研究

【評価軸】 
・フェーズ
に応じた優
良課題の確
保、適切な
研究開発マ
ネジメント
を行ってい
るか 
 
 
 
 
 
 
 
〈 評 価 指
標〉 
・優良課題
の選定に向
けた審査制
度設計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究成果展開事業において、平成 27 年度は以下のプログラムを実施した。 

・研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP） 

・産学共創基礎基盤研究プログラム（産学共創） 

・戦略的イノベーション創出推進プログラム（S-イノベ） 

・マッチングプランナープログラム（マッチングプランナー） 

・先端計測分析技術・機器開発プログラム（先端計測） 

・産学共同実用化開発事業（NexTEP） 

・センター・オブ・イノベーション（COI）プログラム（COI） 

・世界に誇る地域発研究開発・実証拠点（リサーチコンプレックス）推進プログラム（リサーチコンプ

レックス） 

・大学発新産業創出プログラム（START） 

・出資型新事業創出支援プログラム（SUCCESS） 

 

 

■優良課題選定のための発掘・創成プロセス強化 

・機構職員を中心として、優良課題を探索し創成する取組を実施した。代表的な取組例は以下の通りで

ある。 

 （A-STEP）平成 27 年度も、有望課題を精選するため、イノベーション推進マネージャー（IPM）

を中心とする機構職員が、課題を探索し作り込む「課題創成」を実施した。取組による応募・採

択の実績は、以下の通り、平成 26 年度を上回った。 

 H26 年度 H27 年度 

応募に至った課題数（a） 52 54 

面接選考に至った課題数 11 25 

採択に至った課題数（b） 7 18 

採択率（b/a） 13.5% 33.3% 

 （A-STEP）平成 27 年度も、戦略的創造研究推進事業の成果を展開するため、IPM を中心とする

機構職員が、中間評価、事後評価の場に参加して情報を収集し、事業化の可能性を見込む成果を

探索し、応募につなげる取組を実施した。取組による採択の実績は、以下の通り、平成 26 年度

を上回った。なお、採択に至った課題の 75%が「課題創成」による課題であった。 

 H26 年度 H27 年度 

採択に至った課題数 5 12 

採択課題に占める割合 11.4% 33.3% 

 （SUCCESS）ベンチャー企業からの相談 40 件に対応するだけではなく、メディア情報や社内調査

を基に、機構からベンチャー企業へ積極的にアプローチし、開拓した 5件へ出資を実行した。 

 （SUCCESS）機構の成果を基にしたベンチャー企業を発掘するため、出資先ポートフォリオの充

実に必要な分野に関連する、戦略的創造研究推進事業の領域会議や研究成果展開事業の事業説明

会、大学発新産業創出プログラム（START）の展示会等において、制度説明を積極的に行った。 

＜評定に至った理由

＞ 

・国立研究開発法人の

目的・業務、中長期

目標等に照らし、法

人の活動による成

果、取組等について

諸事情を踏まえて

総合的に勘案した

結果、支援課題が創

出した研究成果に

関して、高性能高機

能色彩材料の量産

本格化、エアロゾル

複合分析計や内視

鏡ホルダーロボッ

トの販売開始をは

じめとする製品化

等の実用化・社会実

装、ドイツ・イノベ

ーション・アワード

や文部科学大臣表

彰等の国内外での

受賞、他省庁や金融

機関を含む、機構内

外での次ステージ

への展開等、数多く

の実績が確認でき、

「研究開発成果の

最大化」に向けて顕

著な成果の創出や

将来的な成果の創

出の期待等が認め

られ、着実な業務運

営がなされている

ため、評定を Aとす

る。 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
・平成 27 年度における

中長期計画の実施状
況については、適正、
効果的かつ効率的な
業務運営の下で「研
究開発成果の最大
化」に向けて顕著な
成果の創出や将来的
な成果の創出の期待
等が認められるた
め、評定を A とする。 

 
＜業務の実績＞ 
・基礎研究から実用化
までの研究段階に応
じた息の長い支援を
担い、高性能高機能
色彩材料の量産本格
化、ドイツ・イノベ
ーション・アワード
の受賞など、社会的
インパクトのある多
くの顕著な実績や国
際的な評価を生んで
いる。生み出された
研究成果が、ＪＳＴ
内外の制度への展
開、他機関との共同
研究等、実用化に向
けて継続的に発展し
ている。 

 
＜業務のマネジメント
＞ 
・各事業ではＰＯ等に
よるサイトビジッ
ト・中間評価等を通
じて、拠点間の連携
や情報交換、助言、
研究テーマの絞り込
みや計画の見直し・
打切り等の研究開発
体制の改善等を柔軟
に行っており、優良
課題の育成と研究開
発成果の最大化を促
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開発課題を

公募する。 

ロ．課題の新

規性、目標の

妥当性等の

視点から選

考する。ま

た、研究開発

計画の最適

化案を提案

者に提示し

調整を行う。 

ハ．公募にあ

たっては、

COI STREAMに

係るビジョ

ン等を踏ま

え実施する。 

ⅳ．研究開発

の推進 

イ．知的財産

の形成に努

める。また、

COI STREAMの

ビジョン等

を踏まえた

ものは、文部

科学省と連

携しつつ、社

会的課題に

対応した課

題を推進す

る。 

ロ．継続課題

は年度当初

より、新規課

題は採択後

速やかに研

究開発を推

進する。 

ハ．研究開発

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・成果の最
大化に向け
たマネジメ
ント 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

■優良課題選定のための審査プロセス強化 

・優良課題を選定するための審査の体制や方法を強化した。代表的な取組例は以下の通りである。 

 （A-STEP）平成 27 年度より、事業スキームを見直すとともに、課題の審査と推進の体制を一本

化し、プログラムオフィサーの全体マネジメントに対する権限の強化と責任の明確化を行った。

また、ステージごとに異なる審査体制を構築し、研究開発のフェーズに応じた審査を実施した。 

 （産学共創）プログラムオフィサーと機構職員が、これまでに採択した課題では解決できない要

素を特定した上で、新たな課題の公募・採択を実施した。技術テーマ「テラヘルツ波新時代を切

り拓く革新的基盤技術の創出（テラヘルツ）」では、「バイオに関する計測」と「イメージング基

盤技術」を掲げ、技術テーマ「革新的構造用金属材料創製を目指したヘテロ構造制御に基づく新

指導原理の構築（ヘテロ構造制御）」では、「新しい組織制御（第二相、格子欠陥）」、「高信頼性・

高寿命化（耐食性、耐熱性等）」等のキーワードを新たに追加した。 

 （マッチングプランナー）全国 5ブロック別の評価委員会において、各地域の特色を考慮して採

択候補課題を選考した上で、全国合同の評価委員会を開催し、地域間の公平性を確保した。 

 （先端計測）成果の波及効果について、利用ニーズ規模や市場予測等の裏付けとなる根拠を、資

料の出典も含めて申請書に記載することを求めた。 

 （NexTEP）導入試験の事後評価のための評価委員会において、実用化開発への移行の可否の評価

を行い、5課題のうち 2課題の実用化開発への移行を不認定とした。 

 （リサーチコンプレックス）提案内容等の審査のため、通常の査読・面接審査に加えてサイトビ

ジットを行い、現地での企業や研究機関の集積状況を事前に確認した。 

 （SUCCSESS）出資や研究開発等の経験を有する民間出身の外部有識者等 7 名からなる投資委員

会を設置し、投資対象として適当と判断される案件について、技術や事業の将来性を審査すると

ともに、研究開発計画や経営方針の改善等を促した。 

 

 

■適切な進捗管理に基づく開発の推進・加速 

・機構職員がプログラムオフィサー等と協力連携して、各支援課題の進捗を把握するとともに柔軟かつ

適切な支援を実施した。代表的な取組例は以下の通りである。 

 （A-STEP）研究開発分野の見直し・大括り化を行い、平成 26 年度までは 8分野であった審査・

推進のための分類を、平成 27 年度より 4分野に変更した。 

 （A-STEP）ステージⅡにおいて、新たな課題審査・推進体制の下、中間評価実施課題の 1割強を

中止するとともに、年度途中での研究開発計画の拡大・縮減・中止などに迅速・柔軟に対応した。 

 （S-イノベ）ステージⅢ移行予定課題について、プログラムオフィサーや機構職員がヒアリング

を行い、研究開発テーマ「有機材料を基礎とした新規エレクトロニクス技術の開発（有機 EL）」

においては、要素技術の確立に伴い、開発リーダーを材料メーカーからディスプレイ製造企業に

変更する等、実用化の加速に向けて助言した。 

 （産学共創）共創の場において、企業と大学の対話を密に図り、終了課題の 90%（10 課題のうち

9課題）が企業との共同研究等に発展した。 

 （マッチングプランナー）採択課題のうち特に有望と判断されるものについてマッチングプラン

ナーがサイトビジットを実施し、企業・大学双方の研究者を交えて今後の進め方を議論して、支

援終了後の成果イメージを明確にした。 

 

 

【優良課題の選定に

向けた審査制度設

計】 

・機構職員が優良課題

を探索し作り込み、

応募・採択に結びつ

ける取組を強化し、

昨年度を上回る実

績を達成したこと

は、評価できる。 

・機構職員が優良課題

を選定するため、産

学マッチング型共

同研究、産学共同研

究開発拠点形成、大

学発ベンチャーを

支援する各制度に

ついて、成果の効果

的・効率的な創出の

観点から審査の体

制や方法を強化し

たことも、評価でき

る。 

 

【成果の最大化に向

けたマネジメント】 

・機構職員がプログラ

ムオフィサー等と

協力連携して、産学

マッチング型共同

研究、産学共同研究

開発拠点形成、大学

発ベンチャーを支

援する各制度につ

いて、個々の支援課

題の進捗を把握す

るとともに、研究開

発の計画・体制・経

営方針の改善の助

進している。 
 
【A-STEP】 
・優良課題を探索し作
り込み、応募・採択
に結びつける取組を
強化し、昨年度を上
回る実績を達成した
ことは、評価できる。 

 
【A-STEP、産学共創、

S-イノべ】） 
・プログラムオフィサ
ー等によるサイトビ
ジット、中間評価等
を通じて、支援課題
の進捗状況を適切に
把握するとともに、
研究開発計画の改善
に向けた助言や開発
の打ち切り等の柔軟
な対応を行い、優良
課題の育成と成果の
最大化を促進してい
ることは評価でき
る。 

 
【A-STEP、産学共創、

S-イノベ】 
・本事業の支援によっ
て創出された研究開
発成果が、売上創出、
関連ビジネスへの展
開、起業等の様々な
実績を創出している
ことは、高く評価で
きる。 

 
【A-STEP、産学共創、

S-イノベ、NexTEP】 
・本事業の支援によっ
て創出された研究開
発成果が、機構内外
の制度への展開、他
機関との共同研究、
金融機関の支援等、
実用化に向けて多様
な形態で展開してい
ることは、高く評価
できる。 

 
【先端計測】 
・米国で開催された世
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費の柔軟な

配分を行う。 

ⅴ．評価と評

価結果の反

映・活用 

イ．課題の事

後評価を実

施し、評価結

果を事業の

運営に反映

させる。 

ロ．追跡調査

を実施し、結

果を事業の

運営に反映

させる。 

ハ．開発終了

課題製品化

率について、

結果を事業

の運営に反

映させる。 

ⅵ．成果の公

表・発信 

イ．社会に向

けて情報発

信する。 

ロ．研究者自

らも社会に

向けて情報

発信するよ

う促す。 

ⅶ．旧地域イ

ノベーショ

ン創出総合

支援事業 

イ．追跡調査

を実施し、結

果を事業の

運営に反映

させる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリ
ング指標〉 
・ 事 業 改
善・強化に
向けた取組 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （COI）サイトビジットや面談の際に、ビジョナリーリーダーから、社会実装を見据えた計画作

成を求めた。 

 （START）各課題の進捗状況に応じて、プログラムオフィサーと調整の上、研究開発費の増額に

よる事業化の加速や前倒し等を実施した。支援を受けて 3社が起業、7社が平成 28 年度初頭に

起業見込みである。 

 （START）「技術シーズ選抜育成プロジェクト［ロボティクス分野］」について、メンター、プロ

グラムオフィサー、機構職員によるサイトビジット、テレビ会議等を実施し、投資家等に示す試

作品の展示方法も含め、メンタリング（助言・指導）を実施した。 

 （SUCCESS）推進プログラムオフィサー（民間出身ベンチャー支援専門人材）及び機構職員がベ

ンチャーからの相談に随時対応した件数が 109 件（累計）に達した。 

 

■成果展開活動 

・支援課題が創出した成果を機構内外の制度や機関に展開するための活動を実施した。代表的な取組例

は以下の通りである。 

 （A-STEP）「探索タイプ」を対象として分野ごとに新技術説明会を開催した。成果を紹介した 35

課題のうち、20 課題について企業との個別相談につながった。JST フェア 2015、JASIS2015（分

析展 2015（第 53 回）／科学機器展 2015（第 38 回））等の展示会にも出展し、研究開発成果の展

開を促進した。 

 （先端計測）米国で開催される世界最大の分析機器・理化学関連機器展示会 Pittcon2016 への出

展に関する初の試みとして、日本貿易振興機構（JETRO）と協力連携し、ジャパンパビリオン（JETRO

ブース）に出展した。JETRO の専門家による出展者と来場者のビジネスマッチングの促進等、成

果の海外展開に向けて強力な支援を行った。 

 （START）「技術シーズ選抜育成プロジェクト［ロボティクス分野］」における試作品展示会を企

画・開催し、文部科学省やプログラムオフィサー、研究開発チーム等の関係者と調整し、集客活

動や開催に係る業務を着実に実施した。 

 

 

 

■事業スキームの見直し 

・機構職員が自主的に事業スキームの改善する取組を実施した。代表的な取組例は以下の通りである。 

 （A-STEP）制度の大括り化を行い、平成 26 年度までは 4ステージ 10 支援タイプ（サブタイプ含

む）であった構成を、平成 27 年度より 3ステージ 6支援タイプに変更した。特に、ステージⅠ

には新たな支援タイプを設置し、個別企業の事業計画に基づいた研究開発だけでなく、特定テー

マにおける非競争領域での研究開発支援も開始した。 

 （A-STEP）ステージⅢについては、産学共同実用化開発事業（NexTEP）評価委員長をプログラム

オフィサーとして、NexTEP 評価委員会が事前評価から課題推進を経て事後評価まで実施する体

制とした。 

 （A-STEP）ステージⅢ「NexTEP-A タイプ」について、平成 27 年度下期より、有望な課題の発掘

と応募を常時促進する、随時公募へ移行した。 

 （先端計測）製品化までの開発期間の短縮と早期の実用化を図るため、「要素技術タイプ」と「先

端機器開発タイプ」の 2つに整理し、従来の「実証・実用化タイプ」と「開発成果の活用・普及

言や、中止・統合・

加速の判断等、柔軟

かつ適切な支援を

実施したことは、評

価できる。 

・新技術説明会や JST

フェアをはじめと

する産学マッチン

グイベントの開催、

日本貿易振興機構

（JETRO）との協力

連携によ国際展示

会への出展をはじ

めとする国内外の

ビジネスマッチン

グイベントの出展

等、支援課題が創出

した成果を機構内

外の制度や機関に

展開するため多様

な活動を実施して

いることも、評価で

きる。 

 

【成果の実用化・社会

実装の状況】 

・本事業の支援によっ

て創出された研究

開発成果が、売上創

出、事業の本格展

開、海外展開、関連

ビジネスへの展開、

起業等の実績を着

実に創出している

ことは、高く評価で

きる。 

・本事業の支援によっ

て創出された研究

開発成果が、国内外

において権威ある

数々の賞を受賞し

界最大の分析機器・
理化学関連機器展示
会Ｐｉｔｔｃｏｎ２
０１６へ出典するな
ど、成果が展開され
るための工夫が評価
できる。 

・本事業で開発された
エアロゾル複合分析
系が販売されるな
ど、ＰＭ２．５に対
応するための社会的
ニーズに応じた研究
開発がされている。 

・当該事業部内の全体
予算に比べ少ない予
算額であるにもかか
わらず、R&D 100 
Award を受賞するな
ど効果的に成果を出
している。 

 
 
【ＣＯＩ】 
・ビジョナリーリーダ
ー等がサイトビジッ
トを行い、拠点間の
連携・情報交換やビ
ジョンに見合った研
究テーマの絞り込み
を求める等、進捗状
況に応じて研究開発
体制を改善したこと
は評価出来る。 

 
【マッチングプランナ
ー】 

・マッチングプランナ
ー15 名を採用すると
ともに、全国５カ所
のオフィスを開設
し、迅速に優良課題
の掘り起こし体制を
確立したことは評価
できる。 

 
【リサーチコンプレッ
クス】 

・提案内容等の審査の
ため、通常の査読・
面接審査に加えてサ
イトビジットを行
い、現地での企業や
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ロ．社会に向

けて情報発

信する。ま

た、研究者自

らも社会に

向けて情報

発信するよ

う促す。 

 

【産業界に

共通する技

術的な課題

の解決に資

する研究開

発】 

ⅰ．運営方針 

ⅱ．研究開発

の推進 

イ．効果的な

研究開発を

推進する。継

続課題は、年

度当初より

研究開発を

推進する。ま

た、知的財産

の形成に努

める。 

ロ．研究開発

の進捗に応

じて、サイト

ビジット、産

学共創の場

の開催を行

う。 

ⅲ．評価と評

価結果の反

映・活用 

イ．課題の事

後評価を実

施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・応募件数 
 
 
 
 
 
 
 
 
・採択件数 
 
 

促進」は「先端機器開発タイプ」に統合した。 

 （COI）当該事業費で雇用するポスドク等研究者を対象に、他制度等の外部資金を獲得して拠点

の目的達成に資する研究を行う場合は、人件費を全額支出できる取扱いに変更した。外部資金獲

得の促進を図り、拠点での研究継続と研究者のキャリア形成の両面に対する支援を強化した 

 （START）平成 27 年度より機構の運営費交付金事業として実施するため、文部科学省からの移管

業務を円滑に遂行した。 

 

■業務プロセスの改善 

・機構職員が自主的に業務プロセスを改善する取組を実施した。代表的な取組例は以下の通りである。 

 （マッチングプランナー）マッチングプランナー15 名の採用、全国 5か所のオフィス開設を迅

速に進め、優良課題の掘り起こし体制を確立した。 

 （先端計測）文部科学省先端研究基盤共用・プラットフォーム形成事業における NMR プラットフ

ォームと連携して、NMR プラットフォームに将来確実に導入が期待できるように、現場における

ユーザーニーズに合致する開発課題を採択した。 

 （リサーチコンプレックス）プログラムオフィサーを補佐する総括戦略ディレクターを配置し、

本採択拠点だけでなく、FS 採択拠点に対しても、密接な指導、助言、進捗管理が実施できる体

制を構築した。 

 （START）事業プロモーター懇談会を 2回開催し、大学等における研究開発プロジェクトのマネ

ジメントや経営者候補の探索等について意見交換を行った。 

 （SUCCESS）内閣官房に設置された官民ファンドの活用推進に関する関係閣僚会議幹事会の下、

シーズ・ベンチャー支援に関する官民ファンド連携チーム会合を、株式会社産業革新機構、官民

イノベーションプログラム（国立大学への出資事業）と共催した。民業補完に配慮した上で、各

官民ファンドが有する専門性を活用しつつ、効果的・効率的な支援を促進するため、計 6回の会

合を持ち、企業の成長ステージに応じた連携の在り方について協議した。 

 （SUCCESS）機構職員の定期的なミーティングにおいて、コンプライアンス意識の醸成に努める

とともに、今後の出資先の株式公開（IPO）等を見据え、複数の証券会社、ベンチャーキャピタ

ル、株式会社産業革新機構と情報交換し、イグジットの在り方について検討を進めた。 

 （A-STEP ほか）機構によるファンディング事業の研究開発状況や成果等の情報を一元管理する

情報基盤として整備している FMDB について、平成 27 年度は、15,096 件の研究成果展開事業等

（旧事業含む）の支援課題基本情報を精査し、国立情報学研究所が運用する ProjectDB にて公開

した。 

 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

事業全体の応募数（件） 4,788 4,259 2,008 

うち、（A-STEP）（件） 4,109 3,914 275 

うち、機構他事業の技術シーズからの課題数（件） 36 18 87 

うち、課題創成数（件） 22 35 606 

*H27 年度の数値の減少は A-STEP 制度変更のため。 

 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

事業全体の採択数（件） 1,015 558 460 

たことは、実用化・

社会実装に向けた

実績や可能性が高

く評価されている

ことの証左である。 

 

【成果の次ステージ

への展開状況】 

・本事業の支援によっ

て創出された研究

開発成果が、機構内

外の制度への展開、

他機関との共同研

究、金融機関の支援

等、実用化に向けて

多様な形態で展開

していることは、高

く評価できる。 

・特に、機構内では、

同一制度だけでな

く、同じ事業内の他

制度や異なる事業

の制度にも展開し

ており、機構外で

も、他省庁をはじめ

とする多様な機関

の制度へ展開して

おり、実用化に向け

て継続的かつ長期

的な支援を獲得し

ていることも、評価

できる。 

 

【フェーズに応じた

研究開発成果】 

・達成すべき成果を上

回る割合の支援課

題が、実用化に向け

た次の研究開発フ

ェーズに進むため

の十分な成果が得

研究機関の集積状況
を事前に確認したこ
とは、評価できる。 

・プログラムオフィサ
ーを補佐する総括戦
略ディレクターを配
置し、本採択拠点だ
けでなく、FS 採択拠
点に対しても、密接
な指導、助言、進捗
管理が実施できる体
制を構築したことは
評価できる。 

 
【START】 
・プログラムオフィサ
ーと調整の上、研究
開発費の増額による
事業化の加速や前倒
し等、事業プロモー
ター懇談会による研
究開発プロジェクト
マネジメントや経営
者候補の探索等につ
いての意見交換を行
い、優良課題の育成
と研究開発成果の最
大化を促進している
ことは評価できる。 

 
【SUCCESS】 
・出資先企業の開拓の
ために機構からベン
チャー企業へ様々な
手段により積極的に
アプローチを行い、
相談にも随時対応し
ており、優良課題の
育成を促進している
ことは評価できる。 

 
＜今後の課題＞ 
・リサーチコンプレッ
クスについて、本採
択拠点における事業
の着実な実施、FS 拠
点における再審査に
向けた事業の実施に
ついて、各拠点との
連絡をより一層密に
し、進捗管理を行う
とともに、それぞれ
が抱えている課題に
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ロ．技術テー

マの中間評

価を実施し、

結果を事業

の運営に反

映させる。 

ハ．評価結果

は公表する。 

ⅳ．成果の公

表・発信 

イ．社会に向

けて情報発

信する。 

ロ．研究実施

者自らも社

会に向けて

情報発信す

るよう促す。 

 

【機構が配

置する専門

人材が戦略

的に地域の

企業ニーズ

を把握し、地

域の枠組み

を越えて全

国の大学等

発シーズと

結びつけ、共

同研究から

事業化に導

く取組】 

ⅰ．運営方針 

ⅱ．マッチン

グの推進 

イ．専門人材

の活用等に

より地域の

企業ニーズ

把握と大学

 
 
 
 
 
 
 
・業説明会
等実施回数 
 
 
 
・サイトビ
ジット等実
施回数 
・拠点・コ
ンソーシア
ムにおける
情報交換等
実 
施回数 
 
【評価軸】 
・フェーズ
に応じた適
切な研究開
発成果の創
出、次ステ
ージへの展
開が図られ
ているか 
 
〈 評 価 指
標〉 
・成果の実
用化・社会
実装の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

うち、（A-STEP）（件） 927 528 58 

うち、機構他事業の技術シーズからの課題数（件） 10 4 10 

うち、課題創成数（件） 7 7 189 

*H26・27 年度の数値の減少は A-STEP 制度変更のため。 

 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

事業説明会等実施数（回） 117 80 112 

うち、（A-STEP）（回） 70 55 46 

 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

サイトビジット等実施数（回） 341 527 602 

うち、（A-STEP）（回） 93 116 54 

うち、（COI）（回） 90 265 84 

拠点・コンソーシアムにおける情報交換実施数（回） 11 12 14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成 27 年度に成果の実用化・社会実装が確認できた事例は 62 件あった。そのうち、売上創出 39 件、

事業の本格展開 21 件、海外展開 8件、関連ビジネスへの展開 7件、起業 9件、雇用創出 10 件、実施

料納付開始 2件（いずれも延べ数）が認められた。代表的な事例は以下の通りである。 

成果 研究者名 制度名等 詳細 

高性能高機能色彩

材料の開発・大量生

産に向けた設備投

資 

大 日 精 化 工 業

（株）・後藤 淳 氏

（京都大学 准教

授） 

A-STEP（シーズ育

成）「有機触媒型リ

ビングラジカル重

合を基盤とした高

性能高機能色彩材

料の開発」（平成 23

～26 年度） 

京都大学で発明された「有機触媒

を利用した制御重合法」を用いて、

高分子分散剤や各種高分子機能剤

を低コストで合成することに成

功。大量生産に向けたパイロット

プラントも建設。本重合法による

関連製品の年間売上額数十億円以

上を目指す。 

大規模データ可視

化ソリューション

ツールの製品化 

サイバネットシス

テム（株）・小山田 

耕二 氏（京都大学 

教授） 

A-STEP（シーズ育

成）「融合可視化技

術に関する研究開

発」（平成 24～26 年

京都大学で開発された粒子ベース

ボリュームレンダリング技術を応

用して、データを軽量化しメモリ

消費量を低減化することに成功。

られたとの事後評

価結果を得たこと

は、評価できる。 

・機構の出資先機関

が、機構の出資額の

約9倍の民間資金を

調達し、民間資金の

呼び込み効果が認

められたことは、高

く評価できる。 

 

＜今後の課題＞ 

・産学マッチング型共

同研究、産学共同研

究開発拠点形成、大

学発ベンチャーを

支援する各制度に

ついて、優良課題の

発掘・創成、研究開

発の進捗状況に応

じた適切なマネジ

メントを、成果の効

果的・効率的な創出

の観点からさらに

強化し、研究開発成

果の実用化・社会実

装を促進する。 

・研究開発成果の実用
化・社会実装を効果
的かつ効率的に促
進するため、機構内
外の多様な制度や
国内外の産学官金
のステークホルダ
ーとの連携をさら
に強化し、最適な支
援を将来的に提供
するための人的体
制の整備やネット
ワーク構築を図る。 

 
【優良課題の選定に
向けた審査制度設
計】 

・機構職員が優良課題

対する適切な指導・
助言を継続して行う
必要がある。 

・事業成果について、
国費による支援期間
終了後に民間資金を
呼び込む効果が上が
っているかを追跡調
査により検証し、フ
ァンディング制度全
体の信頼性を高める
取組を行うことが期
待される。 

・研究開発成果の実用
化や社会実装を効果
的・効率的に促進す
るため、他事業との
連携を強化するなど
して、これまで以上
に開発当初から社会
実装を見据えた研究
開発を実装する必要
がある。 

 
＜その他事項＞ 
・科学技術・学術審議
会先端研究基盤部会
先端計測分析技術・
システム開発委員会
において、日本の先
端研究を支える計測
機器開発・利用及び
それらを活用したイ
ノベーション創出を
JST の総力で実現す
ること、また、研究
施設・設備の共用化、
人材育成、標準化、
プラットフォーム化
など政策連携を進め
ることの重要性が指
摘されている。 
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等の技術シ

ーズのマッ

チングを行

う。 

ⅲ．研究開発

課題の選定 

イ．技術シー

ズの実用化

可能性の探

索に必要な

研究開発課

題を公募す

る。 

ロ．企業ニー

ズの解決に

つながるか

という視点

から選考す

る。 

ⅳ．研究開発

の推進 

イ．実用化可

能性の探索

に向けた研

究開発を推

進する。 

ⅴ．評価と評

価結果の反

映・活用 

イ．専門人材

の活用につ

いて評価を

実施し、結果

を事業の運

営に反映さ

せる。 

ⅵ．成果の公

表・発信 

イ．社会に向

けて情報発

信する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

度） 汎用可視化ソフトウェアに実装

し、平成 27 年 8 月に販売開始（製

品名「AVS/Express 8.3」）。 

フォトカソード電

子ビーム技術の産

業利用化を目指す

ベンチャー企業の

設立 

西谷 智博 氏（名古

屋大学 特任講師）

／日本電子（株） 

A-STEP（探索）「量

子効果を利用した

高耐久半導体電子

源による高輝度電

子ビームの実現」

（平成 23 年度）／

先端計測（要素技

術）「高速１ショッ

ト観測を実現する

フォトカソード電

子源の開発」（平成

26～29 年度（予定）） 

平成 26 年 12 月、NEDO 大学発起業

家支援事業「TCP」で最優秀賞受賞。

平成27年 7月、ベンチャー企業「フ

ォト・エレクトロン・ソウル」を

創業。製品の第 1 弾として、後付

で電子顕微鏡を飛躍的に高性能化

する電子銃ユニットを準備中（平

成 28 年 1 月時点）。 

心筋再生細胞製剤

を製造するベンチ

ャー企業の設立 

松山 晃文 氏（医薬

基盤・健康・栄養研

究所 創薬資源部 

部長）・株式会社産

学連携研究所 

A-STEP（起業挑戦）

「同種脂肪組織由

来多系統前駆細胞

の重症心不全治療

細胞医薬品として

の開発」（平成 24～

28 年度／平成 27 年

度よりAMEDが支援） 

重症心不全の治療を目的とする

Ready-made 型再生医療等製品の開

発に成功。この成果をもとに平成

27 年 4 月 、 Adipo Medical 

Technology 株式会社を設立。企業

治験を進め、平成 30 年度には製造

販売承認申請を行い、平成 32 年度

には年間売上げ 5億円を目指す。 

エアロゾル複合分

析計の販売開始 

竹川 暢之 氏（首都

大学東京 教授）・富

士電機（株） 

先端計測（機器開

発）「実時間型エア

ロゾル多成分複合

分析計の開発」（平

成 20～24 年度） 

開発したエアロゾル複合分析計プ

ロトタイプ機を川崎市「環境技術

産学公民連携公募型共同研究事

業」を活用し、平成 26 年 11 月～

平成 27 年 3 月の間、川崎市と共同

でフィールド評価を実施。平成 27

年 6 月、PM2.5 の主要成分を測定・

分析するエアロゾル複合分析計と

して発売。 

「スマートウエア」

向け新素材の開発 

立命館大学・東洋紡

（株） 

COI「運動の生活カ

ルチャー化により

活力ある未来をつ

くるアクティブ・フ

ォー・オール拠点」

（平成25～33年度） 

着用者の生体情報を取得するため

に必要な、センサ用電極・配線材

に用いるフィルム状の機能性素材

「COCOMI（心美）」を開発。この素

材を使ったスポーツ向けのスマー

トウエアを平成 29 年に発売予定。

心拍数だけではなく、心電図や呼

吸数の測定も想定。 

 

を探索し作り込み、
応募・採択に結びつ
ける取組を強化し、
昨年度を上回る実
績を達成したこと
は、評価できる。 

・機構職員が優良課題
を選定するため、産
学マッチング型共
同研究、産学共同研
究開発拠点形成、大
学発ベンチャーを
支援する各制度に
ついて、成果の効果
的・効率的な創出の
観点から審査の体
制や方法を強化し
たことも、評価でき
る。 

 
【成果の最大化に向
けたマネジメント】 

・機構職員がプログラ
ムオフィサー等と
協力連携して、産学
マッチング型共同
研究、産学共同研究
開発拠点形成、大学
発ベンチャーを支
援する各制度につ
いて、個々の支援課
題の進捗を把握す
るとともに、研究開
発の計画・体制・経
営方針の改善の助
言や、中止・統合・
加速の判断等、柔軟
かつ適切な支援を
実施したことは、評
価できる。 

・新技術説明会や JST
フェアをはじめと
する産学マッチン
グイベントの開催、
日本貿易振興機構
（JETRO）との協力
連携によ国際展示
会への出展をはじ
めとする国内外の
ビジネスマッチン
グイベントの出展
等、支援課題が創出
した成果を機構内



69 
 

ロ．研究実施

者自らも社

会に向けて

情報発信す

るよう促す。 

 

【事業化ノ

ウハウを持

った専門人

材を活用し

たベンチャ

ー企業の創

出に資する

研究開発等

の推進】 

ⅰ．運営方針 

ⅱ．事業プロ

モーターユ

ニットの選

抜 

イ．大学等の

技術シーズ

に対して事

業ノウハウ

をもった機

関を公募す

る。 

ロ．事業育成

モデル、研究

機関との連

携と参画、実

現可能性等

の視点から

選考する。 

ⅲ．研究開発

プロジェク

トの選抜 

イ．研究成果

の起業によ

る実用化に

資する技術

・成果の次
ステージへ
の展開状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・平成 27 年度に成果の次ステージへの展開が確認できた事例は 167 件あった。そのうち、機構内制度

への展開 17 件、機構外制度への展開 66 件、他機関との共同研究等への展開 78 件、金融機関の支援

8件（いずれも延べ数）が認められた。それぞれの内訳と代表的な事例は以下の通りである。 

【機構内制度での展開】 

 （A-STEP（旧事業を含む））→（A-STEP）：3件 

 （A-STEP）→（START）：2件 

 （A-STEP）→（NexTEP）：1件（公文 裕巳 氏（岡山大学 教授）・桃太郎源株式会社／（A-STEP

（中小・ベンチャー開発））「がんワクチン機能を有する遺伝子医薬」（平成 23～26 年度）→公文 

裕巳 氏（岡山大学 教授）・杏林製薬株式会社／（NexTEP）「悪性胸膜中皮腫を対象とする遺伝子

治療用医薬品」（平成 25～38 年度（予定））） 

 （A-STEP）→復興促進プログラム（シーズ顕在化）：1件 

 （A-STEP）→知財活用促進ハイウェイ：2件 

 （A-STEP）→SATREPS：1 件 

 （A-STEP（旧事業を含む））→戦略的創造研究推進事業（さきがけ）：3件 

 （独創的シーズ展開事業（旧事業））→戦略的創造研究推進事業（CREST）：1件 

 （先端計測）→（SUCCESS）：1件 

 戦略的創造研究推進事業（さきがけ）→（A-STEP）：1件（小早川 令子 氏（東京大学特定プロ

ジェクト特任研究員）／戦略的創造研究推進事業（さきがけ（生命システムの動作原理と基盤技

術））「匂いに対する忌避行動を規定する神経回路の解明」（平成 19～21 年度））→小早川 令子 氏

（大阪バイオサイエンス研究所 室長）・ユーハ味覚糖株式会社（産学共同シーズイノベーション

化事業（旧事業／顕在化ステージ））「匂い本能に着目した食欲制御食品の開発」（平成 20～21

年度）→小早川 令子 氏（関西医科大学 学長特命教授）・株式会社カネカ／（A-STEP（シーズ育

成））「害獣忌避剤のコントロールドリリース技術の開発」（平成 27～31 年度（予定））） 

【機構外制度での展開】 

 （A-STEP）→NEDO／経済産業省：7件 

 （S-イノベ）→NEDO：1 件 

 （地域イノベーション創出総合支援事業（旧事業））→経済産業省：1件 

 （START）→NEDO：2 件 

 （A-STEP）→（START）→農林水産省（尾崎 功一 氏（宇都宮大学 教授）／（A-STEP（探索））

「環境中の磁場分布を地図とした自律移動体の走行ナビゲーションシステムの開発」（平成 22

年度）→尾崎 功一 氏（宇都宮大学 教授）・DBJ キャピタル（株）／（START）「日本産完熟イチ

ゴを世界展開するための超品質保持流通技術及び品質管理システムの開発」（平成 25～26 年度）

→宇都宮大学（ニッポンブランドイチゴ輸出戦略コンソーシアム）／農林水産省平成 26 年度農

林水産業におけるロボット技術導入実証事業（研究開発）「イチゴの高品質出荷を実現する分散

協働型収穫ロボットシステムの開発」（平成 26 年度） 

 （A-STEP）→農林水産省：2件 

 （A-STEP）→総務省：1件 

 （A-STEP）→国立精神・神経医療研究センター：1件 

 （A-STEP）→医薬基盤研究所：1件 

 （A-STEP）→金沢大学がん進展制御研究所共同研究：1件 

 （A-STEP）→一般財団法人熱･電気エネルギー技術財団：1件 

外の制度や機関に
展開するため多様
な活動を実施して
いることも、評価で
きる。 

 
【成果の実用化・社会
実装の状況】 

・本事業の支援によっ
て創出された研究
開発成果が、売上創
出、事業の本格展
開、海外展開、関連
ビジネスへの展開、
起業等の実績を着
実に創出している
ことは、高く評価で
きる。 

・本事業の支援によっ
て創出された研究
開発成果が、国内外
において権威ある
数々の賞を受賞し
たことは、実用化・
社会実装に向けた
実績や可能性が高
く評価されている
ことの証左である。 

 
【成果の次ステージ
への展開状況】 

・本事業の支援によっ
て創出された研究
開発成果が、機構内
外の制度への展開、
他機関との共同研
究、金融機関の支援
等、実用化に向けて
多様な形態で展開
していることは、高
く評価できる。 

・特に、機構内では、
同一制度だけでな
く、同じ事業内の他
制度や異なる事業
の制度にも展開し
ており、機構外で
も、他省庁をはじめ
とする多様な機関
の制度へ展開して
おり、実用化に向け
て継続的かつ長期
的な支援を獲得し
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シーズを公

募する。ま

た、事業プロ

モーターユ

ニットに開

示する。 

ロ．研究者及

び事業プロ

モーターユ

ニットによ

る共同提案

を募集する。 

ハ．プロジェ

クトの推進

体制、技術シ

ーズ、事業育

成、民間資金

調達計画等

の視点から

選考する。 

ⅳ．研究開発

の推進 

イ．研究開発

リスクや段

階など課題

の特性に応

じた効果的

な研究開発

を推進し、ベ

ンチャー企

業の創出等

に努める。 

ロ．継続プロ

ジェクトは

年度当初よ

り、新規プロ

ジェクトは

採択後速や

かに研究開

発を推進す

る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （A-STEP）→公益財団法人徳山科学技術振興財団：1件 

 （A-STEP）→鳥取県環境学術研究等振興事業：1件 

 （S-イノベ）→横浜市特区リーディング事業助成金：1件 

 （COI）→一般財団トヨタ・モビリティ基金：1件 

 （A-STEP）→文部科学省「英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業廃止措置研究・人

材育成等強化プログラム」：1件 

 （A-STEP）→文部科学省／AMED（移管分を含む）：7件 

 （先端計測）→文部科学省／AMED：1 件 

 （COI）→文部科学省／AMED：1 件 

 （A-STEP）→内閣府 SIP：2 件 

 （A-STEP）→内閣府 ImPACT：1 件 

 （A-STEP（旧事業を含む））→JSPS 科学研究費助成事業：32 件 

 （先端計測）→JSPS 科学研究費助成事業：1件 

【他機関との共同研究等】 

 （A-STEP（探索））→産学共同研究（榎園 正人 氏（日本文理大学 特任教授））／（A-STEP（探

索））「二層高透磁率形状記憶複合材料の開発」（平成 23 年度）→日本金属株式会社、吉川精密株

式会社と共同で、モータ回転時に発生する渦電流損を従来品の半分以下に減らせるモータ鉄心を

開発（平成 27 年 9 月）） 

 （S-イノベ）→産学共同研究（三菱電機エンジニアリング株式会社・田中 孝之 氏（北海道大学 

准教授）／（S-イノベ）「高齢社会での社会参加支援のための軽労化技術の研究開発と評価シス

テムの構築」（平成 20～23 年度）→株式会社ニコンとの共同研究で、着るだけで作業中の腰の負

担を可視化することができる複数のセンサを内蔵したセンサ内蔵ウェアを開発（平成27年9月）） 

 （先端計測）→産学共同研究（山谷 泰賀 氏（放射線医学総合研究所 チームリーダー）・浜松ホ

トニクス株式会社／（先端計測）「普及型・高精細 PET／MRI 一体型装置の開発」（平成 25～26

年度）→株式会社アトックスとの共同研究により、世界初となるヘルメット型 PET の開発に成功

（平成 27 年 11 月））、他 75 件 

【金融機関の支援】 

 （A-STEP）→株式会社産業革新機構等（安田 彰 氏（法政大学 教授）・株式会社 Trigence 

Semiconductor／（A-STEP（実用化挑戦）「フルデジタルスピーカー信号処理用 LSI」（平成 21～

23 年度）→株式会社 Trigence Semiconductor への投資をインテルキャピタルが発表（平成 24

年 5 月）→株式会社産業革新機構が 4.8 億円を上限とする出資を実施（平成 26 年 2 月）→株式

会社産業革新機構が 5.2 億円を上限とする追加出資を実施し、さらに、インテルキャピタル、TDK

株式会社にも出資（平成 27 年 12 月）。 

 （A-STEP）→DCI パートナーズ株式会社等（株式会社ボナック・黒田 雅彦 氏（東京医科大学 主

任教授）／（A-STEP（ハイリスク挑戦）「新規 RNA 基盤技術を用いた難治性肺疾患に対する革新

的核酸医薬品の開発」（平成 25～26 年度（AMED 移管））→株式会社ボナックが、大和証券グルー

プ DCI パートナーズ株式会社等への第三者割当増資により、25 億円を調達（平成 28 年 2 月）） 

 （A-STEP）→株式会社池田泉州銀行（株式会社ハイペップ研究所・三原 久和 氏（東京工業大学 

教授）／（A-STEP（シーズ顕在化）「新規開発素材を用いる次世代高効率スクリーニング用細胞

アレイ」（平成 21～22 年度）→株式会社ハイペップ研究所と甲南大学のバイオチップ開発に関す

る共同研究が、株式会社池田泉州銀行第 11 回「コンソーシアム研究開発助成金」に採択（平成

ていることも、評価
できる。 

 
【フェーズに応じた
研究開発成果】 

・達成すべき成果を上
回る割合の支援課
題が、実用化に向け
た次の研究開発フ
ェーズに進むため
の十分な成果が得
られたとの事後評
価結果を得たこと
は、評価できる。 

・機構の出資先機関
が、機構の出資額の
約9倍の民間資金を
調達し、民間資金の
呼び込み効果が認
められたことは、高
く評価できる。 

 
＜今後の課題＞ 
・産学マッチング型共

同研究、産学共同研
究開発拠点形成、大
学発ベンチャーを
支援する各制度に
ついて、優良課題の
発掘・創成、研究開
発の進捗状況に応
じた適切なマネジ
メントを、成果の効
果的・効率的な創出
の観点からさらに
強化し、研究開発成
果の実用化・社会実
装を促進する。 

・研究開発成果の実用
化・社会実装を効果
的かつ効率的に促
進するため、機構内
外の多様な制度や
国内外の産学官金
のステークホルダ
ーとの連携をさら
に強化し、最適な支
援を将来的に提供
するための人的体
制の整備やネット
ワーク構築を図る。 
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ハ．研究開発

費の柔軟な

配分を行う。 

ⅴ．評価と評

価結果の反

映・活用 

イ．中間評価

を実施し、結

果を事業の

運営に反映

させる。 

ⅵ．成果の公

表・発信 

イ．社会に向

けて情報発

信する。 

ロ．研究者自

らも社会に

向けて情報

発信するよ

う促す。 

 

【テーマを

設定した、コ

ンソーシア

ム形式によ

る大規模か

つ長期的な

研究開発】 

ⅰ．運営方針 

ⅱ．研究開発

の推進 

イ．新産業の

創出等に向

けて一体的

に研究開発

を推進する。

また研究開

発成果に基

づく知的財

産の形成に

 
 
 
・フェーズ
に応じた研
究開発成果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリ
ング指標〉 
・受賞数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

27 年 5 月））、他 5件 

 

・各プログラムとも、支援課題の研究開発が適切に進捗し、実用化・社会実装、受賞等の実績を創出し

た。 

 （A-STEP）事後評価において、対象課題の 78%で、実用化に向けた次の研究開発フェーズに進む

ための十分な成果が得られたと認定され、達成すべき成果（事後評価の 5割以上）を満たす実績

を達成した。 

 （S-イノベ）中間評価において、対象課題の 77％以上で、実用化に向けた次の研究開発フェー

ズに進むための十分な成果が得られたと認定され、達成すべき成果（中間評価の 7割以上）を満

たす実績を達成した。 

 （産学共創）事後評価において、対象課題の 90%で、実用化に向けた次の研究開発フェーズに進

むための十分な成果が得られたと認定され、達成すべき成果（事後評価の 6割以上）を満たす実

績を達成した。 

 （先端計測）事後評価において、対象課題の 91%以上で、実用化に向けた次の研究開発フェーズ

に進むための十分な成果が得られたと認定され、達成すべき成果（事後評価の 8割 5分以上）を

満たす実績を達成した。 

 （SUCCESS）機構の出資先機関が調達した民間資金が、機構の出資額の約 9倍に達し、民間資金

の呼び込み効果が認められた。 

 

 

 

・平成 27 年度に確認できた受賞数は 34 件あった。代表的な事例は以下の通りである。 

受賞名等 受賞者名 制度名 受賞理由 
第 7回ドイツ・イノベ

ーション・アワード

「ゴットフリード・ワ

グネル賞 2015」 

駒場 慎一 氏（東京理科

大学 教授）・(株)三菱化

学 

A-STEP（ハイリスク挑

戦）（平成 26～28 年

度） 

次世代蓄電池用新材料

の開発 

第 1回オガワ・ヤマナ

カ幹細胞賞 

髙橋 政代 氏（先端医療

センター研究所 グルー

プリーダー）・（株）ジャ

パン・ティッシュ・エン

ジニアリング 

S-イノベ（平成 21～

23 年度） 

iPS 細胞を世界で初めて

臨床応用した功績 

R&Dmagazine 2015 R&D 

100 Awards(「技術革

新のアカデミー賞」と

呼ばれる) 

馬場 健史 氏（九州大学

教授）・（株）島津製作所 

先端計測（機器開発）

（平成 24～26 年度） 

超臨界流体抽出（SFE）

／クロマトグラフ（SFC）

システムの開発 

平成 27 年度文部科学

大臣表彰科学技術賞

（右記他 6件） 

韓 立彪 氏（産業技術総

合研究所 グループ長）・

片山化学工業（株） 

独創的シーズ展開事

業（旧事業）（平成 20

～22 年度） 

環境対応型機能性リン

類の触媒的製造技術の

開発 
文 部 科 学 省 科 学 技

術・学術政策研究所

山西 陽子 氏（芝浦工業

大学 准教授）・富士ソフ

A-STEP（シーズ顕在

化）（平成 24 ～25 年

針のない注射器の実現

に向けたマイクロ流体
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努める。 

ロ．継続課題

は年度当初

より研究開

発を実施す

る。 

ハ．研究開発

の進捗に応

じて、サイト

ビジット、テ

ーマ推進会

議の開催を

行う。 

ⅲ．評価と評

価結果の反

映・活用 

イ．中間評価

を実施し、そ

の後の資金

配分や事業

の運営に反

映させる。 

ロ．事後評価

を実施し、評

価結果を事

業の運営に

反映させる。 

ハ．評価結果

は公表する。 

ⅳ．成果の公

表・発信 

イ．社会に向

けて情報発

信する。 

ロ．研究開発

実施者自ら

も社会に向

けて情報発

信するよう

促す。 

 

 
 
 
 
・成果の発
信状況 
 
 
 
 
・JST 以外
からの R&D
投資誘引効
果 
 
 
・プロトタ
イプ等件数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・特許数・
出願件数 
 

「科学技術への顕著

な貢献 2015」 

ト（株） 度） を用いたインジェクシ

ョン技術の開発 
 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

プレス発表数 49 54 140 

成果報告会開催数 5 15 15 

国内外の展示会への出展数 18 89 259 

 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

機構の支援を契機とした企業支出（億円） 40.2 82.0 74.4 

機構によるベンチャー出資以降の外部機関からの投融資額

（億円） 
- 13.0 42.3 

 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度* 

プロトタイプ等数（件） 19 19 190 

*H27 年度の数値の増大は調査方法変更のため。 

・平成 27 年度に確認できた事例のうち、代表的な事例は以下の通りである。 

成果 研究者名 制度名等 詳細 

水素応答スイッチ

ング素子の開発 

赤丸 悟士 氏（富山

大学 助教） 

A-STEP（探索）（平

成 26～27 年度） 

平成 27 年 11 月、低濃度の水素を

検出して動く板状のスイッチ素子

を開発。燃料電池が普及した際に

密閉空間におけるガス漏れの安全

対策に役立つとみて、企業と共同

で実用化を目指す。 

室温で動作する、高

感度・高分解能心磁

計の開発 

安藤 康夫 氏（東北

大学 教授）・コニカ

ミノルタ（株） 

S-イノベ（平成 23

～32 年度） 

平成 27 年 7 月、室温で動作する、

高感度かつ高分解能の心磁計の開

発に世界で初めて成功。一般の病

院でも導入できる装置として発売

を検討。将来は衣服に貼り付けて

健康状態を常時調べられるように

する考え。 

パッチ式脳波セン

サの開発 

大阪大学・パナソニ

ック（株）・（株）カ

ネ カ ・ 昭 和 電 工

（株）・セメダイン

（株）・コニカミノ

ルタ（株） 

COI（平成 25～33 年

度） 

平成 28 年 1 月、冷却シートを額に

貼るような感覚で、容易に装着す

ることができるパッチ式脳波セン

サを開発。脳と個人の状態との因

果関係の解明の一助になると期

待。 

 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

特許出願件数（件） 706 779 584 

特許件数（件） 12 39 107 
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【成果の社

会実装・地域

産業の発展

についての

ビジョンに

基づき、地域

の優位性の

ある研究開

発資源を活

用するとと

もに、地位外

の優れた資

源も取り込

んだ研究開

発等を通じ

た地域発産

学官連携プ

ラットフォ

ームの形成】 

ⅰ．運営方針 

ⅱ．拠点構想

の選定 

イ．研究開発

等を通じた

地域発産学

官連携プラ

ットフォー

ムの構想（拠

点構想）を公

募する。 

ロ．ビジョン

の実現に向

けた提案で

あるかとい

う視点から

選考する。採

択後速やか

に支援を開

始する。 

ⅲ．拠点の推

進 

 
 
・論文数 
 
 
 

 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

論文数（報） 1,405 1,760 1,552 

学会等発表数（件） 2,818 4,549 4,485 

 

＜平成 26 年度文部科学大臣評価における今後の課題への対応状況＞ 

■事業成果について、国費による支援期間終了後に民間資金を呼び込む効果が上がっているかを追跡調

査により検証し、ファンディング制度全体の信頼性を高める取組を行うことが期待される。 

・事業成果の展開状況について調査した結果、平成 27 年度は、国費による支援期間終了後に、金融機

関の支援を受けた事例が 6件確認できた。出資事業では、機構の出資先機関が調達した民間資金が、

機構の出資額の約 9倍に達した。引き続き、民間資金を呼び込む効果があったかを追跡調査により検

証し、ファンディング制度全体の信頼性を高める取組を行う。 

 

■研究開発成果の実用化や社会実装を効果的・効率的に促進するため、他事業との連携を強化するなど

して、これまで以上に開発当初から社会実装を見据えた研究開発を実施する必要がある。 

・研究開発成果の次ステージへの展開状況について、平成 27 年度は、機構内では、研究成果展開事業

内だけでなく、戦略的創造研究推進事業との双方向の展開も認められた。機構外では、他省庁、地方

自治体等の制度、金融機関の支援等、多様な展開が認められた。さらに、成果の海外出展についても、

関係機関と連携して支援した。引き続き、機構内外の関係部署・機関との協力連携を強化し、成果の

実用化や社会実装を開発当初から促進する。 

 

■先端計測分析技術・機器開発プログラムについては、科学技術・学術審議会先端研究基盤部会先端計

測分析技術・システム開発委員会において、今後の出口戦略として、他事業との連携を強化すること

等の出口戦略の強化の重要性が指摘されている。 

・平成 27 年度の募集に当たり、文部科学省先端研究基盤共用・プラットフォーム形成事業における NMR

プラットフォームと連携した開発課題を設定した。採択課題が開発した機器を NMR プラットフォーム

に導入して大学等の研究者に広く開放することによって、最先端の研究を加速するとともに、開発し

た機器にユーザーの知見やニーズを取り入れることで機器の高性能化を図る。 
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イ．研究開発

等を通じた

地域発産学

官連携プラ

ットフォー

ム形成を支

援する。 

ロ．研究開発

費の柔軟な

配分を行う。 

ⅳ．成果の公

表・発信 

イ．社会に向

けて情報発

信する。 

ロ．拠点自ら

も社会に向

けて情報発

信するよう

促す。 

 

【先端計測

分析技術・機

器の研究開

発】 

ⅰ．運営方針 

ⅱ．開発課題

の公募・選抜 

イ．新規開発

課題の公募

を行い、採択

課題を厳選

し決定する。 

ⅲ．開発の推

進 

イ．効果的に

開発を推進

する。 

ロ．重点開発

領域の継続

課題、最先端
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研究基盤領

域の継続課

題について、

開発を実施

する。 

ハ．開発費の

柔軟かつ弾

力的な配分

を行う。 

ニ．採択した

開発課題は、

速やかに開

発に着手で

きるよう措

置する。 

ホ．戦略的な

知的財産の

形成に努め

る。 

へ．開発され

た機器の共

同利用等を

通じて、開発

成果の実用

化に努める。 

ⅳ．評価と評

価結果の反

映・活用 

イ．中間評価

を実施し、そ

の後の資金

配分及び事

業の運営に

反映させる。 

ロ．事後評価

を実施し、評

価結果を事

業の運営に

反映させる。 

ハ．評価結果

について、公
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表する。 

ニ．次年度以

降の公募に

対する改善

方策を策定

する。 

ⅴ．成果の公

表・発信 

イ．社会に向

けて情報発

信する。 

ロ．開発実施

者自らも社

会に向けて

情報発信す

るよう促す。 

ハ．開発者か

ら情報を収

集し、データ

ベースを整

備・提供す

る。 

 

【出資事業】 

ⅰ．運営方針 

イ．機構の成

果を活用す

るベンチャ

ー企業への

出資等を行

い、実用化を

促進する。 

ロ．機構は、

出口戦略を

見据え本事

業を行う。 

ⅱ．出資判断

及び人的・技

術的援助 

イ．機構は、

投資委員会
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を設置する。 

ロ．機構は、

出資先候補

のスクリー

ニングを行

う。 

ハ．重点調査

事項等を審

議し、外部専

門機関によ

る調査を行

う。 

ニ．出資条件

等の大枠を

決定し、その

条件につい

て出資先候

補と調整す

る。 

ホ．投資委員

会にて、出資

可否の審議

を行う。 

ヘ．人的支

援、技術的支

援等を行う。 

ⅲ．評価と評

価結果の反

映・活用 

イ．マネジメ

ント全体に

ついての評

価を行い、結

果を事業運

営に反映さ

せる。 

ⅳ．成果の公

表・発信 

イ．社会に向

けて情報発

信する。 
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４．その他参考情報 
特になし。 

 
  



79 
 

様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

2.(1) ③ 東日本大震災からの復興・再生への支援 
関連する政策・施策 政策目標 7 科学技術・学術政策の総合的な推進 

 施策目標 7－1 科学技術関係人材の育成及び科学技術に関する
国民意識の醸成 

 施策目標 7－2 イノベーション創出に向けた産学連携の推進及
び地域科学技術の振興 

 施策目標 7－4 科学技術の国際活動の戦略的推進 
政策目標 8 基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 
 施策目標 8－2 科学技術振興のための基盤の強化 
政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 
 施策目標 9－1 ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推進

及び倫理的課題等への取組 
 施策目標 9－2 情報通信分野の研究開発の重点的推進 
 施策目標 9－3 環境分野の研究開発の重点的推進 

当該事業実施に係る根拠（個
別法条文など） 

国立研究開発法人科学技術振興機構法第１８条 
第一号 新技術の創出に資することとなる科学技術に関する基礎研究及び基
盤的研究開発を行うこと。 

第三号 前 2 号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進する
こと。 

第七号 前 2 号に掲げるもののほか、科学技術に関する研究開発の推進のた
めの環境の整備に関し、必要な人的及び技術的援助を行い、並びに資材及び
設備を提供すること(大学における研究に係るものを除く。)。 

第九号 研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研
究開発等の効率的推進等に関する法律(平成 20 年法律第 63 号)第 43 条の 2
の規定による出資並びに人的及び技術的援助を行うこと。 

第十号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易
度 

― 関連する研究開発評価、政策
評価・行政事業レビュー 

平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
2．主要な経年データ 
 ①主要な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度  H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

技術相談数（累計）
（件） 

― 781 1,033 1,141 1,141  予算額（千円） 4,383,269 3,353,753 2,298,767 486,897  

事業化に至った数
（見込み含む）（件） 

― ― 4 46 80  決算額（千円） 3,747,648 3,938,847 2,323,976 456,293  

申請数（マッチング
促進）（件） 

― 410 188 78 －  経常費用（千円） 107,525,024 
の内数 

130,937,687 
の内数 

144,296,465 
の内数 

122,515,035 
の内数 

 

採択数（マッチング
促進）（件） 

― 161 84 43 －  経常利益（千円） 762,378 
の内数 

720,154 
の内数 

640,652 
の内数 

251,935 
の内数 

 

 行政サービス実施コスト
（千円） 

115,911,045 
の内数 

135,757,718 
の内数 

149,010,757 
の内数 

145,953,583 
の内数 

 

 
従事人員数（うち研究者
数）（人） 

36（0） 34（0） 39（0） 34（0）  

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標
等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ・東日本大震災か
らの復興に向け
て、機構の知見や
強みを最大限活用
し、科学技術イノ
ベーションの創出
に貢献する。具体
的には、被災地企
業、関係行政機関
等のニーズを踏ま
えた被災地の科学
技術イノベーショ
ンの創出、計測分
析技術・機器の開
発に関する機構の
実績を活かした放
射線計測分析技
術・機器・システ
ムの開発を行う。 

・東日本大震災
からの復興に向
けて、機構の知
見や強みを最大
限活用し、科学
技術イノベーシ
ョンの創出に貢
献する。 
本事業は、平成
27 年度をもって
終了する。 

・東日本大震災
からの復興に向
けて、科学技術
イノベーション
の創出に貢献す
る。 
（ⅰ）目利き人
材の活用等によ
り、被災地企業
が実施した産学
共同研究の成果
について、社会
実装の実現に必
要な支援活動を
推進する。 
（ⅱ）放射線計
測分析に係る先
端 計 測 分 析 技
術・機器の研究
開 発 を 推 進 す
る。 
 
［推進方法］ 
【産学官連携に
よる被災地科学
技術イノベーシ
ョン創出（マッ
チング促進）】 
ⅰ．社会実装の
実現に必要な支
援活動の推進 
イ．目利き人材
を配置し被災地
企業の産学共同
研究により創出
された成果につ
いて、他のファ
ンドへのつなぎ
込み等、社会実
装の実現に必要
な支援活動を実
施する。。 
ⅱ．関連機関と
の連携 
イ．被災地等と
の緊密な関係を
形成して意見交
換し、その結果

-［評価軸］ 
・東日本大震災
からの復興に資
する研究開発の
適切なマネジメ
ントが行われて
いるか 
 
〈評価指標〉 
・成果創出に向
けたマッチング
プランナーによ
る研究開発支援 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリング
指標〉 
・他機関との連
携・協力状況 
 
 
 
 
 
 
 
 

東日本大震災からの復興・再生への支援において、平成 27 年度は以
下のプログラムを実施した。 
・復興促進プログラム（マッチング促進） 
・先端計測分析技術・機器開発プログラム（放射線計測領域） 
 
 
 
 
（マッチング促進） 
■地域に密着したきめ細やかな支援、他制度へのつなぎこみ支援 
・これまでの終了課題に対してマッチングプランナーによるプロジェ
クトミーティング（プロジェクトメンバーが集まり、事業化に向け
方策を検討する会合）等を通じての事業化に向けた管理支援、今後
の課題設定や解決策の提案を行った。 

・産学連携展開部のイノベーション推進マネージャーと連携し、マッ
チング促進・産学共創の終了課題に対して A-STEP へのつなぎこみ
支援を実施した。その結果、A-STEP ステージⅡ13 件申請うち採択 2
件、NexTEP2 件申請うち採択 1件となっった。 

・マッチング促進の終了課題から社会技術研究開発センター(RISTEX)
の公募に 1件申請があり、採択に至った。 

・マッチングプランナープログラム「探索試験」において、マッチン
グプランナーが申請者となるタイプで 29 件申請した。その他、大
学等のコーディネータが申請者となる課題についても申請書のブ
ラッシュアップなど支援を実施した。 

・さらに、各課題に最も適した JST 以外のファンド（A-MED、経産省、
農水産等の各省庁、地方自治体）へのつなぎ込み支援も実施した。 

・加えて、ビジネスショーへの出展、新たなパートナー機関の紹介、
マーケティングや販路開拓専門家等の紹介等の支援を実施した。 

■事後評価の実施 
・平成 26 年度終了課題について、各事務所評価委員会による事後評
価を実施した（平成 27 年 5-8 月） 
・事後評価を通じて明らかになった課題を踏まえながら、企業の実情
や目指す事業化の内容に合わせ、マッチングプランナーによりきめ
細かい支援を行い、事業化へのつなぎ込みを図った。 

 
 
 
 
（マッチング促進） 
・一般社団法人東北経済連合会（東経連）と平成 24 年に東日本大震
災からの創造的な産業復興に向けた協力協定を締結した。同協力協定
に基づき、マッチング促進の採択課題に対して、マーケティング・ブ
ランド戦略まで見据え、東経連ビジネスセンターの各種支援制度への
案内・つなぎ込みや、東経連スペシャリストを活用のうえ、東北経済
連合会と連携し一体となり事業化まで支援した。 
＜連携事例＞（株）川喜「いわて南部地粉そば」 
・平成 25 年 10 月に東経連ビジネスエンターの実施する「マーケティ
ング・知的財産事業化支援事業」に（株）川喜が採択。製品のブラ

＜評定に至った

理由＞ 

・国立研究開発

法人の目的・業

務、中長期目標

等に照らし、機

構の活動による

成果、取組等に

ついて諸事情を

踏まえて総合的

に 勘 案 し た 結

果、適正、効果

的かつ効率的な

業 務 運 営 の 下

で、マッチング

プランナーによ

り地域に密着し

たきめ細やかな

支援、終了課題

に対する他制度

へのつなぎこみ

支 援 を 行 う な

ど、「研究開発成

果の最大化」に

向けて顕著な成

果の創出や将来

的な成果の創出

の期待等が認め

られるため、評

定を Aとする。 

 

【成果創出に向

けたマッチング

プランナーによ

る 研 究 開 発 支

援】 

（マッチング促

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
・平成 27 年度における年度計画
の実施状況については、適正、
効果的かつ効率的な業務運営の
下で「研究開発成果の最大化」
に向けて顕著な成果の創出や将
来的な成果創出の期待等が認め
られるため、A 評価とする。 

 
 
【マッチング促進】 
・業務の実績について、マッチン
グプランナーによる被災地企業
への地域密着型のきめ細やかな
支援等を通じ、本事業に関連す
る雇用の増加（H27：308 名増）、
新 た な 事 業 化 案 件 の 増 加
（H27：79 件）などの顕著な成
果が得られた。 

・平成 27 年度に行われた事後評
価においては、206 件中 132 件
の課題が次の研究開発フェーズ
に進むための十分な成果が得ら
れたと評価された点が評価でき
る。 

・事業最終年度であることから、
特に他制度へのつなぎこみ支援
に注力し、マッチングプランナ
ーによるプロジェクトミーティ
ング等の実施により、A-STEP、
NexTEP等に終了案件が採択さ
れていることは評価できる。 

 
【放射線測定】 
・5 課題の研究成果が被災地で実
際に試行・活用され、本来の目
的である、被災地の復興や安全
安心に貢献している点が評価で
きる。 

 
＜今後の課題＞ 
【マッチング促進】 
・本事業で蓄積した事業手法等に
ついて、検証を行うとともに、
本事業の取組を全国展開したマ
ッチングプランナープログラム
に反映し、より事業化率・成功



81 
 

を事業運営方針
に反映する。 
ⅲ．評価と評価
結果の反映・活
用 
イ．事後評価を
実施し、評価結
果を事業の運営
に反映させる。 
ⅳ ． 成 果 の 公
表・発信 
イ．社会に向け
て 情 報 発 信 す
る。 
ロ．研究実施者
自らも社会に向
けて情報発信す
るよう促す。 
 
【産学官連携に
よる被災地科学
技術イノベーシ
ョン創出（産学
共創）】 
ⅰ．評価と評価
結果の反映・活
用 
イ．事後評価を
実施し、評価結
果を事業の運営
に反映させる。 
ⅱ ． 成 果 の 公
表・発信 
イ．社会に向け
て 情 報 発 信 す
る。 
ロ．研究実施者
自らも社会に向
けて情報発信す
るよう促す。 
 
【放射線計測分
析に係る先端計
測分析技術・機
器の研究開発】 
ⅰ．研究開発チ
ームの編成 
イ．産学官が参
画したチーム編
成により研究開
発を推進する。 
ⅱ．開発の推進 
イ．効果的に開

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［評価軸］ 
・東日本大震災
からの復興に資
する研究開発成
果が出ているか 
 
 
〈評価指標〉 
・フェーズに応
じた研究成果 
 
・成果の次ステ
ージへの展開状
況 
 
 
 
 
 
 
 
・被災地での企
業活動の復興へ
の寄与 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 成 果 の 事 業
化・社会実装の
状況 
 
 
 
 
 

ンディング戦略立案の支援を開始。 
・ブランディング支援を受け、平成 26 年 2 月に『川喜本店 いわて
南部地粉そば』として発売開始 

・平成 28 年 3 月 全国優良ふるさと食品中央コンクール技術開発部
門【農林水産大臣賞（最高賞）】受賞 

 
（放射線計測） 
・被災地における早期かつ確実な成果創出を実現するため、領域総括
（平井 昭司 東京都市大学名誉教授）をリーダーとする、開発推進体
制（放射線計測領域分科会）を構築した。当該分科会には、福島県や
関係行政機関等が参画しており、オールジャパンの開発推進体制のも
とで研究開発を推進した。この体制の下、平成 24 年度は 23 課題、平
成 25 年度は 5課題の計 28 課題を採択した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
（マッチング促進） 
・27 年度は 206 課題について事後評価を実施した。事後評価の結果、
132 課題（64.1%）が被災地における実用化に向けた次の研究開発フ
ェーズに進むための十分な成果が得られたと評価された。 

（産学共創） 
・27 年度は 10 課題について事後評価を実施した。事後評価の結果、6

課題（60.0%）が被災地における実用化に向けた次の研究開発フェ
ーズに進むための十分な成果が得られたと評価された。 

（放射線計測） 
・27 年度は 12 課題について事後評価を実施した。事後評価の結果、
全ての課題で十分な成果を上げるとともに、5 課題の開発成果が被災
地で実際に試行・活用された。 
 
（マッチング促進） 
・平成 28 年 3 月末までに事業化に至った件数は、具体的な上市目処
を含み 79 課題となった。前年度は 46 件であり、約 2倍と大幅な増
加となった。 

（放射線計測） 
・事業開始から 4 年程度で既に 15 課題以上の事業化・社会実装に至
る成果を生み出した。本来の目的である、被災地の復興や安全安心に
貢献したことに加え、新しいシーズを生み、新たなニーズにつながり、
企業の新事業にも発展し、新産業に展開されるなど、大きな波及効果
ももたらした。 
 
（マッチング促進） 
■以下のとおり、採択課題が省庁や自治体等の表彰事業で受賞し、高
い評価を得られた。 
・第 6回ものづくり日本大賞 
 【経済産業大臣賞】（有）東北工藝製作所 
 【優秀賞】 吉川化成（株） 
 【東北経産局長賞】 （株）ガリウム 
・全国優良ふるさと食品中央コンクール 

進） 

・マッチングプ

ランナーにより

地域に密着した

きめ細やかな支

援、終了課題に

対する他制度へ

のつなぎこみ支

援など、事業化

に向けて支援を

行ったことは高

く評価できる。 

（放射線計測） 

・領域総括をリ

ーダーとする、

開 発 推 進 体 制

（放射線計測領

域分科会）を構

築し、被災地で

の社会実装を実

現するため、関

係行政機関等が

参画した適切な

開発推進体制を

築いていること

は評価できる。 

 

【フェーズに応

じた研究成果、

成果の次ステー

ジ へ の 展 開 状

況】 

（マッチング促

進） 

・達成すべき成

果を上回る割合

の支援課題が、

実用化に向けた

次の研究開発フ

ェーズに進むた

めの十分な成果

確率の高い研究開発成果の創出
と、様々な地域の関係機関との
ネットワーク、システム等構築
によるニーズ収集機能、事業化
に向けた課題に対する進捗管
理、支援機能を強化していく必
要がある。 

 
【放射線測定】 
・本事業は平成 27 年度をもって
終了するが、民間資金を呼び込
む効果が上がっているかを追跡
調査により検証し、他事業との
連携を強化するなどして、研究
開発成果の実用化や社会実装を
効果的・効率的に促進すること
が期待される。 
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発を推進する。 
ロ．柔軟かつ弾
力的な開発費配
分を行う。 
ハ．研究開発成
果に基づく戦略
的な知的財産の
形成に努める。 
ⅲ．民間資源の
活用 
イ．研究開発に
あたっては、民
間資源の積極的
な活用を図る。 
ⅳ．評価と評価
結果の反映・活
用 
イ．事後評価を
実施し、評価結
果を事業の運営
に反映させる。 
ロ．評価結果を
公表する。 
ⅴ ． 成 果 の 公
表・発信 
イ．社会に向け
て 情 報 発 信 す
る。 
ロ．研究実施者
自らも社会に向
けて情報発信す
るよう促す。 
ハ．開発者から
情報を収集し、
データベース公
開に向けた必要
な 手 続 き を 行
う。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリング
指標〉 
・被災地企業お
ける雇用増数 
 
 
 
・成果の発信状
況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・企業とのマッ
チング件数 
 
 
 
・事業化に至っ

 【技術開発部門 農林水産大臣賞（最高賞）】(株)川喜 
・フード・アクション・ニッポン アワード 2015 
 【研究開発・新技術部門 優秀賞】 会津天宝醸造（株） 
・七十七ニュービジネス助成金 入選 ヤグチ電子工業（株） 
・ＩＣＴビジネスモデル発見＆発表会 東北大会 ヤグチ電子工業
（株） 

・第 28 回「中小企業優秀新技術・新製品賞」優良賞  ジャパンフォ
ーカス（株） 

(ヤグチ電子工業（株）の製品販売担当社) 
 
 
 
・研究開発要員や研究開発テーマである新規事業の立上げに伴う雇用
等が、308 名増加した。前年度は 292 名の増加であり 16 名の増加と
なった。今後、製品化を達成し、工場生産等が開始されれば、若手
人材の地元への定着にも貢献し、更に雇用の拡大が見込め、被災地
経済の活性化につながる。 

 
・機構主催のシンポジウム、成果発表・展示会を被災地で計 5回開催
し、積極的に情報発信を行った。 
-盛岡開催「いわて産学官連携フォーラムリエゾンＩマッチングフェ
ア 2015＆JST 復興促進センター盛岡事務所 成果報告会「復興から
新しい東北の創生へ－科学技術の英知・絆の成果－in 盛岡」」 
日時：平成 27 年 11 月 4 日（水） 会場：岩手大学 参加者：205
名 
-釜石開催「復興から新しい東北の創生へ－科学技術の英知・絆の成
果－in 釜石」 
日時：平成 27 年 11 月 11 日（水） 会場：ホテルサンルート釜石 

参加者：120 名 
-八戸開催「復興から新しい東北の創生へ－科学技術の英知・絆の成
果－in 八戸」 
日時：平 27 年 11 月 20 日（金） 会場：八戸グランドホテル 参

加者：132 名 
-郡山開催「復興から新しい東北の創生へ－科学技術の英知・絆の成
果－in 福島」 
日時：平成 27 年 12 月 8 日（火） 会場：ビッグパレットふくし

ま 参加者 430 名 
-仙台開催「復興から新しい東北の創生へ－科学技術の英知・絆の成
果－」 
日時：平成 28 年 3 月 10 日（木） 会場：仙台国際センター 参

加者 414 名 
 

その他「インターナショナルシーフードショー（東京）」や「ビジ
ネスマッチ東北（仙台）」等の見本市イベント計 23 件に参加。あら
ゆる機会を通じて成果展示や発表を行い、積極的に情報を発信し
た。 

 
（産学共創） 
・研究実施中から、これまでに 70 の企業等と研究者とのマッチング
の機会を設け、連携を働きかけた。これにより、産学共同研究や他
制度への応募など、研究者と企業等の間で検討が継続されている。 

 
（マッチング促進） 

が得られたとの

事後評価結果を

得たことは、評

価できる。 

（放射線計測） 

・事後評価の結

果、全ての課題

で十分な成果を

上げており、さ

らに 5 課題の開

発成果が被災地

で実際に試行・

活用されたこと

は、高く評価で

きる。 

 

【 成 果 の 事 業

化・社会実装の

状況】 

（マッチング促

進） 

・事業開始から 4

年で、着実に成

果が創出されつ

つあり、事業化

に至った件数が

上市目処を含み

昨年から約 2 倍

と増加し、今後、

被災地経済への

貢献が見込まれ

ることは高く評

価できる。 

（放射線計測） 

・事業開始から 3

年程度で、既に

15 課題以上の事

業化・社会実装

に至る成果を創

出し、被災地の

復興や安全安心
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た件数 
 
 
 
 
 
・プロトタイプ
やサンプル提供
まで至った件数 
 
 

・平成 28 年 3 月末までに事業化に至った件数は、具体的な上市目処
を含み 80 課題となった。前年度は 46 件であり、約 2倍と大幅な増
加となった。 

・平成 28 年 3 月末までにプロトタイプやサンプル提供まで至った件
数は 54 件となった。 

 
（放射線計測） 
・事業開始から 4 年程度で既に 15 課題以上の事業化・社会実装に至
る成果を生み出した。本来の目的である、被災地の復興や安全安心に
貢献したことに加え、新しいシーズを生み、新たなニーズにつながり、
企業の新事業にも発展し、新産業に展開されるなど、大きな波及効果
ももたらした。 
 
＜平成 26 年度文部科学大臣評価における今後の課題への対応状況＞ 
■（復興促進）これまでの事業手法等について検証を行い、新規事業
にもそれらを反映させることで、より事業化率・成功確率の高い研
究開発成果の創出と、様々な地域の関係機関とのネットワーク、シ
ステム構築によるニーズ収集機能を強化していく必要がある。 

・これまでのマッチングプランナーの取組やノウハウ、プログラムの
特徴について分析と検証を行い、その内容を平成 27 年度から開始
したマッチングプランナープログラムに反映し、より効果的・効率
的な運用に努めた。 

 
■（復興促進）被災地の復旧・復興や被災者の暮らしの再生に貢献す
るよう、引き続き、放射線計測機器の研究開発等を効果的・効率的
に実施していく必要がある。 

・「放射線計測領域」については引き続き平成 27 年度まで実施すると
ともに、放射線計測に関する新たな課題は「最先端研究基盤領域」
において募集する。 

に貢献したこと

は高く評価でき

る。 

 

＜今後の課題＞ 

・本事業は平成

27 年度で終了す

るが、得たノウ

ハウ等をマッチ

ングプランナー

プログラム（平

成27年度から開

始）へ活用して

いく。 

 
 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

2.(1)④ 国際的な科学技術共同研究等の推進 
関連する政策・施策 政策目標7 科学技術・学術政策の総合的な推進 

 施策目標7－1 科学技術関係人材の育成及び科学技術に関する
国民意識の醸成 

 施策目標7－2 イノベーション創出に向けた産学連携の推進及
び地域科学技術の振興 

 施策目標7－4 科学技術の国際活動の戦略的推進 
政策目標8 基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 
 施策目標8－2 科学技術振興のための基盤の強化 
政策目標9 科学技術の戦略的重点化 
 施策目標9－1 ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推進

及び倫理的課題等への取組 
 施策目標9－2 情報通信分野の研究開発の重点的推進 
 施策目標 9－3 環境分野の研究開発の重点的推進 

当該事業実施に係る根拠（個
別法条文など） 

国立研究開発法人科学技術振興機構法第１８条 
第一号 新技術の創出に資することとなる科学技術に関する基礎研究及び基
盤的研究開発を行うこと。 

第三号 前二号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進するこ
と。 

第六号 科学技術に関する研究開発に係る交流に関し、次に掲げる業務(大学
における研究に係るものを除く。)を行うこと。 
イ 研究集会の開催、外国の研究者のための宿舎の設置及び運営その他の
研究者の交流を促進するための業務  

ロ 科学技術に関する研究開発を共同して行うこと(営利を目的とする団
体が他の営利を目的とする団体との間で行う場合を除く。)についてあ
っせんする業務 

第七号 前二号に掲げるもののほか、科学技術に関する研究開発の推進のため
の環境の整備に関し、必要な人的及び技術的援助を行い、並びに資材及び設
備を提供すること(大学における研究に係るものを除く。)。 

第十号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 
当該項目の重要度、難易
度 

－ 関連する研究開発評価、政策
評価・行政事業レビュー 

平成 28 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
2．主要な経年データ 
 ①主要な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度  H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

応募数（SICP 、
SICORP ）（件） 

― 100 221 227 157  予算額（千円）※ 4,295,063 4,505,000 3,868,700 3,169,111  

採択件数（SICP 、 
SICORP ）（件） 

― 17 36 38 18  決算額（千円）※ 4,313,612 4,566,975 4,081,234 3,273,377  

マッチング率 
（SATREPS）（%） 

― 74.4 89.8 82.5 73.3※  経常費用（千円） 107,525,024 
の内数 

130,937,687
の内数 

144,296,465
の内数 

122,515,035 
の内数 

 

論文数（報） ― 1,447 1,368 1,273 776  経常利益（千円） 762,378 
の内数 

720,154 
の内数 

640,652 
の内数 

251,935 
の内数 

 

 行政サービス実施コスト
（千円） 

115,911,045 
の内数 

135,757,718 
の内数 

149,010,757 
の内数 

145,953,583
の内数 

 

 
従事人員数（うち研究者
数）（人） 

54（0） 46（0） 55（0） 51（1）  

※H27 年度は感染症分野（AMED 実施）を含まず 
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標
等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ・文部科学省が示
す方針に基づき、
諸外国との共同研
究等を推進し、地
球規模課題の解決
や国際共通的な課
題の達成を通し
て、我が国の科学
技術イノベーショ
ンの創出に貢献す
る。 

・文部科学省が
示す方針に基づ
き、諸外国との
共同研究等を推
進し、地球規模
課題の解決や国
際共通的な課題
の 達 成 を 通 し
て、我が国の科
学技術イノベー
ションの創出に
貢献する。 

・機構は、国の
政策に基づき、
国際的な枠組み
のもと共同研究
等を実施する。
政 府 開 発 援 助
（ODA）との連携
によるアジア･
アフリカ等の開
発途上国との共
同研究（地球規
模課題対応国際
科学技術協力）、
省庁間合意に基
づく欧米等先進
諸国や東アジア
諸国等との共同
研究（戦略的国
際共同研究）及
び研究交流（戦
略的国際科学技
術協力）を推進
し、課題達成型
イノベーション
の実現に向けた
研究開発を加速
する。また、こ
れらの活動を通
じて科学技術外
交の強化に貢献
する。 
 
［推進方法］ 
【地球規模課題
対応国際科学技
術協力】 
 
ⅰ．研究者及び
研究開発課題の
選定 
イ．地球規模課
題の解決、科学
技術水準の向上
及び開発途上国
の自立的な研究
開発能力の向上
に資する研究領
域及び該当研究

［評価軸］ 
・国際共通的な
課題の達成や我
が国及び相手国
の科学技術水準
向上に資する国
際的な枠組みの
下実施される共
同研究等のマネ
ジメントは適切
か 
 
〈評価指標〉 
・成果の最大化
に向けたマネジ
メントの取組状
況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■国際戦略の設定及び実践 
・国際戦略・国際業務推進委員会のもと設定した国際戦略に基
づくアクションプランを機構各事業において実践し国際展開
を強化した。 

・機構を取り巻く環境の変化を踏まえた新たな国際戦略策定に
向け、各事業部とのヒアリング、経営層との意見交換、機構
運営会議への付議等の調整を実施した。   

 
■研究開発マネジメント 
（SATREPS） 
・優れた成果につながる課題の採択に向けた JICA との協議・
調整により、以下の制度改善を実施した。 

 選考においては、地域バランスを考慮することを前年度
に引き続いて公募要領に明記し、公募説明会等で提案者に
説明するとともに、各選考会で審査委員にも説明した。結
果として、アフリカからの提案課題が 4件（5ヶ国）採択
された。（H26 年度は 0件、H25 年度 1件） 
 応募・選考の英語対応を前年度から継続して実施してお
り、結果として、英語での 2件の申請を受理した。 
 採択にあたり、研究者の安全に配慮し、相手国内の活動
地域における治安状況、情勢によっては、同国への渡航及
び同国での研究実施が制限される可能性があるため、選考
で考慮されることを公募要領に明記。 
 生物遺伝資源に関する相手国の権利意識が高まりもある
中、国際共同研究にあたっては国際的にも法令遵守を徹底
する必要から、公募要領において生物遺伝資源等利用に伴
う各種規制についての記載を強化し、ウェブサイトにも特
別ページを設けて周知を実施。 

・研究の運営方針のもと、平成 27 年度採択課題について、条
件付採択から正式に国際共同研究に移行するために必要な、
技術協力プロジェクトの実施内容合意に係る討議議事録
（R/D）が、相手国研究機関等と JICA との間で 12 件全件署名
された。また、JICA との連携のもと、現地調査を合わせた研
究主幹と外部有識者の参画による中間評価（課題）及び事後
評価（課題）を実施（事後評価 10 課題、中間評価 4課題） し

・国立研究開発法人の目
的・業務、中長期目標等
に照らし、法人の活動に
よる成果、取組等につい
て諸事情を踏まえて総
合的に勘案した結果、適
正、効果的かつ効率的な
業務運営の下で、首相訪
問にあわせた協力覚書
署名式やセミナー登壇
等、理事長等経営陣によ
り積極的でビジビリテ
ィーの高いトップ外交
を実施した。また海外フ
ァインディング機関と
の積極的なネットワー
ク活動、SATREPS、SICORP
等の多層的な国際協力
を通して、科学技術外交
上極めて重要な成果を
あげている。さらにグロ
ーバルリサーチカウン
シル（GRC）等、国際的
な会議の場での研究イ
ノベーション、支援等に
関する議論や意見のと
りまとめによる実質的
に高い貢献等から、「研
究開発成果の最大化」に
向けて特に顕著な成果
の創出や将来的な特別
な成果の創出の期待等
が認められるため、評定
を S とする。 

 
【成果の最大化に向けた
マネジメントの取組状況】 
・地球規模課題対応国際科

学技術協力（SATREPS）
では、制度改善等によ
り、公募参加国の拡大、
海外の政府、資金配分機
関との積極的なネット
ワーキングの結果、国際
協力の具体化等の顕著
な成果をあげた。また、
戦略的国際共同研究
（SICORP）では、公募の

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
Ⅰ（総論） 
・平成 27 年度における中期計
画の実施状況については、適
正、効果的かつ効率的な業務
運営の下で「研究開発成果の
最大化」に向けて顕著な成果
の創出や将来的な成果の創
出の期待等が認められるた
め、評定を A とする。 

 
・地球規模課題対応国際科学技

術協力（SATREPS）では、
制度改善等による公募参加
国の拡大、海外の政府機関等
との積極的なネットワーキ
ングの結果、国際協力の具体
化等の顕著な成果をあげて
いる。また、戦略的国際共同
研究（SICORP）では、公募
の実施から支援に至るまで
のプロセスを整備する等、今
後の成果の最大化につなが
る適切な業務マネジメント
を実施している。 

 
＊SATREPS：平成 27 年度公
募（平成 28 年度採択）に
おける未実施国 19 ヶ国か
ら提案、アフリカからの提
案課題、採択増加（1 件/13 
件（H24-25）、0 件/17 件
（H25-26）、4 件/20 件
（H26-H27）、4 件/20 件
（H27-H28）） 

＊SICORP：フランス、中国
等の二国間のほか、ヨーロ
ッパ連合（EU）、EIG 
CONCERT-Japan、
e-ASIA JRP の多国間協力
公募、さらには国際共同研
究拠点（ASEAN、インド）
の公募を実施。 

 
・国際共同研究については、主

に先進国とは戦略的な国際
協力によるイノベーション
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領域を統括し運
営する研究主幹
（プログラムオ
フィサー）を選
定し、次年度の
新規国際共同研
究課題の公募の
開始が可能とな
るよう適切な時
期までに決定す
る。 
ロ．上記の研究
分野において、
国際研究課題の
選定にあたって
の方針を募集要
項で明らかにし
た上で、研究課
題 の 公 募 を 行
う。また、外部
有識者・専門家
の参画を得つつ
研究領域の趣旨
に合致し、開発
途上国のニーズ
を踏まえた研究
提案であるかと
いう視点から、
研究者及び研究
課 題 を 選 定 す
る。 
ハ．研究者及び
研 究 課 題 の 公
募・選定にあた
っては、独立行
政法人国際協力
機構（JICA）と
連携する。併せ
て、新たな国に
おける地球規模
課題の国際共同
研究テーマの探
索・発掘を行う。 
 
ⅱ．国際共同研
究の推進 
イ．研究課題の
特性や進展状況
などに応じた効
果的な研究を推
進する。 
ロ．継続 4 領域
44 課題について

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

た。 
・SATREPS プロジェクトについて議論することを目的としたワ
ークショップ「SATREPS  Exhibition & Workshop」をインド
ネシア研究・技術・高等教育省が主催（於：ジャカルタ）。政
府機関、研究機関から 100 名以上の参加があった（インドネ
シアを相手国としたSATREPSプロジェクトは全部で13課題あ
り、世界最大の相手国）。機構も招待され、講演を行った。 

・上記講演を含め、認知度向上に向け、以下の取組を実施した。 
 イノベーション・ジャパン JST フェア 2015 に 4 分野 6
課題から出展し、SATREPS 事業および各プロジェクトの紹
介を行った。 
 ファンディング機関、科学機関、国際機関、大学等から
参加した AAAS2016 年次総会プレイベント「Roundtable 
discussion」において、SATREPS 研究主幹が登壇して事業
紹介。 
 AAAS2016 年次総会（テーマは「Global Science 
Engagement」）にエキシビション出展し、事業紹介。 
 成果にかかる 2件【生物資源/パナマ澤田課題】、【低炭素
/インドネシア松岡課題】のプレス発表を行った。 
 機構 が毎月発行する「JST News」に SATREPS に関する
記事を 4件掲載。（7月号：環境/ ボリビア田中課題】、【環
境/ ブラジル幸島課題】、【防災/ カメルーン大場課題】、
10 月号：【生物資源/ パナマ澤田課題】） 
 公式ウェブサイト、フェイスブック、ツイッターを通じ
た一般の幅広い層への取組の紹介。 

・周知活動等により、SATREPS 未実施国からの提案が 19 ヶ国に
増加した。（H26 年度は 14 ヶ国、感染症含まず） 

・SATREPS 日本の科学技術外交の取組の一つとして高く評価さ
れた、「科学技術外交のあり方に関する有識者懇談会」（座長：
白石隆政策研究大学院大学長）の報告書が外務大臣へ手交され
た（平成 27 年 5 月）。  
 
（戦略的国際共同研究（SICORP）/国際共同研究拠点/e-ASIA 
JRP） 

・相手国との協力による SICORP の実施スキームにおいて、今後
機構の意思を明確に示すとともに、より円滑で質の高い共同
運営を実現することを目的として、公募、事前・事後評価、
推進に係る報告等の書類を英語の共通様式として検討、整備
した。また、内部手続きを標準化し、業務の効率化を実施し
た。 

・採択課題実施に際して、実施研究機関間で必要な国際共同研
究契約の締結状況確認、内容確認のプロセスの見直しを、文
書法務、研究倫理、知的財産に係る各部署と連携して実施し、
効果的な課題管理方法の検討を行った。 

・「JST News」に SICORP に関する 4 件の記事、ホームページの
「JST トピックス」として 1件の記事を掲載した。 

・SICORP 日本-フランス「分子技術」、日本-米国「ビックデー
タと災害」において、研究主幹（PO）が CREST、さきがけの
研究総括を兼任することによる他事業と連携した効果的マネ
ジメントを継続した。日本-フランス「分子技術」の第 2回公
募採択者に対して、キックオフ会議を開催した（平成 27 年 1
月、東京）。また日本-米国「ビックデータと災害」において
は、CREST を担当する戦略事業担当部署（戦略研究推進部）

実施から支援に至るま
でのプロセスを整備す
る等、今後の成果の最大
化につながる適切な業
務マネジメントを実施
しており、高く評価でき
る。 

 
 
【各論】 
（SATREPS）】 
・平成 28 年度課題の公募

において、日本国側研究
提案数が増加するとと
もに SATREPS 未実施国
19 ヵ国からの提案があ
った。うち 4ヵ国からは
初めて提案がなされ、対
象国からの本事業への
高い関心及びニーズが
維持できているといえ
る。 

 
 
（SICORP） 
・円滑、効率的に業務を実

施できるよう、過去の知
見を整理、マニュアルと
して整備するとともに、
研究実施機関間の国際
共同研究契約の効果的
な実施管理方法を検討
する等、適切な研究開発
マネジメントのための
基盤整備を実施した。 

 
 
【諸外国との関係構築へ
の取組状況】 
・SATREPS においては、日

本の科学技術外交の取
組として高く評価され、
また SICORP における相
手国の状況に応じた日
本主導の枠組みとして
の e-ASIA JRP、EIG 
COCERT Japan での公募
実施、国際共同研究拠点
の枠組みの構築と実施、
さらにネパール大地震
に関連して、J-RAPID に
よる研究・調査支援を迅
速に発動する等、諸外国

創出を目指し、省庁間合意に
基づくイコールパートナー
シップの下、相手国・地域の
ポテンシャル・分野と協力フ
ェーズに応じた多様な国際
共同研究を推進するととも
に、アジア・アフリカ等の開
発途上国とは ODA との連携
による地球規模課題解決の
ための国際共同研究等を推
進している。機構ではこの方
向性に基づき、SATREPS や
SICORP 等の事業を推進
し、社会実装に向けた展開や
相手国政府における成果の
採用や外相会合での高い評
価等、相手国からの高い評価
を得られるとともに、科学技
術外交に資する取組として
極めて顕著な成果、あるいは
将来的な成果につながる期
待等が認められる。また、積
極的且つビジビリティーの
高いトップ外交等や国際的
な会合において大きく貢献
する等、諸外国との関係構
築･強化等の顕著な成果を上
げている。 
＊SATREPS：世界で初めて
キハダマグロの卵から幼
魚に成長させることに成
功（パナマ）、アジア開発
銀行（ADB）の出資による
東南アジア初の CO2の地
中貯留及びモニタリング
事業の展開（インドネシ
ア）、火口湖に関する研究
によりシュバリエ勲章叙
勲（カメルーン） 

＊SATREPS：外務大臣の下
に設置された「科学技術外
交のあり方に関する有識
者懇談会」（座長：白石隆
政策研究大学院大学長）の
報告書においても日本の
科学技術外交の取組の１
つとして高い評価。 

＊SICORP：ヴィシェグラー
ド 4 ヶ国（スロバキア、チ
ェコ、ハンガリー、ポーラ
ンドの公募結果が、「V4＋
日本」外相会合で、各国外
務大臣から歓迎 
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は 年 度 当 初 よ
り、新規課題に
ついては年度前
半を目処に、国
際共同研究を推
進する。 
ハ．研究開発の
進捗に応じて研
究開発計画を機
動的に見直し、
研究開発費の柔
軟 な 配 分 を 行
う。 
ニ．研究開発成
果に基づく知的
財産の形成に努
める。 
ホ．新規課題の
採択決定後速や
かに研究に着手
できるよう、研
究計画の策定や
研究契約の締結
等に係る業務を
迅速に行う。 
ヘ．国際共同研
究の強化・発展
及び社会実装に
向けた次のフェ
ーズへの展開の
ため、事業関係
者 以 外 の 理 解
者・協力者を増
やすとともに、
これら理解者・
協力者と事業関
係者との連携を
促進する環境を
醸成する。 
 
ⅲ．評価と評価
結果の反映・活
用 
イ．中間評価を
実施し、評価結
果をその後の資
金配分や研究計
画の変更等に反
映させる。また、
事後評価を実施
し、必要に応じ
て評価結果を事
業の運営に反映

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

と連携し、平成 28 年度国際ワークショップ開催に向けた準備
を進めた。 

・SICORP 日本-スウェーデンの次期協力分野候補の一つである
「高齢化社会」をテーマに、研究成果の実装、普及に向けた
課題の確認、研究者ネットワークの形成、企業とのマッチメ
イキングを目的とした共同ワークショップ「Innovative 
Solutions, Community Design and Services for Elderly 
People」を、スウェーデンイノベーションシステム庁
（VINNOVA）と共催で開催した（平成 27 年 12 月、スウェーデ
ン、ストックホルム）。 

・平成 26 年度に引き続き、SICORP での次期公募分野探索、及
び日本-スイスの研究者ネットワークの形成、強化を目的とし
て、スイス連邦工科大学チューリッヒ校（ETHZ）、スイス大使
館と協力し、「Energy Materials」共同ワークショップを開催
した（平成 28 年 3 月、スイス、デューベンドルフ）。 

・SICORP 日本-ヴィシェグラード 4ヶ国（V4）「先端材料」、SICORP
日本-中国（中国国家自然科学基金委員会（NSFC））「生物多様
性の形成機構解明及び保全のためのゲノミクス」、SICORP 日
本-フランス（フランス国立研究機構（ANR））「分子技術（第
2 回）」、SICORP 日本-イスラエル（イスラエル科学技術宇宙
省（MOST））、「レジリエントな社会のための ICT」、SICORP 日
本-シンガポール（シンガポール科学技術研究庁（A*STAR））
「細胞の動的計測・操作を可能にするバイオデバイスの技術
基盤の開発」で新規課題を採択し、速やかに支援を開始した。
この結果、平成 27 年度の SICORP での全支援課題は、55 件
となった。 

・第 15 回日中科学技術協力委員会（平成 27 年 4 月、北京）に
おいて、中国科学技術部（MOST)、中国国家自然科学基金（NSFC）
との既存の研究協力の確実な推進を確認するとともに、更な
る協力に向けた意見交換を実施した結果、MOST との新規公募
を実施した（平成 27 年 11 月） 

・ASEAN 地域、インドを対象とした国際共同研究拠点の公募を
実施し、ASEAN 地域に対して 1件の課題を採択した。一方で、
採択決定に至らなかったインドの結果を受け、インドとの共
同支援による拠点形成プロセスをインド科学技術省（DST）と
協議し、両国の共同支援の仕組みを構築した。 

・インドを対象とした国際共同拠点第 2 回公募の適切な推進に
向け、文部科学省の指示の下、日本-インドの協力分野として
双方が高い関心、潜在能力を有する「ICT」分野に限定し、両
国の研究者ネットワークの形成、強化を目的として、日本-
インド共同ワークショップを開催した。（平成 28 年 1 月、イ
ンド、ハイデラバード） 

・リトアニア科学イノベーション技術庁（MITA）との将来的な
協力に向け、セミナー「Japan-Lithuanan Seminar on R＆D 
Potential and innovations」を開催した（平成 27 年 5 月、
東京）。理事長、リトアニア経済大臣、同副大臣及び教育科学
副大臣が参加し、両国の政府及びファンディング機関（FA）
関係者による科技政策、両国の研究者によるフォトニクス、
機能性材料、ICT 分野の研究動向の情報交換を行う研究発表、
議論を行った。 

・e-ASIA JRP の第 4 回年次理事会を開催した（平成 27 年 8 月、
ミャンマー）。理事会では、事務局長交代、及びスペシャルプ
ログラムコーディネーターの任期延長が承認されるととも

との関係構築に向けた
効果的なマネジメント
を実施しており、極めて
高く評価できる 

 
 
【各論】 
（経営層によるトップ外
交等） 
・理事長をはじめとした経

営層により、首相訪問の
機会を捉える等、効果
的・積極的なトップ外交
を展開し、戦略的に機関
間の協力覚書締結等、諸
外国との関係構築･強化
を推進するとともに、共
同公募（e-ASIA JRP（参
加国拡大も含む）、V4 公
募）を開始する等を含
め、具体的な国際協力活
動に結実する科学技術
外交上重要な成果を得
た。また、各海外事務所
も積極的に科学技術外
交ネットワークの強化
を実施した。 

 
（SATREPS） 
・SATREPS が日本の科学技

術外交の取組として、
「科学技術外交のあり
方に関する有識者懇談
会」（座長：白石隆政策
研究大学院大学長）の報
告書において高く評価
され、相手国の状況に応
じた適切、かつ効果的な
事業として、日本の科学
技術外交の中での明確
な位置づけを獲得した。 

 
（SICORP） 
・新たな EU の多国間協力
の枠組みとして、EIG 
CONCERT-Japan を構築
し、関連 EU 諸国と第一
回公募を実施した。ま
た、EU の主導する
HORIZON2020 の公募に
参加する等、多様な枠組
みを用い、ポテンシャル
を持つ参加国を効果的

＊国際共同研究拠点の公募、
およびインドとの共同公
募の実施（理事長訪印によ
る覚書（LOI）締結。平成
28 年 2 月タイにおいて、戸
谷文科審とウィラポーン
科学技術省事務次官出席
のもと日ＡＳＥＡＮ科学
技術イノベーション共同
研究拠点の開所式開催。 

 
Ⅱ（各論） 
１＜国際共通的な課題の達成
や我が国及び相手国の科学技
術水準向上に資する国際的な
枠組の下実施される共同研究
等のマネジメントは適切か＞ 
・国際共同研究等のマネジメン

トにおいては制度改善等に
よりプログラムへの公募参
加国を拡大させ、また経営層
によるビジビリティーの高
いトップ外交を積極的に展
開することによって、諸外国
との関係構築・強化するとと
もに、公募等の具体的な国際
協力に結実させる等成果最
大化に向けたマネジメント
として顕著な成果を挙げて
いる。 

 
（１）成果の最大化に向けたマ
ネジメントの取組状況 
【国際戦略の設定及び実施】 
・国際戦略・国際業務推進委員

会のもと設定した国際戦略
に基づくアクションプラン
を機構各事業において実践
し国際展開を強化するとと
もに、新たな国際戦略策定に
向け、各事業部とのヒアリン
グ、経営層との意見交換、機
構運営会議への付議等の調
整を実施しており、成果最大
化に向けた取組といえ、評価
できる。 

 
【地球規模課題対応国際科学
技術協力（SATREPS）】 
・JICA ともよく連携し、継続
的、戦略的な国・地域バラン
スの考慮、応募・選考等の英
語対応、審査委員の多様性向
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させる。 
ロ．評価結果に
ついては、ホー
ムページ等を活
用し、公表する。 
ハ．既に終了し
た 課 題 に つ い
て、社会実装に
向けた次のフェ
ーズへの展開が
図られているか
中期計画の目標
値との比較検証
を行う。 
 
ⅳ ． 成 果 の 公
表・発信 
イ．本事業にお
ける取組につい
て社会に向けて
積極的に情報発
信する。 
ロ．研究内容、
研究成果に係る
論文発表、口頭
発表、特許出願
の状況及び成果
の社会・経済へ
の波及効果等に
ついて把握する
とともに、研究
成果について報
道発表及びホー
ムページ等を活
用して、分かり
やすく社会に向
けて情報発信す
る。 
ハ．研究者自ら
も社会に向けて
研究内容やその
成果について情
報発信するよう
促す。 
 
【戦略的国際共
同研究】 
ⅰ．研究者及び
研究開発課題の
選定 
イ．省庁間合意
に基づき文部科
学省が戦略的に

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

に、機構の e-ASIA JRP におけるこれまでのリーダーシップと
貢献が認められ、理事会としての感謝の意が表され、アジア
の国際協力多国間国際協力の場における機構のプレゼンス向
上に貢献し。また、日本医療研究開発機構（AMED）が平成 27
年 4 月に e-ASIA JRP に加入したことを受け、関係者との適切
な調整を実施し、AMED における新規公募の早期の実施を含
め、「ヘルスリサーチ分野」の AMED の円滑な参加のため支援
を実施した。 

・アジア地域における防災・減災・リスク管理をテーマとした
共同研究の推進を図り、e-ASIA JRP の防災分野における公募
の実施に向けた応募促進に資するため公開ワークショップを
開催した（平成 27 年 4 月、フィリピン、ケソン）。本ワーク
ショップでは、フィリピン台風 30 号に関して実施した
J-RAPID 支援成果との連携を強く意図しており、情報及び意
見交換を行うため、J-RAPID と合同で開催した。 

・e-ASIA JRP の次期公募に向けた多数の共同提案につながるア
ジア諸国の研究者間ネットワーク形成を目的として、Nano 
Tech 2016 の開催にあわせ、「材料（ナノテクノロジー）」分
野における、国際ワークショップ「Green and Bio 
Nanotechnology for Innovative Materials を開催した（平
成 28 年 1 月、東京）。 

・e-ASIA JRP において、e-ASIA JRP 事務局と機構が協同して
各国の意見の意見を調整し、インドネシア、ラオス、ミャン
マー、フィリピン、ロシア、タイ、ベトナムと「バイオエネ
ルギー」「防災」「交通」の複数の分野での同時公募を実施し
た。加えて、e-ASIA JRP 事務局の活動を通して、カンボジア、
インドネシア、ラオス、ミャンマー、ニュージーランド、ロ
シア、アメリカ、ベトナム、日本（AMED）の「ヘルスリサー
チ」分野の公募を支援した。 

 
（戦略的国際科学技術協力（SICP）/J-RAPID 等） 
・対象課題についての国際共同研究、及び課題評価を着実に実
施した。 

・「JST News」に SICORP に関する 5 件の記事、ホームページの
「JST トピックス」として 2件の記事を掲載した。 

・平成 25 年 11 月に発生したフィリピン台風 30 号に関連して
実施した J-RAPID 公募（平成 26 年 2 月）の採択課題支援の
終了に伴い、最終成果報告会を e-ASIA JRP「防災分野」にお
けるワークショップと合同で開催した（平成 27 年 4 月、フ
ィリピン、ケソン） 

・平成 27 年 4 月にネパールで被害をもたらしたマグニチュード
7.8 の大地震（以下「ネパール大地震」）発生を受け、ネパー
ル産業省鉱山地質局(DMG)、ネパール科学技術環境省水文気象
局（DHM）、ネパール都市開発省都市開発・建設局(DUDBC)等の
ネパール政府機関と調整を始め、緊急を要する研究・調査を
支援する「国際緊急共同研究・調査支援プログラム（J-RAPID）」
公募を実施し（平成 27 年 6 月）、全 13 件の課題を採択し支援
を開始した。 

・ネパール大地震に関する J-RAPID 採択課題の支援開始に伴い、
研究の円滑な推進及びプロジェクトの効果的な実施への助言
を行うことを目的として、ネパール科学技術環境省（MoSTE）
を議長とした日本-ネパール合同の運営委員会を設置、開催す
るとともに、採択課題合同のワークショップを開催した（平

に取り入れ、研究成果の
最大化につながる制度
運営を実施するととも
に、国際的枠組みの中で
機構のプレゼンス向上
に貢献した。 

・国際共同研究拠点の公募
を実施し、ASEAN 地域で
1課題を採択したこと
に加え、インドにおい
て、相手国側支援機関と
の協同体制に基づく公
募を実施する等、拠点設
置国、地域にあわせた新
たな枠組みを構築し、成
果の最大化に向けた制
度運営を実施した。 

・e-ASIA JRP において、
e-ASIA JRP 事務局と協
同し、複数分野の同時公
募を実施したことは、多
国間の意見をまとめ、調
整なしにはできなかっ
たことであり、効果的な
研究開発マネジメント
の実施として高く評価
できる。加えて、e-ASIA 
JRP 理事会議において
機構のリーダーシップ
と貢献が感謝されてお
り、機構の e-ASIA JRP
における活動が、国際的
なプレゼンス向上にも
大きく貢献した。 

 
（SICP/J-RAPID） 
・ネパール大地震に対応し

た J-RAPID による国際
緊急共同研究・調査支援
を、複数のネパール政府
機関の協力を受けると
ともに迅速に発動し、公
募により全 13 件を採
択した。不測の大規模災
害に対する研究調査の
支援を迅速に実施した
ことは、科学技術上有意
な知見の取得に加え、国
際協力の観点での意義
が高い。 

 
 
 

上をはじめとした制度改善
を実施するとともに、認知度
向上のための積極的且つ効
果的な広報活動を行ってい
る。 
モニタリング指標をみて

も、昨年度と比較して公募に
おける、未実施国からの提案
が、14 ヶ国から 19 ヶ国に増
加するとともに、20 件のア
フリカからの提案があった。
初めて採択された国も、平成
27 年度 2 ヶ国、平成 28 年度
3 ヶ国となっており、認知度
向上のための活動や採択に
関する制度改善が応募ニー
ズや対象国からの高い関心
の維持に寄与している。これ
らは優れた成果につながる
課題を採択するためのマネ
ジメントと考えられ、高く評
価できる。 

 
・SATREPS が日本の科学技術

外交の取組の一つとして高
く評価された一方で、外務大
臣が、「外交の様々な局面で
日本の優れた科学技術を活
用していく科学技術外交を
推進」（国会演説, H27 第 190
回国会、平成 28 年 1 月）を
明言しており、我が国の外交
方針の中で、科学技術外交が
明確に位置づけられたとい
える。これらにより、
SATREPS の取組による科
学・外交両面での貢献がより
明確になったとともに、将来
的な成果につながる期待が
極めて大きいと評価できる。 

 
 
【戦略的国際共同研究
（SICORP）】 
・SICORP の研究主幹（PO）
を CREST、さきがけの研究
総括と兼任する体制での実
施等により、機構 内の他事
業連携を促進するとともに、
国際共同研究を戦略的・効果
的に実施するための内部手
続きの検討、整備を実施して
おり、成果の最大化に向けた
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重要なものとし
て設定した相手
国・地域及び研
究 分 野 に お い
て、国際共通的
な課題解決及び
諸外国との連携
を通じた我が国
の科学技術力の
強化に資する研
究領域及び該当
研究領域を統括
し、運営する研
究主幹（プログ
ラ ム オ フ ィ サ
ー）を選定する。 
ロ．上記の研究
領域において、
国際研究課題の
選定にあたって
の方針を募集要
項で明らかにし
た上で、研究課
題 の 公 募 を 行
う。また、外部
有識者・専門家
の参画を得つつ
研究領域の趣旨
に合致した研究
提案であるかと
いう視点から、
研究者及び研究
課 題 を 選 定 す
る。 
ハ．研究者及び
研 究 課 題 の 公
募・選定にあた
っては、相手方
研究費配分機関
と連携する。 
 
ⅱ．国際共同研
究の推進 
イ．研究課題の
特性や進展状況
などに応じた効
果的な研究を推
進する。 
ロ．継続 24 課題
については年度
当初より、新規
課題については
採 択 後 速 や か

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・諸外国との関
係構築への取組
状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

成 27 年 10 月、ネパール）。 
・機構が平成 24 年以降参加してきた、気候変動研究に係るフ
ァンディング機関の会合であるベルモント・フォーラムへ引
き続き参加し、国際共同研究活動（Collaborative Research 
Action：CRA）の一貫として「食料安全保障と土地利用の変化」
「生物多様性と生態系サービスのシナリオ」「持続可能性のた
めの北極観測と研究」で採択された 6課題を推進するととも
に、「気候予測可能性と地域間連関」で新規公募を実施し、各
国による合同選考会に積極的に関与した。 

・機構理事がベルモント・フォーラム全体の議論を先導する運
営委員会の共同議長となり、議論をとりまとめる等、会合の
運営に大きく貢献し、国際社会でのプレゼンス向上に貢献し
た。また、10 月の総会における委員選挙の結果、平成 28 年
以降も運営委員会委員として継続的に議論に参加することと
なった。 

・SICP 日本-スペイン研究交流の終了ワークショップ
「Nanotechnology and New Materials for Environmental 
Challenges」をスペイン大使館において、スペイン経済競争
力省（MINECO）と共同で開催した（平成 27 年 10 月、東京）。 

 
 
 
■経営層によるトップ外交 
・日本、相手国の科学技術の発展に資するため、理事長をはじ
めとした経営層による効果的・積極的なトップ外交を展開し、
諸外国との関係構築･強化を推進するとともに、ライプニッツ
協会との協力覚書締結（平成 27 年 5 月）に基づく「Heathy 
Ageing」共同ワークショップ（平成 28 年実施予定）、フラン
ス国立社会科学高等研究院(EHESS)との協力覚書締結と
「Engaging Society in Innovation and Creativity」共同ワ
ークショップ（平成 27 年 6 月）等、マレーシア学術会議（ASM）
との科学コミュニケーション及び科学教育分野における連携
強化を目的とした包括的覚書の締結（平成 27 年 10 月、マレ
ーシア科学技術イノベーション大臣同席）等、ファンディン
グに限らず分野横断的な組織との連携を強化し、新しい領域
展開の可能性を狙うための基盤を構築した。 

 
■海外事務所による情報収集、ネットワーク構築 
・各海外事務所は、担当地域において在外公館や他法人事務所
等との連携に努め、機構 の業務に関する有益な情報提供を行
うと共に、「科学技術外交ネットワーク」の強化に貢献した。 

・シンガポール事務所は、現地ネットワークを活用したスーパ
ーサイエンスハイスクール年次総会への東南・南アジア地域
からの参加校推薦や、さくらサイエンスプラン（SSP）の情報
展開及び適切な送り出し機関のアドバイス、また、在シンガ
ポール日本国大使館と協力した SSP 招へい者の同窓会イベン
ト（日本国公使とシンガポール教育省出席）開催等、事業の
国際展開に貢献した。 

・機構の海外情報収集、ネットワーク構築強化のため平成 27
年 11 月にインドにリエゾンオフィサーを設置（シンガポール
事務所に増員）した。同リエゾンオフィサーは、さくらサイ
エンスプランの周知、招へい者選定・派遣、スーパーサイエ
ンスハイスクール年次総会への招へい校選定、安倍首相訪印

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【研究成果及び社会実装
等の状況】 
・SATREPS において、相手

国等からの高い評価を
得ることを通して、多数
の具体的な社会実装に
向けた成果につながる
一方で、SICORP 等にお
いては、学術的にインパ
クトの大きな成果を創
出している。また事後評
価の結果から、十分な成
果が得られていると判
断できることから、達成
すべき成果を得ている
といえ、極めて高く評価
できる。 

 
 
（SATREPS） 
・SATREPS において、多数

の顕著な成果を創出し
ており、特に、平成 27
年度中に終了した 16 課
題のうち、13 件で社会
実装に向けた展開が図
られている。 

・具体的には、カメルーン
における両国研究者の
シュバリエ勲章叙勲、イ
ンドネシアの CCS パイ
ロット事業への ADB か
らの出資等、相手国にお
いて高い評価を受ける
ことによって、多数の成
果が社会実装へ大きく
進展している。 

 
（SICORP） 
・次世代メタボロニクスの

マネジメントであるといえ、
高く評価できる。 

・国際共同研究拠点の公募を実
施し、ASEAN 地域、インド
のそれぞれの状況にあわせ
た枠組みの構築、公募の実施
を構築しており、成果の最大
化に向けた制度運営の観点、
相手国との関係構築という
観点でも高く評価できる。 

・e-ASIA JRP において、
e-ASIA JRP 事務局と機構が
協同、調整して各国の意見の
意見を調整し、多数の国（イ
ンドネシア、ラオス、ミャン
マー、フィリピン、ロシア、
タイ、ベトナム）と「バイオ
エネルギー」「防災」「交通」
の複数の分野での同時公募
を実施した。さらに、機構が
主導する e-ASIA JRP 事務局
を通して、日本医療研究開発
機構（AMED）の「ヘルスリ
サーチ」分野の公募を支援し
ており、機構だけでなく、日
本としての科学技術の発展
に貢献する成果の最大化に
貢献するものとして高く評
価できる。 

 
【戦略的国際科学技術協力
（SICP）/J-RAPID 等】 
・相手国とのパートナーシップ

に基づき科学技術協力が推
進されている。 

・ネパール大地震に対応した
J-RAPID による国際緊急共
同研究・調査支援を、複数の
ネパール政府機関と連携・協
力するとともに迅速に公募
を実施し、全 13 件を採択し
た。不測の大規模災害に対し
て、相手国の複数政府機関と
研究調査の支援を迅速に実
施したことは、科学技術上有
意な知見の取得に加え、国際
協力の観点での意義が高く、
適切なマネジメントとして
高く評価できる。 

 
 
（２）諸外国との関係構築への
取組状況 
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に、国際共同研
究を推進する。 
ハ．研究開発の
進捗に応じて研
究開発計画を機
動的に見直し、
研究開発費の柔
軟 な 配 分 を 行
う。 
ニ．国際的な研
究者の人的ネッ
ト ワ ー ク の 構
築、我が国の研
究人材の育成及
び研究成果に基
づく知的財産の
形成に努める。
科学技術外交上
重要な国・地域
において、国際
協力拠点となる
共同ラボを形成
するためのプロ
グラムについて
は、目に見える
形で持続的な研
究協力が行われ
る よ う 実 施 す
る。 
ホ．新規課題の
採択決定後速や
かに研究に着手
できるよう、研
究計画の策定や
研究契約の締結
等に係る業務を
迅速に行う。 
 
ⅲ．評価と評価
結果の反映・活
用 
イ．平成 26 年度
に国際共同研究
が終了した 5 課
題について、外
部有識者・専門
家の参画による
事後評価を実施
し、中期計画の
目標値との比較
検証を行い、必
要に応じて評価
結果を事業の運

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリング
指標〉 
・応募件数 
・採択件数 
・日本国側研究
提案数、相手国
側研究提案との

時（12 月）のサイエンスセミナー開催、国際共同研究拠点事
業（SICORP）での LoI 締結・ワークショップ開催・募集開始、
CRDS によるインド科学技術実態調査へのサポートなどを実
施し、機構のインドでの本格活動の拡大に貢献した。 

・パリ事務所は、社会科学分野におけるフランス国立社会科学
高等研究院(EHESS)との合意書締結、EIG CONCERT-Japan（EIG: 
European Interest Group for Japan）公募事務局設置に係る
フランス国立科学研究センター(CNRS)との合意形成、Belmont 
Forum 事務局の支援等、機構諸事業の欧州展開に貢献したほ
か、OECD 日本政府代表部主催イベントでのブース展示、日英
「先端材料」ワークショップの開催、欧州各国で開催された
イベントでの事業説明及び情報収集、欧州で活躍する日本人
研究者のインタビュー記事の情報発信等を通じ、機構のプレ
ゼンス向上及びネットワーク構築に貢献した。 

・ワシントン事務所は、アメリカ国立科学財団（NSF：National 
Science Foundation）や米国科学振興協会（AAAS）との共同
プロジェクトの企画検討を中心として、機構各事業の米国展
開を支援したほか、PCAST 会合や R&D 予算など米国の科技政
策動向について随時情報提供を行った。プロジェクト・マネ
ジメントに関する日米ワークショップを国防分析研究所
（IDA）と共催したほか、米産学連携フォーラム（BHEF）等と
イノベーション人材育成に関するラウンドテーブルを共催す
るなど、DARPA をはじめとする米政府機関との連携強化と日
米間の有識者交流の促進に貢献した。全米さくらまつりや
Healthy Aging Summit、在米大使館の公開イベント等におい
てはブースを出展し、機構の支援成果であるセラピーロボッ
トパロのデモや、事務所で制作した Science Window 英語版
の配布等を実施し、機構成果の発信とプレゼンス向上に務め
た。 

・北京事務所は、日中科学技術協力合同委員会（平成 27 年 4
月）、中国科学技術協会年次総会（平成 27 年 5 月）、世界ロ
ボット会議（平成 27 年 11 月）、日中科学技術政策セミナー（平
成 28 年 2 月）等の会議への参加を通じ、両国の科学技術に関
する協力関係を強化した。また、日中若手研究者異分野交流
会の共催、日本留学説明会や中国国際ハイテクフェアへの参
加、在中国日本人研究者コミュニティ形成や日中共同研究の
成功事例分析調査の予備的検討、中国国内の大学や研究所で
の事業の説明・講演等、多様なステークホルダーとのネット
ワーク形成のための事務所の自主活動を積極的に推進すると
ともに、中国科学技術部との新規公募開始に向けた活動、さ
くらサイエンスプランや客観日本の広報活動等、機構諸事業
の中国展開に貢献した。 

・各海外事務所は、担当地域の科学技術関連情報の収集及び日
本語の記事作成を行い、研究開発戦略センター（CRDS）との
連携のもと、科学技術専門のウェブサイト「デイリーウォッ
チャー」より迅速に発信した。 

 
 
（SATREPS） 
（略） 
※H27 年度以降は感染症分野（AMED 実施）を含まず。 
 
 

基盤技術、トポロジカル
量子コンピューターに
つながる新たな知見等
の成果が、それぞれ
Nature Method、Nature 
Communications に掲載
される等、科学的にイン
パクトの大きな成果を
創出している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【諸外国との関係構築・強
化の状況】 
・首相訪問の機会にあわせ

る等により、トップ外交
を積極的かつ戦略的に
展開し、諸外国との関係
構築･強化に加え、具体
的な国際協力活動に結
実する科学技術外交上
重要な成果を挙げてお
り、極めて高く評価でき
る。 

・また、各海外事務所が、
在外公館や他法人事務
所との情報交換を通じ
た科学技術外交ネット
ワークの強化に加え、現
地の省庁・機関等と連携
したワークショップや
協力プログラムの具体
化等を実施したほか、ト
ップ外交とも連携し、機
構全体の国際ネットワ
ーク構築に寄与してい
る。特に、インドリエゾ
ンオフィサーを新たに
設置する等、国際共同研
究拠点の実施に向けた
サポートをはじめ、イン
ドにおける機構の本格
活動の拡大している点
は、高く評価できる。 

・世界各国のファンディン

【経営層によるトップ外交】 
・理事長をはじめとした経営層

により、首相訪問の機会を捉
える等、効果的・積極的なト
ップ外交を展開し、戦略的に
機関間の協力覚書締結等、諸
外国との関係構築･強化を推
進するとともに、共同公募
（e-ASIA JRP（参加国拡大
も含む）、V4 公募）を開始す
る等を含め、具体的な国際協
力活動に結実する科学技術
外交上重要な成果を得た。ま
た、各海外事務所も積極的に
科学技術外交ネットワーク
の強化を実施しており、諸外
国との関係構築への取組と
して極めて高く評価できる。 

 
【海外情報の収集】 
・各海外事務所は、在外公館や

他法人事務所との連携によ
り有益な情報交換を行い、科
学技術外交ネットワークの
強化に貢献していることに
加え、現地の省庁・機関等と
の協力関係の構築・強化、協
力プログラムの具体化等を
実施し、トップ外交とも連携
し、機構 全体の国際ネット
ワーク構築に寄与している
点で評価できる。 

 
 
２＜国際共通的な課題の達成
や我が国及び相手国の科学技
術水準向上に資する研究成果
や外交強化への貢献が得られ
ているか＞ 
・国際共同研究において社会実

装に向けた展開が図られる
成果や共同研究の相手国政
府に成果が採用される等の
特筆すべき成果が創出され
るとともに、首相訪問の機会
にあわせる等により、トップ
外交を積極的かつ戦略的に
展開し、諸外国との関係構
築･強化はもとより、具体的
な国際協力活動に結実する
科学技術外交上重要な成果
をあげており、極めて高く評
価できる。理事長をはじめと
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営 に 反 映 さ せ
る。 
ロ．評価結果に
ついては、ホー
ムページ等を活
用し、公表する。 
 
ⅳ ． 成 果 の 公
表・発信 
イ．研究内容、
研究成果に係る
論文発表、口頭
発表、特許出願
の状況及び成果
の社会・経済へ
の波及効果等に
ついて把握する
とともに、研究
成果について報
道発表及びホー
ムページ等を活
用して、分かり
やすく社会に向
けて情報発信す
る。 
ロ．研究者自ら
も社会に向けて
研究内容やその
成果について情
報発信するよう
促す。 
 
【戦略的国際科
学技術協力】 
ⅰ．国際科学技
術協力の推進 
イ．省庁間合意
に基づき文部科
学省が戦略的に
重要なものとし
て前年度までに
設 定 し た 相 手
国・地域及び研
究 分 野 に お い
て、国際研究交
流を推進する。
継続16課題につ
いては年度当初
より研究及び交
流を実施する。 
 
ⅱ．評価と評価
結果の反映・活

マッチング率 
 
 
 
・参加国や領域
の拡大に向け
た取組状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［評価軸］ 
・国際共通的な
課題の達成や我
が国及び相手国
の科学技術水準
向上に資する研
究成果や外交強
化への貢献が得
られているか 
 
〈評価指標〉 
・研究成果及び
社会実装等の状
況 
 
 
 

・平成 27 年度中に実施した平成 28 年度課題の公募において、
未実施国 19 ヶ国からの提案があり、アフリカからの提案数は
20 件と、安定して提案が増えてきた。 

 
（SICORP/国際共同研究拠点/e-ASIA JRP） 
・SICORP において、ヨーロッパ連合（EU）、中国、EIG 
CONCERT-Japan、フランス、イスラエル、との分野選定を含め
た協議に基づき、新規公募を開始した。 

・平成 26 年度に欧州諸国との間で継続が合意されていた日本主
導で進める欧州との多国間協力プログラム CONCERT-Japan を
新たな枠組み EIG CONCERT-Japan として創設し、フランス、
ドイツ、スペイン、トルコとともに第 1回公募を開始した。 

・日欧科学技術協力合同委員会（平成 27 年 5 月、ブリュッセル）
における合意に基づき、HORIZON2020 における 2分野のオー
プンコール「ワイドバンドギャップ半導体デバイス技術に基
づくパワーエレクトロニクスのための先端材料」、「電気エネ
ルギーに関連する革新的な希少元素代替材料」に参加した。 

・国際共同研究拠点において、ASEAN 地域及びインドを対象と
した第 1回公募、第 1回で採択決定に至らなかったインドの
みを対象とした第 2回公募を実施した。 

・国際共同研究拠点のインドに関して、実質的なインドでの拠
点構築に向け、初期段階として日本-インド双方の研究者の交
流及びネットワーク形成の段階から支援する仕組みを構築す
るため、インド側との共同支援の実現をインド側支援機関で
あるインド科学技術省（DST）と協議し、理事長と DST 長官に
よる Letter of Intent 署名をもって合意した。これを受けて、
平成 28 年 3 月より DST との共同公募を実施した。 

・トップ外交、海外事務所の活動との連携、さらには、科学技
術合同委員会等の機会に、積極的な e-ASIA JRP の広報勧誘活
動を展開した結果、オーストラリアが参加の意思を示したほ
か、非メンバー国であるスリランカが公募参加の意思を示し、
e-ASIA JRP 主催のワークショップに参加する等、e-ASIA JRP 
の加盟国拡大に向けた進展があった。また、平成 27 年 4 月よ
り新たに AMED が加盟し、12 ヶ国 17 機関の加盟プログラムと
なった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■顕著な成果 
（略） 
（SATREPS） 
・平成 27 年度に事後評価を行い、かつ評価結果が確定した 10 
課題中、9課題について総合評価にて「A：優れている（計画
通り達成）」を得た。 

グ機関によって構成さ
れるグローバル・リサー
チ・カウンシル（GRC）
の年次総会や地域準備
会合、ファンディング機
関長会合（FAPM）などフ
ァンディング機関の国
際的なネットワーク活
動において主体的な活
動を実施し、日本のプレ
ゼンス向上に貢献して
おり、高く評価できる。 

 
 
 
 
＜今後の課題＞ 
・今後も、理事長をはじめ

とした経営層によるト
ップ外交の成果を活か
し、研究開発成果の最大
化に向け、戦略的にグロ
ーバルな研究開発活動
を推進していく。 

・各事業への協力者、参画
国の拡大に向け、制度改
善、広報、ネットワーク
構築活動や成果の展開
等を通して、科学技術外
交の強化への貢献を図
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

したトップ外交により諸外
国との関係構築･強化すると
ともに、ファンディング機関
長で構成される国際的な会
合で議論をリードする等、研
究成果および科学技術外交
への貢献として、極めて顕著
な成果が創出されている。 

 
 
（１）研究成果及び社会実装等
の状況 
【地球規模課題対応国際科学
技術協力（SATREPS）】 
・平成 27 年度に終了した 16 
課題中 13 課題において、社
会実装に向けた展開が図ら
れており、高く評価できる。 

・カメルーンにおける両国研究
者のシュバリエ勲章叙勲、イ
ンドネシアの CCS パイロッ
ト事業へのアジア開発銀行
からの出資等、相手国におい
て高い評価を受けることに
よって、多数の成果が社会実
装へ大きく進展する等、国際
的にも影響のある顕著な成
果を創出しており、評価でき
る。 

 
【戦略的国際共同研究
（SICORP）】 
・次世代メタボロニクスの基盤

技術、トポロジカル量子コン
ピューターにつながる新た
な知見等の成果が、Nature 
Method、Nature 
Communications 等、各分野
において影響力の大きな論
文誌に多数掲載され、科学的
にインパクトの大きな成果
を創出しており、高く評価で
きる。 

 
 
（２）諸外国との関係構築・強
化の状況 
【経営層によるトップ外交、科
学技術外交成果】 
・首相訪印にあわせ、日本-イン

ドの政財界からの関心が高
いセミナーを開催し、理事長
が講演する等、トップ外交を
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用 
イ．平成 26 年度
に終了した25課
題について、適
切な事後評価の
進め方について
協力相手機関と
協議の上、外部
有識者・専門家
の参画による事
後 評 価 を 実 施
し、中期計画の
目標値との比較
検証を行い、必
要に応じて評価
結果を事業の運
営 に 反 映 さ せ
る。 
 
ⅲ ． 成 果 の 公
表・発信 
イ．研究内容、
研究成果に係る
論文発表、口頭
発表、特許出願
の状況及び成果
の社会・経済へ
の波及効果等に
ついて把握する
とともに、研究
成果について報
道発表及びホー
ムページ等を活
用して、分かり
やすく社会に向
けて情報発信す
る。 
ロ．研究者自ら
も社会に向けて
研究内容やその
成果について情
報発信するよう
促す。 
 
【海外情報の収
集】 
ⅰ．海外情報の
収集及び活用 
イ．海外事務所
等 を 拠 点 と し
て、地球規模課
題対応国際科学
技術協力、戦略

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・諸外国との関
係構築・強化の
状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（SICORP） 
・平成 26 年度に事後評価を実施した 4 課題のうち、1 課題が
「S：研究領域の趣旨にてらして、極めて優れた成果が得られ
ている」、3 課題が「研究領域の趣旨にてらして、十分な成果
が得られている」を得た。 

（略） 
 
（SICP） 
（略） 
 
 
■経営層によるトップ外交 
・ライプニッツ協会との協力覚書締結（平成 27 年 5 月）、フラ
ンス国立社会科学高等研究院(EHESS)との協力覚書を締結し
た（平成 27 年 6 月）。 

・平成 27 年 12 月、インド・イノベーション・セミナーでの講
演にあわせた理事長の訪問において、国際共同研究拠点に関
する共同公募実施に関する覚書（Letter of Intent）に署名
し、平成 28 年 3 月から、公募を開始した。 

・ASEAN 拠点採択課題による国際共同研究拠点プロジェクト実
施にかかるインドネシア、タイ、マレーシアの研究機関と調
印式に理事が参加。文部科学審議官、参画機関長らが出席す
る中、ASEAN における国際共同研究拠点、SATREPS、e-ASIA JRP
の活動に関してスピーチし、機構のプレゼンス向上に貢献し
た、（平成 28 年 2 月、タイ、バンコク）。 

 
■科学技術外交成果 
・ファンディング機関長会合（FAPM）をドイツ DFG と共催し、
理事長及び DFG 副会長が共同議長として「研究イノベーショ
ンにおける強みとしての多様性」について議論をリードした
（平成 27 年 10 月、京都）。 

・「第 3 回 日米オープン・フォーラム 日米科学技術協力の将
来～世界の人々に豊かな生活をもたらすための科学の発展の
在り方と日米の果たすべき役割」（平成 27 年 10 月、東京）
におけるパネルディスカッションに理事長が登壇し、モデレ
ーターとして議論の取りまとめに貢献した。 

・STS フォーラム主催の「イノベーション・サイエンス・テク
ノロジーワークショップ（ASEAN）」に理事長が参加し、セッ
ションチェアとして「若者と女性の活用」に関する議論取り
まとめに貢献した（平成 27 年 6 月、マレーシア）。 

・ミラノ万博ジャパン・デーの機会に開催された、STS フォー
ラム主催の「食料、水、環境におけるイノベーションと持続
可能性ワークショップ」にて理事長が講演し、食料や環境分
野における機構の取り組みについて紹介した（平成 27 年 7 
月、イタリア）。 

・グローバルリサーチカウンシル（GRC）第 4 回年次総会に理
事長が参加し、世界各国のファンディング機関の長とともに
「科学上のブレークスルーに向けた研究費支援」及び「研究
教育における能力構築」に関するファンディング機関の声明
の策定を行ったほか、オープンアクセスに関する進捗レポー
ト･セッションの座長を務め、議論の取りまとめに貢献した
（平成 27 年 5 月、東京）。 

積極的かつ戦略的に展開し、
諸外国との関係を構築、強化
するとともに、世界各国のフ
ァンディング機関によって
構成されるファンディング
機関長会合（FAPM）におけ
る議論のリードや日米オー
プン・フォーラムでの議論を
取りまとめ等、ファンディン
グ機関や国際的な会合の中
で、機構、さらには日本のプ
レゼンス向上に貢献したこ
とは、我が国の科学技術外交
上重要な成果であり、極めて
高く評価できる。 

・インドリエゾンオフィサーの
設置により、国際共同研究拠
点の実施やさくらサイエン
スプランによる活動の支援
等、インドにおける機構の本
格活動の拡大を通して関係
構築に大きく貢献しており、
高く評価できる 

 
【地球規模課題対応国際科学
技術協力（SATREPS）】 
・SATREPS が日本の科学技術

外交の取組として、「科学技
術外交のあり方に関する有
識者懇談会」の報告書におい
て高く評価され、相手国の状
況に応じた適切、かつ効果的
な事業として、日本の科学技
術外交の中での明確な位置
づけを獲得しており、これま
での取組の成果による外交
への貢献として極めて高く
評価できる。 

 
【戦略的国際共同研究
（SICORP）】 
・EUから高い評価を受けたEU

の多国間協力の後継枠組み
として、EIG 
CONCERT-Japan を設立
し、関連 EU 諸国と第一回公
募を実施した。また、EU の
主導する HORIZON2020 の
公募に参加する等、多様な枠
組みを用い、ポテンシャルを
持つ参加国を効果的に取り
入れており、諸外国との関係
を構築、強化していると同時
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的国際共同研究
及び戦略的国際
科学技術協力等
に係る情報の収
集及び提供、並
びに国内外の関
係機関との連携
により、シンポ
ジウム、ワーク
ショップ等の開
催や研究開発課
題選定等に係る
連 絡 調 整 を 行
う。 
ロ．収集した情
報を機構の業務
に活用するとと
もに、ホームペ
ージ等を通じて
対外的な情報発
信に努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリング
指標〉 
・論文数 
 
 
 
 

・GRC アジア太平洋地域会合に副理事が参加し、次回 GRC 年次
総会のテーマ：「女性研究者の平等と地位」及び「学際性」に
ついてアジア太平洋地域からの提言をつくるための議論を行
った（平成 27 年 12 月、オーストラリア）。 

・日中大学フェア&フォーラム 2015（平成 27 年 8 月、東京）
を開催し、科学技術分野における日中間の産学連携、日本機
関のグローバル化に寄与（中国総合研究交流センター主催）。 

参加者：日中大学フェア&フォーラム 2015（東京） 中国から 31 
大学・研究機関 

・機構、日本貿易振興機構（JETRO）、新エネルギー産業技術総
合研究開発機構（NEDO）共催による「日本・インド・イノベ
ーション・セミナー」を開催した（平成 27 年 12 月、インド、
ニューデリー）。文部科学審議官、高エネルギー加速器研究機
構長、DST 次官ほか、日本-インドの科学技術協力の中核機関
によるセッション「日本・インドの科学技術協力」に理事長
が登壇し、機構 の役割や研究開発推進について、日本-イン
ド両国より約 450 名のビジネス関係者等に紹介した（平成 27 
年 2 月、インド）。本セミナーの最後には、安倍晋三首相が
来賓挨拶をする等、日本-インドの政財界からの関心が高い場
において、理事長がインドの科学技術協力、国際共同研究拠
点の公募、リエゾンオフィサーの設置等の具体的な事例を示
すとともに、科学技術分野における日印の連携の必要性を訴
えたことで、機構のプレゼンス向上に貢献した（平成 27 年
12 月、インド、デリー）。 

・平成 27 年 10 月に開催した SICP 日本-スペイン合同ワークシ
ョップにおいて、理事長、スペインからスペイン研究・開発・
イノベーション担当長官が参加し、成果及び今後の連携に向
けた意見交換を行った。 

・日本-ヴィシェグラード 4ヶ国（V4：スロバキア、チェコ、ハ
ンガリー、ポーランド）の公募の結果、56 件にのぼる多数の
応募のもと 5 件の共同研究課題が採択されたことについて、
第 6 回「V4＋日本」外相会合（平成 27 年 11 月、ルクセンブ
ルク）において、各国外務大臣より歓迎され、科学技術とイ
ノベーション分野におけるより前向きな発展が二国間、「V4
＋日本」間及び日 EU 間の協力に付加価値をもたらすとの期待
が表明された。 

 
■事業の展開・発展 
・SATREPS については、飼育技術にかかる知見獲得（キハダの
養殖、日本-パナマ：生物資源領域）、民間企業との連携によ
る実用化開発（バイオディーゼル（H-FAME）、日本-タイ：生
物資源領域）、アジア開発銀行（ADB）の出資によるパイロッ
ト事業の加速（二酸化炭素の地中貯留及びモニタリング、日
本―インドネシア：低炭素領域）、開発した装置の第三国への
展開（IT 地震計の普及、日本-フィリピン：防災領域）など
で、次のフェーズへの展開が図られた。 

 
 
■論文発表 
（SATREPS） 
（略） 
 ※H27 年度は感染症分野を含まず。 
（SICORP（e-ASIA JRP 含む）、SICP） 

に、国際的枠組みの中で機構
のプレゼンス向上に貢献し
ているといえ、極めて高く評
価できる。 

・日本-ヴィシェグラード 4 ヶ
国（V4：スロバキア、チェコ、
ハンガリー、ポーランド）の
公募について、第 6 回「V4
＋日本」外相会合（平成 27
年 11 月、ルクセンブルク）
において、各国外務大臣が好
意的に言及される等、諸外国
との関係構築に加え、科学技
術外交への貢献という観点
で、極めて高く評価できる。 

 
【事業の展開・発展】 
・SATREPS 終了課題において

民間企業との連携による実
用化開発や研究成果の展
開・普及を通して、諸外国と
の関係強化に貢献している
といえ、高く評価できる。 

 
３＜今後の課題＞ 
・今後も、理事長をはじめとし

た経営層によるトップ外交
の成果を活かし、研究開発成
果の最大化に向け、戦略的に
グローバルな研究開発活動
を推進していく必要がある。 

・これまでも高い成果が得られ
ているが、更に社会実装を含
む成果やその波及効果の把
握を進めていくべきである。 

 
・各事業への協力者、参画国の

拡大に向け、制度改善、広報、
ネットワーク構築活動や成
果の展開等を通して、科学技
術外交の強化への貢献を図
っていく必要がある。 

 
 
４＜その他事項＞ 
（審議会の意見を記載するな
ど） 
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・特許出願件数 
 
 
 
 
 
 
 
 
・相手国への派
遣研究者数、相
手国からの受け
入れ研究者数 
 
 
 
 
・成果の発信状
況 
 

（略） 
 
■特許出願 
（SATREPS） 
（略） 
 ※H27 年度は感染症分野を含まず。 
 
（SICORP（e-ASIA JRP 含む）、SICP） 
（略） 
 
 
■交流実績 
（SATREPS） 
（略） 
 ※H27 年度は感染症分野を含まず。 
 
（SICORP（e-ASIA JRP 含む）、SICP） 
（略） 
 
■学会発表等 
（SATREPS） 
（略） 
 ※H27 年度は感染症分野を含まず。 
 
（SICORP（e-ASIA JRP 含む）、SICP） 
（略） 
 
＜平成 26 年度文部科学大臣評価における今後の課題への対応
状況＞ 

■指摘事項 
・今後も、理事長をはじめとした経営層によるトップ外交の成
果を活かし、戦略的にグローバルな研究開発活動をより一層
推進していく必要がある。 

・不断の制度改善、広報、ネットワーク構築活動や成果の展開
等を通して、各事業への協力者や参加国を拡大し、科学技術
外交へのさらなる貢献を図っていく必要がある。 

 
・対応状況 
積極的、継続的な経営層によるトップ外交と適切なマネジメン
トを推進した。また、相手国のポテンシャル･分野、協力フェ
ーズに応じた多様な国際共同研究スキームと連携し、戦略的
且つグローバルな研究開発を効果的に実施した。 

制度改善、柔軟な事業マネジメント、海外事務所とも連携した
広報活動、成果の展開等を進め、e-ASIA JRP の参加機関拡大、
EIG CONCERT-Japan における多国間協力等、外交に効果的且
つ有効に貢献した。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 
 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

2.(1)⑤ 研究開発法人を中核としたイノベーションハブの構築 
関連する政策・施策 政策目標7 科学技術・学術政策の総合的な推進 

 施策目標7－1 科学技術関係人材の育成及び科学技術に関する
国民意識の醸成 

 施策目標7－2 イノベーション創出に向けた産学連携の推進及
び地域科学技術の振興 

 施策目標7－4 科学技術の国際活動の戦略的推進 
政策目標8 基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 
 施策目標8－2 科学技術振興のための基盤の強化 
政策目標9 科学技術の戦略的重点化 
 施策目標9－1 ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推進

及び倫理的課題等への取組 
 施策目標9－2 情報通信分野の研究開発の重点的推進 
 施策目標9－3 環境分野の研究開発の重点的推進 

当該事業実施に係る根拠（個
別法条文など） 

国立研究開発法人科学技術振興機構法第１８条 
第七号 前二号に掲げるもののほか、科学技術に関する研究開発の推進のため
の環境の整備に関し、必要な人的及び技術的援助を行い、並びに資材及び設
備を提供すること(大学における研究に係るものを除く。)。 

第十号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易
度 

－ 関連する研究開発評価、政策
評価・行政事業レビュー 

平成28年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度  H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

応募数（件） －  16  予算額（千円）  1,500,000  

採択数（件） － 4  決算額（千円） 1,313,772  

 経常費用（千円） 122,515,035
の内数 

 

経常利益（千円） 251,935 の内
数 

 

行政サービス実施
コスト（千円） 

145,953,583
の内数 

 

 
従事人員数（うち研
究者数）（人） 

5(0)  

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 
法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 
 ・研究開発法人

を中核として、

産学官の垣根

を越えて国内

外の人材を糾

合する場（イノ

ベーションハ

ブ）を構築する

ため、研究開発

法人の飛躍性

ある優れた取

組を 
支援する。 

・機構は、研

究開発法人

を中核とし

て、産学官の

垣根を越え

て国内外の

人材を糾合

する場（イノ

ベーション

ハブ）を構築

するため、研

究開発法人

の飛躍性あ

る優れた取

組を支援す

る。 

機構は、国立

研究開発法人

を 中 核 と し

て、産学官の

垣根を越えて

国内外の人材

を糾合する場

（イノベーシ

ョンハブ）を

構 築 す る た

め、国立研究

開発法人の飛

躍性ある優れ

た取組を支援

する。 
 
［推進方法］ 
ⅰ．運営方針 
ⅱ．支援を行

う国立研究開

発法人の選定 
イ．評価委員

会を設置し、

委員長を中心

に、速やかに、

支援を行う国

立研究開発法

人の公募・選

考を行う。公

募に当たって

は、支援内容

及 
び選考のため

の評価項目な

どを募集要領

において明ら

かにする。ま

た、評価委員

会は、各国立

研究開発法人

の提案の評価

に必要な専門

家を適宜招聘

し、その助言

も参考に評価

委員会での審

議を経て、事

業の趣旨に合

致し、イノベ

［評価軸］ 

・国立研究開発法人の

飛躍性ある優れた取組

に対して、適切な取組

ができているか 

 

〈評価指標〉 

・ハブ構築活動への支

援の取組状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・拠点のマネジメント 

 平成 27 年度より発足した国立研究開発法人に対して、イノベーション

ハブの構築について優れた取り組みを支援する事業として、「イノベー

ションハブ構築支援事業」を実施した。 

 

 

 

 

 

 

・採択した機関は計 4機関（本採択:2 機関、フィージビリティスタディ

(FS)採択:2 機関）であり、それぞれへ向けた活動は以下の通りであっ

た。 

（物質・材料研究機構（NIMS）） 

・採択決定後、実施のための体制構築が行われた。機構ではプログラム

マネージャーを設置するとともに、プロジェクトへの協力を種々行っ

た。NIMS と機構の共催で、9月及び 1月に MI2I フォーラムを開催し、

ハブの活動紹介、企業等への参画呼びかけを実施した。企業等の外部

参加者が本ハブに参画するためのスキームの検討を行い、28年 4月発

足予定のコンソーシアムへの参加を呼びかけた。その他、データプラ

ットフォームの設計・構築など、NIMS スタッフに協力を行う形で、機

構がその事業運営の支援を行った。 

（宇宙航空研究開発機構(JAXA)） 

・採択決定後、実施のための体制構築が行われた。それとともに JAXA

と機構の共催により、本ハブの取り組みについて紹介するオープンイ

ノベーションフォーラムを 7月に各地で 3回開催した。開催後に、JAXA

として求める技術に対する提案(RFI)、及び研究開発課題の公募(RFP)

を行い、12月に実際に実施する課題を決定し、順次推進することとし

た。機構は公募に当たっての一般的事項や審査項目の設定などに対し

て助言を行った。また提案に対する技術的審査の支援を行うなど、事

業運営にかかる支援を行った。 

（FS採択：防災科学技術研究所（防災科研）、理化学研究所(理研)） 

・それぞれがイノベーションハブを構築できるよう、検討のための調査

(FS)が行われた。機構は担当者との打合せを順次行い、WS や運営委員

会等への出席・対応などを行った。また、FSから本採択への移行を目

指す過程で、機構からは計画や実施内容についての助言等を適宜実施

した。 

 

・平成 27年度新規事業として 5年度間実施する内容であり、まずは迅速

評定：Ｂ 
・国立研究開発法人の

目的・業務、中長期

目標等に照らし、法

人の活動による成

果、取組等について

諸事情を踏まえて

総合的に勘案した

結果、事業全体の設

計、採択課題の選

定、実施計画の調整

等が概ね順調に進

められたことから、

「研究開発成果の

最大化」に向けて成

果の創出や将来的

な成果の創出の期

待等が認められ、着

実な業務運営がな

されているため、評

定を B とする。 

 

【ハブ構築活動への

支援の取組状況】 

・各機関での活動に対

して機構が協力を

行い、予算的支援・

人的支援を行うこ

とで、各機関におけ

るイノベーション

ハブを構築する活

動を加速すること

ができたことは評

価できる。 

 

【拠点のマネジメン

ト】 

・前年度から準備を積

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目的・業務、中長期

目標等に照らし、法人の活動による成果、取
組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案
した結果、事業全体の設計、採択課題の選定、
実施計画の調整等が概ね順調に進められたこ
とから、着実な業務運営が認められるため、
評定を B とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【ハブ構築活動への支援の取組状況】 
・各機関での活動に対して機構が協力を行い、
予算的支援・人的支援を行っている。 

 
 
 
 
 
 

 
＜今後の課題＞ 
・ＪＳＴは大学、研究開発法人、民間企業等
へ幅広くファンディングしている法人であ
り、ＪＳＴが持つ研究マネジメント、産学連
携、知材マネジメントなどのノウハウを生か
したきめ細やかな支援をＪＳＴがすることを
期待する。。 
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ーションハブ

構築の期待が

高い国立研究

開発法人を選

定する。 
ⅲ．事業の推

進 
イ．推進 PO 
を置き、その

推進方針のも

と、各国立研

究開発法人を

それぞれ支援

する体制を整

えて、選定の

際の評価委員

会の指摘事項

も踏まえ国立

研究開発法人

の計画や状況

に応じたきめ

細かな支援を

行う。 
ロ．国立研究

開発法人にお

ける人材糾合

やオープンイ

ノベーション

を促進するた

め、クロスア

ポイントメン

ト制度の導入

促進、ハブの

構築や運用の

支援に必要な

人材の国立研

究開発法人へ

の配置、ファ

ンディング支

援のための研

究開発課題の

募集・選定等

を実施する。 
ハ．事業の進

捗に応じてサ

イトビジット

等を実施して

国立研究開発

法人における

ハブ構築の進

捗状況を把握

し、適宜国立

研究開発法人

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〈モニタリング指標〉 

・サイトビジット等実

施回数 

 

 
 
 
・JST 内外での連携、事

業改善・強化に向けた

取組 

 
 
 
 
 
［評価軸］ 

・国立研究開発法人に

おいて、支援期間以降

も見据えて、研究成果

の最大化につながる取

組が着実に図られてい

るか。 

 

〈評価指標〉 

・国立研究開発法人の

改革進捗状況 
 
 
 
 

に事業全体の立上げ、及び新規課題の採択・立上げができるよう、努

めた。 

・前年度の平成 27 年 3 月に公募を行ったところ、16 件の提案が寄せら

れた。専門委員、評価委員による書類選考を行って 9件に絞った後、4

月末の評価委員会による面接選考を実施し、本採択 2件、FS採択 2件

を選定して、採択した。全て初めから本採択とするのではなく FS採択

という選択肢を設け、提案内容を勘案して実行した。 

・採択決定後、ただちに 4 法人と計画調整を行い、基本契約及び実施契

約を締結した。 

・FS 採択課題 2 件については、平成 28 年 2 月に評価委員会による再審

査を行い、規模を適性化、実施内容を絞った上で、2 件とも本採択に

移行させることとした。 

 

 

 

・推進 POを配置し、各機関の実施場所を訪問するなどして、ディスカッ

ションを行うなどの機会を 60回設けた。 

・各拠点への予算配分については、各機関の状況を鑑み、それに合わせ

て適宜、計画変更・予算増額・減額等の対応を行った。 

 

・先例のない内容であるため、機構内の他部署や、文部科学省の事業所

管課、支援対象法人の所管課の担当者等、多くの関係者と協議を重ね、

慎重に事業設定を行った。 

・事業を実施する中で機構内の体制を見直し、産学連携展開部から、研

究開発拠点を支援するイノベーション拠点推進部へ実施部署を移管し

た。これにより、他のプロジェクト等との連携を効率的に図っていく

予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・採択された 4 機関の状況としてはそれぞれ以下の通りであった。各機

関ともに法人改革の一環として本事業の実施が想定されており、その

初年度としての着実な進捗が見られた。 

（物質・材料研究機構（NIMS）） 

・NIMS では、材料科学と情報科学との融合による新たな分野への挑戦を、

み重ねつつ、迅速に

公募を行って採択

課題を決定し、さら

に FS 採択を行った

課題についても、再

審査を適切に行い、

事業を円滑に立ち

上げたことは評価

できる。 

・推進 PO 等を設置、

各法人の実施計画

について実施前に

充分に調整、・協議

し、計画をブラッシ

ュアップしたこと

は評価できる。 

 

【国立研究開発法人

の改革進捗状況】 

・国立研究開発法人元

年として、各機関と

もに理事長のリー

ダーシップのもと、

このイノベーショ

ンハブを構築する

取り組みについて、

機関として重要な

位置づけとして実

施されており、今後

の法人改革が更に

進むと期待できる。 

 

＜今後の課題＞ 

・FS 採択機関は平成

28 年度から本格的

に活動を開始する

ため、迅速に体制構

築や計画調整等を

行い、早期に活動を

拡大していく必要

がある。 
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のハブ運営や

研究開発マネ

ジメントに関

する指導・助

言を行う。 
ⅳ．評価と評

価 結 果 の 反

映・活用 
イ．今年度は

中間評価及び

事後評価、追

跡調査を実施

しないが、事

業の進捗状況

を把握して、

中期計画の目

標との比較検

証を行い、必

要に応じて事

業の運営に反

映させる。 
ⅴ．成果の公

表・発信 
イ．各国立研

究開発法人の

ハブ構築の取

組や目標、研

究 開 発 の 内

容、研究開発

の成果等につ

いて把握し、

知的財産等の

保護に配慮し

つつ、分かり

やすく社会に

向けて情報発

信する。 
ロ．各国立研

究開発法人自

らもハブ構築

の取組みや目

標、研究開発

内容、研究開

発の成果につ

いて、知的財

産等の保護に

配慮しつつ情

報発信するよ

う促す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〈モニタリング指標〉 

・論文数 

・特許出願数 

・外部資金獲得状況 

 

 

 

・人材糾合の進展状況 

 
 
 

法人を挙げて取り組む場として、情報統合型物質・材料研究拠点が組

織されている。また、平成 28 年度からの中長期目標においても、「情

報統合型物質・材料研究領域における研究開発」として明確に位置づ

けられている。 

・NIMS の研究者のみならず、外部の大学等の研究者を含めて実施体制が

構築されており、企業に対しても今後、コンソーシアムへの参画を呼

び込むことで、多様な人材を糾合するイノベーションハブの構築が今

後も進められると見込める。 

（宇宙航空研究開発機構(JAXA)） 

・JAXA では本事業で採択される前から、宇宙探査イノベーションハブと

いう組織を理事長直下に設立し、オープンイノベーションの要素を取

り入れる方向性が取られており、中期計画でも「様々な異分野の人材・

知を糾合した開かれた研究体制の構築」として記載されている。本事

業での支援が行われることで、この取り組みが加速しているものと考

えられる。 

・RFP 実施により、大学や企業等の外部からの多様な人材と協力する体

制を構築することにより、従来に無い体制構築を進めることが可能と

なった。 

（FS採択：防災科学技術研究所（防災科研）、理化学研究所(理研)） 

・平成 27 年度は FS 実施期間としてそれぞれ調査を実施する体制を構築

しつつ、来年度からの実施に向けたイノベーションハブ構築を実施す

る体制の検討が進められた。 

・防災科研ではイノベーションハブ推進室を設置するとともに、平成 28

年度からの中長期目標において、「中核的機関としての産学官連携の推

進」の中で、イノベーションハブの構築が明確に位置づけられている。

また、理研では、理事長の下に策定された「理研 科学力展開プラン」

にて、国内外の研究機関や大学・産業界と形成する「科学技術ハブ」

を展開するとしているが、本事業で取り組む内容をこの一部として位

置づけ、法人内に科学技術ハブ推進室を設けて今後の活動を行う体制

が整えられている。 

 

 

・平成 27年度は、各法人にて体制整備が中心になっていたことから、論

文、特許出願、外部資金獲得の実績は、ほとんど無い。今後、各機関

と機構の活動を本格化させる中で、実績が上がっていくものと想定し

ている。 

 

 

・人材糾合を行うために、各法人でクロスアポイントメントや兼業など

の人事手続きを行い、外部からも多様な人材が集まって活躍できるよ

うに対応がなされた。このうち、クロスアポイントメントについては、

・今後も、実施機関に

おける法人改革の

状況が着実に進ん

でいくのか、モニタ

リングをしていく

ことが重要である。 

・各機関の体制構築に

ついては、今年度か

なり進められたが、

実際にイノベーシ

ョンハブの取り組

みを着実に続けて

いけるか、社会に向

けて成果を出して

いけるか、等が重要

である。 
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・取組、成果の発信状

況 

 

実例が乏しかったことから、各機関にて制度の検討が進められた。こ

のうち、最も大規模にクロスアポイントメントを計画していた物質・

材料研究機構での事例を調査し、制度としての課題を整理するととも

に、その内容を機構内外の関係者と協議し、今後の事業運営に活かし

ていくこととした。 

 

・事業として、ホームページの開設、パンフレットの作成等を行い、事

業のトピックや各機関の取り組みについて、広く紹介を行った。また、

イベント等にて外部からの問合せに対して、事業制度の紹介も適宜行

った。 

・本採択の 2 機関では、広く一般に向けて、各取り組みの紹介や共同参

加者を募ることを目的として、機構と協力しつつ、下記のフォーラム

を計 6回開催した。 

 実 施 機

関 

名称 場所 開催日 

1 NIMS 第 1 回 MI2I フォー

ラム 

一橋講堂 (東京都千

代田区) 

平成 27

年 

9月 7日 

2 NIMS 第 2 回 MI2I フォー

ラム 

一橋講堂 (東京都千

代田区) 

平成 28

年 

1 月 25

日 

3 JAXA 第 1 回 宇宙探査オ

ープンイノベーシ

ョンフォーラム 

神戸商工会議所会館 

（兵庫県神戸市） 

平成 27

年 

7月9日 

4 JAXA ソラシティ・カンファ

レンス・センター（東

京都千代田区） 

平成 27

年 

7 月 16

日 

5 JAXA TKP 博多駅前シティ

センター（福岡県福岡

市） 

平成 27

年 

7 月 23

日 

6 JAXA 第 2 回 宇宙探査オ

ープンイノベーシ

ョンフォーラム 

ベルサール汐留 (東

京都中央区) 

平成 28

年 

3 月 29

日 

 

＜平成 26年度文部科学大臣評価における今後の課題への対応状況＞ 

平成 27 年度からの新規事業であり、該当する指摘事項等は無い。 
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４．その他参考情報 
特になし。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 
 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

2. (1) ⑥ 知的財産の活用支援 
関連する政策・施策 政策目標7 科学技術・学術政策の総合的な推進 

 施策目標7－2 イノベーション創出に向けた産学連携の推進及
び地域科学技術の振興 

 

当該事業実施に係る根拠（個
別法条文など） 

国立研究開発法人科学技術振興機構法第１８条 
第三号 前二号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進するこ
と。 

第四号 新技術の企業化開発について企業等にあっせんすること。 
第十号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易
度 

― 関連する研究開発評価、政策
評価・行政事業レビュー 

平成28年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
2．主要な経年データ 
 ①主要な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度  H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

外国特許出願
支 援 申 請 数
（件） 

－ 1,491 1,638 1,705 1,334  予算額（千円） 2,805,839 2,660,000 2,996,910 2,538,455  

外国特許出願
支 援 採 択 数
（件） 

－ 818 855 642 492  決算額（千円） 2,636,179 2,613,826 2,701,335 2,712,359  

実施許諾数（外
国特許出願支
援）（件） 

－ 662 899 717 820  経常費用（千円） 107,525,024 
の内数 

130,937,687 
の内数 

144,296,465 
の内数 

122,515,035 
の内数 

 

 経常利益（千円） 762,378 
の内数 

720,154 
の内数 

640,652 
の内数 

251,935 
の内数 

 

行政サービス実施
コスト（千円） 

115,911,045 
の内数 

135,757,718 
の内数 

149,010,757 
の内数 

145,953,583 
の内数 

 

 
従事人員数（うち研
究者数）（人） 

72（0） 67（0） 68（0） 72（0）  

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目

標 
中長期計

画 
年度計画 主な評価

軸（評価の
視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ・我が国の

国際競争力

を強化し、

経済社会を

活性化して

いくため、

大学等及び

技術移転機

関における

知的財産活

動を支援す

る と と も

に、金融機

関等とも連

携し、大学

等の研究開

発成果の技

術移転を促

進する。 

・機構は、

大学等にお

ける基礎研

究により生

み出された

新技術の実

用化を促進

するため、

大学等の研

究成果の特

許化を支援

するととも

に、我が国

の知的財産

戦略、市場

動向やライ

センスのた

めの交渉力

を踏まえた

強い特許群

の形成やこ

れ ら の 特

許・特許群

を基礎とし

た産学マッ

チ ン グ の

「場」の提

供などを通

じた知的財

産の活用を

促進する。 

・機構は、

大学等の研

究成果の特

許化を支援

するととも

に、強い特

許群の形成

やこれらを

基礎とした

産学マッチ

ングの「場」

の提供など

を通じた知

的財産の活

用を促進す

る。 

 

［ 推 進 方

法］ 

ⅰ．特許化

の支援 

イ．海外特

許出願が国

益に大きく

貢献するも

の を 選 定

し、その海

外特許出願

を 支 援 す

る。さらに、

重要なテー

マ に つ い

て、特許群

の形成に係

る支援を行

う。 

ロ．発明者

への特許相

談・発明評

価を行い、

大学の知的

財産本部等

を 支 援 す

る。 

ハ．特許分

析等を通し

て、知財面

［評価軸］ 

・大学等に

おける基礎

研究により

生み出され

た新技術の

実用化の促

進に資する

適切な取組

が出来てい

るか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈 評 価 指

標〉 

・特許化支

援の取組状

況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「知的財産推進計画 2015」における大学等の知財マネジメント実行の促進、｢第 5 期科学技術基本計画｣での大学等の特許の実施

許諾 5 割増の新たな提言を受けて、大学のイノベーション創出を促進する大学知財マネジメントを実現するため、知財構造改革

方針を平成 27 年度に策定した。特に「知財マネジメント強化」に重点を置いた活動を推進していきつつ、平成 27 年度は以下の

取組を実施した。 

 

・特許化支援（外国特許出願支援、大学特許強化支援） 

・知財集約（知財譲受、スーパーハイウェイ） 

・特許活用（ライセンス（開発あっせん、実施許諾）） 

・産学マッチング（新技術説明会、イノベーションジャパン～大学見本市～、産から学へのプレゼンテーション） 

・目利き人材育成（技術移転に係わる目利き人材育成プログラム） 

 

 

＜知的財産戦略センターの構造改革の実施方針＞ 

 

①大学の知財・技術移転マネジメントの進化に対応する支援へ転換する。 

▆先進大学で成功した知財・技術移転ロールモデル（一気通貫モデル）を、全国の大学に普及させる。 

▆組織的産学連携を支える知財枠組の構築を支援する。 

▆外国特許出願支援 →各大学の知財マネジメント強化を促す方向へ支援要件・条件の改革を実施する。 

▆ファンディングによるロールモデルを導入する。 

▆潜在的に知財能力のある中堅大学等への個別の支援を行う。  

 

②機構のファンディング事業の知財マネジメントを強化する（戦略的創造研究推進事業、産学連携・技術移転事業との協働） 

▆課題採択・継続時の知財要件を設定する。 

▆領域、拠点毎の知財マネジメントの枠組設計・実施を支援する。 

・特に、機構のファンディング事業については、新たなグループを設置し、戦略的創造研究推進事業、産学連携・技術移転事業

等の知財のプラットフォームとして活動できるように措置する。 

・外国特許出願支援（権利化支援）、人的サポート、知財集約（パッケージ化）、機構帰属特許の出願・活用についても、上記の

視点から改革を実施する。 

 

▆機構帰属特許（集約を含む）→機構が保有すべき知財の再設計を行う。 

 

 

 

・外国特許出願費用を支援（申請 1,334 件＜PCT 出願 1,043 件、指定国移行 291 件＞、採択 492 件＜PCT 出願 346 件、指定国移行

146 件＞）した。採択にあたっては、特許性・有用性の観点から調査・審査し、その結果を大学等へ全件フィードバックした。

PCT 出願段階では、国内基礎出願内容をもとに、将来の権利行使を見越してより「強い特許」として権利化されるよう、出願の

質向上に貢献し、指定国移行段階では、共同研究や国家プロジェクトでの進展等、技術移転や事業化の可能性をより重視して

採択課題を厳選した。 

・審査過程における調査・評価・助言、先行技術情報等を大学の知財関係部署及び発明者へフィードバックし、機構の発明に対

する目利き（調査・評価・助言・相談等）が的確であると支援機関の 86％が回答した（目標値：90%）。なお、発明者等へのヒ

アリング、機構による特許性に関する調査、有用性の評価、審議結果の評価・助言については、いずれも、支援機関の 93%以上

が的確であると回答し、高評価を得ている。平成 27 年度実施のアンケート結果において、審議結果への疑問質問に対して機構

へ問い合わせをしたと、支援機関の 11%が回答しており、このことが、目利きへの評価：86％という結果につながったと分析し

ている。（※審議結果には、委員会審議(審議結果の評価・助言)に加え、申請要件審査も含まれる。）来年度は、寄せられた

疑義を踏まえて改善を行い、中期計画期間全体では、発明に対する目利きが的確であるとの回答を支援機関の 90%以上から得て

＜評定に至った理

由＞ 

・国立研究開発法

人の目的・業務、

中長期目標等に

照らし、法人の

活 動 に よ る 成

果、取組等につ

いて諸事情を踏

まえて総合的に

勘案した結果、

外国特許出願支

援では資金支援

に加え取得知財

の 質 向 上 を 支

援、パッケージ

化で特許群の価

値を高めたライ

センス活動、高

マッチング率を

維持する産学マ

ッチング活動、

外部機関（トム

ソン・ロイター）

による世界トッ

プクラスの高い

評価、大学知財

マネジメント力

を強化する構造

改革など、「研究

開発成果の最大

化」に向けて成

果の創出や将来

的な成果の創出

の期待等が認め

られ、着実な業

務運営がなされ

ているため、評

定を Bとする。 

 

 

 

【特許化支援の取

組状況】 

・支援機関へのア

ンケート結果の

細目部分におい

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下の理由から、「研究
開発成果の最大化」に
向けた成果の創出や将
来的な成果の創出が認
められ、着実な業務運
営がなされているた
め、評定をＢとする。 
・左記の中長期目標、
中長期計画、年度計
画（以下、中長期目
標等という）と法人
の業務実績を照らす
と、求められている
業務がおおむね履行
されており、中長期
目標等の達成に向か
って進捗していると
言える。 

・事業化及び導入に至
った案件もあり、大
学等における基礎研
究により生み出され
た新技術の実用化の
促進に資する適切な
取組が行われている
と言える。 

・大学改革等、周辺の
変化にも対応すべ
く、大学の知財・技
術移転マネジメント
の進化に対応する支
援への転換、機構の
ファンディングの知
財マネジメントの強
化等が実施され、Ｊ
ＳＴ知的財産戦略セ
ンターの構造改革が
図ろうとしているこ
とは評価できる。 

・「新技術説明会」や「イ
ノベーション・ジャ
パン2015～大学見本
市&ビジネスマッチ
ング～」等を開催し、
３割程度の案件がマ
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で研究開発

プロジェク

トを支援す

る。 

 

ⅱ．未利用

特許の活用

加速 

イ．特許情

報のデータ

ベースを提

供し、大学

等の未利用

特許の活用

を加速化す

る。 

ロ．有望技

術に対して

試験研究及

び技術移転

調査に係る

支 援 を 行

う。 

ハ．機構が

集約するこ

とで活用が

見込まれる

ものについ

て、大学か

ら有償で取

得する。価

値向上を図

り、ライセ

ンス等につ

なげる。 

 

ⅲ．技術移

転の促進 

イ．技術情

報を随時更

新して公開

する。また、

説明会や展

示会を開催

し、企業ニ

ーズとシー

ズのマッチ

ング機会を

提供する。 

ロ．研究開

発成果のあ

っせん・実

施許諾に着

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・産学マッ

チングの取

組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈モニタリ

ング指標〉 

・特許活用

の取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・目利き人

材育成の取

組状況 

 

 

 

 

［評価軸］ 

・大学等に

おける基礎

研究により

生み出され

た新技術の

いきたいと考えている。 

・大学等による主体的な知財活動強化の取組みを促すための制度改革に着手し、平成 27 年度より、指定国移行申請に際し、共同

研究やライセンス実績を申請受理要件とするなど支援内容の一部見直しを行い、大学による主体的な知財活動の促進に向けた

基盤づくりを実施した。 

 

 

 

 

 

 

・大学等の研究成果の実用化促進を目的として「新技術説明会」を 75 回開催した。全国の大学や公的研究機関等と広く連携し、

各地域に散在している有望な研究シーズを積極的に紹介した。また、企業が求める共同研究分野・課題を、直接大学や公的研

究機関等に呼びかける場として「産から学へのプレゼンテーション」を 6 回開催した。うち 1 回は昨年に引き続きみずほ銀行

と連携することで、発表参加が少ない中小・ベンチャー企業群から、3社の発表参加を実現した。 

・大学等の研究成果の実用化促進を目的として「イノベーション・ジャパン 2015～大学見本市&ビジネスマッチング～」を国立研

究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）と共同で開催し、20,662 人の来場があった。アンケートでは来場者

の内訳は年齢別では 40 歳から 50 歳代の方が全体の半数程度、役職別では経営者・役員、部長・課長級が全体の半数程度で、

企業のキーパーソンクラスの方々の参加を得られた。同時に文部科学大臣、内閣府特命担当大臣他、政界からも多数の視察を

得た。過去 10 年間分の出展者を対象とした追跡調査を実施した結果、マッチング率が高い傾向にある出展課題については、「出

展研究者の意欲が高い」「展示物に工夫がある」などの共通点が見られたため、出展者の選定基準にこれらの項目を反映してい

る。 

 

 

 

 

 

 

■パッケージ化の推進 

・複数の知財を組み合わせたパッケージ(例：IGZO、浮遊錯視技術(特許権と著作権を組み合わせ)など)のライセンス活動を実施

した。 

■ライセンスを見越した特許出願 

・出願の時点から、出願担当とライセンス担当が密接に連携することにより、ライセンスを見据えた強い特許出願を行った。 

■知財集約における重点分野の設定、及び重点分野に基づいた集約活動 

・機構の戦略プログラムパッケージを参考に、重点的に知財集約を行う重点分野（12 分野）を設定した。 

・設定した重点分野を中心に 1,446 発明について調査を実施した。 

■知財出願・集約から権利化、活用までの一気通貫体制整備 

・活用の視点を重視した知財出願・集約から権利化、効果的なライセンス活動・交渉、更には係争対応まで、各担当が連携する

一気通貫の知財活動を行った。 

 

 

・目利き人材育成プログラム（6 コース・16 回開催、延べ受講者 597 人）を実施し、既受講生ならびに現役受講生が集う成果

報告会の企画、機構が保有する研究成果を題材とした研修会の試行など、機構独自の特色ある研修プログラム運営に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ては、支援機関

から高評価を得

ることが出来た

ことは評価でき

る。ただし、審

議結果への疑問

質問に対する機

構への問い合わ

せの増加につい

ては、今後改善

が必要だが、十

分改善が可能で

あると考えてい

る。 

 

 

【産学マッチング

の取組状況】 

・「新技術説明会」

や「イノベーシ

ョン・ジャパン

2015～大学見本

市&ビジネスマ

ッチング～」を

通じて、大学等

の研究成果を企

業等に対して発

表し、広く展示

紹介する機会を

数多く設け、産

学マッチングを

促進したことは

評価できる。 

 

 

【特許活用の取組

成果】 

・IGZO のライセン

ス契約の対象製

品の売り上げが

急増している。

ま た 、 ト ム ソ

ン・ロイターの

世界トップ 100

社に選出される

など、機構の知

財活動は世界的

にも高い評価を

得ていることは

評価できる。 

 

 

【特許化支援の取

ッチングに至ってお
り、技術移転の促進
に向けた取組が着実
に行われている。 

 
 
＜今後の課題＞ 
・第５期科学技術基本
計画で提示されてい
る「大学の特許権実
施許諾件数が第５期
基本計画期間中に５
割増加となることを
目指す」という目標
達成に向け、「大学
自身が知的財産戦略
を策定しそれに応じ
て自律的な知的財産
マネジメントを行う
こと」の実現に向け
た取組をより一層強
化し、知的財産戦略
センターの構造改革
を着実に実行してい
く必要がある。 
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実に結びつ

ける。 

ハ．大学や

企業等から

の技術移転

の相談等に

対応して、

技術移転を

促 進 さ せ

る。また、

大学等の人

材に対し必

要な研修を

行うととも

に、参加者

の交流を通

じた人的ネ

ットワーク

の構築を支

援する。 

 

ⅳ．評価と

評価結果の

反映・活用 

イ．支援し

た発明が特

許になった

割合の調査

等のアンケ

ート調査を

実施し、必

要に応じて

結果を事業

の運営に反

映させる。 

 

ⅴ．成果の

公表・発信 

イ．支援を

行った特許

の状況等に

ついて、分

かりやすく

社会に向け

て情報発信

する。 

ロ．マッチ

ング、人材

研修、知的

財産活用の

加速化、研

究開発成果

の あ っ せ

実用化の促

進に資する

成果が出て

いるか 

 

〈 評 価 指

標〉 

・特許活用

の取組成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■トムソン・ロイター「Top100 グローバル・イノベーター2015」に選出 

・「Top100 グローバル・イノベーター2015」は、トムソン・ロイターが、特許データを基に知財・特許の強さを分析し、世界で最

も革新的な企業・機関 100 社を選出するものである。機構は、4 つの選定基準のうち、「引用における特許の影響力」で特に高

い評価を得て、日本のキヤノン株式会社やトヨタ自動車株式会社、米国の Apple や Google、韓国の Samsung Electronics など

世界のトップ企業と並び、日本の政府系研究機関では初めて同賞へ選出された。 

選定基準は以下の通り。 

・特許数：年間 100 件以上の特許出願 

・成功率：出願した特許の登録率 

・グローバル性：中国・欧州・アメリカ・日本の四極への出願 

・引用における特許の影響力：自己引用を除いた引用頻度 

 

(参考）使用されたトムソン・ロイターのデータベース 

・世界最大の付加価値特許データベース 「Derwent World Patents Index®（DWPISM）」 

・特許調査・分析プラットフォーム   「Thomson Innovation®」 

・主要特許発行機関の特許引用情報     「Derwent Patents Citation Index®」 他 

 

▆トムソン・ロイター「Top25 グローバル・イノベーター：国立研究機関」世界第 3位 

・トムソン・ロイターが保有する学術論文および特許情報を基に、「特許数」「成功率」「グローバル性」「引用数」「1 特許あたり

の平均引用数」「引用率」「論文数」「特許からの引用平均回数」「企業の発表論文からの平均被引用回数」「企業との共著論文数

の割合」を分析し、積極的にイノベーションの創出を実践することで、経済成長や優れた人材の輩出に貢献している国立の研

究機関を選出するものである。機構は、フランス CEA(スコア 206)、ドイツ フラウンフォーファー(スコア 202)に続き、スコ

ア 201 で上位と僅差の世界第 3位にランキングされた。 

・上位受賞は、知的財産戦略センターが有する機能「出願戦略構築、迅速な特許出願、強い特許に権利化・維持、係争対応」を

持って、インパクトの高い成果の権利化を世界に先駆けて行い、係争・維持を積み重ねて来たことで、世界 TOP200 特許（被引

用数）に機構保有特許が 9件入るに至ったことによるものである。 
 

（参考）選出された日本の研究機関 

順位 機関名 

3 位 科学技術振興機構（JST） 

7 位 産業技術総合研究所（AIST） 

13 位 理化学研究所 

18 位 物質・材料研究機構（NIMS） 

 

■知財集約 

・3テーマ（21特許）の新規集約と既テーマへの特許追加 2テーマ（6特許）の、計 5テーマ 27特許について集約を実施した。 

■ライセンス成果 

・ライセンス（開発あっせん・実施許諾）を行った対象特許数：延べ 227 特許(19 社)（目標値 200 特許） 

うち、集約を実施したテーマから 2テーマ(14 特許)について 2社とライセンス契約の締結に至った。 

・パッケージでのライセンス成約件数：延べ 131 特許(5 社) 

・実施許諾及び開発あっせんによる実施料収入：約 1.8 億円（前年度比約 1.5 倍）。 

・細野 秀雄 氏（東京工業大学 教授）の「アモルファス透明酸化物トランジスタ」(IGZO)については、実施許諾先のディスプレ

イメーカーでの実用化が進んでおり、平成 27 年度の対象製品の売上が数百億円規模（前年度比約 4倍）に拡大した。 

・新井 仁之 氏（東京大学 教授）の「浮遊錯視」については、特許の実施及び著作権の利用許諾先である六花亭製菓株式会社の

チョコ缶デザインに 4年連続で採用されているほか、楽プリ株式会社では、「浮遊錯視生成プログラム」を使って印刷物、染色

物、Web ページなど様々なもののデザインに利用するサービスが開始された。 

 

組成果】 

・機構の目利き人

材が大学の知財

関係部署と協働

しながら出願の

質向上を図り、

特許権（特許査

定）を獲得する

割合が、 93.4%

（平成 27年度）

と高い水準を維

持したことは評

価できる（日米

欧の三極特許庁

の平均が 62.5%

（平成 24 年度-

平成 25 年度））。 

 

・外国特許出願支

援により出願し

た特許に係る、共

同研究 1 件あた

りの平均収入額

は、全国の大学

243 万円（平成 26

年度）に対して

875 万円（平成 27

年度）と 3.6 倍と

高く、本支援が産

学連携を加速し

大型の共同研究

に発展している

効果が現れてい

る。また、実施許

諾 1 件あたりの

収入額について

も、全国平均を上

回っていること

は評価できる。 
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ん・実施許

諾の実施状

況等につい

て、分かり

やすく社会

に向けて情

報 発 信 す

る。 

 

・特許化支

援の取組成

果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・産学マッ

チングの取

組成果 

 

 

■外国特許出願支援で支援した発明の特許になった割合：93.4% （目標値：80%） 

・参考：日米欧三極特許庁の平均は 62.5%（平成 24 年度-平成 25年度） 

■外国特許出願支援の効果（共同研究、実施許諾への展開）：下表 

 

・共同研究、実施許諾のいずれにおいても、全国平均と比較して、外国特許出願支援の支援課題の平均は高い水準を維持。 

・特に、外国特許出願支援後の、当該支援特許に係る共同研究 1件あたりの額は、支援課題の平均（875 万円/平成 27年度）が全

国平均（243 万円/平成 26年度）の約 3.6 倍と高く、外国出願が産学連携を加速し大型の共同研究に発展している効果が現れてい

る。実施許諾 1件あたりの額も、支援課題の平均が全国平均を上回る。 

 

 全国（H26） 外国特許出願支援後の当該特許の

実績 

H25 H26 対前年

度比 

H26 H27 対前年度

比 

共同研究数（件） 21,336 22,755 107% 1,157 1,222 106% 

共同研究費受入額（百万円） 51,666 55,488 107% 8,135 10,692 131% 

（1 件あたり）（百万円） 2.42 2.43 100% 7.03 8.75 124% 

実施許諾数（件） 9,856 10,802 110% 717 820 114% 

実施料収入（百万円） 2,212 1,992 90.1% 230 400 174% 

（1 件あたり）（百万円） 0.22 0.18 81.8% 0.32 0.49 153% 

 

■外国特許出願支援の成果事例 

何れも経費以外にも、戦略的な特許群構築に係る助言等の支援を過去に行っている。 

 

「有機 EL発光材料」（FIRST 安達プロジェクト、安達 千波矢 氏（九州大学 主幹教授）らの研究成果） 

･21 件の発明を 6ヶ国に海外出願・権利化。 

･九州大学の研究成果を活用したベンチャー「Kyulux」に、九州大学から本支援特許群を実施許諾・譲渡。同社にて開発材料の実

用化、販売を予定しており、日本初の高品質かつ低コストな有機 EL材料の実用化が期待される。 

 

「電解採取用陽極」（盛満 正嗣 氏（同志社大学 教授）の研究成果） 

･海外 37 件の出願を含む特許群を構築、海外 1 社に実施許諾。 

･世界 16 ヶ国、32ヶ所のレアメタル・ベースメタルプラントで事業化及び導入中。 

･実施料収入累計：79 百万円（平成 24年度-平成 27 年度）。事業展開に伴い収入が継続。 

 

「高速原子間力顕微鏡」（安藤 敏夫 氏（金沢大学 教授）らの研究成果） 

･13 件の発明を 10ヶ国に海外出願・権利化。 

･株式会社生体分子計測研究所ほか、国内外累計 5 社（国内 2 社、海外 3 社）とライセンス契約 

･実施料収入累計：39 百万円（平成 24年度-平成 27 年度）。事業展開に伴い収入が継続。 

 

 

・制度利用者や参加者に行った開催後のアンケートにより技術移転活動に有効であったとの回答は、「新技術説明会」について 84％

（1,537 件/1,828 件）、「イノベーション・ジャパン 2015～大学見本市&ビジネスマッチング～」について 92％（2,036 件/2,216

件）であった。これらを平均すると、88％（3,573 件/4,044 件）から技術移転活動に有効であったとの回答を得ており、目標

値である 8割以上の水準を達成した。 

・またマッチングの成果として、開催後 3 年が経過した段階でのマッチング率は、「新技術説明会」について 25%（マッチング数

124／研究発表数 506）、「イノベーション・ジャパン」について 42％（マッチング数 125／研究発表数 300）であった。これら

を平均すると、マッチング率は 31％（マッチング数 249／研究発表数 806）であり、目標値である 2割 5分以上の水準を達成し

た。 

 

 

 

＜平成 26年度文部科学大臣評価における今後の課題への対応状況＞ 

【産学マッチング

の取組成果】 

・技術移転活動に

有効であったと

の 回 答 に つ い

て、目標値であ

る 8 割以上の水

準となっている

ことは評価でき

る。 

・3年経過後のマッ

チング率につい

て、目標値であ

る 2 割 5 分以上

の水準となって

いることは評価

できる。 

 

 

＜今後の課題＞ 

・「知的財産推進

計画 2015」にお

ける大学等の知

財マネジメント

実行の促進、｢第

5 期科学技術基

本計画｣での大

学等の特許の実

施許諾 5 割増の

新たな提言を受

けて、大学のイ

ノベーション創

出を促進する大

学知財マネジメ

ントを実現する

ため、知財構造

改革方針を平成

27 年度に策定し

た。平成 28年度

より構造改革方

針に基づき、構

造改革を着実に

実行していく。 
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▆特許化支援の制度改革を行い、各大学等が自ら事業化を見据えた知財戦略の策定やその推進を行いうる制度とし、大学の自立的

な知財マネジメントの実現に向けた支援をしていく必要がある。 

・平成 27 年度より、大学等の主体的な知財活動促進を目的とし、指定国移行の支援段階にあたっては共同研究やライセンス実績

を申請受理要件とするなど支援内容の一部見直しを行い、大学による主体的な知財活動の促進に向けた基盤づくりを行った。 

 

 

▆知財集約においては、特許分析等を通して研究開発プロジェクトにおける重点領域を設定し、パッケージ化が効果を発揮して我

が国産業に資する技術を重点的かつ戦略的に集約し、研究開発成果を最大化していく必要がある。 

・集約すべき特許についての「重点分野」を設けた。併せて、1)アグリ･バイオ、2)電気・電子、3)化学、4)情報・機械、分野に

おける知的財産戦略センター内チームを構築し、体制を整えた。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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